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労災疾病臨床研究事業費補助金研究 

総括研究報告書（総合） 

 

有害業務に係る特殊健康診断の諸課題に対する実態把握と課題解決のための調査研究 

 

研究代表者：森 晃爾 全国労働衛生団体連合会労働衛生サービス機能評価委員会 委員長 

研究分担者：立道昌幸  東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 教授 

山本健也  独立行政法人労働者健康安全機構労働安全総合研究所 

          化学物質情報管理研究センター化学物質情報管理部 部長  

研究要旨： 

【目的】 

特殊健康診断（以下「特殊健診」という。）の判定については、昭和 46 年度に示された

「ABCRT 区分」が現在も広く用いられているが、各管理区分に至る手順や基準は明確にされ

ておらず、健診機関によって判定結果にばらつきが生じていることが指摘されている。特殊健

診の判定は、自他覚所見に加えてばく露情報を組み合わせて行う必要があるが、事業者から

の情報提供が不十分であることも課題となっている。また、令和 4 年の省令改正により化学物

質の自律的管理が求められるようになり、リスクアセスメントに基づく健康診断の結果を適切に

評価・活用できる仕組みの整備が急務となっている。本研究では、労働衛生機関における特

殊健診の実態調査を行ったうえで、判定に必要な情報収集の標準化と事業者・労働衛生機

関間の役割分担を整理した「特殊健康診断における適正な情報収集と判定に関するマニュ

アル」を作成することを主目的とした。あわせて、法定特殊健診対象物質の標的健康影響・検

査項目に関する参考資料を整備するとともに、アジア諸国の特殊健診制度との国際比較を行

い、日本の制度改善に資する知見を得ることとした。 

【各分担研究項目のまとめ】 

1．特殊健康診断の判定に関する文献調査 

特殊健診の判定手順に関する現状と課題を把握するため、医中誌を用いた文献調査を実

施し、判定プロセスに関わる文献 19件を選定・分析した。文献の内容は「現状の整理と課題」

「本来あるべき手続き」「作業条件の簡易な調査の活用」「その実施上の課題」の 4 つに分類

された。現状の課題としては、ばく露情報の不足、判定基準の不明確さ、実施スタッフのスキ

ル不足の 3 点が抽出された。本来あるべき手続きとしては、十分な情報収集、業務関連性の

検討、精通したスタッフの確保が必要とされた。今回の調査から、所見とばく露情報を組み合

わせた判定の重要性と、判定手順の整理・言語化の必要性が確認された。また整理にあたっ

ては、企業内産業医と企業外労働衛生機関の医師という判定医の立場別に行う必要があるこ

とも示唆された。 

2．労働衛生機関における特殊健康診断の結果判定に関するアンケート調査 

特殊健診の判定の実態を把握するため、全衛連加盟の特殊健診実施機関 117 機関を対

象にアンケート調査を実施した（回答率 40.2%、57機関）。有所見率は施設間で大きなばらつ
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きが認められ、特化則では平均 1.4%（最大 8.8%）、有機則では平均 2.8%（最大 14.9%）であ

った。受診対象者の選定は事業者判断が多く、判定は健診機関が行う場合が多いが、作業

条件やばく露情報など判定の根拠となる情報を収集しているのは約 60%にとどまっていた。

現行の「ABCRT 区分」については判断に迷うケースが多く、基準の改定や判定ロジックの提

示を求める声が多く聴取された。本調査から、判定手順の標準化とばく露情報の収集・活用

の仕組みの整備が急務であることが示された。 

3．労働衛生機関におけるばく露関連情報収集の実態と判定基準が有所見率に及ぼす影響

に関するアンケート調査 

全衛連加盟 115 施設を対象とした横断的質問票調査を実施し、有所見率と判定基準の関

連を定量的に検証した。事業者からの SDS・作業環境測定結果等のばく露関連情報の入手

は大多数の施設で 25%未満にとどまり、情報収集が不十分な状況が確認された。施設間の

有所見率は大きくばらついた一方、施設内での健診種別間の相関は高く、施設独自の判定

基準が有所見率に影響している可能性が示唆された。有機溶剤健診では、所見とばく露の

関連性を重視しない施設の有所見率が有意に高く、生物学的モニタリング値を非職業性要

因の除外なしに判定した場合にも有所見率が上昇する傾向が認められた。以上から、判定手

順に関する明確なガイダンスの整備と、事業者・労働衛生機関間の情報共有の仕組みの改

善が不可欠であることが示された。 

4．労働衛生機関における特殊健康診断の判定に関するインタビュー調査 

アンケート調査で示された施設間の有所見率のばらつきの実態をより詳細に把握するた

め、実施数や有所見率等を考慮して選定した 8 つの労働衛生機関に対し、遠隔会議システ

ム（Zoom）を用いた約 1 時間のインタビュー調査を実施した。調査内容は、判定実施者・判定

手順の標準化状況・判定区分の考え方・ばく露情報の反映方法・リスクアセスメント健診への

準備状況等であった。各機関はそれぞれ異なる判定プロセスを持ち、機関としての役割を定

義のうえ、それと整合した情報収集と結果判定を行っていることが確認された。一方、リスクア

セスメント健診の実施実績はなく、準備段階にある機関がほとんどであった。本調査から、判

定の適切な実施には、事業場側と労働衛生機関側の役割分担の明確化と、ばく露関連情報

の事前共有および健診現場での追加情報聴取が不可欠であることが改めて示された。 

5．特殊健康診断における適正な情報収集と判定に関するマニュアルの作成 

インタビュー調査・質問票調査の結果を踏まえ、「特殊健康診断における適正な情報収集

と判定に関するマニュアル」を作成した。マニュアルは、①収集・共有すべきばく露関連情報、

②判定レベル（Ⅰ〜Ⅲ）と医師の役割、③特殊健診全体のプロセス、④事業者と労働衛生機

関の役割分担、の 4 項目で構成された。策定後、企業専属産業医 5 名・労働衛生機関の医

師 3 名・渉外担当者 4 名へのインタビューによって妥当性と実現可能性を検証し、厚生労働

省担当課との法令・行政施策との整合性確認を経て最終版を確定させた。本マニュアルの活

用により、労働衛生機関における判定の質の平準化と、事業者が適切な事後措置を完遂で

きる体制の構築が期待される。今後は、研修会等を通じた周知・議論とともに事業者側への

啓発を進めることが必要である。 
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6．化学物質の健康影響モニタリングにおける標的健康影響および検査項目 

特別規則で個別規制されている化学物質について、国内法令では各規制物質の標的臓

器・標的健康影響が必ずしも明確に示されていないことを踏まえ、GHS 政府分類・海外ガイド

ライン等を活用して 126 物質のデータシートを作成した。比較可能な 26 物質のうち 20 物質

で国内法令と海外情報に差異が認められ、1,3-ブタジエンやカドミウム等では国際的に採用

されている有害性が未反映であることが明らかになった。また、平成元年導入の生物学的ばく

露モニタリング項目についても見直しの必要性が示された。加えて、国内外の健康サーベイ

ランス対象者選定スキームを比較した結果、国外ではリスクアセスメントに基づく対象者選定

が主流であり、日本の特殊健診においても「ばく露の程度」を加味した選定への移行が望まし

いことが示唆された。本データシートは、産業医・労働衛生機関における判定の精度向上とリ

スクアセスメント対象物健康診断の運用支援に資するものである。 

7．「特殊健康診断における適正な情報収集と判定」のアジア諸国における現状 

産業医学専門医が特殊健診に関与する制度を有するアジア 3 か国（韓国・タイ・シンガポ

ール）を対象に現地訪問インタビュー調査を実施し、日本を含めた 4 か国の制度の国際比較

を行った。制度の設計思想には物質列挙型からリスクベース型に至るスペクトラムが認めら

れ、韓国は物質列挙型で職業環境医学専門医への実施者限定と指定機関制度の二重要件

を課し、タイは原則特殊健診を実施するが、その検査項目をリスクアセスメント結果に基づき

専門医が選択する形式を、シンガポールは 19 要因限定で指定事業場医の専門的判断に委

ねる形式を採っていた。3 か国共通して実施者に専門資格要件が法的に課されており、資格

要件のない日本との相違が明確であった。タイのリスクベースで検査項目を決定するモデル

は日本のリスクアセスメント対象物健康診断の参考となり得る。また、個別事業場レベルでの

職業性疾病検出の限界は国際共通の課題であり、国レベルでのモニタリング体制構築の重

要性が確認された。 

【考察】 

複数の調査から、ばく露関連情報の入手が大多数の施設で 25%未満にとどまり、判定基準

の違いが施設間の有所見率に大きなばらつきをもたらしていることが定量的に示された。これ

は、現行の特殊健康診断制度が実施体制・情報基盤・判定手順のいずれの面においても根

幹的な課題を抱えていることを意味する。アジア諸国との比較では特殊健診の実施・判定医

の専門性要件、化学物質調査では健康影響モニタリング項目の更新にも課題が明らかとなっ

た。リスクアセスメント対象物健診が導入されているが、今後も法定特殊健診の制度を存続さ

せる場合には、①事業者によるばく露関連情報提供の義務化、②実施者の専門性確保の

仕組みの整備、③国レベルの有所見率モニタリング体制の再構築、を柱とした抜本的な制度

改善が不可欠である。また、リスクアセスメント対象物健診においても、共通の課題があると考

えられるため、制度運用上の課題の確認が必要と考えられる。 
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Ａ.目的 

 労働安全衛生法に基づく健康診断の

結果、異常の所見があると診断された労

働者については、事業者は、その労働者

の健康を保持するために必要な措置に

ついて、医師又は歯科医師の意見を聴き、

必要があると認めるときは、当該労働者

の実情を考慮して、就業場所の変更、作

業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回

数の減少等の措置を講じるほか、作業環

境測定の実施、施設・設備の設置や整備

等の措置を講じることが必要となるこ

とから、異常の所見の有無に関する判断

基準は非常に重要なものである。 

健康診断のうち、労働者の健康状況の

把握を主たる目的とした「一般健康診断」

の結果の判定については、健康診断実施

機関は、日本人間ドック学会・予防医療

などの関連学会等が示す判定値（基準値）

を参考にし、就業区分も「健康診断結果

に基づき事業者が講ずべき措置に関す

る指針」に基づき、概ね適正に処理され

ていると考えられる。 

一方、有害物質へのばく露の程度に関

する情報の収集、健康障害リスクの未然

発見や有害作業因子による健康障害の

早期発見と対象などを目的とする「特殊

健康診断」の結果の判定については、「昭

和 46 年度労働省労働衛生試験研究」に

より、「管理 A」、「管理 B」、「管理 C」、

「管理 R」、「管理 T」という 5 つの管理

区分とその場合の事後措置が示されて

おり、現在も多くの健康診断機関がこれ

を参考にしている。 

しかしながら、例えば、「管理 B」の症

状区分は「管理 C には該当しないが、当

該因子によるかまたは当該因子による

疑いのある異常が認められる場合」、「管

理 C」の症状区分は「当該因子によって

疾病にかかっている場合」等となってい

るなど、判定の際に参考にすることが難

しい表現となっている。特殊健診の健診

項目には、有害要因のばく露以外の要因

で基準値外となる項目も多いことから、

特殊健診の判定は、ばく露の可能性と自

他覚所見を組み合わせて実施する必要

があるが、各管理区分に至る手順および

基準が明確にされていない。 

そのため、日本の特殊健診の多くを担

う全国労働衛生団体連合会の実施する

労働衛生サービス機能評価事業での調

査においても、異常の所見判定が健康診

断機関により、まちまちであることが指

摘されている。事業者は、健康診断結果

に基づき、就業制限等の事後措置を行う

ことが求められることから、判定を適切

に行うことが、その後の当該労働者の健

康管理や作業環境管理等において重要

である。 

また、令和 4 年 5 月に行われた労働安

全衛生規則等の省令改正により、今後は

化学物質を製造し又は取り扱う事業者

は自律的管理を求められることとなる

が、特に、リスクアセスメントの結果に

基づき健康診断を行った場合に、事業者、

とりわけ中小零細事業者にとって、その

結果をどのように評価し、対応するかが

難しい課題となることが予想され、有所

見判定を行う産業医や健康診断機関が

健康診断結果を適切に評価し、事業者に

対して助言・指導を行なうことができる

よう、判定の考え方の整理が急務である。 

そこで本研究では、労働衛生機関にお

ける特殊健診の実態を調査したうえで、
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産業医、労働衛生機関等特殊健診の判定

に携わる者の考え方や役割分担を整理

するため、「特殊健康診断における適正な

情報収集と判定に関するマニュアル」を作

成し、判定に関する考え方の統一を図る

ことを目的とした。また、法定の特殊健

診の対象となっている物質について、適

正な判定を行う上で必要な化学物質の

健康影響モニタリングにおける標的健

康影響および相当する検査項目の整理

を行って参考資料を提供することとし

た。さらに、日本の特殊健康診断の課題

解決に資するために、アジア諸国の特殊

健診制度について調査を行うこととし

た。 

 

B．研究結果 

１．特殊健康診断の判定に関する文献調

査 

特殊健診の判定において、現在多くの

事業場や労働衛生機関が「ABCRT 区分」

を用いているが、判定手順については言

語化されていない部分が多い。そこで今回

は、特殊健診の判定手順に関しての現状

や課題を探り、今後の研究に繋げることを

目的として、文献調査を行う。 

特殊健診をテーマとした文献検索を、医

中誌を用いて行った。最終的に判定プロ

セスに関わる内容を含むものは 19 件であ

った。 

選択された文献の内容は、「1.現状の整

理と課題」「2.本来あるべき手続き」「3.『作

業条件の簡易な調査』の活用」「4.『作業条

件の簡易な調査』の実施上の課題」の 4つ

に分類された。また、現状の課題について

は、ばく露に関する情報不足、判定基準の

不明確さ、スタッフのスキル不足の 3 つに

分類され、本来あるべき手続きについては、

十分な情報収集、業務関連性の検討、精

通したスタッフの確保の 3 つに分類された。 

今回の文献調査から、所見とばく露に関

する情報を組み合わせて判定することの

重要性と、判定に至るまでの手順の整理

の必要性が考えられた。判定に至るまでの

手順の整理については、産業医の場合、

企業外労働衛生機関の医師の場合、とい

う判定医の立場別にも整理する必要が考

えられた。 

 

２．労働衛生機関における特殊健康診断

の結果判定に関するアンケート調査 

 「特殊健診」の結果の判定については、

「昭和 46年度労働省労働衛生試験研究」

により、「管理 A」、「管理 B」、「管理 C」、

「管理 R」、「管理 T」という 5つの管理区分

とその場合の事後措置が示されており、現

在も多くの健康診断機関がこれを参考にし

ている。特殊健診の判定は、ばく露情報と

自他覚所見を組み合わせて実施する必要

がある。しかしながら各管理区分に至る手

順および基準が明確にされていない。そこ

で本研究では、産業医、健康診断機関等

特殊健診の判定に携わる者の考え方を整

理するため、「特殊健康診断判定に関する

マニュアル（仮称）」を作成し、判定に関す

る考え方の統一を図ることを目的とする。

本年度は、現行の特殊健診の判定に関す

る実態調査を各健康診断実施施設に対し

てアンケート調査を行った。 

全衛連が労働衛生サービス機能評価事

業において把握している評価対象機関の

調査票をもとに、特殊健診実施機関（117

機関）にて、特化則、有機則、鉛則、四鉛

則、石綿則に関して① 令和4年度の特殊

健診実施状況② 健診受託時の情報収集

状況 ③ 情報収集担当者の資格 ④ 検

査対象者の選定方法 ⑤ 判定 ⑥ 化学
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物質ごとの判定結果の分類（管理A～管理

T）⑦ 結果の報告、事後支援措置 また、

併せて、問診票や特殊健診結果判定に係

る標準作業書等の書類の提出も依頼する

こととした。 

回答が得られた施設は、57 機関 /117

（40.2％）受託事業者数 40094 事業所であ

った。有所見者の割合は、特化則（47 施

設：平均1.4±2.0%、最大8.8%、最小0%）、

有機則（50 施設：平均 2.8±3.1%、最大

14.9%、最小 0%）、鉛則（36 施設：平均

0.54±3.06%、最大 18.1%、最小 0%）、石綿

則（49 施設：平均 0.8±1.0%、最大 3.9%、

最小 0%）と施設間差を認めた。健診受診

対象者の選定は事業者判断の場合が多

いが、判定については健診機関側で行うこ

とが多い。その場合の作業条件やばく露な

どの判定に用いる根拠の情報について、

収集しているのは 60％程度であった。現

在のABCRT区分については迷うケースが

多いことから、判定基準の改定やロジック

の提案等を求める要望が聞かれた。 

 

３．労働衛生機関におけるばく露関連情報

収集の実態と判定基準が有所見率に及

ぼす影響に関するアンケート調査 

日本の特殊健診には、判定に関する統

一された指針が不足しており、有所見率の

大きなばらつきに繋がっている可能性があ

る。本研究は、労働衛生機関の特殊健診

におけるばく露関連情報の入手状況、特

定化学物質健診と有機溶剤健診における

施設間の有所見率の差異を定量化、有所

見率と施設が採用する判定基準との関連

性を検証することを目的とした。 

全国労働衛生団体連合会（全衛連）に

加盟する115施設を対象とした横断的な質

問票調査を実施した。施設から 2022 年か

ら 2024 年度の有所見率および判定手順

の標準化に関する情報を入手した。また、

医師の判定基準を評価するため、ばく露

情報の判定の活用と生物学的モニタリング

の活用に関する事例を用いたケースビネッ

トを提示した。所見とばく露の関連性につ

いては、２つの質問を組み合わせ、「ばく露

との関連性を重視しない」群と「関連性を

重視する」群に分類した。また、生物学的

も有所見率の施設間差は、Spearman の順

位相関係数および Wilcoxon 順位和検定

を用いて評価された。 

有効回答が得られた施設の健診実施件

数は、特定化学物質健診で 666,975 件、

有機溶剤健診で 405,401 件に上った。事

業者からの安全データシート等のハザード

情報、作業環境測定結果等のばく露関連

情報の入手は、ほとんどの機関で 25%未

満であり、ばく露関連情報が十分に入手で

きていない状況が観察された。両健診の

有所見率は施設間で大きなばらつきを示

し、施設内では強く相関していた。有機溶

剤健診では、「所見とばく露の関連性を重

視しない」施設の方が、有所見率が有意に

高い結果となった。特定化学物質健診でも

同様の傾向がみられたが、有意差は認め

られなかった。非職業性要因を除外せず

に生物学的モニタリング値のみで異常と判

定した場合、両健診で有所見率が上昇す

る傾向が認められた。 

特殊健診の有所見率のばらつきは、施

設内では特殊健診間で強く相関しており、

施設独自の判定基準がその有病率に影

響している可能性を示唆している。このこと

は、国の公表する有所見率統計の解釈に

注意を要することを意味する。多くの施設
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で事業者からばく露関連情報の入手が不

十分であり、有所見率の判定においてばく

露との関連性を重視しない場合、生物学

的モニタリング値を非職業性要因に影響を

除外せずに異常と判断する場合に、全体

の有所見率を押し上げる傾向があったこと

より、特殊健診の判定手順に関する明確な

ガイダンスが必要と考えられる。さらに、特

殊健診の適切な運用のためには、事業者

と労働衛生機関の間で、情報提供と役割

分担を明確化し、ばく露関連情報を収集・

活用する仕組みを改善することが不可欠

である。 

 

４． 労働衛生機関における特殊健康診断
の判定に関するインタビュー調査 

本調査に先立ち実施したアンケート調

査では、有所見率には、施設間で大きな

差があることが分かっている。その具体的

な内容を詳しく理解するために、労働衛生

機関に対するインタビュー調査を行った。 

労働衛生機関における特殊健診の判定

に関するアンケート調査をもとに、特殊健

診の実施数、有所見率の違いなどの情報

から、８つの労働衛生機関を選定した。そ

のうち、2023 年度中に６つの施設に対する

調査が完了し、さらに2024年度中に２施設

の調査を追加した。 各機関において、特

殊健診の結果判定手順に関してもっとも詳

しい医師に遠隔会議システム（Zoom）を用

いて、１時間程度のインタビューを行った。

インタビューの内容として、健診機関にお

ける判定実施者、判定手順（標準）の有無

とその内容、判定実施者間の調整、判定

区分および有所見の考え方、判定に用い

る健診項目以外の情報とその確認方法、

作業条件の簡易な調査の判定への反映、

ばく露情報の結果（有所見）への反映の考

え方、判定における現在考えている課題、

リスクアセスメント健診に対する準備状況に

ついて聴取した。 

各機関における判定に関するインタビュ

ーでは、それぞれによって異なる判定のプ

ロセスを持っていた。具体的には、①特殊

健診の判定における機関としての役割を

定義し、それと整合性が取れた結果判定

を行い、事業者に提供していた。また、②

定義した役割を果たす上で必要な情報を

意識して収集が図られていた。リスクアセス

メント健診については準備中の場合がほと

んどで、実施した実績は報告されなかった。

そのため、課題については聴取することが

できなかった。 

適切に特殊健診の判定が実施されるに

は、「契約・計画→準備→実施→健診判定

→管理区分の決定」の一連の流れにおけ

る事業場側と労働衛生機関側の役割分担

が明確となっている必要がある。また、労

働衛生機関側が事業場側から役割を果た

すことができる情報が共有されることや、健

診実施場面で追加情報が適切に聴取され

ることも必要不可欠である。今後は、さらに

インタビューを追加して情報を整理して、

それらをもとにマニュアルを作成することが

必要である。 

 

５．「特殊健康診断における適正な情報収

集と判定に関するマニュアル」の作成 

 特殊健診の所見は有害因子に特異的で

ないことが多いため、適切な判定には健康

状態に加えて有害因子への「ばく露の推

定」が不可欠であるが、実際には事業者か

らの情報提供不足や機関ごとの判定基準

の相違が課題となっている。そこで今回は、
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特殊健診を実施している労働衛生機関の

実態に関する調査を行い、その結果を踏

まえて、判定に必要な情報収集を標準化

し、事業者と労働衛生機関の適切な役割

分担と情報共有の在り方を明確にするた

めのマニュアルを作成することを目的とし

た。 

マニュアルを作成するにあたり、①特殊

健診の判定に関するインタビュー調査と②

労働衛生機関への質問票調査を実施した。

これらの調査から抽出された、情報提供不

足や専門性のばらつき等の課題をふまえ

て、「特殊健康診断における適正な情報収

集と判定に関するマニュアル（原案）」を策

定した。その後、企業の専属産業医 5 名、

労働衛生機関の医師 3 名、同渉外担当者

4 名へのインタビューを通じて妥当性と実

現可能性を検証し、厚生労働省担当課に

よる法令や行政施策との整合性確認を経

て最終版を確定させた。 

作成されたマニュアルは、(1)特殊健診

において収集・共有すべきばく露関連情

報、(2)労働衛生機関における判定レベル

（Ⅰ〜Ⅲ）と医師の役割、(3)特殊健診全体

のプロセス、(4)事業者と労働衛生機関の

役割分担のプロセス、の4つの主要項目で

構成された。 

適切に特殊健診の判定が実施されるに

は、「契約・計画→準備→実施→健診判定

→管理区分の決定」の一連の流れにおけ

る事業場側と労働衛生機関側の役割分担

が明確となっている必要がある。また、労

働衛生機関側が事業場側から役割を果た

すことができる情報が共有されることや、健

診実施場面で追加情報が適切に聴取され

ることも不可欠である。本マニュアルの活

用により、労働衛生機関の標準作業書の

改訂や判定の質の平準化が図られるととも

に、事業者が適切な事後措置を完遂でき

る体制の構築が期待される。今後は労働

衛生機関に対する研修会等を通じた周知

や議論に加え、事業者側への啓発を進め

ていくことが不可欠な課題である。 

 

６．化学物質の健康影響モニタリングにお

ける標的健康影響および検査項目 

労働安全衛生法令の特別規則での個

別規制化学物質における健康影響モニタ

リング（特殊健診）において、各規制物質

の標的臓器・標的健康影響が明確に示さ

れていないことに鑑み、特殊健診の判定

およびその事後措置の精度向上を目的に、

国内外の情報を基に各規制物質の標的

臓器・標的健康影響を整理・統合し、個別

規制物質の標的健康影響とその健康影響

モニタリングを一元的に整理することで、特

別規則の健康診断結果の鑑別精度の向

上を目的とした。また、統合した結果につ

いて、標的健康影響および健康影響モニ

タリング項目を比較検討し、現行の国内法

令で課題等を整理した。 

その結果、現行の特別規則で個別規制

されている 126物質についてのデータシー

トを作成した。そのうち、現行法令との比較

が可能な 26 物質について比較した結果、

20 物質において海外情報や GHS 政府分

類区分との差異が認められた。そのうち、

特別有機溶剤等令和 2年に健診項目が改

定された物質については発がん性等につ

いて先行した検査項目等が設定されてい

る一方、1,3-ブタジエン、カドミウム等にお

いては海外情報においては採用されてい

る有害性が反映されていないなど、知見の

更新が必要な物質があることが明らかにな
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った。また、平成元年に法令に導入された

生物学的ばく露モニタリング項目について

は、その区分についての見直しが必要と考

えられた。 

また、有害業務の健康サーベイランスの

対象者選定やその実施方法に係るスキー

ムについて国内外の状況を整理した。本

邦の特殊健康診断では作業列挙方式によ

るハザードベースでの対象者選定であるこ

とに対して、2010 年以降に公表されている

国外のスキームでは、リスクアセスメントの

結果に基づき健康診断の実施の有無がま

ず検討され、その後のばく露低減対策の

実施の有無や、臨床検査等の実施に際し

ては作業歴やばく露状況および自覚症状

等の聴取に基づき、ヒトへの侵襲のある検

査の要否の判断がされていた。本邦にお

いては令和 6 年 4 月に導入された「リスク

アセスメント対象物健康診断」で同様のス

キームが導入されているが、特殊健診にお

いても今後同様に、ハザード情報に「ばく

露の程度」を加味した対象者の選定が望

ましいと考えられた。なおその際、特殊健

診受診対象者の減少と引き換えに事業者

が「ばく露の程度」を適切に把握し、その情

報を特殊健康診断実施機関等と共有する

ことで、費用の再配分を適切に実施するこ

とが望ましいと考えられた。 

本研究の成果物であるデータシートの

利活用により、産業医、労働衛生機関にお

いて化学物質の健康影響モニタリング結

果の適切な解釈およびそれに基づくばく

露防止対策、および新たな制度におけるリ

スクアセスメント対象物健康診断での医師

の判断による健康診断項目の検討におい

て、そのプロセス支援に資するものと考え

られる。 また、既存の特別規則健康診断

項目については新たな科学的知見に基づ

く再評価が必要な項目があり、健康影響モ

ニタリング項目のみではなく、生物学的ば

く露モニタリング項目においても、今後の

有害性の新着情報の収集及びそれに基

づく検査項目等の検討について、定期的

な見直しをする機会が必要と考えられた。 

 

７．「特殊健康診断における適正な情報収

集と判定」のアジア諸国における現状 

特殊健診の実効性は、実施者の専門性、

対象物質の規定方法、検査項目の設定方

法など、制度を構成する多くの要素に依存

している。本研究では、産業医学専門医が

特殊健診に関与する制度を持つアジア諸

国（韓国、タイ、シンガポール）を対象とし

て、包括的な国際比較を行い、日本の制

度改善に資する示唆を得ることを目的とし

た。 

分担研究班（日本産業衛生学会指導

医・専門医）で訪問前調査シート（19項目）

を作成し、各国の調査対象機関に事前送

付した。韓国の嘉泉大学医学部、タイのバ

ンコク病院産業保健センターおよびサミテ

ィベート病院シラチャー産業保健医学セン

ター、シンガポールのシンガポール国立大

学公衆衛生大学院産業保健教育研究部

門を訪問し、労働衛生を専門とする医師・

看護職を対象に対面でインタビュー調査を

実施し、Framework Method を用いて分析

した。 

制度の設計思想には、物質列挙型から

リスクベース型に至るスペクトラムが認めら

れた。韓国は日本と同様の物質列挙型で

あるが、実施者を職業環境医学専門医に

限定し、指定機関制度を併設する二重要

件を課していた。タイは健康リスクアセスメ
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ント（HRA）に基づき専門家が検査項目・

頻度を決定するリスクベース型を採用して

いた。シンガポールは対象有害因子を 19

要因に限定し、指定事業場医（DWD）の

専門的判断に広く委ねていた。3 か国に共

通して、実施者に産業医学の専門資格ま

たは研修修了を法的要件としていた点は、

資格要件のない日本との相違点であった。 

調査対象 3 か国がいずれも実施者に専

門的要件を課していることは、日本におけ

る既存の専門医制度等の活用を検討する

契機となる。また、タイの HRA モデルは、

日本のリスクアセスメント対象物健康診断

の運用に向けた参考となりうる。さらに、個

別事業場レベルでは職業性疾病の検出に

限界があることは国際的に共通する課題

であり、国レベルでのモニタリング体制の

構築が重要であることが確認された。現地

インタビュー調査により、文献調査のみで

は得られない制度運用の実態や課題を把

握できた。 

 

C．考察 

特殊健診の判定については、昭和46年

度の研究報告を起源とする管理「ABCRT

区分」の 5 区分が現在も広く参照されてい

るが、各区分の定義は実務的な判定基準

としては曖昧であり、特に「管理B」や「管理

C」の症状区分は、ばく露との因果関係の

判断を求めながらも、その根拠となる手順

を具体的に示していない。加えて、特殊健

診の検査項目の多くは有害要因以外の要

因によっても基準値を逸脱し得るため、適

切な判定はばく露情報と自他覚所見の統

合的な評価を必要とする。しかし本研究の

実態調査によって、この本来必要な評価

が制度として機能していないことが改めて

浮き彫りとなった。 

本研究で実施した複数のアンケート調

査およびインタビュー調査の結果から、以

下の四点にわたる構造的な課題が明らか

になった。第一に、事業者からのばく露関

連情報（SDS・作業環境測定結果等）の入

手は大多数の施設で 25%未満にとどまっ

ており、判定の前提となる情報が恒常的に

不足している。第二に、ばく露関連情報の

判定への反映方針は施設によって大きく

異なり、ばく露との関連性を重視しない施

設では有機溶剤健診の有所見率が有意

に高く、施設独自の判定基準が国全体の

有所見率統計を歪めている可能性がある。

第三に、生物学的モニタリング値を非職業

性要因の除外なしに有所見と判定する施

設では全体の有所見率が上昇する傾向が

あり、この問題は統計の信頼性のみならず、

不必要な事後措置を生じさせる可能性が

ある。第四に、一次健診でばく露関連の健

康障害が疑われた場合の二次健診対応に

も施設間で大きな差があり、特殊健診の本

来の目的である健康障害の早期発見と事

後措置の適正な実施が担保されていない。

これらを総合すると、現行の特殊健診制度

は実施体制・情報基盤・判定手順のいず

れの面においても根幹的な課題を抱えて

おり、労働基準監督署に報告される有所

見率の信頼性にも疑義が生じると言わざる

を得ない。 

 化学物質の健康影響モニタリングに関

しては、現行の特別規則で個別規制され

ている 126 物質のデータシートを作成して

国内外の情報を比較した結果、比較可能

な 26 物質のうち 20 物質において国内法

令と海外情報に差異が認められた。1,3-ブ

タジエンやカドミウム等では国際的に採用
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されている有害性が国内法令に未反映で

あるなど、科学的知見の更新が必要な物

質が存在することが明らかとなった。また、

平成元年に導入された生物学的ばく露モ

ニタリング項目についても、現行の区分の

妥当性について見直しが必要と考えられ

た。対象者選定のスキームについては、国

外では 2010 年以降リスクアセスメント結果

に基づく選定が主流となっており、令和 6

年 4 月に導入されたリスクアセスメント対象

物健康診断と同様の考え方を法定特殊健

診においても段階的に導入することが望ま

しい。なお、対象者の絞り込みを行う場合

には、事業者が「ばく露の程度」を適切に

把握・記録し、その情報を特殊健診実施機

関と共有する体制を同時に整備することが

前提条件となる。 

アジア諸国との国際比較では、韓国・タ

イ・シンガポールの 3 か国いずれにおいて

も、特殊健診の実施者に産業医学の専門

資格または研修修了が法的に要件とされ

ていることが確認された。韓国は物質列挙

型を維持しながらも職業環境医学専門医

への実施者限定と指定機関制度の二重要

件を課し、タイは健康リスクアセスメント

（HRA）の結果に基づき専門医が検査項

目・頻度を決定するリスクベース型を採用

し、シンガポールは対象を 19 要因に限定

したうえで指定事業場医（DWD）の専門的

判断に委ねる形式をとっていた。いずれの

国も実施者の専門性を法的に担保してい

るのに対し、日本では産業医としての資格

を持つ医師であれば特殊健診の判定を行

える制度となっており、この差が判定の質

のばらつきに影響している可能性がある。

日本においても、日本産業衛生学会の指

導医・専門医制度や産業医科大学等が提

供する研修制度の積極的な活用を通じて、

特殊健診実施者の専門性確保に向けた

仕組みを整備することが求められる。また、

タイのリスクアセスメントの結果に基づき健

診項目を医師が決定するモデルは日本の

リスクアセスメント対象物健康診断の運用

設計において参考となり得る。さらに、個別

事業場レベルでの職業性疾病検出には本

質的な限界があることは国際共通の課題

であり、業種・物質・地域別の集計を含む

国レベルでのモニタリング体制の構築が日

本においても重要な政策課題である。 

厚生労働省の「職場における化学物質

等の管理のあり方に関する検討会報告書」

は、既存の特別規則について「５年後の廃

止を想定し、自律的管理が十分に定着し

ていない場合はさらに５年後に改めて評価

する」と位置付けており、これは法定特殊

健診にも当てはまる方向性と考えられる。

本研究の結果は、法定特殊健診の制度を

今後どのような形で存続・改革するかを検

討するうえで、直接的な根拠を提供するも

のである。制度を存続させる場合には、少

なくとも以下の三点の改善が不可欠である。 

第一に、情報提供体制の制度的整備で

ある。現状では、判定に必要なばく露関連

情報を事業者が労働衛生機関に提供する

法的義務が明確でなく、情報収集が各機

関の個別努力に委ねられている。行政は、

事業者が特殊健診委託時にばく露関連情

報を提供することを義務付ける省令・通達

の整備を検討すべきである。事業者が企

業秘密等を理由に情報を開示しない場合

には、労働衛生機関は判定を留保し、検

査所見と自他覚症状を事業者に報告する

にとどめ、事業者側において産業医または

専任医師がばく露関連情報と照合して管
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理区分を決定する役割分担を標準化する

ことが現実的な解として考えられる。本研

究で作成した「特殊健康診断における適

正な情報収集と判定に関するマニュアル」

は、この役割分担と情報共有の在り方を具

体的に示したものであり、各機関における

標準作業書の改訂と判定の質の平準化へ

の活用が期待される。 

第二に、実施者の専門性確保である。

国際比較の結果が示すように、特殊健診

の判定の質は実施者の専門性に大きく依

存する。現行制度では産業医資格を持つ

医師であれば判定が可能であるが、特に

化学物質のばく露評価と管理区分の判断

には高度な専門知識が求められる。既存

の専門医・指導医制度や研修プログラムと

の連携を強化し、特殊健診実施機関にお

ける担当医師の専門性確保に向けた仕組

みを段階的に導入することを提言する。 

第三に、国レベルの有所見率モニタリン

グ体制の再構築である。本研究が示したよ

うに、現在労働基準監督署に報告されて

いる有所見率は施設の判定基準に大きく

左右されており、行政統計として信頼性に

限界がある。業種・物質・地域別の標準化

された集計と施設間比較の仕組みを構築

し、業種・物質・地域別の標準化された集

計と施設間比較の仕組みを構築し、専門

職による評価や集団としての評価を可能に

するなど特殊健診制度の実効性を客観的

に評価できる基盤を整備することが必要で

ある。リスクアセスメント対象物健康診断の

運用においても、ばく露情報の活用と実施

者の専門性確保は共通する課題であり、

本研究の知見は両制度の改善に資するも

のである。 

 

D．結語 

本研究により、特殊健診において施設

間で有所見率および判定手順に大きな差

があること、その背景にばく露関連情報の

恒常的な不足と判定手順の標準化の不十

分さがあることが、定量的・定性的に明らか

になった。また、現行の特別規則における

化学物質の健康影響モニタリング項目に

ついては国際的知見との乖離が存在し、

科学的更新が必要な物質があることが確

認された。さらにアジア諸国との比較を通

じて、実施者の専門性の法的担保という点

で日本制度の課題が浮き彫りになった。 

 これらの知見を踏まえ、本研究では

「特殊健康診断における適正な情報収集

と判定に関するマニュアル」を作成・完成さ

せた。今後はこのマニュアルを通じた労働

衛生機関および産業医への周知・研修とと

もに、事業者への啓発を継続的に進めるこ

とが必要である。 

化学物質の自律的管理への移行が進

む中、特別規則に基づく法定特殊健診の

今後の在り方については、行政・事業者・

労働衛生機関が連携したうえで、①事業

者によるばく露関連情報の提供義務の明

確化、②特殊健診実施者の専門性確保に

向けた仕組みの整備、③行政統計として

の有所見率の信頼性向上を含む国レベル

のモニタリング体制の再構築、という三点を

柱とした制度の抜本的な見直しを早急に

検討すべきである。あわせて、リスクアセス

メント対象物健康診断についても同様の課

題が存在する可能性があり、運用状況の

確認が必要と考えられ、その改善には本

研究で得られた知見を積極的に活用する

ことが求められる。 
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E．学会・学術論文発表 

学会発表 

⚫ 熊川優希、森晃爾、山本健也、立道

昌幸。「特殊健康診断における適正

な情報収集と判定に関するマニュ

アル」。第 35回日本産業衛生学会全

国協議会、2025年 11月、徳島 

⚫ 森 晃爾、宇根 理、熊川優希、山

本健也、立道昌幸．有所見率の実態

とばらつきに与える要因の検討．第

35 回日本産業衛生学会全国協議会、 

 

学術論文 

⚫ Mori K, Une O, Kumakawa Y, Yamamoto 

K, Tatemichi M. Collection and utilization 

of exposure-related information in special 

health examinations: questionnaire survey 

of occupational health organizations. J 

Occup Health （accepted） 

⚫ 森晃爾，宇根理，熊川優希，山本健也，

立道昌幸. 特殊健康診断におけるばく

露関連情報の収集と活用の実態：労働

衛生機関への質問票調査. 産業医学ジ

ャーナル（受理） 

⚫ 熊川優希、森晃爾、宇根理、山本健

也、立道昌幸。「特殊健康診断におけ

る適正な情報収集と判定に関する

マニュアル」の作成。2026。産業衛

生学雑誌。（投稿中） 
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労災疾病臨床研究事業費補助金研究 分担研究報告書（総合研究報告書） 

有害業務に係る特殊健康診断の諸課題に対する実態把握と課題解決のための調査研究 

 

１．特殊健康診断の判定に関する文献調査 
 

研究代表者：森 晃爾 全国労働衛生団体連合会 労働衛生サービス機能評価委員会委員長 

研究要旨 

【目的】我が国では、特殊健診の判定において、現在多くの事業場や労働衛生機関が

「ABCRT 区分」を用いている。一方で、判定手順については言語化されていない部分

が多い。そこで今回は、特殊健診の判定手順に関しての現状や課題を探り、今後の研究

に繋げることを目的として、文献調査を行う。 

【方法】特殊健診をテーマとした文献検索を、医中誌を用いて行った。最終的に判定プロ

セスに関わる内容を含むものは 19 件であった。 

【結果】選択された文献の内容は、「1.現状の整理と課題」「2.本来あるべき手続き」「3.

『作業条件の簡易な調査』の活用」「4.『作業条件の簡易な調査』の実施上の課題」の

4つに分類された。また、現状の課題については、ばく露に関する情報不足、判定基準

の不明確さ、スタッフのスキル不足の 3 つに分類され、本来あるべき手続きについて

は、十分な情報収集、業務関連性の検討、精通したスタッフの確保の 3 つに分類され

た。 

【結論】今回の文献調査から、所見とばく露に関する情報を組み合わせて判定すること

の重要性と、判定に至るまでの手順の整理の必要性が考えられた。判定に至るまでの手

順の整理については、産業医の場合、企業外労働衛生機関の医師の場合、という判定医

の立場別にも整理する必要が考えられた。 

 

研究協力者： 日野優希 産業医科大学 産業生態科学研究所 修練医 
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Ａ．目的 

 わが国では、有害業務に従事する労働

者に対して特殊健診が実施されており、

法令に基づくもの、行政指導によるもの、

自主的に行うものがある。 

特殊健診の判定に関しては、現在多く

の事業場や労働衛生機関が「ABCRT 区

分」を用いている。この管理区分は、1971

年の労働省労働衛生試験研究の結果を

もとに推奨されている。しかし、特殊健

診の判定には、自他覚所見に加えてばく

露の程度を勘案する必要があるが、管理

区分に至るプロセスは示されていない。 

その後、労働安全衛生法関連省令の改

正により、現在はばく露の程度を推定す

ることを目的として、生物学的モニタリ

ングや「作業条件の簡易な調査」が健診

項目に加わっている。また、化学物質管

理が法令型管理から自律型管理へ移行

する中で、特殊健診の実施頻度の柔軟化

が求められている。 

こうした流れの中では、特殊健診の判

定手順を明確化し、適切な情報をもとに

判定が標準的に行われるようにするこ

とが重要と考えられる。 

 しかし、特殊健診の判定手順は必ずし

も決まったルールがあるわけではなく、

言語化されていない部分が多い。そこで、

今回は特殊健診の判定手順に関しての

現状や課題を探り、今後の標準的な判定

手順の策定の基礎資料とすることを目

的として、文献調査を行った。 

 

Ｂ．方法 

 特殊健診をテーマとした文献検索を、

医中誌を用いて 2023 年 6 月 27 日の時

点で行った。検索ワードは「特殊健康診

断」とし、発行年を 1990 年から 2023 年

とした。ヒット数は 160 件であり、タイ

トルと抄録で明らかに判定手順に関す

るものでないものを除外し、69 件に絞

り込んだ。69 件の文献の内容を確認し、

最終的に判定プロセスに関わる内容を

含むものは 19 件であった。査読つきの

文献は含まれなかった。 

Ｃ．結果 

 選択された 19 件の文献の内容は、4

つの内容に分類された。 

 

1. 現状の整理と課題 

2. 本来あるべき手続き 

3. 「作業条件の簡易な調査」の活用 

4. 「作業条件の簡易な調査」の実施上

の課題 

 

 以下、4 つの内容について順を追って

記載する。 

 

1. 現状の整理と課題 

現状広く行われている判定区分として、

「ABCRT 区分」がある。1963 年に通達で、

A（異常なし）、B1（業務上の異常の疑い、

要観察）、B2（業務上の異常の疑い、要精

査）、C（業務上の異常、要治療）の区分が
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示されており、それに加えて 1971 年に労

働省研究報告として、T（業務外要因によ

る異常、要医療）、R（業務外要因による異

常、要就業制限）の区分が示されている。

（1）この区分に準じている健康診断機関が

多数ある。（2） 

また、特殊健診の判定における課題とし

て、以下の 3つに分類された。 

⚫ ばく露に関する情報不足 

有所見に対して作業起因性が否かを推

定するためには、ばく露に関する様々な

情報が必要となる。例えば、健診結果の

推移、同一職場における疫学的検討、尿

中代謝物濃度、作業環境測定結果、職場

巡視結果、日常生活でのばく露機会など

である。（3）事業所の産業医が判定を実施

する場合にはそれらの情報を入手する

ことは比較的容易であるが、企業外労働

衛生機関が受託して実施する場合に、企

業の作業環境状態や使用有害物質・使用

量などのデータを手に入れることがで

きるかどうかが課題として挙げられた。

（4） 

⚫ 判定基準の不明確さ 

前述の通り「ABCRT 区分」は、労働省労

働衛生試験研究の結果をもとに推奨さ

れており、現在も汎用されている。しか

し、公式なものではない。（5）また、じん

肺健診以外の特殊健診において、有所見

の明確な判定基準はなく、医師の裁量に

任されているという課題がある。（6） 

⚫ スタッフのスキル不足 

 健診機関の医師が特殊健診に関する知

識のない場合は、特殊健診の本来の目的

から逸脱し、健診を実施することが目的と

なってしまう恐れがある。企業外の健診機

関でも、特殊健康診断に精通した医師を

持つべきだが、確保できない状況にあると

いう課題も挙げられた。（4） 

 

2. 本来あるべき手続き 

 1の現状の整理や課題をふまえた上で、

本来あるべき手続きとして、以下の 3 つ

に分類された。 

⚫ 十分な情報収集 

課題として記載した通り、適切な判定のた

めにはばく露に関する情報を入手すべき

であり、企業外労働衛生機関が受託して

実施する場合であっても同様である。その

ためには、事業者は必要に応じて作業者

の作業環境、作業負荷等の情報を提供す

ることが大切である。（1）その上で情報を提

供された側は、情報を判定に活かすため

に、健診表や個人表に労働衛生情報を集

約する必要がある。またそのためには、電

子化するなどの対応が求められている。（3） 

✓ 作業環境測定結果 

作業環境測定結果はばく露の程度を推

定する上で特に有用な情報である。健診

機関にとって、受託先から作業環境測定

結果の情報を受けないと、特殊健診を受

診している作業者の作業環境状態が把

握できず、特殊健診の判定を明らかにで

きない状態に陥ることが考えられる。（4） 
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✓ 定期健康診断結果 

 特殊健診で認められた症状が本当に有

害業務によるものなのか、他の原因によ

る同じ症状・所見の鑑別に注意が必要で

ある。そのため、定期健康診断などの結

果を含めて総合的に判断しなくてはな

らないと考えられる。（7） 

⚫ 業務関連性の検討 

有所見に対して業務上の異常であるか

業務外要因による異常であるかを判断

することは、判定をする上で必要不可

欠である。前述の「ABCRT 区分」を

用いる際にも、その判断が必要である

ことは各区分の説明を見ると分かる。

所見に加えて、ばく露に関する情報を

入手し、発症のタイミング、経過、ば

く露状況などから業務の関連の有無を

慎重に判断する必要がある。（8） 

⚫ 精通したスタッフの確保 

業務関連性の十分な検討を行うために

は、特殊健診に精通した医師が判定を実

施するべきである。一般健診と異なり特

殊健診に関わる看護師や医師には一定の

労働衛生に関する理解が必要と考えられ

る。（9） 

日本以外の例を考えると、特殊健診の

診察や判定は産業医学・職業環境医学の

学会専門医レベルの医師にしか行えな

いよう限定されている国も複数あった

との報告があった。(10) 

また、現在の産業保健の課題の 1 つとし

て、小規模事業所における産業保健につ

いて挙げられる。このような規模の事業所

に対して、特殊健診に長けた医師が健診

医として特殊健診に参加できれば、小規

模事業場の作業環境も改善するものと期

待される。（4） 

 

3. 「作業条件の簡易な調査」の活用 

法令に基づく特殊健診では、原則的に

一次健診の項目として「作業条件の簡易

な調査」の実施が含まれている。同調査

は労働者の当該物質へのばく露状況を

適切に把握し、健康診断結果の解釈、二

次健康診断の実施の必要の有無の判断

及び健康診断結果に基づく措置を行う

際の判断に資することを目的としてい

る。（10）同調査を適切に実施することで、

産業医や健診実施機関の医師等が健診

時に個人ばく露の概要を知ることがで

き、健診結果の判定に際してきわめて有

用な情報となると考えられる。（11） 

岡原らの研究により、同調査で得られ

た情報が判定結果に影響を及ぼし、判定

の統一性を増すことが示唆された。同調

査の情報が無い状況では、ばく露状況の

把握が困難であるためと考えられた。（12） 

 

4. 「作業条件の簡易な調査」の実施上

の課題 

情報収集段階の課題として、「作業環境

測定の結果」や「事故や修理等の際の大

量ばく露」については健康診断機関とし

て顧客企業や労働者に対して聴取しに
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くいという課題が示された。商行為にお

ける立場関係が要因になっていると考

えられた。（13）また、実際に収集出来てい

る機関は少なかった。（10） 

情報の記録・保存の段階の課題として

は、健康診断結果個人表の記録スペー

ス・データ容量の制約があり、詳細な情

報を記録することが難しい場合があっ

た。（10） 

また、作業環境測定結果を含めた同調

査の情報が適切に収集され、活用される

ためには、特殊健診実施機関あるいは当

該事業場の産業医や衛生管理者などが

高い専門性と倫理性を持って課題に対

処することが大切と思われた。（10） 

 

Ｄ．考察 

 今回の調査結果から、2 つに分けて考

察する。 

1. 所見とばく露に関する情報を組み合わ

せて判定することの重要性 

 本来、特殊健診においては、所見とば

く露の程度の両方を加味して判定を行

うべきである。今回課題として挙げられ

たばく露に関する情報不足、判定基準の

不明確さ、スタッフのスキル不足によっ

て、そういった本来あるべき判定が困難

になっていると考えられた。 

まず、課題の 1 つである情報不足に関

して、十分な情報聴取が必要と考えられ

た。「作業条件の簡易な調査」は有用で

あると考えられたが、情報の収集・記録・

保存に関しては課題が残る。特に、同調

査の中には特殊健診の場面で聴取しに

くい項目があり、事業者から別途情報提

供が必要となるが、実際に収集できてい

ない機関があるということは、大きな課

題である。 

また、判定基準の不明確さやスタッフ

のスキル不足により、情報が得られたと

しても、ばく露の程度に関しての情報を

判定に組み込めていないことが考えう

る。 

2. 判定に至るまでの手順の整理の必要

性  

1の内容を踏まえて、所見とばく露に関

する情報をどのように組み合わせて判

定を行うか、という手順を示すことが必

要であると考えられる。 

特殊健診の判定に関しての理想的な手

順としては、 

① ばく露の程度の推定 

② 所見の有無と程度の評価 

③ 管理区分の判定 

というステップを踏み、「ばく露の推定」

と「症状や検査所見」とを組み合わせて

判定することが基本となるべきである。

（14）このステップの中で、情報入手につ

いても手順として組み込む必要がある。

例えば、①ばく露の程度の推定のステッ

プでは、「作業条件の簡易な調査」、②所

見の有無と程度の評価のステップでは

必要に応じて定期健康診断などが情報

として得られている必要がある。 
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また、特殊健診の判定は、産業医、労働

衛生機関の健診判定医などの、様々な立

場の医師が実施することが考えられる。

判定する医師の立場、周囲の環境によっ

て、あるべき判定の手順は大きく異なる

ことが予想される。 

以下、産業医、企業外労働衛生機関で

実施した場合について特記すべきであ

ると考えられる点について述べる。 

⚫ 産業医が判定をする場合 

 産業医は、ばく露の状況や現場の実態

を把握することが比較的容易である。日

頃の巡視などから得た職場への理解を

ベースに、必要に応じて臨時の職場巡視、

作業環境測定結果の確認など行い、業務

起因性を加味した判定を行うことが望

ましい。 

 そのためには日頃から職場の理解を

深める活動を行う必要がある。また、判

定の手順についても整理を行った上で

産業保健職や衛生管理者と共有してお

くことが重要であると考える。 

⚫ 企業外労働衛生機関で判定をする

場合 

企業外労働衛生機関で企業から委託さ

れて特殊健診を実施している際には、前

述のような「ばく露の推定」と「症状や

検査所見」とを組み合わせた判定を実施

することが比較的困難であると考える。 

そのため企業外労働衛生機関では、ば

く露に関する情報を入手し、判定に組み

込む際の手順を整理することが必要で

ある。その実現には、委託元の事業場と

の折衝を行うことがより重要となって

くる。また、手順を整理した上で、健診

に関わるスタッフの教育も行う必要が

あると考えられる。 

 

E．結論 

今回の文献調査によって、所見とばく

露に関する情報を組み合わせて判定す

ることの重要性を再認識し、判定に至る

までの手順の整理することの必要性が

示唆された。 

今後は、全国労働衛生団体連合会によ

る、企業外労働衛生機関に対する特殊健

診の現状に関するアンケート調査を実

施する予定である。その結果によって現

状の把握に努め、より実現可能な手順に

ついて検討していく。 
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成し、判定に関する考え方の統一を図ることを目的とする。本年度は、現行の特殊

健診の判定に関する実態調査を各健康診断実施施設に対してアンケート調査を行っ

た。 

全衛連が労働衛生サービス機能評価事業において把握している評価対象機関の調

査票をもとに、特殊健診実施機関（117 機関）にて、特化則、有機則、鉛則、四鉛

則、石綿則に関して① 令和 4 年度の特殊健診実施状況② 健診受託時の情報収集状

況 ③ 情報収集担当者の資格 ④ 検査対象者の選定方法 ⑤ 判定 ⑥ 化学物質

ごとの判定結果の分類（管理 A～管理 T）⑦ 結果の報告、事後支援措置 また、併せ

て、問診票や特殊健診結果判定に係る標準作業書等の書類の提出も依頼することと

した。 

回答が得られた施設は、57機関/117（40.2％）受託事業者数 40094事業所であっ

た。有所見者の割合は、特化則（47 施設：平均 1.4±2.0%、最大 8.8%、最小 0%）、

有機則（50 施設：平均 2.8±3.1%、最大 14.9%、最小 0%）、鉛則（36 施設：平均

0.54±3.06%、最大 18.1%、最小 0%）、石綿（49 施設：平均 0.8±1.0%、最大 3.9%、

最小 0%）と施設間差を認めた。健診受診対象者の選定は事業者判断の場合が多い

が、判定については健診機関側で行うことが多い。その場合の作業条件やばく露な

どの判定に用いる根拠の情報について、収集しているのは 60％程度であった。現在

の判定基準「ABCRT 区分」については迷うケースが多いことから、判定基準の改定

やロジックの提案等を求める要望が聞かれた。 
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A. 研究目的

有害物質へのばく露の程度に関する情

報の収集、健康障害リスクの未然発見や

有害作業因子による健康障害の早期発見

と対象などを目的とする「特殊健診」の

結果の判定については、「昭和 46年度労

働省労働衛生試験研究」により、「管理

A」、「管理 B」、「管理 C」、「管理 R」、「管

理 T」という 5つの管理区分とその場合

の事後措置が示されており、現在も多く

の健康診断機関がこれを参考にしてい

る。しかしながら、例えば、「管理 B」

の症状区分は「管理 Cには該当しない

が、当該因子によるかまたは当該因子に

よる疑いのある異常が認められる場

合」、「管理 C」の症状区分は「当該因子

によって疾病にかかっている場合」等と

なっているなど、判定の際に参考にする

ことが難しい表現となっている。 

特殊健診の健診項目には、有害要因の

ばく露以外の要因で基準値外となる項目

も多いことから、特殊健診の判定は、ば

く露の可能性と自他覚所見を組み合わせ

て実施する必要があるが、各管理区分に

至る手順および基準が明確にされていな

い。 

そこで本研究では、特殊健診の実態を

明らかにする一貫として、現行の特殊健

診の判定に関する実態調査（アンケート

調査）を各健康診断実施施設に対して実

施した。 

B. 研究方法

1．調査票の作成

研究者による班会議を開催して、作成

方針を明確にし、調査票原案を作成した。

その後、メールやオンラインでの打合せ

を経て、調査票実施案を作成した。さら

に、健康診断機関の代表者の意見を求め、

必要な改善を行った。 

２．アンケート調査の実施 

労働衛生サービス機能評価事業におい

て把握している評価対象機関の調査票を

もとに、特殊健診実施機関（117機関）に

おける、 

① 令和 4年度の特殊健診実施状況

② 健診受託時の情報収集状況

③ 情報収集担当者の資格

④ 検査対象者の選定方法

⑤ 判定

⑥ 化学物質ごとの判定結果の分類

（管理 A～管理 T）

⑦ 結果の報告、事後支援措置

また、併せて、問診票や特殊健診結果

判定に係る標準作業書等の書類の提出も

依頼することとした。 

C. 結果

１．調査票の作成 

研究班会議において、調査票で確認す

べき内容は、以下の項目とした。 

⚫ ばく露状況の把握方法

⚫ 有所見の判定ロジック

⚫ 作業状況の把握方法



⚫ 事業者への戻し方

その後、より詳細な情報を得るために

は、受託、実施、判定、フィードバック

の流れに沿うことを意思しながら記載が

できるよう、以下の整理が適当であるこ

とが合意され、調査票の大項目は以下の

とおりとなった。 

① 実績（令和４年度）

② 受託時の情報収集

③ 対象者の選定方法および実施

④ 判定

⑤ 結果の報告・事後措置支援

これらの項目に加えて、自由意見の記載

および参考資料の提出を依頼することと

した。 

各大項目の内容ごとに、班会議メンバ

ーの意見をもとに留意した内容について

記載する。 

① 実績

⚫ データの集計および入力時の負担を

小さくするために、事業場に対して提

供されている監督署報告様式に沿った

形式での収集が適当と考えられた。

⚫ 特別規則による特殊健診の実施方法

は、有機溶剤中毒予防規則、鉛中毒

状予防規則および四アルキル中毒予

防規則と、特定化学物質障害予防規

則および石綿障害予防規則では異な

っている。

➢ 前者では、医師が必要と認めた場

合の追加検査や作業条件の調査

をもとめ、それらを総合して結果判

定することを前提している。 

➢ 前者では、所見のあった者（有所

見者）の総数の記載を求めている

ため、有所見者の定義に“ばく露

の影響の有無”を勘案しているか

どうかについて、機関によって異な

る可能性がある。

➢ 後者では、第二次健康診断の実

施の必要性を評価し、第二次健康

診断の結果に基づいて疾病にか

かっているとの診断を行うことを前

提としている。

⚫ 各数値の判断は受託事業場によって

差があることが考えられるため、以下の

選択肢を設けて実態を把握する。また、

その他については自由記載を設けて、

内容を確認する。

① 健診機関（診察医・判定医）の個別

指示・診断

② 事業場（産業医）の個別指示・診断

③ 事業場の依頼による全員もしくは一

部

④ 労基署報告用紙裏面の備考欄に

準拠

⑤ 数を把握していない

⑥ その他

② 受託時の情報収集

特殊健診の判定にあたっては、当該労

働者の自覚症状や他覚所見のほか、有害

要因へのばく露に関する情報が不可欠で

ある。そのようなばく露情報は、特殊健診受



託機関が事業場から収集する情報と、「作

業条件の簡易な調査」で代表される特殊健

診項目の一つとして収集される情報がある。 

⚫ 収集する情報の内容は、実績に基づく

ことによって正確に把握することができ

るため、実施した件数とした。事前情報

は、事業場単位で収集されるため、件

数は事業場単位で回答を求めた。

⚫ 実施した件数項目には、入手には事業

場の理解が必要な作業環境測定結果

や業務上疾病発生状況を加えた。

⚫ 収集する情報の質は、情報収集担当

者にも依存すると考えられるため、情報

収集担当者の資格を、収集に関わった

割合で確認することした。

③ 対象者の選定方法および実施

⚫ 対象者の選定は、機関側が主体にな

る場合と、事業者側の判断・指示に

従う場合を想定した。

⚫ 特に衛生管理者等の有資格者がいな

い小規模事業場において、適切な対

象者選定がされるためには、健診機

関側の考え方の明確が必要と思われ

る。その際、作業の有無を前提とす

るか、ばく露の有無を前提とするか、

２つの在り方を選択肢として示した。 

⚫ 健康診断の実施において、血液検査

や尿検査以外の収集した情報の質が

結果判定には重要と考え、“作業条件

の簡易な調査”と自他覚症状の聴取

について、確認を行うこととした。

⚫ 特殊健診の実施は、十分な訓練と経

験を積んだ産業医が行うべきであり、

タイや韓国などでは、日本産業衛生

学会の産業衛生専門医に相当する医

師に実施者を限定している。そこで、

診察医の資格について、産業医の中

でも、日本産業衛生学会専門医、労

働衛生コンサルタント、その他に分

けて確認を行うこととした。 

④ 判定

⚫ 特殊健診の判定は、所見が業務上の

ばく露に起因するものであるか否か

を明確にすることが必要であり、そ

の判断のための情報を活用して、専

門性を有する医師が判定すべきであ

る。これらの状況について、確認を

行うこととした。

⚫ 業務起因性の判断には、ばく露情報

が重要であり、法令に基づいて実施

されているが想定されている情報の

種類として作業条件の調査、作業環

境測定結果、リスクアセスメント結

果、その他（個人ばく露測定の結果

等を想定）を選択肢として提示しま

した。

⚫ 機関として判定する場合、判定医間

の考え方の違いを調整するために、

判定ロジックを含む規定が存在する

ことが望ましい。その有無について

も確認することとした。

⚫ 現在、特殊健診に用いられている判

定区分であるＡＢＣＴＲ区分につい

て、特殊健診種別ごとの判定数の記



載を求め、機関間のばらつきを検証

するとともに、判定の考え方や収集

情報との関係の検証に用いることと

した。 

⚫ 産業医がいる事業場の特殊健診では、

産業医が判定することを前提、機関

としては検査結果の提供のみを行う

ことがある。そのような事業場数を

特殊健康種別ごとに記載を求めるこ

ととした。

⚫ 判定ロジックで、議論が分かれる状

況として以下を提示して、各機関の

判定の特徴について確認することと

した。

➢ ばく露の可能性が小さい又は情

報が不十分な状況で、検査値や

自覚症状に所見がある場合の判

定

➢ 尿中代謝物等のバイオロジカル

モニタリングに所見があり、一

方で化学物質によるものと思わ

れる症状や検査所見の有無の判

定 

⑤ 結果の報告・事後措置支援

⚫ 結果報告については、様式を確認す

ることによって、内容を確認するこ

ととした。

⚫ 有害要因による健康障害が疑われる

場合の当該労働者に関する対応およ

び作業環境や作業方法についてのア

ドバイスの実態について、自由記載

で情報を求めることとした。

２．アンケートの結果 

① 基本集計結果

調査期間：2023/10/25-2023/11/27 と

して、117 機関にアンケートを依頼して、

57 機関から返答を得た（回答率 40.2％） 

特殊健診全体としては、合計で 40094事

業所、施設あたり、703837 (中央値 427、

最小 19-最大 5311)であった。このヒスト

グラムを以下に示す。 

2-1 特化則に関する特殊健診

・要二次健診者割合の分布（47施設：平

均 1.4±2.0%、最大 8.8%、最小 0%） 



・二次健診有所見者割合の分布（20 施

設：平均 0.2±0.7%、最大 2.8%、最小

0%） 

2-2 有機則

医師が必要と認めた追加検査（36 施

設：平均 0.15±0.51%、最大 2.27%、

最小 0%） 

医師が必要と認めた作業条件の調査割合

（33 施設：平均 0.12±0.47%、最大

2.27%、最小 0%） 

有所見者割合の分布（50 施設：平均 2.8

±3.1%、最大 14.9%、最小 0%） 



・医師の指示人数割合の分布（40 施

設：平均 1.3±1.7%、最大 8.0%、最小

0%） 

2-3 鉛則

医師が必要と認めた追加検査（36 施

設：平均 0.54±3.06%、最大 18.1%、

最小 0%） 

・医師が必要と認めた作業条件の調査割

合（32 施設：平均 0±0%、最大 0%、

最小 0%） 

有所見者割合の分布（48 施設：平均 2.1

±3.3%、最大 13.0%、最小 0%） 



・医師の指示人数割合の分布（39 施

設：平均 1.4±2.4%、最大 8.7%、最小

0%） 

2-4 四アルキル鉛則

※回答数が少ないため、上記集計のみ。

2-5 石綿則

・要二次健診者割合の分布（49 施設：

平均 0.8±1.0%、最大 3.9%、最小

0%） 

・二次健診有所見者割合の分布（25 施

設：平均 0.09±0.21%、最大 0.85%、

最小 0%） 



② 受託時の情報収集状況

③ 対象者の判定方法について

④ 判定根拠に用いる情報について

他の疾病による異常でないことの確認に

ついて 

（自由記載を要約） 

A) 医師による診察と総合的判断

⚫ 診察時（視診、問診等）に確認

⚫ 当日の医師が自覚症状及び他

覚症状の問診と診察を行い、

総合判定

⚫ 医師による総合的な判断

B) 定期健診と問診票を用いた確認

⚫ 定期健診の問診票を使用し、

現病・既往歴を確認

⚫ 定期健診結果の確認、所見・症

状等あれば産業医へ注意喚起

C) 職場環境と作業条件による評価

⚫ 業務歴、作業条件、作業環境測

定結果から医師が判断

⚫ 診察所見と作業条件の簡易な

調び既往歴から総合的に判断

⚫ 産業医に作業環境・保護具着



用・作業内容を確認するよう

に依頼 

⚫ 事業場の産業医が作業環境と

合わせて最終判定

D) 特殊健診結果を用いた評価

⚫ 溶剤ごとの自他覚症状と検体

検査の数値でスクリーニング

⚫ 特殊健診の受診票に記載され

ている診察医のコメントから

情報を得て確認

E) 明確なプロセスがない、または不

明瞭

⚫ 不明

⚫ 大まかな判定マニュアルのみ

あるが、曖昧

⑤ 判定結果の分類

以下のケースの場合、どのように判定

することを原則としているか（自由記載

を要約） 

Q1. ばく露の可能性が小さい又は情報が

不十分な状況で、検査値や自覚症状に所

見がある場合の判定 

（回答数 52施設） 

➢ 管理 Aとする場合：

 検査値や自覚症状が異常でない、

または軽微な場合に使用される

ことが多い。

 「要観察」や「要注意」のコメン

トを伴い、定期的な健康管理や経

過観察を勧奨するケースに当て

はめられる。 

 治療中疾患や他疾患の影響が考

慮される場合もある。

➢ 管理 Bとする場合：

 業務に起因する可能性のある異

常を認める場合に該当する。

 検査値や自覚症状による明確な

異常が認められる場合に用いら

れる。

 「要受診」や「産業医にご相談く

ださい」といったアクションが推

奨されている。

➢ 管理 Tとする場合：

 ばく露の可能性が低いと判断さ

れた場合や、情報が不十分で明確

な判断が難しいケースに適用さ

れる。

 経過観察や詳細な調査を必要と

する状況で使用される。

 事業所の産業医が最終判断を下

すケースにしばしば当てはめら

れる。

Q2. 尿中代謝物等のバイオロジカルモニ

タリングに所見があり、一方で化学物質

によるもの思われる症状や検査所見が無



い場合の判定 

（回答数 52施設） 

➢ 管理 Aとする場合：

 尿中代謝物等のバイオロジカル

モニタリングに異常が見られる

ものの、化学物質による明確な症

状や検査所見がない場合、経過観

察や一般健診に準じた精密検査

を勧奨する場合に使用される。 

 判定は、自覚症状や検査値を要観

察とするコメントを伴うことが

多い。

➢ 管理 Bとする場合：

 検査値に異常がある場合、特に業

務に起因する可能性があると認

識される異常が見られた際に使

用される。

 産業医への相談や再検査など、具

体的なアクションが推奨される。 

➢ 管理 Tとする場合：

 化学物質による症状が認められ

ないが、検査値に異常がある場合

に使用され、特にばく露の可能性

が低いと考えられる場合や情報

が不十分な状況で適用される。

 最終判断は事業所産業医に委ね

られ、経過観察やさらなる調査が

必要とされることがある。

⑤ 結果の報告・事後措置支援

Q1. 特殊健診結果の報告書式の有無 

Q2. 有害要因による健康障害が疑われ

る場合はどのような対応を行っています

か（自由記載を要約） 

➢ 産業医や医療機関との連携：

 多くの回答では、産業医への報告

や医療機関での精密検査の受診

勧奨が強調されていた。

 産業医がいない場合は、事業所担

当者が医療機関の受診を勧める

役割を担う。

➢ 事業所とのコミュニケーション：

 事業所担当者に連絡して状況を

報告し、必要に応じて作業環境や

方法の改善を提案する。

➢ 健診結果の報告と情報提供：

 結果報告を通じて事業所や産業

医に情報を提供し、関連するアド

バイスやコメントを記載する。

➢ 二次検査の実施と勧奨：

 二次健康診断や追加の検査を実

施し、特に異常値を示した場合は

詳細な評価を勧奨する。

➢ 作業環境の調査と改善提案：

 労働衛生コンサルタントや専門

職による作業環境や作業方法の

調査を提案し、改善策を勧める場

合もあり。

⑥ その他

Q. 特殊健診の有所見判定の方法やガイ

ドラインの設定について（自由記述を施

設ごとに要約） 

 腰痛検診において、整形外科専門医

以外の医師の診察に標準化の困難が

あり、医師からの相談がある。他施設



の実情を知りたい。 

 特殊健診は複数の項目からの総合判

断が必要であり、適切な判定が難し

い。判定ロジックの開発が必要。

 特殊健診のシステム化を進めており、

一部はシステム化されているが、多

くは手動でのデータ処理が必要。明

確なガイドラインが望まれる。

 一次判定における基準として、自覚

症状、他覚症状、検査数値などを用い

る方法を示し、適切なフォローアッ

プを強調。

 特殊健診の形式と結果表の変更が予

定されており、明確な範囲と役割の

ガイドラインが必要。

 ほとんどの身体所見や自覚症状が有

害物以外で起こりうることから、管

理区分の見直しが必要。

 有所見判定についての明確なガイド

ラインと事業所産業医への情報提供

の重要性を強調。 

 特殊健診の管理区分に関する意味合

いの違いを統一する要望。

 管理区分 B と C について、より具体

的な判定基準と段階的なアプローチ

を求める。 

 特殊健診の結果と作業環境等の総合

判断は現場の産業医によるものが適

切と考える。

 専門医不足や情報の限界があり、特

殊健診の有所見判定の方法として全

衛連の標準化を望む。

有所見判定の方法や、事業者への助言や

指導のための明確なガイドラインの設定

を要望 

D. 考察と結論

特殊健診の判定には、基本的な物質の毒

性情報、ばく露情報をもとに、診察時の

問診による症状の発生経過、標的臓器に

おける症状の有無などの問診と診察が非

常に重要であり、その情報から検査結果

について、業務関連性を判断しなければ

ならない。また、判定後には、業務関連

性が疑われる場合には、事業所への指導

が求められる。 

 今回の全衛連が回答に応じた機関は、

特殊健診に精力的に取り組んでいる機関

であり、判定についても、日本産業衛生

学会専門医や労働衛生コンサルタントが

約半数で関与していた。 

しかしながら、所見率でみると分散が

大きくそれぞれでの所見について独自の

判断でされている。 

まず、特殊健診で健診全体のスケジュー

ルや内容を決める重要な渉外担当につい

ては、事務職、衛生管理者、看護職がそ

れぞれ 20-30％占めていた。今後リスク

アセスメント健診を考える場合には、さ

らに渉外担当について専門性が必要にな

ることが予測される。 

具体的業務内容に対して、作業環境測

定結果や、過去の特殊健康診結果等の情

報収集が少ないことが確認された。これ

らは、事業所からの情報提供に難渋する

ケースが多いことから、事業所について

も特殊健診を実施する上での理解が必要

であると思われた。 

現在の「管理 A」、「管理 B」、「管理 C」、

「管理 R」、「管理 T」という判定基準につ

いては、判定で迷うことも多く、特に、

問診、診察、検査結果から業務関連性を

疑うロジックと基準を明確にした判定基

準の改定や、その判定に至る共通のロジ

ックを求める意見が多かった。 



E. 政策提言および実務活動

本年はなし 

F. 研究発表（本研究に関わるもの）

1. 学会発表

なし 

2. その他

なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得

なし 

2. 実用新案登録

なし 

3. その他

なし 
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労災疾病臨床研究事業費補助金研究 分担研究報告書（総合研究報告書） 

有害業務に係る特殊健康診断の諸課題に対する実態把握と課題解決のための調査研究 
 

３．労働衛生機関におけるばく露関連情報収集の実態と判定基準が有所見率

に及ぼす影響に関するアンケート調査 

 

研究代表者：森晃爾 全国労働衛生団体連合会労働衛生サービス機能評価委員会委員長 

研究分担者：立道昌幸 東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 教授 

研究要旨【目的】 日本の特殊健診には、判定に関する統一された指針が不足しており、有所

見率の大きなばらつきに繋がっている可能性がある。本研究は、労働衛生機関の特殊健診

におけるばく露関連情報の入手状況、特定化学物質健診と有機溶剤健診における施設間の

有所見率の差異を定量化、有所見率と施設が採用する判定基準との関連性を検証すること

を目的とした。 

【方法】 全国労働衛生団体連合会（全衛連）に加盟する 115 施設を対象とした横断的な質問

票調査を実施した。施設から 2022 年から 2024 年度の有所見率および判定手順の標準化に

関する情報を入手した。また、医師の判定基準を評価するため、ばく露情報の判定の活用と

生物学的モニタリングの活用に関する事例を用いたケースビネットを提示した。所見とばく露

の関連性については、２つの質問を組み合わせ、「ばく露との関連性を重視しない」群と「関

連性を重視する」群に分類した。また、生物学的モニタリングにおける有所見率の施設間差

は、Spearmanの順位相関係数およびWilcoxon順位和検定を用いて評価された。 

【結果】 有効回答が得られた施設の健診実施件数は、特定化学物質健診で 666,975 件、有

機溶剤健診で 405,401 件に上った。事業者からの安全データシート等のハザード情報、作業

環境測定結果等のばく露関連情報の入手は、ほとんどの機関で 25%未満であり、ばく露関連

情報が十分に入手できていない状況が観察された。両健診の有所見率は施設間で大きなば

らつきを示し、施設内では強く相関していた。有機溶剤健診では、「所見とばく露の関連性を

重視しない」施設の方が、有所見率が有意に高い結果となった。特定化学物質健診でも同様

の傾向がみられたが、有意差は認められなかった。非職業性要因を除外せずに生物学的モ

ニタリング値のみで異常と判定した場合、両健診で有所見率が上昇する傾向が認められた。 

【考察】 特殊健診の有所見率のばらつきは、施設内では特殊健診間で強く相関しており、施

設独自の判定基準がその有病率に影響している可能性を示唆している。このことは、国の公

表する有所見率統計の解釈に注意を要することを意味する。多くの施設で事業者からのばく

露関連情報の入手が不十分であり、有所見率の判定においてばく露との関連性を重視しな

い場合、生物学的モニタリング値を非職業性要因に影響を除外せずに異常と判断する場合

に、全体の有所見率を押し上げる傾向があったことより、特殊健診の判定手順に関する明確

なガイダンスが必要と考えられる。さらに、特殊健診の適切な運用のためには、事業者と労働

衛生機関の間で、情報提供と役割分担を明確化し、ばく露関連情報を収集・活用する仕組み

を改善することが不可欠である。 

研究協力者： 宇根 理 産業医科大学 産業生態科学研究所 修練医 
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Ａ．目的 

特殊健診は、有害業務に従事する労働

者を対象に、職業性疾病の早期発見、リス

ク管理、適切な就業措置を目的として[1]、

日本の労働安全衛生法等に基づき事業者

に実施が義務付けられている。法定特殊

健診の中でも、特定化学物質健康診断と

有機溶剤健康診断は実施件数が多く、

2024 年度にはそれぞれ 1,246,418 件と

710,499件が実施された[2]。 

特殊健診の検査項目や自他覚症状の

多くは、対象の有害要因に特異的ではな

い。そのため、有所見の判定においては、

検査所見と有害要因へのばく露との関連

性を慎重に評価する必要がある。この評価

が不十分である場合、有所見率が過剰に

高くなり、不必要な事後措置につながる懸

念が存在する。 

しかしながら、日本においては特殊健診

の判定手順や基準に関する明確な国の指

針やガイドラインが存在せず、学術団体か

らの提供も不足しているのが現状である。

これにより、判定基準が機関や医師の判断

に委ねられ、有所見率に施設間で大きな

ばらつきが生じる可能性がある。 

このような背景から、本調査では、全国

労働衛生団体連合会（全衛連）に加盟す

る労働衛生機関を対象として、以下の 2 点

を明らかにすることを目的とした。 

１．特殊健診の判定に必要なばく露関連

情報（作業環境測定結果、SDS 等）の入手

状況、および判定における活用実態、並

びに判定プロセスの標準化の状況を明ら

かにすること。 

２. 特殊健診の有所見率の施設間差を定

量化し、医師の判定基準が有所見率に与

える影響を評価すること。 

 

B. 方法 

研究デザイン：本調査は、質問票を用

いた横断研究である。 

対象および手続き：全衛連に加盟する

115施設を対象とし、2025年 6月から 7

月にかけて全衛連本部を通じて質問票

が配布され、回答が依頼された。質問

票は、特殊健診の結果判定を担う主要

判定医師用と事務担当者用の 2 つのセ

クションで構成された。 

分析対象施設は、顧客構成や短期的

要因によるバイアスを抑制するため、

以下の両条件を満たす機関に限定され

た。 

⚫ 特定化学物質健診と有機溶剤健診

の両方について、実施件数と有所

見率を少なくとも 2年度分報告して

いること。 

⚫ 各健診の年間平均実施件数が 1,000

件以上であること。 

 

分析１：ばく露関連情報収集、活用、標準

化の状況 

事務担当者用セクションでは、対象

化学物質の安全データシート（SDS）、

作業環境測定結果、リスクアセスメン
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ト結果の入手状況（6段階で回答）や、

事業場との事前打ち合わせに関する標

準作業書の整備状況が尋ねられた。 

主要判定医師用セクションでは、有

所見判定における「作業条件の簡易な

調査」の利用状況、医師の診察時等の

ばく露関連情報の収集状況（基本的に

実施・一部のみ実施・実施していない）、

二次健診等の年間実施件数、二次健診

等における「作業条件の調査」の実施

状況と収集する情報、および判定手順

や基準を定めた標準作業書の整備状況

について質問がなされた。 

分析には、回答があった 2年または 3

年間の平均値が算出され、記述統計量

（施設数、割合など）を用いて集計が

行われた。 

 

分析２：有所見率の施設間差と判定基

準の影響 

本分析では、ばく露と所見の関連性

に関するケースビネットへの回答が矛

盾しない 45施設に限定された。 

アウトカム変数は、対象期間（2022

年度から 2024 年度）の施設ごとの平均

有所見率とし、特定化学物質健診と有

機溶剤健診について個別に算出された。 

主要な説明変数は、有所見を分類す

るための医師の判断基準とした。これ

は、ばく露と所見の関連性に関するケ

ースビネット（質問 1-1および 1-2）と、

生物学的モニタリング値のみが基準値

を超えたケースビネット（質問 2-1 お

よび 2-2）への回答に基づいて定義され

た。 

具体的なケースビネットは以下の通

りである。 

１． 所見とばく露の関係に関するケー

ス 

1-1) 自他覚症状や検査に所見が有るが、

それらの所見とばく露との関係は明確

ではない。しかし、当該有害要因を一

定の頻度で取り扱いを行っており、ば

く露との関係が否定できない場合 

1-2) 自他覚症状や検査に所見が有る。

一次健診で収集された作業状況に関す

る情報によって、それらの所見が当該

有害要因のばく露によることが疑われ

る場合 

ばく露—所見関連性の重視の程度： 

YES/YES は「ばく露関連性非重視」、

NO/YES は「ばく露関連性重視」と分類

した。 

２．生物学的モニタリングのみ基準値

超過のケース 

2-1) 明確な自他覚症状や健康影響に関

する検査所見はないが、尿中代謝物等

の生物学的モニタリングが分布２また

は分布３に相当する。食事等の生活要

因や仕事以外でのばく露による影響が

完全には除外できていない場合（生物

学的モニタリング(ばく露以外の影響非

除外)） 

2-2) 明確な自他覚症状や健康影響に関



- 46 - 

 

する検査所見はないが、尿中代謝物等

の生物学的モニタリングが分布２また

は分布３に相当する。追加の情報収集

によって食事等の生活要因や仕事以外

でのばく露による影響は除外できると

考えられる場合（生物学的モニタリン

グ(ばく露以外の影響除外)） 

統計解析として、両健診の有所見率

間の関連性は Spearman の順位相関係

数を用いて算出され、有所見率と説明

変数（判断基準）間の差は Wilcoxon 順

位和検定を用いて評価された。有意水

準は P < 0.05 とし、0.05 ≤ P < 0.10 は

「傾向」とされた 。 

 

C. 結果 

結果１：ばく露関連情報収集、活用、標準

化の状況（分析１） 

有効回答は 46 件であり、有効回答率

は 40.0%であった。分析対象施設の特

定化学物質健診の総実施件数は673,195

件、有機溶剤健診は 412,536 件であっ

た。 

• ばく露関連情報の入手状況： 安全デ

ータシート等のハザード情報、作業環

境測定結果、リスクアセスメント結果

のいずれにおいても、ほとんどの機関

で事業者からの入手率は 25%未満であ

り、ばく露関連情報が十分に入手でき

ていない状況が観察された。（図１） 

• 簡易な調査の利用と診察時の情報収

集： 有所見判定における「作業条件の

簡易な調査」の利用状況は、“基本的に

実施”が 29 施設、“実施していない”が 7

施設であった。医師の診察時等のばく

露関連情報の収集については、“基本的

に実施”が 21 施設、“実施していない”が

8 施設であった。 

• 判定プロセスの標準化： 特殊健診の

判定手順や基準を定めた標準作業書

（マニュアル等）を策定していたのは、

31施設（67.4%）にとどまっていた。 

• 二次健診の実施状況： 二次健診を

「実施していない」と回答した労働衛

生機関は 21 施設であった。二次健診を

実施している 20 施設のうち、「作業条

件の調査」を基本的に実施または一部

実施していたのは 18 施設であったが、

そのうち化学物質の有害性に関する詳

細情報（安全データシート等）を収集

していた施設は過半数に達しなかった。

（表１） 

 

結果２：有所見率の施設間差と判定基準

の影響（分析２） 

分析対象となった 45 施設における特

定化学物質健診の総実施件数は666,975

件、有機溶剤健診は 405,401 件であっ

た。 

• 有所見率の分布と相関： 施設ごとの

有所見率には顕著な施設間差が認めら

れた。特定化学物質健診の有所見率は

最小 0.1％〜最大 22.4％、有機溶剤健診

の有所見率は最小 0.5％〜最大 11.7％で
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あった。両健診の有所見率は施設内で

強い正の相関を示した（Spearman’s = 

0.74, P < 0.001）。（図２） 

• 判定基準の影響（ばく露—所見関連

性）： 有機溶剤健診において、「ばく露

関連性非重視」の判定基準を持つ施設

は、「ばく露関連性重視」の施設よりも

有意に高い有所見率を報告した（P = 

0.030）。特定化学物質健診でも同様の

傾向が見られた（P = 0.066）。（表２） 

• 判定基準の影響（生物学的モニタリ

ング）： 健康影響に関連する自他覚所

見や検査所見がない状態で、非職業的

影響が除外されていない生物学的モニ

タリング値のみで有所見とする場合、

両健診とも有所見率が上昇する傾向が

見られた（特定化学物質健診 : P = 

0.081; 有機溶剤健診: P = 0.083）。一方、

職業的影響が除外されている場合には、

両健診とも有所見率には有意差が認め

られなかった。（表２） 

 

D. 考察 

本研究の結果、日本の主要な労働衛

生機関である全衛連加盟施設において、

特定化学物質健診および有機溶剤健診

の有所見率に大きな施設間差が存在し

た。また、多くの施設で特殊健診の実

施に必要なばく露関連情報の収集と活

用に課題があることも示された。有所

見率の差異の一部は医師の判断基準の

違いによって説明されることが明らか

になった。 

多くの施設で、安全データシートや

作業環境測定結果などのばく露関連情

報の入手が不十分であり、法令で求め

られる「作業条件の簡易な調査」に含

まれる情報ですら十分に活用されてい

ない場合があった。また、判定手順に

ついて標準作業書を整備している施設

が全体の約 3 分の 2 にとどまっている

ことも、判定プロセスが機関や医師の

判断に委ねられ、有所見率のばらつき

に繋がっていると考えられた。 

両健診の有所見率が施設内で強く相

関していたことは、有所見の判定に施

設固有の方針が影響していることを示

唆している。特殊健診の所見の多くは

非特異的であるため、総合的な判定に

はばく露レベルの考慮が不可欠である 。

所見とばく露の関連性を重視しない施

設の方が、有機溶剤健診で高い有所見

率を報告しており、これはばく露情報

への重きを置かない判定が、非職業的

要因による所見を拾い上げている可能

性と整合している。この知見は、作業

条件の簡易な調査の情報が利用可能で

ある場合、疾病が疑われる評価数が減

少するという先行研究の結果とも一致

する。  

生物学的モニタリング値が上昇した

場合の判定についても、非職業的要因

が除外されていないケースを異常とし

て分類する施設では、有所見率が上昇
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する傾向が見られた。 

これらの課題は、特殊健診の目的で

ある「作業環境の改善」や「適切な就

業上の措置」の実施を妨げる可能性が

あり、国が公表する有所見率の統計的

意義にも疑義を生じさせる重大な問題

である。 

特殊健診制度の信頼性を高めるため

には、以下の改善が求められる。 

1. 標準化されたガイドラインの確立： 

ばく露情報や生物学的モニタリングに

おける非職業的影響の取り扱いを明確

にした、標準的な判定基準の策定が不

可欠である。 

2. 情報共有の仕組みの改善： 労働衛

生機関がその役割を果たすために必要

なばく露関連情報が、事業場側からタ

イムリーかつ適切に提供される仕組み

を強化すべきである。 

３．行政の指導の強化：事業者が委託

し，労働衛生機関が受託するという商

取引の関係の中で、ばく露関連情報が

適切に提供されるためには、労働基準

監督署による事業者への指導を強化す

る必要がある。 

４．判定医の資質向上： 検査所見とば

く露関連情報を結びつけて判定できる

ような、判定を行う医師の専門知識と

資格の強化が必要である。 

 

E. 結論 

日本の特殊健診において、特定化学

物質健診と有機溶剤健診の両方で、有

所見率に実質的な施設間差が認められ、

このばらつきは判定基準の違いやばく

露情報の収集・活用不足に起因してい

ることが示唆された。 

特殊健診制度の整合性、信頼性、お

よび有効性を向上させるためには、標

準化された判定ガイドラインの策定、

事業者と労働衛生機関間の情報連携の

強化、および判定を行う医師の資質の

向上に向けた仕組みの改善が求められ

る。 
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図１ ばく露関連情報の入手状況 
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表１ 二次健診における「作業条件の調査」でのばく露関連情報の収集状況 

作業に関する詳細情報（取扱量や期間、詳細な作業方法など） 100.0% 

作業環境に関する詳細情報（作業環境測定結果、換気状態など）  88.9% 

既往歴や過去の健康診断に関するより詳しい情報  88.9% 

ばく露との時間的関係など、症状と関連した詳細情報 83.3% 

個人用保護具に関する詳細情報（着用ルール、カートリッジの管理、フ

ィットテストの実施状況など） 
72.2% 

安全データシートなどの化学物質の有害性に関する詳細な情報 44.4% 
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◦ 投稿論文◦ 【 論文 】

特殊健康診断における検査項目や自他覚症状

の多くは、必ずしも対象の有害要因に特異的な

ものではない。そのため、有所見の判定におい

ては、検査所見と有害要因への曝露との関連性

を慎重に評価する必要がある。この評価が不十

分な場合、有所見率が過剰に高くなり、本来必

要のない事後措置につながる懸念がある。この

ような課題に対応するため、2020年 7 月からは

「作業条件の簡易な調査」が健診項目として導入さ

れた。これには作業環境測定結果、有害物質の

取扱状況、曝露防止対策の状況、事故による大

量曝露の有無などが含まれるが、その一部は事

業者から提供される必要がある情報である。し

かし、特殊健康診断の実務にはいくつかの 課

題が存在する。多くの特殊健康診断は外部の

労働衛生機関（健診機関）に委託されているが、

緒言

特殊健康診断は、有害な業務に従事する労働者

を対象に、職業性疾病の早期発見、作業環境の改

善を通じたリスク管理、そして個々の労働者に対す

る適切な就業上の措置を目的として実施される1）

。日本においては、労働安全衛生法およびじん肺

法に基づき事業者にその実施が義務付けられてお

り、対象となる有害要因や検査項目は省令で定めら

れ、事業者は健診結果の判定に基づき、必要に応

じて作業転換、労働時間短縮、作業環境改善といっ

た措置を講じなければならない。法定特殊健康診

断の中では特定化学物質健診と有機溶剤健診の実

施件数が多く、2023年度にはそれぞれ約122万件、

約71万件が実施されており、有所見率はそれぞれ 

1.5％、3.2％であった2）。

要   約

労働衛生機関における特殊健康診断の結果判定に必要な曝露関連情報の入手状況および判定

における活用状況に関して調査を行った。併せて、特定化学物質健診と有機溶剤健診の有所見率

を施設間で比較した。その結果、多くの施設で事業者からの情報収集が不十分であり、判定や標

準化、有所見率に大きな差が認められた。特殊健康診断の適正運用には、事業者・労働衛生機関

の連携および行政の関わりによる仕組みの改善が必要であることが示唆された。

特殊健康診断における

曝露関連情報の収集と活用の実態：

労働衛生機関への質問票調査

晃爾 1, 2 理 1森 宇根 熊川 優希 1

山本 健也 3 立道 昌幸 2, 4

Mori Koji, Une Osamu, Kumakawa Yuki, 

Yamamoto Kenya, Tatemichi Masayuki

1 産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学

2 公益社団法人全国労働衛生団体連合会  労働衛生サービス機能評価委員会

3 独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全総合研究所 化学物質情報管理研究センター

4 東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学

産業医学ジャーナル 49（1）: 62–67, 2026. doi: 10.34354/ohpfjrnl.49.1_62
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連情報の収集状況（基本的に実施、一部のみ実

施、実施していない）、二次健診等の年間実施件数

（実施していない、 1 件以上10件未満、10件以

上50件未満、50件以上100件未満、100件以上）、二

次健診等における「作業条件の調査」の実施状

況（基本的に実施、一部のみ実施、実施してい

ない）、およびその調査で収集する情報を尋ねた。

その際、二次健診等には、有機溶剤健診の

「医師が必要」と認めた場合に実施する項目も含め

た。また、判定手順や基準を定めた標準作業書

の整備状況についても質問した。

分析対象は、顧客構成や短期的要因によるバ

イアスを抑制するため、以下の両条件を満たす

機関とした。（1）特定化学物質健診と有機溶剤健

診の両方について、実施件数と有所見率を少な

くとも 2 年度分報告していること。（2）各健診の

年間平均実施件数が1,000件以上であること。さ

らに、二次健診を実施していないにもかかわら

ず「作業条件の調査」に関する回答があるなど、

明らかに矛盾した回答については当該項目のみ

無効とした。

各健診実施数および有所見率は、回答があっ

た 2 年または 3 年間の平均値とした。分析には 

Microsoft Excel（Microsoft Corp.,  Redmond, 

WA, USA）を用いた。

結果

回答総数は55件であった。このうち、特定化

学物質健診と有機溶剤健診の両方または一方に

ついて 2 年度分のデータを報告しなかった 5 施

設、および各健診の年間平均実施件数が1,000件未

満の 4 施設を分析対象から除いた。その結果、有

効回答は46件、有効回答率は40.0％となった。事

業者からの曝露関連情報のうち、一次健診での

情報入手状況の結果を図 １ に示す。安全データ

シート等のハザード情報、作業環境測定結果、リ

スクアセスメント結果ともほとんどの機関で入

手率は25％未満であり、「全く入手していない」

と回答した機関も一定数あり、曝露関連情報が

十分に入手できていない状況が観察された。

一方で、安全データシート等のハザード情報と

作業環境測定結果については、75％以上入手で

きている機関もあった。

特殊健康診断の判定における曝露関連情報の活

用の方法について明確な指針やガイドラインは学

術団体などからも示されておらず、判定手順や基準

は各機関や医師の判断に委ねられているのが現状

である。その際、事業者から機関へ「作業条件の

簡易な調査」を含む曝露関連情報が十分に提供さ

れていない場合や、判定に活用していない場合が

ある3）。また、全国労働衛生団体連合会

（全衛連）の会員機関では、労働衛生サービス機

能評価の認定制度 4）や精度管理プログラム5）

などを通じた品質保証の取り組みが進められて

いるものの、曝露情報の活用と判定の標準化は

依然として大きな課題である。

これまで、特殊健康診断における曝露関連情

報の入手・活用状況や、判定プロセスの実態を

明らかにした全国的な調査は我々が知る限りで

は見当たらなかった。そこで本研究では、全衛

連に加盟する労働衛生機関を対象に、実施件数

の多い特定化学物質健診と有機溶剤健診の機関

ごとの有所見率とともに、曝露関連情報の入手

状況と判定への活用実態、および判定プロセス

の標準化の状況について調査を行った。

方法

全衛連に加盟する115施設を対象として、  

2025年 6 月から 7 月にかけて全衛連本部を通じ

て質問票を配布し、回答を依頼した。

質問票は、事務担当者用と特殊健康診断の判

定を担う主要医師（主要判定医師）用の 2 つの

セクションで構成した。事務担当者用セクションで

は、対象化学物質の安全データシート、作業環境

測定結果、リスクアセスメント結果の入手状況（

まったく入手していない、ほとんど（ 5 ％未満）

入手していない、 5 ～24％程度入手している、

25～49％ 程度入手している、50～74％程度入

手している、75％以上入手している）および事

業場との事前打ち合わせに関する標準作業書の

整備状況を尋ねた。また、2022年度から 2024年

度までの特定化学物質健診および有機溶剤健診

の実施件数と有所見率の記載を求めた。一方、

主要判定医師用セクションでは、有所 見判定

における「作業条件の簡易な調査」の利用状況

や、医師の診察時等の作業内容や曝露関
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有所見判定における「作業条件の簡易な調査」

の利用状況は、「基本的に実施」が29施設、「一部

のみ実施」が10施設、「実施していない」が 7施設

であった。また、医師の診察時等の作業内容や

曝露関連情報の収集状況は、「基本的に実施」

が21施設、「一部のみ実施」が17施設、「実施し

ていない」が 8 施設であった。

二次健診を実施していないにもかかわらず

「作業条件の調査」に関する回答があるなどの明ら

かに矛盾した回答 2 件を無効とした結果、特定

化学物質健診および有機溶剤健診の一次健診に

おいて曝露によることが疑われる所見がある場 

合 に 実 施 す る 二 次 健 診 の 実 施 数 は、

「 1 件以上10件未満」が11施設、「10件以上50件

未満」が 5 施設、「50件以上100件未満」が 2 施

設、「100件以上」が 2 施設であり、「実施してい

ない」と回答した労働衛生機関が21施設、無回

答が 5 施設であった。 1 件以上実施している20

施設のうち、二次健診における「作業条件の調

査」の実施状況は、「基本的に実施している」が 9 

施設、「一部のみ実施している」が 9 施設、「実

施していない」が 2 施設であった。さらに、「作

業条件の簡易な調査」を「基本的に実施してい

る」および「一部のみ実施している」に該当す

る18施設における取得状況を表 １ に示す。作業

に関する詳細情報は全施設で収集されていた

が、作業環境に関する詳細情報、既往歴や過去

の健康診断に関するより詳しい情報、曝露との

表 １ 二次健診における「作業条件の簡易な調査」での曝露関連情報の収集状況

項目 施設数

・作業に関する詳細情報（取扱量や期間、詳細な作業方法など） 18

・作業環境に関する詳細情報（作業環境測定結果、換気状態など） 16

・既往歴や過去の健康診断に関するより詳しい情報 16

・曝露との時間的関係など、症状と関連した詳細情報 15

・個人用保護具に関する詳細情報（着用ルール、カートリッジの管理、フィットテストの実
施状況など）

13

・安全データシートなどの化学物質の有害性に関する詳細情報 8

図 １ 曝露関連情報の入手状況
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時間的関係など症状と関連した詳細情報、個人

用保護具に関する詳細情報は一部の機関で実施

されておらず、安全データシートなどの化学物

質の有害性に関する詳細な情報については過半

数の施設で実施されていなかった。

施設としての標準作業書の作成によるプロセ

スの標準化について、事業場との特殊健康診断

の打ち合わせに関するマニュアル等については 

25施設（54.3％）、特殊健康診断の判定手順や基

準を定めたマニュアル等については31 施設

（67.4％）で策定されていた。

分析対象となった施設の特殊健康診断の総実

施件数は、特定化学物質健診では673,195件、有

機溶剤健診では412,536件であった。各施設の有

所見率の分布を図 ２ に示す。特定化学物質健診

の有所見率は最小0.1％、最大22.4％であり、有

機溶剤健診は最小0.5％、最大11.7％であり、両

健診とも約半数が 3 ％未満であったが、幅広い

分布を示した。

考察

本研究では、特定化学物質健診および有機溶

剤健診のいずれにおいても、施設間で有所見率

に顕著なばらつきが認められた。有効回答率は 

40.0％にとどまったものの、分析対象となった施

設における両健診の総実施件数は、日本全体の

実施件数の過半数を上回っており、日本にお

ける特殊健康診断の実態をおおむね反映してい

る可能性が高いと考えられる。

有効回答施設の多くでは、事業者からの曝露

関連情報の入手が十分ではなく、法令で求めら

れる「作業条件の簡易な調査」に含まれる情報

すら入手できていない場合があった。さらに、

収集した情報を判定に結び付ける過程において

も、標準作業書を整備し標準化している施設は

全体の約 3 分の 2 にとどまっていた。特殊健康

診断に用いられる検査項目や自他覚症状の多く

は、対象とする有害要因に特異的とは限らない。た

とえば、肝毒性を有する化学物質の健診で実施

される ALT、AST、γ-GT の検査値は、脂肪

肝やウイルス性肝炎など多様な疾患でも上昇を

示す。そのため、有所見の判定にあたっては、検

査所見と有害要因への曝露との関連性を慎重に

評価する必要がある。加えて、曝露に関連する

健康障害の可能性があると判定された場合には

、二次健診により曝露関連情報や健康影響を詳

細に確認し、最終的な判定に基づいて就業制限

や職場環境改善へ結び付けることが求められる

。しかし、多くの労働衛生機関で、事業者から

の曝露関連情報の入手率が低かった。その原因

には、労働衛生機関が事業者に提出を積極的に

求めていないこと、事業者側が情報提供に消極

的であることなどが考えられる。一部の施設で

は対象化学物質の安全データシートや作業環境

測定結果を75％以上の事業者から入手してい

図 ２ 有所見率別の施設数

-55-



産業医学ジャーナル Vol. 49  No.  1  2026

たことより、曝露関連情報の入手率向上に向け

た方策を検討するうえで、そのような労働衛生

機関の対応方法を明らかにすることが必要と考

えられる。

各種所見の曝露関連性を評価する際には、事

業者から提供される情報に加えて、診察場面で

得られる症状の出現時期や経過を把握すること

が重要である。また、「作業条件の簡易な調査」

で得られた情報を、一次健診における有所見の

判定や二次健診の要否判断にどのように活用す

るかは、特殊健康診断の判定を適切に実施する

うえで欠かせない要素である。今回の調査では、

これらを「基本的に実施」と回答した施設が最

も多かった一方で、 8 施設では診察時に曝露関

連情報の収集を行っておらず、 7 施設では「作

業条件の簡易な調査」の結果を判定に活用して

いなかった。このような対応の施設間の差異が、

本調査で観察された特定化学物質健診および有

機溶剤健診の有所見率の大きな差異に影響して

いる可能性がある。

一次健診で曝露関連の健康障害が疑われた場

合には、二次健診の結果を踏まえて就業上の措

置を判断する必要がある。有効回答を行った労

働衛生機関のうち、二次健診を実施していたの

は20施設であったが、その実施数には大きな差

があり、総健診件数との関連はみられなかった。ま

た、「作業条件の簡易な調査」を行っていたのは

18施設にすぎず、その中でも化学物質の有害性

に関する詳細な情報（安全データシート等）を

収集していた施設は過半数に達しなかった。今

回の質問では、二次健診の実施件数に対して

「実施していない」と回答した施設について、体制

は整備されているが対象者がいなかったのか

、あるいは体制自体が存在しなかったのかを区

別できていない。それでも、本調査結果からは

労働衛生機関の二次健診実施体制に課題が残さ

れていることが示唆される。

なお、今回調査対象とした全衛連加盟の労働衛

生機関は、健康診断を担う医療機関の中でも労働衛

生に対する専門性が高いと位置付けられる。実際

、特殊健康診断を主要に受託する労働衛生機関の

多くは全衛連に加盟し、同会が運営する

「労働衛生サービス機能評価（認定事業）」4）や「生物

学的モニタリング精度管理事業」5）に参加して、

健康診断の質の管理に取り組んでいる。したがっ

て、これらの事業に参加していない医療機関におい

て特殊健康診断を実施する場合には、曝露関連情

報の収集や判定への活用において、さらに大きな

課題を抱えている可能性がある。

今回の調査結果から、特殊健康診断制度の運

営には根幹的な課題が存在することが示唆され

た。具体的には、特殊健康診断の受託時に労働

衛生機関が曝露関連情報を十分に入手できてい

ないこと、「作業条件の簡易な調査」の結果が判

定に十分活用されていない場合があることであ

る。これらは健康診断の事後措置の適切な実施

に影響するとともに、国が公表する有所見率統

計の意義にも疑義を生じさせる重大な問題であ

る。厚生労働省は、化学物質の自律的な管理制

度を検討する過程で「職場における化学物質等

の管理のあり方に関する検討会報告書」を公表

している6）。同報告書では、特定化学物質障害予

防規則等の既存の特別規則について「 5 年後の

廃止を想定し、自律的管理が十分に定着してい

ない場合は廃止を見送り、さらに 5 年後に改め

て評価することが適当」としている。これは法

定特殊健康診断にも当てはまると考えられる

。法定特殊健康診断の制度を存続させる場合に

は、今回明らかとなった課題に対して多角的な改

善が求められる。また、リスクアセスメント対象物

健診について、実施の要否の判断に関しては行政

のガイドライン等が参考になるが、結果判定の

考え方については示されていない7, 8）。法定特殊

健康診断同様、リスクアセスメント対象物健診

の適切な判定のためには、検査所見や自他覚症

状と曝露関連情報を結び付ける必要があり、そ

の運用においても参考になる改善事項である。

特殊健康診断の判定が適切に実施されるため

に、判定の際に検査所見や自他覚症状に加えて

曝露関連情報が存在していることが不可欠であ

る。そのためには、労働衛生機関の渉外担当者

が事業者との事前打ち合わせの際に曝露関連情

報提供の必要性を説明して依頼することを標準

化することや、事業場に産業医が選任されてい

る場合には、労働衛生機関から検査所見や自他

覚症状を事業者に報告し、産業医が事業場内で

入手できる曝露関連情報と照合して判定すると
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いった役割分担を行うことなどが考えられる9）。

また、労働衛生機関が入手した「作業条件の簡

易な調査」などの情報が必ずしも判定に活用さ

れていないことに対して、労働衛生機関におけ

る判定手順の標準化や曝露情報と検査所見を結

び付けて判定できるような判定医師の資質向上

などの取り組みが必要となる。さらに適切な判

定実施の基盤として、国や学会等による曝露関

連情報の活用等の判定手順に関するガイドライ

ンの作成が検討されるべきである。

本研究にはいくつかの限界がある。第一に、

回答率が約40％であった点である。曝露情報の

活用に積極的な施設が回答した可能性があり、

実際のばらつきは本研究で示された以上に大き

い可能性がある。ただし、これらの施設で特定

化学物質健診および有機溶剤健診のそれぞれに

ついて、日本全体の実施件数の過半数を含んで

いることから、一定の代表性は担保されている

と考えられる。第二に、判定に関する情報は特

定の医師に回答を依頼したため、施設全体の方

針とは異なる可能性がある。しかし、依頼時に

は特殊健康診断の主担当医師を指定し、事前の 

8 施設へのインタビュー調査においても判定は

担当医師が一貫して行っていたことから3）、施設方

針をおおむね反映していると考えられる。第三に、

有所見率や判定方針は自己記入式質問票により収

集しており、記載方法や集計基準の相違、記憶の

不正確さ、意図的あるいは無意図的な回答の偏り

が影響した可能性を否定できない。

結語

本研究により、特殊健康診断において施設間

で有所見率や判定手順に大きな差があり、曝露

情報の不足や標準化の不十分さが明らかとなっ

た。特殊健康診断の適正運用には、事業者・労

働衛生機関の連携および行政の関わりによる仕

組みの改善を図ることが求められる。
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Abstract 
Objectives: Special health examinations in Japan lack standardized judgment guidelines, potentially leading to wide variation in 
outcomes. This study quantified inter-institutional differences in abnormal-finding rates for examinations targeting specified chemical 
substances and organic solvents, and examined whether institutional judgment criteria are associated with these rates.
Methods: We conducted a cross-sectional questionnaire survey of 115 facilities affiliated with the National Federation of Industrial 
Health Organizations (Zen-Eiren). Facilities reported abnormal-finding rates for fiscal years 2022-2024. Physicians’ judgment criteria 
were assessed using case vignettes addressing the use of exposure information and b iological monitoring. Associations between rates
and judgment criteria were evaluated using nonparametric tests (Spearman rank correlation; Wilcoxon rank-sum).
Results: Valid responses were obtained from 45 facilities (39.1%). Abnormal-finding rates for specified chemical substances and organic 
solvent examinations were strongly correlated within facilities. For organic solvent examinations, facilities that did not emphasize 
the exposure–finding association reported higher abnormal-finding rates than those that did. A similar, but nonsignificant trend was 
observed for s pecified chemical substance examinations (P = .066). Abnormal finding rates tended to rise when biological monitoring
alone triggered abnormalities and nonoccupational factors were not excluded in both examinations.
Conclusions: Major special health examinations in Japan show substantial inter-institutional variation in abnormal-finding rates, 
partly explained by differences in judgment criteria—particularly the weight placed on linking clinical findings to workplace exposure. 
Esta blishing standardized national guidelines is essential to improve consistency, reliability, and system effectiveness.

Key points 
What is already known on this topic: Japan mandates special health examinations for workers with potential exposure and 
publishes abnormal-finding rates. National guidance on assessment criteria is lacking, and major academic bodies have not filled 
the gap. Findings can be nonspecific without adequate exposure information. Biological monitoring is used, but values may reflect
nonoccupational factors.

What this study adds: In a survey of large occupational health service institutions, we found wide inter-facility variation and a strong 
within-facility correlation between specified chemical substance and organic solvent examinations. Facilities that de-emphasized 
linking findings to exposure reported higher abnormal-finding rates for solvents, with a similar trend for specified chemicals. Rates
rose when biological monitoring alone triggered abnormalities and nonoccupational factors were not excluded.

How this study might affect research, practice, or policy: These results support creating standardized national criteria, clarifying 
how exposure information should be used, and strengthening physician qualifications. They caution against naive interpretation 
of national statistics. Research should test causal pathways and incorporate multivariable adjustment; practice and policy should
harmonize classification and improve the national flow of employer-to-provider exposure data.

Keywords: special health examinations; occupational exposure; hazardous substances; biological monitoring; occupational health
service; inter-facility variation.
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Introduction 
Special health examinations are an important component of 
occupational health in Japan, designed for workers potentially 
exposed to hazardous factors. Their purposes are 3-fold: (1) 
detecting occupational diseases early and enabling timely care; (2) 
managing risk by assessing exposure and health effects and using 
the findings to improve workplaces and processes; and (3) guiding
individual employment measures—such as job modification,
reassignment, or reduced hours—based on health status and
fitness for duty.1

These examinations are mandated under the Industrial 
Safety and Health Act and the Pneumoconiosis Act. Ministerial 
ordinances specify the hazardous agents, designated work 
activities, and mandatory examination items. Following physician 
review of the results, employers must implement necessary 
measures, including job or workplace reassignment, adjustment 
of duties or hours, workplace environmental monitoring, and 
engineering or facility improvements. The individuals subject to 
special health examinations are workers engaged in designated 
work, not based on risk that reflects the degree of exposure. 
Among the legall y mandated categories, the most common are
examinations for specified chemical substances and organic
solvents. The government publishes annual statistics; in 2024,
1 246 418 examinations were conducted for specified chemical
substances and 710 499 for organic solvents, with abnormal-
finding rates of 1.5% and 3.1%, respectively.2

In practice, although employers with 50 or more employees 
are legally required to appoint an occupational physician, most 
special examinations are conducted by external occupational 
health service institutions due to equipment and technical 
requirements. Many major institutions—often members of 
the National Federation of Industrial Health Organizations
(Zen-Eiren)—participate in quality-assurance programs such
as the Accreditation System for the Quality Management of
Occupational Health Services3 and the Biological Monitoring 
Quality Control Program4 to maintain examination quality.

Despite the detailed regulatory requirements, the Japanese 
government has not issued clear national guidance on the pro-
cedures or judgment criteria for special health examinations, 
and academic bodies such as the Japanese Society for Occupa-
tional Health have also not provided such guidance. Consequently,
the judgment criteria used by institutions and physicians vary
widely,5 likely contributing to large inter-facility differences in 
abnormal-finding rates. Many abnormal findings are also non-
specific and may reflect conditions unrelated to occupational 
exposure, underscoring the importance of adequate exposure 
information for proper attribution. Prior studies have noted vari-
ation between facilities in how exposure information is utilized, 
often because emplo yers provide insufficient data. Differences
are also evident in how institutions use biological monitoring
results—which are mandated for certain substances—in deter-
mining whether findings are classified as abnormal.5 

Therefore, this study aimed to examine inter-institutional dis-
parities in abnormal-finding rates and to assess the impact of 
exposure-related information on these rates for the 2 major statu-
tory special health examinations in Japan—for specif ied chemical
substances and for organic solvents—focusing on facilities affili-
ated with Zen-Eiren.

Methods 
Research design 
This study was a cross-sectional study using a questionnaire.

Subjects 
The study involved 115 facilities affiliated with Zen-Eiren. From 
June to July 2025, the Zen-Eiren headquarters distributed ques-
tionnaires to all facilities and solicited responses. To limit bias 
from client mix or short-term events, we included only facilities 
that met the following criteria: (1) they reported, for at least 2 fis-
cal years, the numbers of examinations conducted and abnormal-
finding rates for both specified chemical substance and organic 
solvent examinations; and (2) the y had an average annual volume
of ≥1000 examinations in each category. We further excluded
facilities whose responses on the linkage between findings and
exposure were inconsistent with the case vignettes described
below; the remaining responses were considered valid.

Questionnaire structure 
The questionnaire comprised 2 sections—1 for administrative 
staff and 1 for physicians who assess special health examinations. 
In the administrative section, respondents reported, for fiscal 
years 2022-2024, the number of examinations conducted and 
the abnormal-finding rates for examinations targeting specified 
chemical substances and organic solvents. In the physician 
section, to clarify criteria for classifying abnormal findings, 
4 brief case vignettes were presented: 2 in which the linkage 
between findings and exposure w as ambiguous, and 2 in which
only biological monitoring exceeded reference values. For each
vignette, respondents indicated whether they would classify the
case as an abnormal finding (Yes/No). An overview of the vignettes
is provided below.

Cases related to the relationship between findings and
exposure

1-1. There are subjective or objective symptoms or significant test
findings, but the relationship between these findings and exposure is 
unclear. However, the hazardous factor is handled at a certain frequency,
and the relationship with exposure cannot be ruled out.

1-2. There are subjective or objective symptoms or significant test
findings. Cases where the findings are suspected to be caused by exposure 
to the hazardous factor based on information about work conditions
collected during the health examination.

Cases in which only biological monitoring exceeds the 
referen ce values
The boundary values of Distributions 2 and 3 (as defined under 
the Ministerial Ordinances of the Ministry of Health, Labour and 
Welfare) correspond to the urine concentr ation at the end of work
after 8 hours of exposure at the permissible concentration level.6

Distribution 2 or 3 is defined by the government as indicative of 
suspected exposure whereas Distribution 1 r epresents a situation
where exposure is sufficiently low.

2-1. There are no clear self-reported or observed symptoms or signifi-
cant test findings related to health effects, but biological monitoring, such 
as urinary metabolites, corresponds to Distribution 2 or 3. Cases where 
the inf luence of lifestyle factors such as diet or exposure outside of work
cannot be ruled out (biological monitoring not excluding other inf luences).

2-2. There are no clear self-reported or observed symptoms or test
findings related to health effects, but biological monitoring corresponds 
to Distribution 2 or 3. Cases where additional information collection 
is expected to exclude the inf luence of lifestyle factors such as diet or
exposure outside of work (biological monitoring excluding other effects).

Definition of v ariables
The outcome was the average abnormal-finding rate per facility 
during targeted years, calculated separately for examinations
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Figure 1. Inter-institution correlation of positive findings ra tes for both 
special health examinations.

targeting specified chemical substances and those targeting 
organic solvents. The Shapiro-Wilk test indicated that abnormal-
fi nding rates for both examination types departed from normality.

The main explanatory variable captured physicians’ criteria 
for classifying abnormal findings. For the exposure–finding 
association items (questions 1-1 and 1-2), responses of YES/YES 
were coded as “nonemphasis on association with exposure,” 
and NO/YES as “emphasis on association with exposure.” One 
response (YES/NO) was excluded a s internally inconsistent.
In addition, the vignettes in which only biological monitoring
exceeded reference values (questions 2-1 and 2-2) were entered
as separate binary variables.

Statistical anal ysis
The significance level was set at P < .05, with .05 ≤ P < .10 indi-
cating “trend.” The association between the abnormal-finding 
rates between the 2 health examinations was calculated using 
the Spearman rank correlation coefficient. Additionally, the dif-
ferences in the rates between explanatory variables were exam-
ined using the Wilcoxon rank sum test for each type of health
examination. All analyses were conducted using Stata Statistical
Software (version 16; StataCorp LLC, TX, USA).

Results 
Responses were obtained from 55 facilities, of which 45 provided 
valid data for both types of examinations (valid response rate: 
39.1%). Across these 45 facilities, a total of 666 975 examinations 
for specified chemical substances and 405 401 examinations for 
organic solvents were conducted. The average number of exami-
nations p er year had a median of 8513.7 (25th percentile: 4569.0;
75th percentile: 19 426.0) for specified chemical substances, and a
median of 4524.7 (25th percentile: 3256.0; 75th percentile: 9839.0)
for organic solvents.

The distribution of facility-level abnormal-finding rates for 
both examination types is shown in Figure 1.  The  rates  were
strongly correlated (Spearman ρ = 0.74, P < .001).

For examinations for organic solvents, as shown in Table 1, 
facilities categorized as placing “nonemphasis on association with 
exposure” had higher abnormal-finding rates than those empha-
sizing the exposure–finding association (P = .030). A similar but 
nonsignificant trend w as observed for examinations for specified
chemical substances (P = .066).

For vignettes in which only biological monitoring values 
exceeded reference levels—without excluding other potential 
causes—no significant differences were observed for either 
examination type, although rates tended to be higher when 
such cases were classified as abnormal (specified chemical
substances: P = .081; organic solvents: P = .083) as shown in
Table 1. In contrast, for vignettes specifying biological monitoring 
results after excluding other potential causes, neither tendencies 
nor significant differences we re observed (specified chemical
substances: P = .387; organic solvents: P = .553).

Discussion 
This study found wide inter-facility variation in abnormal-finding 
rates for both specified chemical substance examinations and 
organic solvent examinations. The survey targeted major occupa-
tional health service institutions in Japan (Zen-Eiren members). 
Although the response rate was only 39.1%, the n umber of exam-
inations at responding facilities accounted for more than half
of the national total, suggesting that the findings likely approx-
imated national patterns.

Abnormal-finding rates were strongly correlated between the 
2 examination types at the facility level, implying that facility-
specific judgment criteria may influence prevalence. A key ele-
ment of these criteria is the use of exposure information. In Japan, 
special examinations rely on self-re ported and observed symp-
toms, clinical tests, and basic workplace surveys, with biological
monitoring mandated for selected substances in both health
examinations for specified chemical substances7 and organic 
solvents.8 Because symptoms and clinical test abnormalities may 
arise from nonoccupational causes, comprehensive judgments 
should consider exposure levels. Accordingly, facilities that place 
less emphasis on exposure information are expected to record 
higher abnormal-finding rates. A previous simulation study on 
the assessment of special health examination results reported 
that when the findings of a simple survey of working conditions—
a statutory item in special health examinations—were available,
as opposed to unavailable, the number of assessments indicating
suspected disease due to the relevant exposure factor decreased.9

This finding is consistent with the results of this study. Such 
criteria may be justified if they result in a larger number of 
subjects being selected for secondary examinations, and a more 
detailed investigation of working conditions is conducted. How-
ever, it has been reported that secondary health examinations
based on sufficient information have not been implemented for
the same subjects as in this study.10 

Biological monitoring provides objective indicators; however, 
values—particularly urinary metabolites commonly used in 
statutory monitoring—may be affected by nonoccupational
factors such as diet or hobbies.11 For example, in Japan, biological 
monitoring for toluene exposure is based on urinary hippuric 
acid rather than unmetabolized urinary toluene, and hippuric 
acid levels are known to be influenced by dietary intake. In this 
study, when such factors were not excluded, classifying these 
cases as abnormal tended to increase the overall rate of abnormal 
findings. At the same time, some facilities do not classify cases as 
abnormal even when biological monitoring values are elevated, 
if no other test results indicate abnormalities. Conceptually, if 
abnormalities were defined solely by biological monitoring after
excluding nonoccupational influences, one would expect facility-
level abnormal-finding rates to rise. Yet, our analysis did not
show a significant difference. This suggests that, in practice,
cases in which elevated biological monitoring values truly reflect
occupational exposure may be relatively uncommon.
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Table 1. Comparison of abnormal-finding rates according to criteria for classifying abnormal findings.

Specified chemical substances Organic solv ents 

n Median Lower 25% Upper 25% P va luea n Median Lower 25% Upper 25% P va luea 

All participating facilities 
45 3.11 0.87 5.33 — 45 2.77 1.43 5.57 — 

Focus association with exposure 
No 39 3.17 1.08 5.77 .066 39 3.03 1.84 5.57 .030 
Yes 6 0.55 0.20 3.27 — 6 0.92 0.27 1.93 — 

Reflecting biological monitoring results 
Other effects not excluded 

No 9 1.73 0.20 3.20 .081 9 2.13 1.30 2.57 .083 
Yes 36 3.28 1.07 5.75 — 36 3.18 1.45 6.00 — 

Other effects e xcluded 
No 16 2.38 1.15 4.07 .387 16 3.12 1.75 5.57 .553 
Yes 29 3.40 0.33 5.87 — 29 2.57 1.43 4.40 — 

aWilcoxon rank-sum test. 

These findings indicate that national statistics on abnormal-
finding rates should be interpreted with caution. Variation in 
judgment criteria may also affect 2 core aims of special examina-
tions: improving work environments and processes, and guiding 
individual work accommodations. Three improvements merit 
consideration. First, standardized guidelines for classification 
should be developed, with explicit instructions on incorporating 
exposure information and handling nonoccupational influences 
on biological monitoring. Second, roles and implementation
methods should be clarified and strengthened—particularly the
timely provision of exposure-related data (eg, workplace measure-
ments) from employers to occupational health institutions. Third,
physician expertise should be enhanced. Some countries, such
as Thailand12 and South Korea,13 require specific qualifications 
for physicians conducting such examinations; Japan should 
similarly ensure that determinations a re made with sufficient
understanding of hazardous exposures.

This study has limitations. First, the response rate was approxi-
mately 40%; facilities that more actively use exposure information 
may have been more likely to respond, potentially understating 
true variability. Nevertheless, coverage of over half of all exami-
nations supports reasonable representativeness. Second, facility 
policy was assessed via 1 designated physician and may not 
fully capture institutional practice; however, we targeted the lead 
physician for special examinations, and preliminary interviews at 
8 facilities indicated consistent decision-makers. Third, organic 
solvents are often used as mixed solvents, whereas those with 
carcinogenic properties are classified as specified chemical sub-
stances. As a result, both specified chemical substance health 
examinations and organic solvent health examinations may be 
conducted for the same work. It cannot be ruled out that this prac-
tice contributes to the heightened correlation observed between
the 2 examination types. Fourth, unmeasured factors—such as
physician expertise, regional characteristics, and client industry/-
size—may influence rates and warrant further study. Fifth, data
from 2022-2024 were not adjusted for time-specific influences (eg,
COVID-19). Sixth, the sample size limited analyses to univariate
comparisons; multivariable modeling was not performed, so inde-
pendent effects could not be estimated.

Conclusions 
Abnormal-finding rates varied widely across institutions for both 
specified chemical substance and organic solvent examinations 
in Japan’s mandated special health checks. This variation likely 

reflects differences in judgment criteria, alongside other factors. 
To str engthen the system, standardized judgment guidelines, bet-
ter provision of exposure information, and enhanced qualifica-
tions for determining physicians are needed.
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労災疾病臨床研究事業費補助金研究 分担研究報告書（総合研究報告書） 

有害業務に係る特殊健康診断の諸課題に対する実態把握と課題解決のための調査研究 

４．労働衛生機関における特殊健康診断の判定に関するインタビュー調査 

研究代表者：森晃爾 全国労働衛生団体連合会労働衛生サービス機能評価委員会委員長 

研究分担者：立道昌幸 東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 教授 

研究要旨 

【目的】我が国では、特殊健診の判定において、現在多くの事業場や労働衛生機関が

ABCRT 区分を用いている。一方で、判定手順については言語化されていない部分が

多い。そこで、今回は特殊健診を実施している労働衛生機関の実態に関する調査を行

うことにした。そのうち、別の分担研究として実施したアンケート調査では、有所見

率には、施設間で大きな差があることが分かっている。その具体的な内容を詳しく理

解するために、労働衛生機関に対するインタビュー調査を行った。 

【方法】労働衛生機関における特殊健診の判定に関するアンケート調査をもとに、特殊健診

の実施数、有所見率の違いなどの情報から、８つの労働衛生機関を選定した。そのうち、2023

年度中に６つの施設に対する調査が完了し、さらに 2024年度中に２施設の調査を追加した。 

各機関において、特殊健診の結果判定手順に関してもっとも詳しい医師に遠隔会議システム

（Zoom）を用いて、１時間程度のインタビューを行った。インタビューの内容として、健診機関

における判定実施者、判定手順（標準）の有無とその内容、判定実施者間の調整、判定区分

および有所見の考え方、判定に用いる健診項目以外の情報とその確認方法、作業条件の簡

易な調査の判定への反映、ばく露情報の結果（有所見）への反映の考え方、判定における現

在考えている課題、リスクアセスメント健診に対する準備状況について聴取した。 

【結果】各機関における判定に関するインタビューでは、それぞれによって異なる判定のプロ

セスを持っていた。具体的には、①特殊健康診断の判定における機関としての役割を定義

し、それと整合性が取れた結果判定を行い、事業者に提供していた。また、②定義した役割

を果たす上で必要な情報を意識して収集が図られていた。リスクアセスメント健診については

準備中の場合がほとんどで、実施した実績は報告されなかった。そのため、課題については

聴取することができなかった。 

【結論】適切に特殊健診の判定が実施されるには、「契約・計画→準備→実施→健診判定→

管理区分の決定」の一連の流れにおける事業場側と労働衛生機関側の役割分担が明確とな

っている必要がある。また、労働衛生機関側が事業場側から役割を果たすことができる情報

が共有されることや、健診実施場面で追加情報が適切に聴取されることも必要不可欠であ

る。今後は、さらにインタビューを追加して情報を整理して、それらをもとにマニュアルを作成

することが必要である。 

研究協力者： 日野優希 産業医科大学 産業生態科学研究所 修練医 
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Ａ．目的 

わが国では、有害業務に従事する労

働者に対して特殊健診が実施されてい

る。特殊健診の判定に関しては、現在

多くの事業場や労働衛生機関が

「ABCRT区分」を用いている。この管

理区分は、1971 年の労働省労働衛生試

験研究の結果をもとに推奨されている。

しかし、特殊健診の判定には、自他覚

所見に加えてばく露の程度を勘案する

必要があるが、管理区分に至るプロセ

スは示されていない。

その後、労働安全衛生法関連省令の

改正により、現在はばく露の程度を推

定することを目的として、生物学的モ

ニタリングや「作業条件の簡易な調査」

が健診項目に加わっている。また、化

学物質管理が法令型管理から自律型管

理へ移行する中で、特殊健診の実施頻

度の柔軟化が求められている。 

こうした流れの中では、特殊健診の

判定手順を明確化し、適切な情報をも

とに判定が標準的に行われるようにす

ることが重要と考えられる。 

 しかし、特殊健診の判定手順は必ず

しも決まったルールがあるわけではな

く、言語化されていない部分が多い。

そこで、今回は特殊健診を実施してい

る労働衛生機関の実態に関する調査を

行うことにした。そのうち、別の分担

研究として実施したアンケート調査で

は、有所見者の割合の有所見率には、

施設間で大きな差があることが分かっ

ている。その具体的な内容を詳しく理

解するために、労働衛生機関に対する

インタビュー調査を行った。

Ｂ．方法 

労働衛生機関における特殊健診の判

定に関するアンケート調査をもとに、

特殊健診の実施数、有所見率の違いな

どの情報から、８つの労働衛生機関を

選定した。  

各機関の責任医師に連絡して、特殊健

診の結果判定手順に関してもっとも詳しい

医師の推薦を依頼し、推薦のあった医師

に遠隔会議システム（Zoom）を用いて、１

時間程度のインタビューを行った。施設に

よっては、複数の医師や事務職が同席し

た場合もあった。 

インタビュー内容は、これまでの分担

研究である、「特殊健診の判定に関する

文献調査」や「有害業務に係る特殊健

康診断の諸課題に対する実態把握と課

題解決のための調査研究」を元に検討

を行い、以下の質問項目とした。 

・ 健診機関における判定実施者

・ 判定手順（標準）の有無とその内

容

・ 判定実施者間の調整

・ 判定区分および有所見の考え方

・ 判定に用いる健診項目以外の情報

とその確認方法、作業条件の簡易

な調査の判定への反映
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・ ばく露情報の結果（有所見）への

反映の考え方

・ 判定における現在考えている課題

・ リスクアセスメント健診に対する

準備

Ｃ．結果 

各労働衛生機関のインタビュー結果では、

特に①事業者責任である特殊健診の実施

と判定における労働衛生機関としての役割

の範囲、②判定に用いる情報収集の方法

と範囲の考え方や実態に大きな差があるこ

とが認められた。そのため、労働衛生機関

別に、上記の 2 点に関して重点的に内容

を記載する。 

⚫ 労働衛生機関 A

① 判定における機関としての役割

特殊健診で認められた所見の業務起因

性の有無については、各事業場の職場環

境の詳細を知る事ができないため判定で

きていない。そのため、血液検査や尿検査

の所見を基準値に従って有所見の有無の

判定を行っている。また、他覚所見は軽度

異常として判定に反映させることがある。し

かし、自覚症状及び既往歴、現病歴は対

象物質との因果関係が不明であるため判

定に反映させない。事業所から問い合わ

せがあった際は、業務起因性の説明や二

次健診の実施などは、個別に対応してい

る。 

② 判定に用いる情報収集

「作業条件の簡易な調査」の項目は聴取

しているが、作業環境を直接確認できるわ

けではないため十分な情報といえず、判定

には反映させていない。作業環境測定結

果は、ほとんどの会社から提供されない現

状がある。 

⚫ 労働衛生機関 B

① 判定における機関としての役割

あくまでも特殊健診の判定は事業場の産

業医が判定するものと位置づけ、そのため

に必要な健康診断の情報を提供するとい

う立場で判定を実施している。そのため、

産業医にメッセージを出すために、何らか

の所見を認めた場合には、「経過観察」と

判定をして、産業医に判断を促す。 

② 判定に用いる情報収集

「作業条件の簡易な調査」は、診察の際

に活用している。ばく露に関する情報は、

自覚症状等を認める場合には、診察の場

で問診医が情報収集して、症状や所見の

業務起因の可能性を推定するために用い

ている。作業環境測定結果は入手できて

いない現状がある。 

⚫ 労働衛生機関 C

① 判定における機関としての役割

 特殊健診で認めた所見にばく露の可能

性が疑われる際には、事後措置を意識し

た上で「産業医に相談」というコメントを出し

ている。また、同一事業場の労働者複数名

に同様の有所見を認めた際などは、「経過
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観察」と判定をつけて、事業場側の対応を

促すことがある。 

② 判定に用いる情報収集

 「作業条件の簡易な調査」は、診察時に

参考にすることを期待しているが、非常勤

の医師が多いなかで十分な標準化はでき

ていない。業務起因性に関する情報は、

診察の場で収集したり、対象事業場の嘱

託産業医が機関内にいる場合には産業医

から収集したり、当該労働者の過去の健診

結果を参考に、可能な限り精度の高い判

定を行うようにしている。 

⚫ 労働衛生機関 D

① 判定における機関としての役割

基本的には、自動判定で判定を実施して

いるが、診察担当医による問診・診察にお

いて、自覚症状・既往歴・他覚症状で業務

起因性が疑われた場合、医師による判定

を実施している。医師による判定の際には、

業務歴・作業条件の簡易な調査・自覚症

状・他覚症状・既往歴・各検査結果・代謝

物結果などを考慮して判定をしている。判

定分類は独自の分類を用いており、一次

健診の段階では管理区分は決められない

という考え方から、必要に応じて、「二次健

診推奨」「要産業医確認」の判定をしてい

る。 

② 判定に用いる情報収集

 「作業条件の簡易な調査」の内容は、判

定医による判定の際に活用している。ただ、

調査自体が本人からの聞き取りであるため、

曖昧な場合が多いという現状がある。診察

医は比較的固定の医師で実施しているた

め、特殊健診の理解が深い医師による問

診を実施、必要情報を聞き取りできている

と考える。作業環境測定、一般健診結果は

判定ロジックには含めていないが、判定医

による判定の際には参考にすることはある。 

⚫ 労働衛生機関 E

① 判定における機関としての役割

 独自の判定区分を使用しており、管理区

分は事業場の産業医が判定すべきである

という考え方から、必要に応じて、「再検査」

「要産業医相談」「要受診」の判定をしてい

る。検査値の異常がない場合で自覚症状

を認める際は、判定には反映させなくても

コメントで産業医への相談を促す場合もあ

る。尿中代謝物のみ有所見の場合も同様

のコメントでの対応をとることがある。事業

場には契約時点で、独自の判定区分を用

いることを説明している。 

② 判定に用いる情報収集

「作業条件の簡易な調査」の内容は、シ

ステムの関係上、一部は判定時に確認す

ることができる。作業環境測定は、判定時

手元にない。診察医によるばく露情報の聴

取に関しては、有所見の場合の業務起因

性の判定の参考にすることが多い。 

⚫ 労働衛生機関 F

① 判定における機関としての役割

一次健診で気になる所見がある際には、
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二次健診の外来（精密検査の外来）で業

務起因性を加味した最終的な判定を実施

している。二次健診では、「診断」「業務起

因性」「理由」「判定」「就業場の措置」につ

いて問診を実施して判断する。化学物質

に関する特殊健診における有所見者は、

基本的には二次健診を実施して判定を実

施している。その後の対応が事業者任せ

になることを防ぐため、二次健診では就業

上の措置まで判断をするようにしている。 

② 判定に用いる情報収集

 「作業条件の簡易な調査」は、判定の場

面で、量反応関係の判断の参考にしてい

る。作業環境測定結果は、入手できない場

合も多いが、入手できた際には判定の参

考にしている。二次健診では、問診の場面

で情報収集を実施している。事業者の方

が同席する場合もある。 

労働衛生機関Ｇ 

①判定における機関としての役割

判定については、産業医がいない事業

所がほとんどであるので、自身の機関

で ABCRT 判定を用いて判定をつけて

いる。しかし、判定を事業所に返却し

てもその後の事後措置につながってい

るのかが不明である点が問題である。

判定は、異常なしか所見ありを自動的

に判定。所見ありの場合は、二次健診

にて詳細にばく露状況や作業環境測定

結果を確認する。しかし、検査につい

てはそれを受けてくれる機関が少なく

なってきているので困っている。 

②判定に用いる情報収集

ばく露情報は基本的に、事前の問診票

で入手。事前に作業環境測定結果等の

情報が得られるのは 1％前後、 

○ばく露に不明な点がある場合は、診

察前の問診で聞くことにしている。 

○診察医師については、最初から OCR

から予測される所見が、選べるように、

チェックできるようになっているので、

医師のところで１つ１つ確認してチェ

ックできるようになっている。法定項

目についての症状は網羅されている。

従って診察医は経験が少なくても症状

をチェックできるようになっている。 

○リスクアセスメント健診への対応は

まだである 

労働衛生機関Ｈ 

①判定における機関としての役割

基本姿勢として渉外担当が作業環境測

定結果の入手と判定の割り当てを交渉

できている。「ABCRT 区分」を用いて

いるが、産業医がいるところは基本的

に産業医が判定。 

検査異常値、生物学的モニタリング

での異常値、自他覚的がある場合は、

作業条件や採取条件を再度確認して再

検査にて所見を確認。作業関連性が疑

われる場合には、労災病院にて二次検

査を実施するように産業医と連携する。

（これまで二次検査の経験はなし） 
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○担当医が公衆衛生学の教授であった

こともあり、化学物質の知見もあり、

所見がある場合には、二人の専門家に

よる総合的に判定を行い、事業場へ返

却している。 

②判定に用いる情報収集

医師の診察の前に、作業状況を聞く看

護師に対して、システマティックな問

診票を作成して OJT にて教育をしなが

ら、ばく露情報入手の精度を高めてい

る。 

健診実施前日、あるいは当日にどのよ

うな作業場であるかの情報をミーティ

ングで伝えていて作業場のイメージを

沸かせている。 

診察医はアルバイトや、専門知識の

ない常勤医師で行っているが、事前に

SDS や作業情報についてはマニュアル

化しており自他覚症状の診察を行う。 

○リスクアセスメント健診に関するコ

ンサルの準備はしているが、現時点で

要請はない。 

Ｄ．考察 

 特殊健診の判定が適切に実施されるた

めには、有所見の判定、所見のばく露起

因性の判定が必要であり、その結果をもと

に管理区分を決定しなければならない。法

令に基づく特殊健診の実施は事業者責務

ではあるが、その多くが労働衛生機関に委

託されている。 

適切な特殊健診の判定は、「契約・計画

→準備→実施→健診判定（有所見および

業務起因性）→管理区分の決定」が行わ

れ、管理区分による事業者による事後措

置が実施されることになる。 

今回のインタビューの結果から、「契約・

計画→準備→実施→健診判定→管理区

分の決定」の一連の流れにおける事業者

側と労働衛生機関側の役割分担は、労働

衛生機関ごとに大きく異なっていた。しかし、

そのような役割分担は契約・計画時に調整

され、双方が明確に理解していることが必

要であるが、そのような対応ができていな

いという課題も挙げられた。その結果、仮

に事業場側の産業医の判断を委ねる判定

がされ、労働衛生機関側から情報提供が

されても、最終的な判定および事後措置

が実施されていない可能性が高い。 

適切な役割分担がされた際には、それ

ぞれが役割を果たすために情報の収集と

共有が不可欠になる。しかし、健診実施場

面で追加情報が十分に聴取されていなか

ったり、労働衛生機関が役割を果たすうえ

で必要な情報が事業場側から提供されて

いないことが少なくない。 

特殊健康診断の適切な結果判定には、

以下の情報が収集され、役割分担の中で

判定に用いられるべきである。 

・ 取り扱い物質の内容と有害性

・ 作業時間、使用量等の情報

・ 換気設備、作業環境測定の結果等の

作業環境等の情報

・ 保護具の使用状況、管理状況
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・ 自覚症状の確認

・ 自覚症状とばく露との時間関係等

・ 他覚症状の確認（診察、検査結果）

これらの情報の一部は、「作業条件の簡易

な調査」等の健康診断項目の一部として収

集される。 

今回のインタビュー結果から、事業者側

から労働衛生機関側への情報の提供や追

加情報収集に関しても、各労働衛生機関

によって異なる工夫を認めた。また、「作業

条件の簡易な調査」は、情報収集の面でう

まく機能していない部分も課題として挙げ

られた。前述の事業場側と労働衛生機関

側の役割分担を明確にする過程の中で、

提供すべき情報についても双方で整理し

ておく必要が考えられる。また、多くの機関

において健診実施場面で追加情報を聴取

する工夫として、健診の問診や診察の場が

活用されていた。適切な情報収集のため

には、問診や診察レベルの向上も必要で

ある。 

E．結論 

適切に特殊健診の判定が実施される

には、「契約・計画→準備→実施→健診

判定→管理区分の決定」の一連の流れに

おける事業場側と労働衛生機関側の役割

分担が明確となっている必要がある。また、

労働衛生機関側が事業場側から役割を果

たすことができる情報が共有されることや、

健診実施場面で追加情報が適切に聴取さ

れることも必要不可欠である。今後は、さら

にインタビューを追加して情報を整理して、

それらをもとにマニュアルを作成することが

必要である。 

F．引用・参考文献 

なし 

G．学会・論文発表 

なし 
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労災疾病臨床研究事業費補助金研究 分担研究報告書（総合研究報告書） 

有害業務に係る特殊健康診断の諸課題に対する実態把握と課題解決のための調査研究 

５．特殊健康診断における適正な情報収集と判定に関するマニュアルの作成

研究代表者：森 晃爾 全国労働衛生団体連合会労働衛生サービス機能評価委員会委員長 

研究分担者：立道昌幸 東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 教授 

研究要旨 

【目的】 我が国では、特殊健診の判定において現在多くの事業場や労働衛生機関が

「ABCRT 区分」を用いているが、判定手順については言語化されていない部分が多い。特殊

健診の所見は有害因子に特異的でないことが多いため、適切な判定には健康状態に加えて

有害因子への「ばく露の推定」が不可欠であるが、実際には事業者からの情報提供不足や機

関ごとの判定基準の相違が課題となっている。そこで今回は、特殊健診を実施している労働

衛生機関の実態に関する調査を行い、その結果を踏まえて、判定に必要な情報収集を標準

化し、事業者と労働衛生機関の適切な役割分担と情報共有の在り方を明確にするためのマ

ニュアルを作成することを目的とした。

【方法】 マニュアルを作成するにあたり、①特殊健診の判定に関するインタビュー調査と②労

働衛生機関への質問票調査を実施した。これらの調査から抽出された、情報提供不足や専

門性のばらつき等の課題をふまえて、「特殊健康診断における適正な情報収集と判定に関す

るマニュアル（原案）」を策定した。その後、企業の専属産業医 5 名、労働衛生機関の医師 3

名、同渉外担当者 4 名へのインタビューを通じて妥当性と実現可能性を検証し、厚生労働省

担当課による法令や行政施策との整合性確認を経て最終版を確定させた。 

【結果】 作成されたマニュアルは、(1)特殊健診において収集・共有すべきばく露関連情報、

(2)労働衛生機関における判定レベル（Ⅰ〜Ⅲ）と医師の役割、(3)特殊健診全体のプロセス、

(4)事業者と労働衛生機関の役割分担のプロセス、の 4つの主要項目で構成された。

【結論】 適切に特殊健診の判定が実施されるには、「契約・計画→準備→実施→健診判定→

管理区分の決定」の一連の流れにおける事業場側と労働衛生機関側の役割分担が明確とな

っている必要がある。また、労働衛生機関側が事業場側から役割を果たすことができる情報

が共有されることや、健診実施場面で追加情報が適切に聴取されることも不可欠である。本

マニュアルの活用により、労働衛生機関の標準作業書の改訂や判定の質の平準化が図られ

るとともに、事業者が適切な事後措置を完遂できる体制の構築が期待される。今後は労働衛

生機関に対する研修会等を通じた周知や議論に加え、事業者側への啓発を進めていくこと

が不可欠な課題である。 

研究協力者： 熊川優希 産業医科大学 産業生態科学研究所 非常勤助教 
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Ａ. 目的 

有害業務に従事する労働者への特殊健

康診断（以下、特殊健診）は、法令等に基

づき事業者に実施が義務付けられており、

医師の意見聴取を通じた適切な事後措置

が求められる。医師は就業区分や作業管

理に関する意見を述べる際、一般に

「ABCRT 区分」を用いるが、特殊健診の所

見は有害因子に特異的でないことが多い

ため、正確な判定には健康状態に加え、

有害因子への「ばく露の推定」が不可欠で

ある。法令改正により生物学的モニタリン

グ等の情報収集手法も整備されてきたが、

依然として管理区分に至る標準的な手順

は言語化・明文化されていない。 

また、多くの特殊健診が労働衛生機関

に委託されている現状において、事業者

からの情報提供不足や、機関ごとの判定

基準・手順の相違が大きな課題となってい

る。実際、本事業の他の分担研究による調

査では、検査所見とばく露情報の関連性

をどの程度重視するかといった判定の考え

方の違いにより、施設間で有所見率に大き

な差が生じている実態が判明した。こうした

判断内容の差異は、特殊健診の質と一貫

性を確保する上での重大な懸念事項とな

っている。 

そこで本研究では、特殊健診の判定実

態を把握し課題を抽出するため、労働衛

生機関へのインタビューおよび質問票調

査を実施した。その結果を踏まえ、判定に

必要な情報収集を標準化し、事業者と労

働衛生機関の適切な役割分担と情報共有

の在り方を明確にすることを目的として、

「特殊健康診断における適正な情報収集

と判定に関するマニュアル」を作成した。 

Ｂ. 方法 

マニュアルを作成するにあたり、特殊健

診の実態把握と課題抽出のため、以下の2

つの調査研究を実施した。 

(1) 特殊健診の判定に関するインタビュー

調査

８つの労働衛生機関を対象に、判定手

順に最も詳しい常勤医師へのインタビュー

調査（遠隔会議システム zoomを利用）を行

い、健診の各プロセスにおける役割認識の

実態を調査した。その結果、各機関が独自

の役割定義に基づき判定を行う一方で、

契約・計画時の事業者との役割調整が不

十分であり、事後措置が適切に実施されな

い懸念があるという課題を抽出した。 

(2) 労働衛生機関への質問票調査

全国労働衛生団体連合会加盟の 115

施設を対象とした質問票調査を行い、特

定化学物質および有機溶剤健診の有所

見率や判定基準を分析した。これにより、

施設間での有所見率のばらつきが、ばく露

関連情報の入手状況や、業務起因性をど

の程度重視するかという判定の考え方の

違いに起因する実態を明らかにした。 

これらの調査結果から得られた課題（情
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報提供不足、専門性のばらつき、ガイドラ

インの欠如等）を解決するため、以下の手

順でマニュアルの作成を行った。 

① 研究班会議において、判定に必要な

情報収集の標準化と役割分担の明確

化を目的とした「特殊健康診断におけ

る適正な情報収集と判定に関するマ

ニュアル（原案）」を策定した。

② 原案の妥当性と実現可能性を検証す

るため、企業の専属産業医５名、労働

衛生機関の医師３名、同渉外担当者４

名へのインタビューを実施し、実務上

の運用課題を聴取した。

③ 厚生労働省担当課に対し、法令や行

政施策との整合性について確認を行

った。

④ 以上のプロセスを経て必要な修正を

加え、最終版のマニュアルを確定させ

た。

Ｃ. 結果 

 作成された「特殊健康診断における適正

な情報収集と判定に関するマニュアル」は、

以下の 4つの主要項目で構成されている。 

(1) 特殊健診において収集・共有すべきば

く露関連情報

 判定の精度を高めるために必要な情

報を、収集のタイミングに応じて、「リスト

A：一次健診の実施において一般的に

収集される情報」「リスト B：二次健診等

や別途調査など追加で収集される情

報」の２つにに分類し、チェックリストを

掲載した。 

(2) 労働衛生機関における判定レベル（Ⅰ

～Ⅲ）と医師の役割

 特殊健診の全体プロセスは、事前に

事業者と労働衛生機関との間で合意さ

れた役割分担を前提に実施されるが、

役割分担によって労働衛生機関が行う

有所見判定に用いるばく露との関連性

に関する情報の範囲に違いが出てくる。

その結果、労働衛生機関から出される

有所見判定の意味が異なってくる。本

マニュアルでは、労働衛生機関におけ

る判定レベルを３つに分け、ばく露との

関連性の判断に用いる情報および有

所見判定の意味を示した。 

➢ 判定レベルⅠ：労働衛生機関の判

定レベルは「一次健診で収集され

る情報の一部」、有所見判定の意

味は「有害因子へのばく露との関

連の可能性がある（否定できない）」

➢ 判定レベルⅡ：労働衛生機関の判

定レベルは「一次健診で収集され

るすべての情報」、有所見判定の

意味は「有害因子へのばく露と関

連性が疑われる」

➢ 判定レベルⅢ：労働衛生機関の判

定レベルは「二次健診等や別途調

査によって収集される情報を追

加」、有所見判定の意味は「有害

因子へのばく露との関連性が強く
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疑われる（管理区分等の医師等の

意見提示）」 

 また、医師の役割を「健康診断を実

施する医師」と「意見を述べる医師」に

分離して定義した。判定レベルがⅠま

たはⅡの場合、労働衛生機関は前者

の役割に留まるため、事業者は別途

「意見を述べる医師（産業医等）」を確

保し、事後措置を完結させる必要があ

る。 

(3) 特殊健診全体のプロセス

本マニュアルでは、事業者と労働衛

生機関の「事前の打ち合わせ」をプロ

セスの出発点として位置づけている。こ

の段階で、双方が担う役割、提供すべ

き情報の範囲、および期待される判定

レベルについて合意を形成する。 その

後のフローとして、対象選定、一次・二

次健診の実施を経て、得られた知見を

総合的に評価し、最終的な管理区分を

決定する。この一連のステップを通じて、

特殊健診の結果を確実な事後措置へ

と繋げる仕組みとしている。 

(4) 事業者と労働衛生機関の役割分担の

プロセス

 判定レベル（Ⅰ〜Ⅲ）ごとに、特殊健

診の全プロセスにおいて各主体が具体

的に何をすべきかを明示した。 

Ｄ. 考察 

  本研究における一連の調査により、特

殊健診の判定において施設間で有所見率

に大きな差が生じている実態や、事業者か

らの情報提供不足、判定基準の未整備、

および役割分担の不明確さといった事後

措置を阻害する構造的な課題が浮き彫りと

なった。 

これらの課題に対し、本マニュアルは、

事業者と労働衛生機関が「契約・計画」の

段階で合意を形成し、共通の尺度で判定

を行うための実務的な枠組みを提供するも

のである。収集すべき情報をリスト A（一次

健診時）およびリスト B（追加収集）として標

準化したことは、情報の質と量の向上に直

結する。さらに、労働衛生機関における判

定レベルを、情報の充足度に応じて3段階

（判定レベルⅠ〜Ⅲ）に定義し、医師の役

割を「実施する医師」と「意見を述べる医師」

に分離して整理したことは、労働衛生機関

とのスムーズな役割分担の一助となること

が考えられる。 

本マニュアルの活用において、労働衛

生機関側は、まず自社の「標準作業書」を

点検・改訂し、組織としての判定の質を平

準化させることが求められる。具体的には

「事業者との特殊健診の事前打合せに関

する標準作業書」や「医師による特殊健診

判定に関する標準作業書」などを新規作

成または改訂することが想定される。特に、

渉外担当者が事業者と専門的な打合せを

対等に行えるよう、本マニュアルを基にし
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た研修の実施や事業者向け説明資料の

作成を推進すべきである。 

一方、事業者側においても、特殊健診

が自らの法的義務である事後措置に直結

するプロセスであることを再認識し、本マニ

ュアルを労働衛生機関との打合せに活用

することが期待される。事業者が、自社が

どの程度の情報を提供でき、どのレベルの

判定を求めるのかを主体的に選択し、合

意することは、健診結果が返却された後の

迅速かつ適切な事後措置の完遂に繋がる。 

今後の周知については、全国労働衛生

団体連合会のホームページへの掲載や、

各機関の医師・渉外担当者への研修を通

じてマニュアルの普及を図る。さらに、同団

体が実施する「労働衛生サービス機能評

価」の指標に本マニュアルの内容を加える

ことを検討することで、全国的な判定レベ

ルの向上を強力に後押しできると考えられ

る。 

ただし、特殊健診においてばく露関連

情報が十分に提供されていない背景には、

委託元である事業者側の理解不足も大き

く関与している。そのため、労働衛生機関

に対する普及活動に留まらず、行政や各

団体を通じて事業者側に対しても、正確な

判定と有効な事後措置のために「ばく露情

報の共有」が不可欠であることを広く周知・

啓発していくことが、わが国の特殊健診制

度をより実効性のあるものにするための不

可欠な課題である。 

E. 引用・参考文献

なし

F. 学会・論文発表

⚫ 熊川優希、森晃爾、山本健也、立道

昌幸。「特殊健康診断における適正な

情報収集と判定に関するマニュアル」。

第 35 回日本産業衛生学会全国協議

会、2025年 11月、徳島。

⚫ 熊川優希、森晃爾、宇根理、山本健

也、立道昌幸。「特殊健康診断におけ

る適正な情報収集と判定に関するマ

ニュアル」の作成。2026。産業衛生学

雑誌。（投稿中） 
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0. はじめに 

0-1 本マニュアルの趣旨 

法定の特殊健康診断（以下、特殊健診）の実施は事業者の義務ですが、あわせて、医師の意見

を聴き、必要な措置（事後措置）を講じなければならないことが定められています。さらに、「健康診断

結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針（事後措置指針）」では、医師の意見の具体的な

内容として、(イ) 就業区分（通常勤務、就業制限、要休業）およびその内容に関する意見、(ロ) 作

業環境管理(巻末用語集※1)および作業管理※2 に関する意見を示すことが求められています。 

これらの意見を述べる際には、管理区分を付与することが一般的です。管理区分については、「昭和

46 年度労働省労働衛生試験研究」の報告書に基づいて提案された「管理 A」「管理 B」「管理 C」「管

理 R」「管理 T」という 5 つの区分が広く用いられており、現在も多くの事業者および労働衛生機関が参

考としています。各管理区分には、標準的な事後措置の内容も提示されています。 

管理区分 症状区分 事後措置 

管理 A 異常なし 措置不要 

管理Ｂ 管理 C には該当しないが、当該因子による

か若しくはその疑いのある異常が認められる

場合 

医師が必要と認める検診または検査を医師が

指定した期間ごとに行い、必要に応じて就業制

限   

管理Ｃ 当該因子による疾病に罹患している場合  当該業務への就業禁止および療養を必要とす

る 

管理Ｒ 当該因子による疾病または異常を認めな

いが、当該業務の就業により増悪する可能

性のある疾病に罹患している場合  

当該業務への就業制限、療養その他の措置   

管理Ｔ 当該因子以外の原因による疾病に罹患し

ている場合 

当該疾病に対する療養その他の措置 

特殊健診の健診項目には有害因子に対する特異性がなく、ばく露との関係がなくても基準値外となる

項目も多いため、医師が管理区分を含めた適切な意見を述べるには、労働者の健康状態だけでなく、

有害因子へのばく露状況に関する情報を把握し、「ばく露の推定」を行う必要があります。これを踏まえ、

法令改正により、バイオロジカルモニタリング※3 や作業条件の簡易調査といった、ばく露に関する情報収

集の手法が段階的に整備されてきました。 

しかしながら、管理区分に至る手順や基準が明確に定められていないこと、特殊健診の多くが労働衛

生機関に委託されているにもかかわらず、事業者からの十分な情報提供がなされていないこと、また労働

衛生機関ごとに判定の考え方や手順が異なることなどから、機関ごとの特殊健診の有所見率には大きな

差異が生じています。 

特殊健診の実施が事業者から労働衛生機関へ委託されることを前提とするならば、その準備、実施、

結果判定、事後措置といった一連のプロセスにおける両者の役割分担を明確にする必要があります。そ

して、労働衛生機関が期待される役割を果たすには、それに応じた情報が事業者から適切に提供されな

ければなりません。 

本マニュアルでは、労働衛生機関への委託を前提とした特殊健診全体のプロセスを整理した上で、事

業者による適切な事後措置につなげるための、事業者側と労働衛生機関側の役割分担とその実施方

法について、詳細に提示しています。 
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0-2 本マニュアルの活用場面・方法等 

 本マニュアルは、特殊健診が事業者による適切な事後措置へ確実につながるよう、事業者側と労働衛

生機関側の役割分担およびその実施方法を提示したものです。それぞれの活用場面・方法等について

ご確認ください。 

（１）労働衛生機関側 

本マニュアルの第１の利用者として、特殊健診を受託する労働衛生機関を想定しています。法定の

特殊健診については、実施項目は明確に定められているものの、判定基準や判定プロセスについては統

一的な基準が存在しません。そのため、労働衛生機関ごとに実情に応じたさまざまな考え方や方法で判

定や結果報告が行われているのが現状です。 

 本マニュアルは、各機関の方針変更を必ずしも求めるものではありません。しかし、事業者が有所見者

について医師の意見を聴取し、適切な事後措置につなげるためには、特殊健診に関する基本的事項を

理解したうえで、事前打合せの段階で労働衛生機関と事業者の役割分担を合意し、双方がその役割

を確実に実行することが不可欠です。 

 このため、本マニュアルを活用し、労働衛生機関には以下のような対応を行うことを期待します。 

① 特殊健診に関する標準作業書※の内容を点検し、必要に応じて改訂または新規作成する。 

※標準作業書の例：「事業者との特殊健診の事前打合せに関する標準作業書」、「医師による特

殊健診判定に関する標準作業書」など 

② すべての渉外担当者が標準作業書に基づいて事業者と打合せを行えるよう、研修の実施や事業

者向け説明資料の作成を行う。 

③ その他、特殊健診の実施および事後措置のプロセスを見直す。 

 もっとも、労働衛生機関が上記の対応を講じたとしても、事業者によっては十分な資源や認識を欠く場

合もあり、すべての事業者に理解が得られるとは限りません。そのような制約を踏まえつつも、有効な特殊

健診の実施のために、労働衛生サービスを専門的に担う機関として可能な限りの努力を行うことを期待

します。 

（２）事業者側 

 本マニュアルの第２の利用者は、事業者側の衛生管理者や産業医などの健康管理担当者です。特

殊健診の実施および事後措置の義務は事業者にあります。その過程の一部を労働衛生機関に委託す

ることを前提に、以下のような対応を行うことを期待します。 

① 特殊健診の適切な実施における自らの役割を認識し、労働衛生機関の渉外担当者との打合せ

に活用する。 

② 特殊健診の判定および事後措置の方法を見直す。 

③ その他、特殊健診の実施および事後措置のプロセスを見直す。 

 特殊健診に関する事業者の義務範囲は共通であっても、事業場規模等の要因により、産業医の有

無など保有する資源には大きな差があります。そのような実情に合わせて、労働衛生機関との連携を図

るとともに地域産業保健センター等の外部資源を活用して、有効な実施を期待します。 
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１．特殊健診において収集または共有されるばく露に関連する情報 

特殊健診の実施は、対象者に対して一律の内容を実施するいわゆる一次健診と、一次健診におい

て有害因子へのばく露との可能性がある労働者に対して行う二次健診等があります。ここでは、「一次健

診の実施において一般的に収集される情報（リストA）」と、「二次健診等や別途調査など追加で収集

される情報（リスト B）」の二つに分類して、収集または共有されるべき情報のチェックリストを示します

（二次健診等には、有機溶剤に対する医師が必要と認めた場合に行う項目も含む）。また、リストA に

は、一次健診実施前に収集される情報（A-1）と、一次健診実施中に主に労働者から直接収集する

情報（A-2）に分類しています。 

リスト A-1、リスト B の情報を収集する際には、労働者や事業場の担当者では把握が不十分と考え

られる項目もあるため、必要に応じて化学物質管理者※4 等と連携をしながら収集する必要があります。 

 

 

 

 

  

リスト A 一次健診の実施において一般的に収集される情報 

⚫ リスト A-1 一次健診実施「前」に収集される情報 

 有害因子に関するより詳細な情報（安全データシート（SDS）など） 

 作業条件の簡易な調査 

 当該労働者が主に従事する単位作業場所※５ における作業環境測定結果（「作業環境測定結果報

告書（最新＋過去４回分の結果記載欄あり）」の提出を求める等） 

 作業における当該有害物質の平均的な使用頻度および前回の健康診断以降の作業工程や取扱量など

の変更 

 局所排気装置などの有無および稼動状況（定期点検の状況含む） 

 保護具の使用状況（保護具の種類等の詳細含む） 

 事故や修理などの際における大量ばく露 

 過去の健康診断の情報 

⚫ リスト A-2 一次健診実施「中」に収集される情報：問診・診察時の自他覚所見 

 自他覚所見が発生した状況や作業時間・時期との関係 

（作業中または作業に関連して起こっているか？一過性であるか持続性であるか？一定であるか、進行性

であるか？など） 

リスト B 二次健診等や別途調査など追加で収集される情報 

 作業に関する詳細情報 

 取扱量や期間に関する情報 

 詳細な作業方法に関する情報 

 個人用保護具に関する詳細情報 

（職場の保護具着用ルール、カートリッジの管理状況、フィットテスト※６や日常のチェックの実施状況等） 

 作業環境に関する詳細情報 

 換気状態に関する情報（局所排気装置の稼働状況など） 

 自他覚所見のついての追加情報収集 

 バイオロジカルモニタリング等の追加検査 

 その他 
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2. 労働衛生機関における有所見判定のレベルⅠ～Ⅲと医師の役割 

特殊健診の全体プロセスは、事前に事業者と労働衛生機関との間で合意された役割分担を前提に

実施されますが、役割分担によって労働衛生機関が行う有所見判定に用いるばく露との関連性に関す

る情報の範囲に違いが出てきます。その結果、労働衛生機関から出される有所見判定の意味が異なっ

てきます。ここでは、労働衛生機関における判定レベルを３つに分け、ばく露との関連性の判断に用いる

情報および有所見判定の意味を示しました。（なお、ここで示す判定レベルは、事業者と事前に合意さ

れた役割分担および提供される情報の範囲に応じて決定されるものです。労働衛生機関ごとの能力や

質、方針を示すものではありません。） 

判定レベル ばく露との関連性の判断に用いる情報 有所見判定の意味 

Ⅰ 一次健診で収集される情報の一部 

※作業環境測定結果が反映されないなど 

有害因子へのばく露との関連の可能性がある

（否定できない） 

Ⅱ 一次健診で収集されるすべての情報 

（リスト A-1 および A-2） 

有害因子へのばく露と関連性が疑われる 

Ⅲ 二次健診等や別途調査によって収集され

る情報を追加（リストＢ） 

有害因子へのばく露との関連性が強く疑われる

（管理区分等の医師等の意見提示） 

事業者は特殊健診を実施した際、有所見者に対して最終的に管理区分を決定して、医師等の意

見を聴取し、事後措置を実施する必要があります。特殊健診に関わる医師には、「健康診断を実施す

る医師」と「意見を述べる医師」の役割があります。労働衛生機関における判定レベルがⅢの場合には両

者の役割を労働衛生機関の医師が果たすことができます（二次健診等の結果をもとに、産業医が意見

を述べることも可能）。しかし、労働衛生機関における判定レベルがⅠまたはⅡの場合には、事業者側

で、別途、「意見を述べる医師」を確保して、意見聴取を行い、事後措置に結びつける必要があります

（図１参照）。産業医が選任されている事業場においては、労働衛生機関の医師が「健康診断を実

施する医師」となり、事業場の産業医が「意見を述べる医師」となることが基本です。 

コラム：本分類のもとになった労働衛生機関医のインタビュー調査 

本マニュアルを開発するに当たって実施した労働衛生機関に対するインタビュー調査の結果では、そ

れぞれの機関において収集するばく露に関連する情報およびそのうち判定に用いる情報の範囲が異な

っていることが明らかになりました。その範囲は有所見に対するばく露との関連性に基づく判定レベルに

大きく影響していました。この結果に基づき労働衛生機関における判定レベルを３つに分類しました。 

これらの違いは、各労働衛生機関の方針が大きく影響していますが、労働衛生機関における判定

レベルによって事業者が管理区分の決定に至る残りのプロセスを実施することが不可欠であることか

ら、本来は事業者と労働衛生機関の役割分担を事前の打合せで確認して、決定する必要がありま

す。 
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3. 特殊健診全体のプロセス 

本マニュアルは、事業者の責務として実施する「健診の実施」から「医師等からの意見聴取」をもとにし

た「事後措置」まで特殊健診全体のプロセスの一部を、事業者が労働衛生機関に委託することを前提

に作成されています。前章（労働衛生機関における判定レベルⅠ～Ⅲと医師の役割）で述べたとおり、

労働衛生機関が提供する有所見判定のレベルは、労働衛生機関が収集する“ばく露との関連性の判

断に用いる情報”の範囲を基本にしています。この情報の範囲は、事前に行われる事業者と労働衛生

機関との役割分担に関する打合せによって決まります。 

そのため、本マニュアルでは、両者の打ち合わせを特殊健診全体のプロセスの出発点として位置づけて

います。この打合せでは、労働衛生機関が担う役割、それに応じて事業者が提供すべき“ばく露との関連

性の判断に用いる情報”の範囲、労働衛生機関から事業者に提供される有所見判定のレベルについて

確認します。 

そのうえで、事前に両者が合意した役割分担に基づき、対象者の決定と受診の手配を行い、一次健

診の実施、有所見者に対する二次健診の要否の判定、必要に応じて二次健診の実施を行います。そ

して、これらの過程で得られた自他覚所見、検査結果、およびばく露に関連する情報を総合的に評価

し、最終的に管理区分を決定します。この管理区分に基づき、事業者は医師の意見を聞き、適切な事

後措置を講じることが求められます（図 2 参照）。 
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4．事業者と労働衛生機関の役割分担のプロセス 

特殊健診の実施に当たって、最初に、事業者と労働衛生機関の間で、実施から管理区分の決定に

至る過程での役割分担等に関する打合せを行います。その結果、労働衛生機関における判定レベルも

決まります。 

 

判定レベル ばく露との関連性の判断に用いる情報 有所見判定の意味 

Ⅰ 一次健診で収集される情報の一部 

※作業環境測定結果が反映されないなど 

有害因子へのばく露との関連の可能性がある

（否定できない） 

Ⅱ 一次健診で収集されるすべての情報 

（リスト A-1 および A-2） 

有害因子へのばく露と関連性が疑われる 

Ⅲ 二次健診等や別途調査によって収集され

る情報を追加（リストＢ） 

有害因子へのばく露との関連性が強く疑われる

（管理区分等の医師等の意見提示） 

 

本章では、判定レベル別に、特殊健診の全体プロセスの中で特殊健診の適切な判定と事業措置の

ために行うべきことを、事業者と労働衛生機関の役割分担を明示しながら解説します。判定レベルに応

じて、以下のページに記載をご覧ください。 

 

・ 判定レベルⅠの場合 ⇒ 10 ページへ 

・ 判定レベルⅡの場合 ⇒ 14 ページへ 

・ 判定レベルⅢの場合 ⇒ 18 ページへ 
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【判定レベルⅠの場合】 

労働衛生機関における判定レベルⅠの場合の、特殊健診実施におけるステップごとの事業者と労働

衛生機関の役割分担を図 3-Ⅰに示します。各ステップの詳細について、次ページから解説を行います。 
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ステップ１ 

事業者と労働衛生機関の間で、両者の役割分担について合意する 

 

契約段階において、事業者と労働衛生機関の双方は、特殊健診の判定におけるそれぞれの役割に

ついて合意されていなければなりません。ステップ１の打ち合わせの際には、事業者は、労働衛生機関に

「ばく露の推定」のための情報（リスト A・B）をどの程度提供できるかを、労働衛生機関側に提示し、そ

れに対して労働衛生機関は、事業者から提供される情報の範囲に応じた実施可能な判定レベルについ

て明示する必要があります。 

判定レベルⅠの場合、労働衛生機関が行う有所見者に対するばく露との関連性の判定レベルが低く

なるため、事業者が追加の情報収集を行い、医師による管理区分の最終的な決定および意見聴取を

手配する必要があることを、事業者は強く認識しなければなりません。 

P23 に『補足資料②特殊健診における事業者と労働衛生機関の役割分担 説明例』を掲載してい

ます。労働衛生機関の渉外担当の方が、役割分担について、事業者に説明する際には、必要に応じて

こちらをご参考ください。 

 

ステップ２ 

健康診断の対象者の決定および計画立案を行う 

 

特殊健診を必要とする有害因子を常時取り扱うまたはばく露する可能性のある労働者を明確にして、

特殊健診の対象者を決定する必要があります。

 

 ステップ１での合意内容（判定レベル）に応じた実施計画を立案する必要があります。 

判定レベルⅠの場合の健診全体のプロセスを意識した実施計画を検討してください。 

 

ステップ３ 

一次健診に必要な情報収集を行う 

 

ステップ 1 で合意された内容に基づき必要な情報を収集します。一次健診の実施前に収集すべき情

報については、ページ４「特殊健診において収集または共有されるばく露に関連する情報」のリストＡ-1

を参考にしてください。 

特に判定レベルⅠの場合、A-1 のうち一部を収集することが考えられますので、合意内容を基に情報

事業者・労働衛生機関の役割：事業者と労働衛生機関の間で、特殊健診の内容、実施から管

理区分決定に至る過程での役割分担について打合せを行い、合意する 

 

事業者の役割：健康診断の受診対象者を決定する 

 

労働衛生機関の役割：合意内容に基づき、健康診断の実施計画を立案する 

 

事業者の役割：一次健診に必要な情報を収集し、労働衛生機関に提供する 

 



12 

 

収集を実施する必要があります。 

情報収集の際には、必要に応じて化学物質管理者・保護具着用管理責任者・産業医等の意見を

取り入れ、情報を補足してください。 

 

  事業者から提供された情報がステップ 1 で合意された内容と比較して不足がないか、つまり判定レベ

ルⅠの有所見者を判定する上で必要な情報として不足がないかを確認する必要があります。 

 

ステップ 4 

一次健診の実施と判定を行う 

 

一次健診実施の際には、労働衛生機関は、「ばく露の推定」のための情報の中で一次健診中に収集

可能なもの（リスト A-2）について収集する必要があります。これらの情報を適切に収集するため、診察

医や問診を行う看護師等は、「ばく露の推定」に必要な情報について十分な知識を持っている必要があ

ります。 

判定レベルⅠの場合、労働衛生機関が実施できる判定は「有害因子へのばく露との関連の可能性が

ある有所見者の判定」に留まります。この段階では、管理区分に関する医師等からの意見聴取をするに

は、情報が不足していますので、残りのプロセスについては事業者に委ねる必要があります。 

 

判定レベルⅠの場合、労働衛生機関が実施できる判定は「有害因子へのばく露との関連の可能性が

ある有所見者の判定」に留まります。事業者は、受領した一次健診の結果をもとに、必要に応じて追加

情報を収集して、二次健診の要否を判定する必要があります。 

追加情報の収集や二次健診の要否を判定する際には、事業場で選任した化学物質管理者・保護

具着用管理責任者・産業医等と協議をしながら進めることが望ましいです。 

 

ステップ 5 

二次健診や別途調査を実施する 

 

事業者は、追加の情報収集（リスト B）を行い、二次健診や別途調査を実施します。二次健診

や別途調査は、化学物質管理者・保護具着用管理責任者・産業医等と協議をしながら進めることが

望ましいです。バイオロジカルモニタリング等、追加検査の実施が必要な際には、必要に応じて外部委託

を検討する必要があります。 

労働衛生機関の役割：事業者から提供された情報に不足がないか、確認する 

 

労働衛生機関の役割：一次健診を実施し、所見の有無（判定レベルⅠ）を判定する 

 

事業者の役割：必要に応じて追加情報を収集して、二次健診の要否を含む一次健診の判定を

行う 

事業者の役割：二次健診や別途調査を実施する 
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ステップ６ 

管理区分の決定と医師の意見聴取を行う 

 

   労働衛生機関における判定レベルがⅠの場合には、事業者側で、「意見を述べる医師」を確保し

て、意見聴取を行い、事後措置に結びつける必要があります。産業医が選任されている事業場において

は、事業場の産業医が「意見を述べる医師」となることが基本です。産業医が選任されていない場合に

は、「意見を述べる医師」を確保する必要があります。その際には、地域産業保健センター等の外部資

源を活用することが考えられます。 

管理区分については、「昭和 46 年度労働省労働衛生試験研究」の報告書に基づいて提案され

た「管理 A」「管理 B」「管理 C」「管理 R」「管理 T」という 5 つの区分が広く用いられています。意見を聴

取する際の参考にしてください。 

管理区分 症状区分 事後措置 

管理 A 異常なし 措置不要 

管理Ｂ 管理 C には該当しないが、当該因子による

か若しくはその疑いのある異常が認められる

場合 

医師が必要と認める検診または検査を医師が

指定した期間ごとに行い、必要に応じて就業制

限   

管理Ｃ 当該因子による疾病に罹患している場合  当該業務への就業禁止および療養を必要とす

る 

管理Ｒ 当該因子による疾病または異常を認めな

いが、当該業務の就業により増悪する可能

性のある疾病に罹患している場合  

当該業務への就業制限、療養その他の措置   

管理Ｔ 当該因子以外の原因による疾病に罹患し

ている場合 

当該疾病に対する療養その他の措置 

 

ステップ７ 

事後措置を実施する 

 

  ステップ６の医師の意見をふまえて、事後措置を実施します。「昭和 46 年度労働省労働衛生試験

研究」の報告書に基づいて提案された「管理 A」「管理 B」「管理 C」「管理 R」「管理 T」という 5 つの区

分の中には、標準的な事後措置の内容も提示されていますのでその内容に基づいて検討する必要があ

ります。 

 

事業者の役割：産業医（もしくは事業者が確保した医師）から、管理区分を含む、意見の聴取

を行う 

事業者の役割：医師の意見を勘案して、事後措置を実施する 
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【判定レベルⅡの場合】 

 労働衛生機関における判定レベルⅡの場合の、特殊健診実施におけるステップごとの事業者と労働衛

生機関の役割分担を図 3-Ⅱに示します。各ステップの詳細について、次ページから解説を行います。 
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ステップ１ 

事業者と労働衛生機関の間で、両者の役割分担について合意する 

 

契約段階において、事業者と労働衛生機関の双方は、特殊健診の判定におけるそれぞれの役割に

ついて合意されていなければなりません。ステップ１の打ち合わせの際には、事業者は、労働衛生機関に

「ばく露の推定」のための情報（リスト A・B）をどの程度提供できるかを、労働衛生機関側に提示し、そ

れに対して労働衛生機関は、事業者から提供される情報の範囲に応じた実施可能な判定レベルについ

て明示する必要があります。 

判定レベルⅡの場合、労働衛生機関が行う有所見者に対するばく露との関連性の判定レベルが低く

なるため、事業者が追加の二次健診・追加検査を行い、医師による管理区分の最終的な決定および

意見聴取を手配する必要があることを、事業者は強く認識しなければなりません。 

P23 に『補足資料②特殊健診における事業者と労働衛生機関の役割分担 説明例』を掲載してい

ます。労働衛生機関の渉外担当の方が、役割分担について、事業者に説明する際には、必要に応じて

こちらをご参考ください。 

 

ステップ２ 

健康診断の対象者の決定および計画立案を行う 

 

特殊健診を必要とする有害因子を常時取り扱うまたはばく露する可能性のある労働者を明確にして、

特殊健診の対象者を決定する必要があります。

 

 ステップ１での合意内容（判定レベル）に応じた実施計画を立案する必要があります。 

判定レベルⅡの場合の健診全体のプロセスを意識した実施計画を検討してください。 

 

ステップ３ 

一次健診に必要な情報収集を行う 

 

ステップ 1 で合意された内容に基づき必要な情報を収集します。一次健診の実施前に収集すべき情

報については、ページ４「特殊健診において収集または共有されるばく露に関連する情報」のリストＡ-1

を参考にしてください。 

判定レベルⅡの場合、リスト A-1 の全ての情報を収集する前提ですので、網羅的に情報を収集する

事業者・労働衛生機関の役割：事業者と労働衛生機関の間で、特殊健診の内容、実施から管

理区分決定に至る過程での役割分担について打合せを行い、合意する 

 

事業者の役割：健康診断の受診対象者を決定する 

 

労働衛生機関の役割：合意内容に基づき、健康診断の実施計画を立案する 

 

事業者の役割：一次健診に必要な情報を収集し、労働衛生機関に提供する 
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必要があります。 

情報収集の際には、必要に応じて化学物質管理者・保護具着用管理責任者・産業医等の意見を

取り入れ、情報を補足してください。 

 

  事業者から提供された情報がステップ 1 で合意された内容と比較して不足がないか、つまり判定レベ

ルⅡの有所見者を判定する上で不足した情報がないかを確認する必要があります。 

 

ステップ 4 

一次健診の実施と判定を行う 

 

一次健診実施の際には、労働衛生機関は、「ばく露の推定」のための情報の中で一次健診中に収集

可能なもの（リスト A-2）について収集する必要があります。これらの情報を適切に収集するため、診察

医や問診を行う看護師等は、「ばく露の推定」に必要な情報について十分な知識を持っている必要があ

ります。 

判定レベルⅡの場合、一次健診の結果をふまえた二次健診の要否を含めて、事業者に結果を提供

する必要があります。 

また、判定レベルⅡの場合、労働衛生機関が実施できる判定は「有害因子へのばく露との関連が疑

われる有所見者の判定」に留まります。この段階では、管理区分に関する医師等からの意見聴取をする

には、情報が不足していますので、残りのプロセスについては事業者に委ねる必要があります。 

 

判定レベルⅡの場合、労働衛生機関が実施できる判定は「有害因子へのばく露との関連が疑われる

有所見者の判定」であり、二次健診の要否を含めた判定を受領します。 

 

ステップ 5 

二次健診や別途調査を実施する 

 

事業者は、追加の情報収集（リスト B）を行い、二次健診や別途調査を実施します。二次健診

や別途調査は、化学物質管理者・保護具着用管理責任者・産業医等と協議をしながら進めることが

望ましいです。バイオロジカルモニタリング等、追加検査の実施が必要な際には、必要に応じて外部委託

を検討する必要があります。 

 

労働衛生機関の役割：事業者から提供された情報に不足がないか、確認する 

 

労働衛生機関の役割：一次健診を実施し、所見の有無及び二次健診の要否（判定レベル

Ⅱ）を判定する 

事業者の役割：一次健診の結果を受領する 

事業者の役割：二次健診や別途調査を実施する 
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ステップ６ 

管理区分の決定と医師の意見聴取を行う 

 

   労働衛生機関における判定レベルがⅡの場合には、事業者側で、「意見を述べる医師」を確保し

て、意見聴取を行い、事後措置に結びつける必要があります。産業医が選任されている事業場において

は、事業場の産業医が「意見を述べる医師」となることが基本です。産業医が選任されていない場合に

は、「意見を述べる医師」を確保する必要があります。その際には、地域産業保健センター等の外部資

源を活用することが考えられます。 

管理区分については、「昭和 46 年度労働省労働衛生試験研究」の報告書に基づいて提案され

た「管理 A」「管理 B」「管理 C」「管理 R」「管理 T」という 5 つの区分が広く用いられています。意見を聴

取する際の参考にしてください。 

管理区分 症状区分 事後措置 

管理 A 異常なし 措置不要 

管理Ｂ 管理 C には該当しないが、当該因子による

か若しくはその疑いのある異常が認められる

場合 

医師が必要と認める検診または検査を医師が

指定した期間ごとに行い、必要に応じて就業制

限   

管理Ｃ 当該因子による疾病に罹患している場合  当該業務への就業禁止および療養を必要とす

る 

管理Ｒ 当該因子による疾病または異常を認めな

いが、当該業務の就業により増悪する可能

性のある疾病に罹患している場合  

当該業務への就業制限、療養その他の措置   

管理Ｔ 当該因子以外の原因による疾病に罹患し

ている場合 

当該疾病に対する療養その他の措置 

 

ステップ７ 

事後措置を実施する 

 

  ステップ６の医師の意見をふまえて、事後措置を実施します。「昭和 46 年度労働省労働衛生試験

研究」の報告書に基づいて提案された「管理 A」「管理 B」「管理 C」「管理 R」「管理 T」という 5 つの区

分の中には、標準的な事後措置の内容も提示されていますのでその内容に基づいて検討する必要があ

ります。 

 

事業者の役割：産業医（もしくは事業者が確保した医師）から、管理区分を含む、意見の聴取

を行う 

事業者の役割：医師の意見を勘案して、事後措置を実施する 
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【判定レベルⅢの場合】 

 労働衛生機関における判定レベルⅢの場合の、特殊健診実施におけるステップごとの事業者と労働衛

生機関の役割分担を図 3-Ⅲに示します。各ステップの詳細について、次ページから解説を行います。 
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ステップ１ 

事業者と労働衛生機関の間で、両者の役割分担について合意する 

 

契約段階において、事業者と労働衛生機関の双方は、特殊健診の判定におけるそれぞれの役割に

ついて合意されていなければなりません。ステップ１の打ち合わせの際には、事業者は、労働衛生機関に

「ばく露の推定」のための情報（リスト A・B）をどの程度提供できるかを、労働衛生機関側に提示し、そ

れに対して労働衛生機関は、事業者から提供される情報の範囲に応じた実施可能な判定レベルについ

て明示する必要があります。 

判定レベルⅢの場合、「健康診断を実施する医師」と「意見を述べる医師」の役割を労働衛生機関

の医師が果たすことができます。しかし前提として、労働衛生機関が、判定に必要な情報を不足なく収

集できることが挙げられますので、このことを両者が認識をしておく必要があります。 

P23 に『補足資料②特殊健診における事業者と労働衛生機関の役割分担 説明例』を掲載してい

ます。労働衛生機関の渉外担当の方が、役割分担について、事業者に説明する際には、必要に応じて

こちらをご参考ください。 

 

ステップ２ 

健康診断の対象者の決定および計画立案を行う 

 

特殊健診を必要とする有害因子を常時取り扱うまたはばく露する可能性のある労働者を明確にして、

特殊健診の対象者を決定する必要があります。

 

 ステップ１での合意内容（判定レベル）に応じた実施計画を立案する必要があります。 

判定レベルⅢの場合の健診全体のプロセスを意識した実施計画を検討してください。 

 

ステップ３ 

一次健診に必要な情報収集を行う 

 

ステップ 1 で合意された内容に基づき必要な情報を収集します。一次健診の実施前に収集すべき情

報については、ページ４「特殊健診において収集または共有されるばく露に関連する情報」のリストＡ-1

を参考にしてください。 

判定レベルⅢの場合、A-1 の全ての情報を収集する前提ですので、網羅的に情報を収集する必要が

事業者・労働衛生機関の役割：事業者と労働衛生機関の間で、特殊健診の内容、実施から管

理区分決定に至る過程での役割分担について打合せを行い、合意する 

 

事業者の役割：健康診断の受診対象者を決定する 

 

労働衛生機関の役割：合意内容に基づき、健康診断の実施計画を立案する 

 

事業者の役割：一次健診に必要な情報を収集し、労働衛生機関に提供する 
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あります。 

情報収集の際には、必要に応じて化学物質管理者・保護具着用管理責任者・産業医等の意見を

取り入れ、情報を補足してください。 

 

  事業者から提供された情報がステップ 1 で合意された内容と比較して不足がないか、つまり判定レベ

ルⅢの有所見者を判定する上で不足した情報がないかを確認する必要があります。 

 

ステップ 4 

一次健診の実施と判定を行う 

 

一次健診実施の際には、労働衛生機関は、「ばく露の推定」のための情報の中で一次健診中に収集

可能なもの（リスト A-2）について収集する必要があります。これらの情報を適切に収集するため、診察

医や問診を行う看護師等は、「ばく露の推定」に必要な情報について十分な知識を持っている必要があ

ります。 

判定レベルⅢの場合、一次健診の結果をふまえた二次健診の要否を含めて、事業者に結果を提供

する必要があります。 

 

判定レベルⅢの場合、労働衛生機関が実施できる判定は「有害因子へのばく露との関連が疑われる

有所見者の判定」であり、二次健診の要否を含めた判定を受領します。 

 

ステップ 5 

二次健診や別途調査を実施する 

 

労働衛生機関に二次健診を委託するにあたって、事業者は、追加の情報収集（リスト B）を行い

ます。情報収集にあたっては、化学物質管理者・保護具着用管理責任者・産業医等と協議をしながら

進めることが望ましいです。 

 

  事業者からの提供された情報をふまえて、二次健診や別途調査を実施します。健診実施の中で、追

加の情報収集が必要な際には、該当労働者への問診・診察に加えて、化学物質管理者・保護具着用

管理責任者・産業医等にも直接情報収集の依頼をすることも考えられます。 

労働衛生機関の役割：事業者から提供された情報に不足がないか、確認する 

 

労働衛生機関の役割：一次健診を実施し、所見の有無及び二次健診の要否（判定レベル

Ⅱ）を判定する 

事業者の役割：一次健診の結果を受領する 

事業者の役割：二次健診に必要な情報を収集し、提供する 

労働衛生機関の役割：二次健診や別途調査を実施する 
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ステップ６ 

管理区分の決定と医師の意見聴取を行う 

 

管理区分については、「昭和 46 年度労働省労働衛生試験研究」の報告書に基づいて提案され

た「管理 A」「管理 B」「管理 C」「管理 R」「管理 T」という 5 つの区分が広く用いられています。意見を聴

取する際の参考にしてください。 

管理区分 症状区分 事後措置 

管理 A 異常なし 措置不要 

管理Ｂ 管理 C には該当しないが、当該因子による

か若しくはその疑いのある異常が認められる

場合 

医師が必要と認める検診または検査を医師が

指定した期間ごとに行い、必要に応じて就業制

限   

管理Ｃ 当該因子による疾病に罹患している場合  当該業務への就業禁止および療養を必要とす

る 

管理Ｒ 当該因子による疾病または異常を認めな

いが、当該業務の就業により増悪する可能

性のある疾病に罹患している場合  

当該業務への就業制限、療養その他の措置   

管理Ｔ 当該因子以外の原因による疾病に罹患し

ている場合 

当該疾病に対する療養その他の措置 

 

「意見を述べる医師」を労働衛生機関の医師に委託する場合においても、医師への意見聴取は、

特殊健診における事業者の義務のうちの１つであることには変わりありません。ステップ７の事後措置を

見越して、必要な意見を聴取しましょう。 

 

ステップ７ 

事後措置を実施する 

 

  ステップ６の医師の意見をふまえて、事後措置を実施します。「昭和 46 年度労働省労働衛生試験

研究」の報告書に基づいて提案された「管理 A」「管理 B」「管理 C」「管理 R」「管理 T」という 5 つの区

分の中には、標準的な事後措置の内容も提示されていますのでその内容に基づいて検討する必要があ

ります。 

労働衛生機関の役割：管理区分を決定し、事業者に医師の意見（判定レベルⅢ）を提示する 

事業者の役割：労働衛生機関の医師から、管理区分を含む、意見の聴取を行う 

事業者の役割：医師の意見を勘案して、事後措置を実施する 
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【補足資料①】 用語集 

 

※１ 作業環境管理: 作業環境中の有害因子を適切な状態に保つための管理。物理的・化学的要

因の濃度測定、換気装置の設置・点検などが含まれる。 

 

※２ 作業管理: 労働者の作業方法や作業行動を改善し、有害因子へのばく露を低減するための管

理。保護具の着用、作業時間の短縮、作業手順の見直しなどが含まれる。 

 

※３ バイオロジカルモニタリング: 労働者の体内の有害物質の濃度やその代謝物の濃度を測定する

ことで、ばく露量を評価する方法。 

 

※４ 化学物質管理者: 2024 年 4 月より、リスクアセスメント対象物を製造・取り扱い・譲渡・提供す

る全ての事業場において選任が義務化されている、化学物質の管理に関する技術的事項を管理する

責任者。 

 

※５ 単位作業場所：当該作業場の区域のうち労働者の作業中の行動範囲、有害物の分布等の

状況等に基づき定められる作業環境測定のために必要な区域のこと。作業環境測定基準第 2 条に記

載されている。 

 

※６ フィットテスト：フィットテストとは、防じんマスクや防毒マスクなどの呼吸用保護具が着用者の顔に

適切に密着し、十分な保護性能を発揮できているかを確認する検査。
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 【補足資料②】 特殊健診における事業者と労働衛生機関の役割分担 説明例 

労働衛生機関の渉外担当の方が、役割分担について、事業者に説明する際の説明例です。 

（１）事業場に産業医がいる場合（２）事業場に産業医がいない場合 で使い分けてください。 

 

（１）事業場に産業医がいる場合 

特殊健診は事業者の責任で実施いただくものですが、当機関に委託いただいて実施させていただきま

す。 

健康診断で何らかの所見があった場合、「二次健診の要否を含む一次健診の判定」および「二次健

診の実施」、そして最終的には法令で求められる「医師からの、管理区分を含む意見聴取」が必要に

なります。 

そのような特殊健診の判定は、健康診断の所見のみでなく、当該有害要因に対する曝露状況を推

定するための情報が必要となりますので、作業環境測定結果などのご提供をお願いします。 

もし、曝露関連情報の提供が難しい場合には、当機関でできるのは、健康診断で認められた所見の

内容の提供のみとなります。その場合は、事業場の産業医の先生に、管理区分を含む、意見の聴取

を行っていただく必要があります。そのご対応は可能でしょうか。 

もし対応が難しく、意見聴取まで当機関にお任せいただく場合には、このような情報を事前にご提供い

ただくことが必要になります。 ⇒P5 のリスト A・B、P7 の図１を見せる 

 

（２）事業場に産業医がいない場合 

特殊健診は事業者の責任で実施いただくものですが、当機関に委託いただいて実施させていただきま

す。 

健康診断で何らかの所見があった場合、「二次健診の要否を含む一次健診の判定」および「二次健

診の実施」、そして最終的には法令で求められる「医師からの、管理区分を含む意見聴取」のために

は必要になります。 

そのような特殊健診の判定は、健康診断の所見のみでなく、当該有害要因に対する曝露状況を推

定するための情報が必要となりますので、作業環境測定結果などのご提供をお願いします。 

もし、曝露関連情報の提供が難しい場合には、当機関でできるのは、健康診断で認められた所見の

内容の提供のみとなります。その場合は、事業場で地域産業保健センター等を通じて、別途医師を

確保して、管理区分を含む、意見の聴取を行っていただく必要があります。そのご対応は可能でしょう

か。 

もし対応が難しく、意見聴取まで当機関にお任せいただく場合には、このような情報を事前にご提供い

ただくことが必要になります。 ⇒P5 のリスト A・B、P7 の図１を見せる 
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労災疾病臨床研究事業費補助金研究 分担研究報告書（総合研究報告書） 

有害業務に係る特殊健康診断の諸課題に対する実態把握と課題解決のための調査研究 

６．化学物質の健康影響モニタリングにおける標的健康影響 

およびその検査項目 

研究分担者：山本健也  独立行政法人労働者健康安全機構労働安全総合研究所 

化学物質情報管理研究センター化学物質情報管理部 部長 

研究要旨 

労働安全衛生法令の特別規則での個別規制化学物質における健康影響モニタリング（特
殊健診）において、各規制物質の標的臓器・標的健康影響が明確に示されていないことに鑑
み、特殊健診の判定およびその事後措置の精度向上を目的に、国内外の情報を基に各規
制物質の標的臓器・標的健康影響を整理・統合し、個別規制物質の標的健康影響とその健
康影響モニタリングを一元的に整理することで、特別規則の健康診断結果の鑑別精度の向
上を目的とした。また、統合した結果について、標的健康影響および健康影響モニタリング項
目を比較検討した比較検討し、現行の国内法令で課題等を整理した。 

その結果、現行の特別規則で個別規制されている 126 物質についてのデータシートを作
成した。そのうち、現行法令との比較が可能な 26 物質について比較した結果、20 物質にお
いて海外情報や GHS 政府分類区分との差異が認められた。そのうち、特別有機溶剤等令和
2年に健診項目が改定された物質については発がん性等について先行した検査項目等が設

定されている一方、1,3-ブタジエン、カドミウム等においては海外情報においては採用されて
いる有害性が反映されていないなど、知見の更新が必要な物質があることが明らかになった。
また、平成元年に法令に導入された生物学的ばく露モニタリング項目については、その区分
についての見直しが必要と考えられた。 

また、有害業務の健康サーベイランスの対象者選定やその実施方法に係るスキームにつ
いて国内外の状況を整理した。本邦の特殊健診では作業列挙方式によるハザードベースで
の対象者選定であることに対して、2010 年以降に公表されている国外のスキームでは、リスク

アセスメントの結果に基づき健康診断の実施の有無がまず検討され、その後のばく露低減対
策の実施の有無や、臨床検査等の実施に際しては作業歴やばく露状況および自覚症状等
の聴取に基づき、ヒトへの侵襲のある検査の要否の判断がされていた。本邦においては令和
6年 4月に導入された「リスクアセスメント対象物健康診断」で同様のスキームが導入されてい

るが、特殊健診においても今後同様に、ハザード情報に「ばく露の程度」を加味した対象者の
選定が望ましいと考えられた。なおその際、特殊健診受診対象者の減少と引き換えに事業者
が「ばく露の程度」を適切に把握し、その情報を特殊健診実施機関等と共有することで、費用
の再配分を適切に実施することが望ましいと考えられた。
本研究の成果物であるデータシートの利活用により、産業医、労働衛生機関において化学

物質の健康影響モニタリング結果の適切な解釈およびそれに基づくばく露防止対策、および
新たな制度におけるリスクアセスメント対象物健康診断での医師の判断による健康診断項目
の検討において、そのプロセス支援に資するものと考えられる。 また、既存の特別規則健康
診断項目については新たな科学的知見に基づく再評価が必要な項目があり、健康影響モニ
タリング項目のみではなく、生物学的ばく露モニタリング項目においても、今後の有害性の新
着情報の収集及びそれに基づく検査項目等の検討について、定期的な見直しをする機会が
必要と考えられた。
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Ａ．目的 

 労働安全衛生法第 66条第 2項に基づく

有機溶剤中毒予防規則（以下「有機則」と

いう。）第 29条、特定化学物質障害予防規

則（以下「特化則」という。）第 39 条、鉛中

毒予防規則（以下「鉛則」という）第 53 条、

四アルキル鉛中毒予防規則（以下「四アル

キル則という」。）第 22 条および石綿障害

予防規則（以下「石綿則」という。）第 40 条

で規定されている健康診断（以下「特殊健

診」という。）では、有機則においては有機

溶剤に共通の有害性に基づく健康診断項

目が、特化則、鉛則、四アルキル鉛則、石

綿則および有機則の一部の物質について

は個別規制物質ごとの有害性に基づく健

康診断項目が、その物質と対比した別表と

して提示され、スクリーニング項目として運

用されている。 

 しかしながら、これらの対比表には「物質

名」と「健康診断項目」のみ記載されており、

両者の間にある「有害性（または標的健康

影響）」についての記載がない。当該特別

規則の改正時等における施行通達や、労

働基準法施行規則別表第一の二（以下

「職業病リスト 4号１」という。）第 7項および

同第 4 項の大臣告示（労働基準法施行規

則別表第一の二第四号の規定に基づき厚

生労働大臣が指定する単体たる化学物質

及び化合物（合金を含む）並びに厚生労

働大臣が定める疾病を定める告示）等で

一部記載が見られるものの、当該物質によ

る標的健康影響を把握することは容易とは

いえない。 

サーベイランスという観点では、現状の

情報構造であっても「一次健康診断」の基

準範囲外の結果に対して次のアクション

（二次健康診断または確定診断のための

精査、事後措置等）に繋げることで健康診

断としての意義はあると考えられる一方、

二次健康診断・精査等に必要な検査項目

やばく露の程度等による因果関係の推定

においては、当該物質の「標的健康影響」

が何であるかは重要な情報であり、換言す

れば、標的健康影響が明確に解釈されて

いない状態では有所見に対する鑑別が適

切に実施できない可能性が考えられる。 

 また、特殊健診の検査項目は、昭和 40

年代の法令施行以後、平成 14-16 年にか

けてその見直しに係る文献調査および提

言がされ、この提言および平成 20 年代後

半の職業性がんの集積発生事案を受け、

一部の化学物質（特別有機溶剤、カドミウ

ム等）についてはそれまでの検討結果等を

基に令和 2年度に健康診断項目の改正作

業が行われたが、多くの物質は平成 16 年

度の検討以降、その情報のアップデートが

されていない。 

 本分担研究では、特殊健診の対象物質

の個別規制物質ごとの標的健康影響の記

述を整理し、また国際機関等で発行されて

いる文書における特別規則対象物質の標

的健康影響を整理し、それらを統合するこ

とで、健康診断実施後の各プロセスにおけ

る医師等の判断の適正化を図ることを目的
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とする。併せて、前述の整理・統合された

国内外情報を比較し、現行の標的健康影

響および健康影響モニタリング項目の現

在の課題と今後の在り方についての提案

を行う事をその目的とする。 

また、特殊健診の実施手順について諸

外国との比較を行い、現在作業列挙方式

により選定されている特殊健診対象者に

ついて、現在の課題と今後の在り方につい

ての提案を行う事をその目的とする。 

Ｂ．方法 

１）化学物質の標的健康影響及び健康影

響モニタリング項目にかかる情報の一元

化 

 令和 6年度までに、各特別規則別表内

に健康診断項目として記載されている標

的臓器、標的健康影響およびその自他

覚症状と、「職業病リスト 4 号１」に記載さ

れている疾患名等を収集・集約した。併

せて、当該物質の GHS 政府分類結果お

よびその分類根拠情報を収集し、標的臓

器の類型化を整理した。また、過去 10年

の間に発出された国外の健康サーベイラ

ンス／スクリーニングにかかるガイドライン

等を検索した結果、ILO が 2020 年に公

表した” Diagnostic and exposure criteria 

for occupational diseases, Guidance notes 

for diagnosis and prevention of the 

diseases in the ILO List of Occupational 

Diseases（revised 2010 注 ； 公 表 は

2020）”、Deutsche Gesetzliche 

Unfallversicherung e.V. (DGUV)が 2024

年に公表した職業健康診断に関するガイ

ド ラ イ ン （ Empfehlungen für 

arbeitsmedizin-ische Beratungen und 

Untersuch-ungen）および US-OSHA が

2014年以公表したMedical Screening and 

Surveillance Requirements in OSHA 

Standards: A Guide(2014)がヒットしたため、

その記載内容のうち本邦の特別規則規

制対象物質について、その標的健康影

響および検査項目等について収集した。

これらの収集結果について、令和 7 年度

までに収集した諸外国の化学物質と標的

健康影響と健康影響モニタリング項目に

かかる主要なリストを統合し、個別化学物

質の標的健康影響およびその健康影響

モニタリング項目の一元的表記を作成し

た。 

２）特別規則対象物質の諸外国における

ヘルスサーベイランスにかかる標的健康

影響及びその健康影響モニタリング項目

の比較 

 上記１）で作成したデータベースを基に、

諸外国における当該化学物質の標的健

康影響及びその健康影響モニタリング項

目を比較し、その類型を検討した。 

３）生物学的ばく露モニタリング項目にかか

る検討

情報収集の過程において、平成元

年に有機則および鉛則で規定される健

康診断（以下「有機溶剤健診」および

「鉛健診」という。）に、生物学的ばく露
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モニタリング指標として有機溶剤の尿中

代謝物および血中鉛濃度の量の検査

が追加された際に、その判断の目安とし

て「区分１～３」までのカットオフ値の変

更がされていないことから、制定後の当

該物質の新たな有害性情報等を基に、

区分の変更等の必要性について検討

を行った。 

４）有害業務の健康サーベイランス方法に

係る整理

有害業務におけるヘルスサーベイラン

ス方法おけるスキームを有している国外

機関の情報を収集し、検査対象者の選

定方法にかかる本邦との比較を行った。 

Ｃ．結果 

１）化学物質の標的健康影響及び健康影

響モニタリング項目にかかる情報の一元

化 

特別規則等の対象である計 126 物質

について、個々の物質における疾病名称

を集約した。なお、標的健康影響に係る

記述が得られない物質については、問診

項目として採用されている自他覚症状ま

たは GHS 政府分類結果の情報と基に標

的臓器を設定し、計 23 類型（神経系３、

呼吸器系３、肝障害系３、腎障害系２、消

化器系１、血液系１、泌尿器系３、眼刺激

性１、皮膚障害系２、発がん性１、生殖毒

性１、感作性２）の標的臓器が設定され、

これらの情報によるデータベースを構築

した。 

また、ILO、DGUV、 OSHA にリストされ

た物質のうち特別規則での個別規制がさ

れている物質（ILOのList of Occupational 

Diseases から 11 物質、DGUV のガイドラ

インからは 23物質、OSHAガイドからは９

物質）について、その標的健康影響また

は健康診断項目（自他覚症状を除く）に

ついて整理を行った（表 1-3）。なお ILOリ

ストには当該疾患の ICD-10コードにかか

る記載があることから、そのコードごとに

当該疾患の発症経過（急性／慢性）の類

型化を行った。 

■ILO リスト 11物質

（Manganage, mercury, lead, carbon 

disulfide, halogen derivatives of alph-atic 

or aromatic hydrocarbons, acryl-onitrile, 

antimony or its compounds, hexane, 

chlorine, organic solvents, vanadium or 

its compounds） 

■DGUVガイドライン：23物質

（ヒ素およびヒ素化合物、アスベスト、ベ

ンゼン、四エチル鉛及び四メチル鉛、鉛

及びその無機化合物、カドミウム及びそ

の化合物、六価クロム化合物、ジメチル

ホルムアミド、グリセロール・トリニトラート

（ニトログリセリン）およびグリコール・ジ

ニトラート（ニトログリコール）、二硫化炭

素、メタノール、ニッケルおよびニッケル

化合物、多環芳香族炭化水素 （有機物

の熱分解生成物）、水銀および無機水

銀化合物、金属の溶接および切断、珪

肺性粉塵、スチレン、トルエンおよびキ
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シレン、トリクロロエチレン、テトラクロロ

エチレン、ジクロロメタン、塩化ビニル

■OSHAガイド：９物質

アクリロニトリル、無機ヒ素、石綿（一般

産業／建設・造船業）、ベンゼン、1,3-

ブタジエン、カドミウム、クロム（6 価）、鉛、

ジクロロメタン 

なお、統合データの解釈に際しては以

下について留意をする必要がある。 

※vanadium and inorganic compounds は安

衛法令の「五酸化バナジウム」と統合した。 

※chromium(Ⅵ)は安衛法令の「重クロム酸

及びその化合物」として統合した。 

※hexaneは複数の異性体を含むと考えられ

るが、今回の比較では安衛法令の「ノルマ

ルヘキサン」と統合した。

※xylene and all isomer は複数の異性体を

含むと考えられるが、今回の比較では安衛

法令の「キシレン」と統合した。 

※arsenic compound について、安衛法令に

は含まれない「アルシン、砒化ガリウム」が国

外情報では含まれている。 

※Dimethylformamideは今回の比較では安

衛法令の N,N-ジメチルホルムアミドと統合し

た。 

また、CDC-NIOSHが 2000年に公表し

た SPECIFIC MEDICAL TESTS OR 

EXAMINATIONS PUBLISHED IN THE 

LITERATURE FOR OSHA-

REGULATED SUBSTANCESについて、

リストには標的健康影響の記述はないが、

健康影響モニタリングのリストが多数の物

質について公表されていることから、併せ

て参考情報として追加した。これらの結果

より、国内および国外の標的健康影響

（急性及び慢性）及び健康診断項目（初

期の検査、追加検査）を一元的に表記し

た。全 126 物質のうち、以下の２）で比較

をした 20物質（表 4）について、そのデー

タシートを表 5に例示する。

２）特別規則対象物質の諸外国における

ヘルスサーベイランスにかかる標的健康

影響及びその検査項目の比較 

標的健康影響にかかる記述がある前

述の3つの情報源において、特別規則対

象物質全 126 物質と対比可能な物質は

計 26物質（有機溶剤の共通毒性は除く）

であり、そのうち特別規則の標的健康影

響とは異なる疾患等の記述があるのは 20

物質であった、その結果を表１に示す。

標的健康影響の比較のうちジクロロメタン、

スチレン、トリクロロエチレン、テトラクロロ

エチレンなど本邦の特化則において発が

ん性等の可能性を踏まえた標的健康影

響が国外の情報源ではその欠落がみら

れた。その一方で、カドミウムにおける循

環器系への影響、二硫化炭素による二

次的な循環器および主要臓器への影響

は法令において現時点では記述がなく、

また 1,3-ブタジエンやジメチルホルムアミ

ドでは本邦の法令において発がん性によ

る標的健康影響およびその健康影響モ

ニタリングは考慮されていなかった。

３）生物学的モニタリング項目にかかる検
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討 

平成元年の法令改正に伴い特殊健診

項目として生物学的ばく露モニタリングが

設定された有機溶剤8物質および鉛につ

いて、平成元年以降の ACGIH-TLV また

は日本産業衛生学会許容濃度（以下、

「職業性ばく露限界値」という。）および

ACGIH-BEIs または日本産業衛生学会

生物学的許容値（以下、「生物学的許容

値」という。）の変化の推移を表３に示す。

n-ヘキサンを除きすべての物質でその後

に職業性ばく露限界値の更新があり、そ

れらすべてにおいて値は引き下げられて

いた。また、生物学的許容値もすべての

物質でその値の引き下げが認められた。

また、平成元年に設定された生物学的モ

ニタリング項目のうち、スチレンについて

は令和 2年の法令改正において「尿中の

マンデル酸」から「尿中のマンデル酸およ

びフェニルグリオキシ酸の総和」へと項目

変更がされたが具体的な分布の提示は

なく、またトルエンの尿中馬尿酸はそれが

設定されていた ACGIH-BEI において

2010 年に取り下げられていた。また、共

通の生物学的ばく露モニタリングが設定

されているトリクロロエチレン、1,1,1-トリク

ロロエタンおよびテトラクロロエチレンのう

ち、生物学的許容値として唯一「尿中の

総三塩化物」が提案されていた日本産業

衛生学会のトリクロロエチレンについて、

2022 年に生物学的許容値から尿中の総

三塩化物が取り下げられていた。 

なお、有機溶剤８物質のうち 3 物質で

は、現行の生物学的許容値では使われ

てない項目での検査がされていた。 

４）有害業務の健康サーベイランス方法に

係る整理

 Empfehlungen für arbeitsmedizini-sche 

Beratungen und Untersuchun-gen, 2024

に記載されている「労働衛生予防措置

の フ ロ ー チ ャ ー ト”Abl-auf der 

arbeitsmedizinischen Vor-sorge”」

（DGUV）、および UK-Health and Safety 

Exective（UK-HSE）が公表をしている”

Health Surveillance process”が収集され

た。両フローチャートにおいて、スクリー

ニング検査を実施する前にリスクアセス

メントが適切に実施されているか否かを

問うプロセスがあり、また受診者に侵襲

を与える可能性がある検査項目を実施

する場合には、リスクアセスメント結果の

評価と併せてその必要性を評価するス

テップが含まれていた（図 1-3）。

また、DGUV では、臨床検査の前に

以下のような内容での「初期相談」が設

定されていた。 

＜DGUV における初期相談内容（トル

エン／キシレンの場合）＞

■一般既往歴

■胎内での子どもの障害に関する

情報（母体保護法に準拠） 

■職業既往歴

・ばく露量

・皮膚ばく露
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・空気中濃度限界値の超過

■症状

■追加

作業歴の聴取（作業特異的な症状に

関する質問を含む）： 

・頭痛、めまい

・食欲不振、吐き気

・体重減少

・軽度の疲労感

Ｄ．考察 

１）化学物質の標的健康影響及び健康影

響モニタリング項目にかかる情報の一元

化 

上記3つの情報源およびOSHAが2000

年に公表している健康影響モニタリング

項目を令和 6 年度に構築した国内法令

に基づくデータセットに追加した結果、国

内および国外の標的健康影響（急性及

び慢性）及び健康診断項目（初期の検査、

追加検査）を一元的に視認・把握すること

が可能となった。この結果、特別規則健

康診断において健康診断結果を評価す

る際の医師による診断および鑑別がより

容易になるほか、リスクアセスメント対象

物健康診断における「医師が必要と判断

する検査」を検討する際のヒントとして利

活用することが期待される。 

その一方で、得られた国内外情報では

ばく露濃度やその程度にかかる情報は

得られていないことから、遅発性疾病の

予防に資する早期健康影響を評価する

ことが容易ではない。特に、本邦のリスク

アセスメント対象物健康診断にかかるガイ

ドラインや DGUV などでは、生理学的検

査や生体試料測定に先立ち自他覚症状

の問診をすることが推奨されているが、例

えば、令和 2 年度の化学物質の健診項

目に関する専門委員会において審議さ

れたオルト−フェニレンジアミンに関する

記述のように、最終的に予防すべき疾病

の最小毒性量が自他覚症状の閾値より

低い濃度で臓器影響等をもたらす化学

物質もあり、自他覚症状の問診のみに早

期健康影響を委ねることの可否は物質ご

との検討が必要である。むしろ、皮膚・眼

刺激性や急性毒性の有害性が低い物質

ほど、そのばく露に気づかずに慢性影響

の最小毒性量を超えたばく露がされる可

能性もあることから、今回整理された知見

について、今後は一次文献等の検索を

基に、そのばく露の程度を考慮した早期

健康影響指標の設定に係る情報の整理

が必要であろうと考えられる。 

２）特別規則対象物質の諸外国における

ヘルスサーベイランスにかかる標的健康

影響及びその健康影響モニタリング項目

の比較 

標的健康影響の比較のうちジクロロメタン、

スチレン、トリクロロエチレン、テトラクロロ

エチレンなどについて、本邦の特化則に

おいて発がん性等の可能性を踏まえた

標的健康影響に基づく検査項目を導入

されていたが、国外資料では必ずしもそ
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の記述がみられなかった。これらの物質

は、特別有機溶剤として有機則から特化

則に移管をされたのちの令和 2年の特化

則改正によるものであり、本邦での検討

が先行していることがその要因であると思

われた。 

その一方で、カドミウムにおける循環器

系への影響、二硫化炭素による二次的な

循環器および主要臓器への影響につい

て、本邦の法令ではその記述がなかった。

カドミウムについては平成 16年度に実施

された特殊健診項目の見直し以降の知

見と考えられ、また二硫化炭素について

は、同物質による血管内壁の動脈硬化

性変化を標的健康影響とした健康診断

は実施されているが、その二次的変化と

しての遅発性の疾病に対する認識が海

外では採用されていることは興味深い結

果である。 

また、1,3-ブタジエンやジメチルホルム

アミドでは GHS 政府分類で発がん性区

分１B以上とされているが、本邦の法令に

おいて発がん性による標的健康影響およ

びその健康影響モニタリングは考慮され

ていなかった。これは、両物質の GHS の

発がん性区分はそれぞれ 2017年および

2024年の分類結果であり、新たな情報の

アップデートが反映されないためと考えら

れた。今後、個別規制物質の有害性にか

かる新着情報の収集及びそれに基づく

標的健康影響および健康影響モニタリン

グ項目のアップデート作業を定期的に実

施する必要があると考えられる。 

なお、鉛、1,3-ブタジエン、メタノール、

トルエンなど、GHS 政府分類において生

殖毒性区分が 1B以上物質について、現

時点では特別規則およびリスクアセスメン

ト対象物健康診断ガイドラインでは生殖

毒性にかかる検査項目は設定されていな

い。その背景としては、後者のガイドライ

ンにも記載がある通り、当該有害性の検

査方法が汎用的ではないことなどが挙げ

られているが、その一方で OSHA2014で

は鉛において”if requested by employee, 

pregnancy testing of fertility testing ”と記

載されている。こうしたことから、今後生殖

毒性の予防において、特に生殖毒性によ

る最小毒性量が他の有害性よりも低い等

の場合においては、当該健康影響モニタ

リングの実施等についても検討をする必

要があると考えられた。 

なお、労基則 35 条に基づく疾病名は、

その多くが「気道・肺障害」などの臓器名

で記載されている。GHSの有害性区分に

ついても同様であるが、例えば「気道・肺

障害」には急性の気道粘膜刺激性のほ

か、末梢肺組織の線維化、気管支喘息

等があり、それらの検査項目は異なること

から、疾患の鑑別及び健康影響モニタリ

ングの判定精度の確保に際しては、標的

健康影響の疾病名が明らかな場合はそ

れを明記して区別をすることが必要と考

えられた。 

なお、標的健康影響が明記されている上
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記 3物質の情報源のうち、特別規則対象

物質 126 物質と対比が可能な物質は 26

物質と少ない結果であったことについて、

かつては CDC-NIOSH2000のように物質

と健康診断項目とを多数列挙した対比表

が海外においても存在したが、2003 年の

化学物質の国際的潮流に基づく国連に

よる GHSの導入を前後して、化学物質の

危険性・有害性にかかる情報インフラの

整備が進み、UK-HSE 設立の背景でもあ

るローベンス報告に基づく「個別規制から

包括規制」への動きが加速され、健康サ

ーベイランス／健康影響モニタリングに

おいても、リスクアセスメントやリスクリダク

ションの結果に基づきその実施の要否を

判断するスキームが導入されていることも

背景要因と考えられた。 

本邦においても、令和 4年の安衛法令改

正公示およびそれに伴う令和 6年度の化

学物質の自律的な管理の制度化に際し

て、平成 20 年度前後以降より順次特化

則等に個別物質を追加してきた仕組み

が令和 2年を境に中止され、化学物質の

健康影響モニタリングとしてのリスクアセ

スメント対象物健康診断が導入されたこと

から、今後既存の個別規制物質につい

て、その実施頻度や方法等についても、

一律ではなくリスクに応じた自律的な実

施等への移管にかかる検討が望ましいと

考えられた。 

３）生物学的モニタリング項目にかかる検

討 

平成元年の制度施行以降に、当該項目

が生物学的許容値から取り下げられた物

質が２物質（トルエン、トリクロロエチレン）

認められた、このうちトルエンの尿中馬尿

酸については、ACGIH-TLV が新たな有

害性（生殖毒性等）に基づき 2007 年に

50ppmから 20ppmに低減され、その結果

バックグランド値との区別がつかなくなっ

たことがその理由として挙げられていた。

現行法規の区分 3 のカットオフ値である

尿中馬尿酸 2.5g/gCr は、時間加重平均

値 100ppm に相当し、その関係式につい

て y ＝0.0274x ＋ 0.3362 (ｙ：尿中馬尿

酸濃度 g/gCr、x：トルエンの個人ばく露濃

度 ppm）との報告もある 9）。このことより、

現行の職業性ばく露限界値（時間加重平

均値）のうち日本産業衛生学会の許容濃

度 50ppm に相当する尿中馬尿酸濃度が

1.3/gCr で あ り 、ACGIH の TLV-

TWA20ppm であれば 0.51/gCr を、現行

法規での区分 3とすることが必要になると

考えられる。なお、トルエンの「比較的多

いばく露」の検出、およびその経年変動

や集積発生を把握する目的であれば尿

中馬尿酸の意義は残る一方、妨害物質

である安息香酸ばく露等によるバックグラ

ウンド値にマスクされることを踏まえると、

「早期ばく露指標」としてのトルエンの生

物学的モニタリング項目の見直しが今後

必要と考えられた。 

トリクロロエチレンの日本産業衛生学会の

生物学的許容値の提案理由書 10)では、
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総三塩化物のうちトリクロロエタノール は

比較的半減期が短く（表：参考）、また β-

グルクロニダー ゼ，塩酸や硫酸による加

水分解の有無で値が変わることから、体

内負荷量として蓄積を反映する尿中トリク

ロロ酢酸 を対象としたとの記述があるが、

併せて、トリクロロエチレンばく露の疫学

研究において、平均個人ばく露濃度 22.4 

– 2,330 mg/m3 （4.1–432 ppm）の作業者

の作業終了直後のスポット尿中の トリクロ

ロ酢酸およびトリクロロエタノールの尿中

濃度がそれぞれは 9.9–1,617 mg/lおよび 

0.9–1,804 mg/l であり 10)、生物学的許容

値の引き下げに伴い総三塩化物のうちそ

の 10％を占めるに過ぎないトリクロロエタ

ノール値の意義が低下したことも、その背

景にあると考えられた。 

上記の例より、現行項目での生物学的モ

ニタリングは、有害性情報にかかる知見

の更新に基づく職業性ばく露限界値の

引き下げに応じて、その意義を見直すこ

とが求められおり、すなわち分布区分の

引き下げにかかる検討のほか、一部の物

質については低濃度ばく露の検出が可

能な検査項目に変更する等により、健康

影響の予防に資するばく露指標の更新

が必要と考えられた。 

４）有害業務の健康サーベイランス方法に

係る整理

今回収集した海外情報のうち、健康診

断の対象者の選定に資するスキームの

記載があるのは DGUV および UK-HSE

の情報であった。そのうち、健康診断に

おける「臨床検査の実施」に際して、日本

では作業列挙方式（ハザード情報）により

選定された作業従事者に一律に自他覚

症状および臨床検査を同時に実施して

いるが、HSEおよび DGUVのスキームで

は「ばく露の程度（又はそれに基づくリス

クアセスメントの結果）」に基づきその実施

の要否を判断していた。また、UK-HSE

では、特に法令対象（鉛、石綿等）以外

の有害性については、リスク低減ができ

ない場合に健康影響モニタリングの実施

の要否判断をすることとされており、一方

DGUVでは、リスクアセスメントによる要否

の判断の後に「職業歴と自覚症状の調査」

が先に行われ、その結果に基づき臨床

検査実施の有無やばく露モニタリングの

実施を検討することとされていた。本邦で

も職場における化学物質管理の法令改

正を機に新たに「リスクアセスメント対象物

健康診断」が法整備され、その中では

「健康障害リスク」の許容の是非に基づく

健康診断の要否の判断や、自他覚症状

等の検査により臨床検査の実施を進める

方策が導入されている。健康診断受診対

象者選定の適正化という観点において、

今後特殊健診においても、リスクベース

での健診実施の要否判断等を検討する

ことは合理的と考えられる。ただしその際、

現在のハザードベースでの対象者選定

に対して「ばく露の程度」に係る情報の提

供が必要であり、これらの情報を健康診
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断実施機関に対して事業者側が適切に

提供できる仕組みが必要と考えられる。 

なお、ILO 文書では、ハザード情報、標

的健康影響およびそのモニタリング方法

と併せて、ばく露シナリオおよびその評価

に係る解説の記載が見られ、また

ILO/DGUV の両文書では、当該健康影

響の病態生理学的作業機序や、急性期

影響と慢性期影響を区別した具体的な

記載がみられるが、本邦においてばく露

シナリオやその健康影響に係る記述がさ

れたガイドライン等公開文書が普及して

いる状況とは言えない。従って、ばく露と

健康影響の因果関係等が明記されたガ

イドライン等を作成および公表し、事業者

が適切に「ばく露に係る情報」を収集・把

握し、それを労働衛生機関等と共有して

適切な対象者選定および結果の評価に

繋げてその精度向上を図ることは、事業

者が負担する当該労働衛生対策の費用

の適切な再配分にも資すると考えられる。 

また、DGUV文書およびOSHAガイドで

は、物質ごとの記載のほか、類型化され

た標的健康影響（例：閉塞性呼吸器疾患

を引き起こす可能性のある物質を扱う作

業、皮膚腐食性・刺激性、発がん性およ

び生殖細胞変異原性有害物質全般、等）

でカテゴリ化された健康モニタリング項目

の解説がされており、「事業者が許容でき

ないと判断した標的健康影響」に基づい

たスクリーニング項目の検討にも有用と考

えられた。 

なお本邦では、特に中小規模事業場に

おける特殊健診の判断を担うのは労働衛

生機関の医師および各事業場の嘱託産

業医であると考えられ、その多くは日本

医師会生涯教育制度における認定産業

医であることから、これらの医師が利用可

能な「化学物質による標的健康影響」に

係る情報、およびそれらを用いてばく露

評価のシナリオを用いたシミュレーション

やトレーニングツールを開発、啓発するこ

とで、特殊健診における判定等精度の向

上する図ることが必要と考えられる。 

E．結論 

 本年度の分担研究では、国内外の情

報を統合し、個別規制物質の標的健康

影響とその健康影響モニタリングを一元

的に整理することで、特別規則の健康診

断結果の鑑別精度の向上を目的とした。

本研究のデータシートの利活用により、

産業医、労働衛生機関において化学物

質の健康影響モニタリング結果の適切な

解釈およびそれに基づくばく露防止対策、

および新たな制度におけるリスクアセスメ

ント対象物健康診断での医師の判断によ

る健康診断項目の検討において、そのプ

ロセス支援に資するものと考えられる。

また、既存の特別規則健康診断項目に

ついては新たな科学的知見に基づく再

評価が必要な項目があり、健康影響モニ

タリング項目のみではなく、生物学的ばく

露モニタリング項目においても、今後の
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有害性の新着情報の収集及びそれに基

づく検査項目等の検討について、定期的

な見直しをする機会が必要と考えられた。 

また、有害業務の健康サーベイランス

の実施方法について、公表されている国

外のスキームでは、リスクアセスメントの結

果に基づき健康診断の実施の有無がま

ず検討され、その後のばく露低減対策の

実施の有無や、臨床検査等の実施に際

しては作業歴やばく露状況および自覚症

状等の聴取に基づき、ヒトへの侵襲のあ

る検査の要否の判断がされていたことか

ら、特殊健診においても今後ハザード情

報に「ばく露の程度」を加味した対象者の

選定などの検討が望ましいと考えられた。 
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G．学会・論文発表 

令和 7年度労働安全衛生総合研究所 安

全衛生技術講演会講演「有害業務健康診

断の新たな戦略」 
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Health Surveillance process 

Physical – Noise 
Chemical – Solvents What are the hazards to health in STEP 1 Regularly 
Biological – HepB  my workplace? review 

Literature, MSD’s What are the risks with each? STEP 2 
Sickness data etc 

Do I Have suitable/sufficient  STEP 3 
risk assessment? 

Regularly review 
           Do I need to consider HEALTH STEP 4 
           SURVEILLANCE? 

(Is there a health risk problem?) 

YES NO  

Is hazard covered by specific (STEP 6)
    Regulation eg Lead, Asbestos? 

Do I need Occupational Health 
Service for anything else? (STEP 5) 

NO YES 

NURSE DOCTOR 
     Can I eliminate risk?    Is exposure significant? -Pre-placement checks         “Problems” 

(STEP 7) -Emergency treatment
-Sickness absence -Sickness absence

     YES NO -Health promotion -Early retirement
YES -Health promotion

     Do it Control it 
Appoint Dr/EMAS 

    Do I still need 
    Health Surveillance?      (STEP 8) 

 YES NO 

図２　HSEの健康サーベイランス
スキーム
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Diagnostic and exposure criteria for occupational diseases, Guidance notes for diagnosis and prevention of the diseases in the ILO List of Occupational Diseases、（revised 2010）

Substance Name Disease name Disease category onset phase ICD10
Initial of
ICD10

carbon dislfide Respiratory tract irritation Respiratory tract irritation acute J68 J

carbon dislfide Acute chemical pneumonitis pulmonary acute J68.0 J

carbon dislfide Pulmonary oedema pulmonary acute J68.1 J

carbon dislfide Upper respiratory inflammation skin/mucosa respiratory acute J68.2 J

carbon dislfide Burns and corrosion of external body surface skin/mucosa acute T20-T25 T

carbon dislfide Burns and corrosion of mouth, pharynx and oesophagus skin/mucosa respiratory acute
T28.0-T28.1,
T28.5-T28.6

T

carbon dislfide Burns and corrosion of eye and adnexa skin/mucosa acute
T26.0-T26.1,
T26.5-T26.6

T

carbon dislfide Conjunctivitis skin/mucosa acute H10.2 H

carbon dislfide Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

carbon dislfide Toxic encephalopathy CNS acute G92 G

carbon dislfide Acute/chronic diseases caused by carbon disulfide - acute/chronic T65.4 T

carbon dislfide Corneal ulcer skin/mucosa acute/chronic H16.0 H

carbon dislfide Toxic optic neuropathy neuro chronic H46 H

carbon dislfide Ototoxic hearing loss neuro chronic H91.0 H

carbon dislfide Peripheral polyneuropathy neuro chronic G62.2 G

carbon dislfide Chronic ischaemic heart disease cardiac chronic I25.8 I

carbon dislfide Secondary hypertension cardiac chronic I15.9 I

carbon dislfide Atherosclerosis cardiac chronic I70.9 I

carbon dislfide Chronic kidney disease renal chronic N18.9 N

carbon dislfide Intermittent claudication vaso chronic I73.9 I

Diseases caused by acrylonitrile Acute diseases caused by acrylonitrile - acute T65.8 T

Diseases caused by acrylonitrile Respiratory tract irritation Respiratory tract irritation acute J68 J

Diseases caused by acrylonitrile Burns and corrosions of respiratory tract skin/mucosa respiratory acute T27 T

Diseases caused by acrylonitrile Burns and corrosions of external body surface skin/mucosa acute T20-T25 T

Diseases caused by acrylonitrile Burn and corrosion of mouth, pharynx and oesophagus skin/mucosa respiratory acute
T28.0-T28.1,
T28.5-T28.6

T

Diseases caused by acrylonitrile Burns and corrosions of eye and adnexa skin/mucosa acute
T26.0-T26.1,
T26.5 -T26.6

T

Diseases caused by acrylonitrile Conjunctivitis skin/mucosa acute H10.2 H

Diseases caused by acrylonitrile Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

Diseases caused by acrylonitrile Acute systemic poisoning - acute T65.8 T

Diseases caused by acrylonitrile Allergic contact dermatitis skin/mucosa acute L23 L

Diseases caused by acrylonitrile Corneal ulcer skin/mucosa acute/chronic H16.0 H

Diseases caused by antimony or
its compounds

Respiratory irritation Respiratory tract irritation acute J68 J

Diseases caused by antimony or
its compounds

Upper respiratory tract inflammation skin/mucosa respiratory acute J68.2 J

Diseases caused by antimony or
its compounds

Chemical pulmonary oedema pulmonary acute J68.1 J

Diseases caused by antimony or
its compounds

Burn and corrosion of respiratory tract skin/mucosa respiratory acute T27 T

Diseases caused by antimony or
its compounds

Chemical burns and corrosions of external body surface skin/mucosa acute T20-T25 T

Diseases caused by antimony or
its compounds

Burn and corrosion of internal organs general acute
T28.0-T28.2,
T28.5-T28.7

T

Diseases caused by antimony or
its compounds

Chemical burn and corrosion of eye and adnexa skin/mucosa acute
T26.0-T26.1,
T26.5-T26.6

T

Diseases caused by antimony or
its compounds

Conjunctivitis skin/mucosa acute H10.2 H

Diseases caused by antimony or
its compounds

Keratitis skin/mucosa acute H16 H

Diseases caused by antimony or
its compounds

Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

Diseases caused by antimony or
its compounds

Acute toxic haemolytic anaemia hematological acute D59.4 D

Diseases caused by antimony or
its compounds

Acute toxic renal failure with tubular necrosis renal acute N17.0 N

Diseases caused by antimony or
its compounds

Chemical bronchitis and pneumonitis pulmonary acute/chronic J68.0 J

表１-1　ILO 職業性疾病リストに記載のある標的健康影響（日本の特別規則対象物質を抽出、がんを除く）
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Diagnostic and exposure criteria for occupational diseases, Guidance notes for diagnosis and prevention of the diseases in the ILO List of Occupational Diseases、（revised 2010）

Substance Name Disease name Disease category onset phase ICD10
Initial of
ICD10

表１-1　ILO 職業性疾病リストに記載のある標的健康影響（日本の特別規則対象物質を抽出、がんを除く）

Diseases caused by antimony or
its compounds

Corneal ulcer skin/mucosa acute/chronic H16.0 H

Diseases caused by antimony or
its compounds

Pustular dermatitis (antimony spots) skin/mucosa chronic L30.8 L

Diseases caused by antimony or
its compounds

Nose septal ulceration skin/mucosa chronic J34.8 J

Diseases caused by antimony or
its compounds

Deposits on teeth teeth chronic K03.6 K

Diseases caused by antimony or
its compounds

Diseases caused by antimony or its compounds - T56.8 T

Diseases caused by antimony or
its compounds

Antimoniosis - J63.8 J

Diseases caused by chlorine Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24.0 L

Diseases caused by chlorine Chemical burns and corrosions of external body surface skin/mucosa acute T20-T25 T

Diseases caused by chlorine Burns and corrosions of eyes and adnexa skin/mucosa acute
T26.0-
T26.1,T26.5-
T26.6

T

Diseases caused by chlorine Burns and corrosions of internal organs general acute
T28.0-T28.2,
T28.5-T28.7

T

Diseases caused by chlorine Respiratory tract irritation Respiratory tract irritation acute J68 J

Diseases caused by chlorine Acute chemical pneumonitis and bronchitis pulmonary acute J68.0 J

Diseases caused by chlorine Pulmonary oedema pulmonary acute J68.1 J

Diseases caused by chlorine Upper respiratory inflammation skin/mucosa respiratory acute J68.2 J

Diseases caused by chlorine Reactive airways dysfunction syndrome (RADS) pulmonary acute J68.3 J

Diseases caused by chlorine Irritant-induced occupational asthma sensitization acute J68.3 J

Diseases caused by chlorine Acute/chronic diseases caused by chlorine - acute/chronic T59.4 T

Diseases caused by chlorine Erosion of the teeth teeth acute/chronic K03.2 K

Diseases caused by chlorine
Chronic obstructive pulmonary disease (COPD),
Emphysema, Chronic bronchiolitis, Pulmonary fibrosis

pulmonary chronic J68.4 J

Diseases caused by chlorine Chronic rhinitis skin/mucosa chronic J31.0 J
Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Respiratory tract irritation Respiratory tract irritation acute J68.3 J

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Acute chemical pneumonitis and bronchitis pulmonary acute J68.0 J

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Pulmonary oedema pulmonary acute J68.1 J

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Upper respiratory inflammation skin/mucosa respiratory acute J68.2 J

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Burns and corrosions of eye and adnexa skin/mucosa acute
T26.0-T26.1,
T26.5-T26.6

T

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Conjunctivitis skin/mucosa acute H10.2 H

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Keratoconjunctivitis skin/mucosa acute H16.2 H

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Burns and corrosions of external body surface skin/mucosa acute T20-T25 T

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Narcotic syndrome consequent to acute systemic
poisoning by halogenated derivatives of aliphatic or
alicyclic hydrocarbons: methylene chloride,
trichloroethylene, tetrachloroethylene, vinyl chloride
monomer, chloroacetone, bromoacetone,
hexafluoroacetone, halogenated derivatives of benzene

- acute

T53.2,
T53.3,
T53.4,
T53.6,
T53.7,
T59.3, T59.8

T

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Acute neurological syndrome neuro acute
T59.8,
T60.8, X47,
X48, Y17

T

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Renal failure with tubular necrosis renal acute N17.0 N

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Acute/chronic diseases caused by halogen derivatives of
aliphatic and aromatic hydrocarbons

- acute/chronic T53 T

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Corneal ulcer skin/mucosa acute/chronic H16.0 H
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Substance Name Disease name Disease category onset phase ICD10
Initial of
ICD10

表１-1　ILO 職業性疾病リストに記載のある標的健康影響（日本の特別規則対象物質を抽出、がんを除く）

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Acute/chronic toxic encephalopathy CNS acute/chronic G92 G

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Toxic liver disease liver acute/chronic K71 K

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Injury of trigeminal nerve neuro acute/chronic S04.3 S

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Toxic optic neuropathy neuro chronic H46 H

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Chloracne skin/mucosa chronic L70.8 L

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Toxic optic neuropathy neuro chronic H46 H

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Ototoxic hearing loss neuro chronic H91.0 H

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Effects on the peripheral nervous system neuro chronic G62.2 G

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Raynaud’s phenomenon in the hands and feet vaso chronic I73.0 I

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Acro-osteolysis in the terminal phalanges of the hands and
feet

bone chronic M89.5 M

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Distal skin disorders (scleroderma-like syndrome) skin/mucosa chronic L94.8 L

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Liver fibrosis with portal hypertension liver chronic
K74.0,
+K76.6

K

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Chronic renal failure renal chronic N18.9 N

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Chemical porphyria hematological chronic E80.1 E

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Liver angiosarcoma liver chronic C22.3 C

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Hepatocellular carcinoma liver chronic C22.0 C

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Kidney cancer renal chronic C64 C

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Melanoma skin/mucosa chronic C43 C

Diseases caused by halogen
derivatives of aliphatic or
aromatic hydrocarbons

Effects on endocrine, immune, nervous, and reproductive
systems following exposure to derivatives of biphenyls

-

T53.7,
T65.8, X46,
X49, Y16,
Y19

T

Diseases caused by hexane Respiratory tract irritation Respiratory tract irritation acute J68 J

Diseases caused by hexane Upper respiratory inflammation skin/mucosa respiratory acute J68.2 J

Diseases caused by hexane Conjunctivitis skin/mucosa acute H10.2 H

Diseases caused by hexane Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

Diseases caused by hexane Narcotic syndrome CNS acute T52.8 T

Diseases caused by hexane Acute/chronic diseases caused by n-hexane - acute/chronic T52.8 T

Diseases caused by hexane Corneal scar and opacity skin/mucosa acute/chronic H17.8 H

Diseases caused by hexane Peripheral polyneuropathy neuro chronic G62.2 G

Diseases caused by hexane Chronic toxic encephalopathy CNS chronic G92 G

Diseases caused by organic
solvents

Respiratory tract irritation Respiratory tract irritation acute J68 J

Diseases caused by organic
solvents

Acute chemical pneumonitis and bronchitis pulmonary acute J68.0 J

Diseases caused by organic
solvents

Upper respiratory inflammation skin/mucosa respiratory acute J68.2 J

Diseases caused by organic
solvents

Burns and corrosions of eye and adnexa skin/mucosa acute
T26.0-T26.1,
T26.5-T26.6

T

Diseases caused by organic
solvents

Conjunctivitis skin/mucosa acute H10.2 H
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Diseases caused by organic
solvents

Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

Diseases caused by organic
solvents

Narcotic syndrome consequent to poisoning by organic
solvents

neuro acute T52 T

Diseases caused by organic
solvents

Allergic contact dermatitis skin/mucosa acute L23 L

Diseases caused by organic
solvents

Toxic encephalopathy CNS acute G92 G

Diseases caused by organic
solvents

Acute toxic renal failure with tubular necrosis renal acute N17.0 N

Diseases caused by organic
solvents

Acute myeloblastic leukemia hematological acute C92.0 C

Diseases caused by organic
solvents

Acute/chronic diseases caused by organic solvents - acute/chronic T52 T

Diseases caused by organic
solvents

Corneal ulcer skin/mucosa acute/chronic H16.0 H

Diseases caused by organic
solvents

Toxic liver disease liver acute/chronic K71 K

Diseases caused by organic
solvents

Liver toxicity (impairment, functional) liver acute/chronic K72.9 K

Diseases caused by organic
solvents

Chronic toxic renal failure renal chronic N18.9 N

Diseases caused by organic
solvents

Bone marrow depression (aplastic anaemia) hematological chronic D61.9 D

Diseases caused by organic
solvents

Infertility repro chronic N46, N97.0 N

Diseases caused by organic
solvents

Congenital malformation syndromes repro/develop chronic Q86.8 Q

Diseases caused by organic
solvents

Ototoxic hearing loss neuro chronic H91.0 H

Diseases caused by organic
solvents

Peripheral polyneuropathy neuro chronic G62.2 G

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Respiratory tract irritation Respiratory tract irritation acute J68 J

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Acute chemical pneumonitis and bronchitis pulmonary acute J68.0 J

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Pulmonary oedema pulmonary acute J68.1 J

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Upper respiratory inflammation skin/mucosa respiratory acute J68.2 J

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Reactive airways dysfunction syndrome (RADS) pulmonary acute J68.3 J

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Irritant-induced occupational asthma sensitization acute J68.3 J

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Burn and corrosion confined to eye and adnexa skin/mucosa acute
T26.0-T26.1,
T26.5-T26.6

T

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Sensitizer-induced occupational asthma sensitization acute J45.0 J

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Allergic contact dermatitis skin/mucosa acute L23.0 L

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Vanadium toxicity (acute/chronic) - acute/chronic T56.8 T

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Conjunctivitis (acute/chronic) skin/mucosa acute/chronic H10.2 H

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Chronic bronchitis and emphysema pulmonary chronic J68.4 J

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Chronic rhinitis skin/mucosa chronic J31.0 J

Diseases caused by vanadium
or its compounds

Chronic pharyngitis skin/mucosa chronic J31.2 J

lead Mucous membrane irritation skin/mucosa acute J68 J

lead Chemical bronchitis and pneumonitis pulmonary acute J68.0 J

lead Chemical pulmonary oedema pulmonary acute J68.1 J

lead Burn of mouth, pharynx and oesophagus skin/mucosa respiratory acute
T28.0-T28.1,
T28.5-T28.6

T

lead Burn of eye and adnexa skin/mucosa acute
T26.0-T26.1,
T26.5-T26.6

T

lead Upper respiratory tract inflammation skin/mucosa respiratory acute J68.2 J

lead Burns and corrosion of respiratory tract skin/mucosa respiratory acute T27 T

lead Reactive airways dysfunction syndrome (RADS) pulmonary acute J68.3 J

lead Irritant-induced occupational asthma sensitization acute J68.3 J

lead Acute lead nephropathy renal acute N14.3 N

lead Acute toxic encephalopathy (organic and inorganic) CNS acute G92 G
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lead Cerebral oedema CNS acute G93.6 G

lead Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

lead
Acute and chronic diseases caused by lead or its
compounds

- acute/chronic T56.0 T

lead
Gastrointestinal toxicity (organic and inorganic, acute and
chronic)

GI acute/chronic K52.1 K

lead Hypertension (secondary) cardiac chronic I15.8 I

lead Fanconi-like syndrome hematological chronic E72.0 E

lead Polyneuropathy (organic and inorganic) neuro chronic G62.2 G

lead Chronic toxic encephalophaty (organic and inorganic) CNS chronic G92 G

lead Burton line on the gums teeth chronic K05 K

lead Chronic progressive renal failure renal chronic N14.3 N

lead Infertility male repro chronic N46 N

lead Infertility female repro chronic N97.8 N

manganage Manganism - - T57.2 T

manganage Mucous membrane irritation skin/mucosa acute J68 J

manganage Bronchitis and pneumonitis pulmonary acute J68.0 J

manganage Burns and corrosion of respiratory tract skin/mucosa respiratory acute T27 T

manganage Burns and corrosion of external body surface skin/mucosa acute T20-T25 T

manganage Burns and corrosion of mouth, pharynx and esophagus skin/mucosa respiratory acute
T28.0-
T28.1,T28.5-
T28.6

T

manganage Burns and corrosion of eye and adnexa skin/mucosa acute
T26.0-
T26.1,T26.5-
T26.6

T

manganage Metal fume fever pulmonary acute T57.2 T

manganage Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

manganage Allergic contact dermatitis skin/mucosa acute L23 L

manganage Irritant-induced occupational asthma sensitization acute J68.3 J

manganage
Acute and chronic diseases caused by manganese or its
compounds

- acute/chronic T57.2 T

manganage Toxic encephalopathy (acute/chronic) CNS acute/chronic G92 G

mercury Toxic encephalopathy CNS acute G92 G

mercury Upper respiratory inflammation skin/mucosa respiratory acute J68.2 J

mercury Acute chemical bronchitis and pneumonitis pulmonary acute J68.0 J

mercury Acute chemical bronchiolitis pulmonary acute J68.4 J

mercury Chemical pulmonary oedema pulmonary acute J68.1 J

mercury Irritant contact dermatitis skin/mucosa acute L24 L

mercury Acute conjunctivitis skin/mucosa acute H10.2 H

mercury Allergic contact dermatitis skin/mucosa acute L23 L

mercury
Acute/chronic diseases caused by mercury or its
compounds

- acute/chronic T56.1 T

mercury Gastrointestinal toxicity GI acute/chronic K52.1 K

mercury Disturbances of taste and smell neuro acute/chronic R43.8 R

mercury Toxic nephropathy Neural chronic N14.3 N

mercury Mercury pigmentation skin/mucosa chronic L81.8 L

mercury Chronic gingivitis teeth chronic K05.1 K

mercury Toxic polyneuropathy neuro chronic G62.2 G

mercury Chronic progressive renal failure renal chronic N14.3 N

mercury Chronic kidney dysfunction renal chronic N18.9 N

mercury Acrodynia - T56.1 T
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Substance Name Disease name ICD10

asbestos Malignant mesothelioma C45

asbestos Lung cancer C34

asbestos Laryngeal cancer C32

asbestos Ovarian cancer C56

asbestos Occupational exposure to dust Z57.2

asbestos Other specified inorganic substances T57.8

benzidine and its salts Bladder cancer C67

benzidine and its salts Exposure to occupational risk factors Z57

bis-chloromethyl ether (BCME) Lung cancer C34

bis-chloromethyl ether (BCME) Exposure to occupational risk factors Z57

chromium VI compounds Lung cancer C34

chromium VI compounds Exposure to occupational risk factors Z57

coal tars, coal tar pitches or soots Toxic effect of coal tars, coal tar pitches or sootsT65.8

coal tars, coal tar pitches or soots Lung cancer C34

coal tars, coal tar pitches or soots Skin cancer C44

coal tars, coal tar pitches or soots Exposure to occupational risk factors Z57

beta-naphthylamine Toxic effect of beta-naphthylamine T65.8

beta-naphthylamine Bladder cancer C67

beta-naphthylamine Exposure to occupational risk factors Z57

vinyl chloride Toxic effect of vinyl chloride T53.6

vinyl chloride Liver angiosarcoma C22.3

vinyl chloride Hepatocellular carcinoma C22.0

vinyl chloride Exposure to occupational risk factors Z57

benzene Toxic effect of benzene T52.1

benzene Acute myeloid leukaemia (AML) C92.0

benzene Exposure to occupational risk factors Z57

toxic nitro- and amino-derivatives of benzene or its homologues

Toxic effects of nitroderivatives and

aminoderivatives of benzene and

its homologues

T65.3

toxic nitro- and amino-derivatives of benzene or its homologues Bladder cancer C67

toxic nitro- and amino-derivatives of benzene or its homologues Exposure to occupational risk factors Z57

nickel compounds Toxic effect of nickel compounds T56.8

nickel compounds Cancer of the nasal cavity C30.0

nickel compounds Cancer of the paranasal sinuses C31

nickel compounds Lung cancer C34

nickel compounds Exposure to occupational risk factors Z57

arsenic and its compounds Toxic effect of arsenic and its compounds T57.0

arsenic and its compounds Lung cancer C34

arsenic and its compounds Skin cancer C44

arsenic and its compounds Bladder cancer C67

arsenic and its compounds Exposure to occupational risk factors Z57

beryllium or its compounds Toxic effect of beryllium and its compoundsT56.7

beryllium or its compounds Lung cancer C34

表１-2　ILO 職業性疾病リストに記載のある標的健康影響（日本の特別規則対象物質を抽出、がんに限る）

Diagnostic and exposure criteria for occupational diseases, Guidance notes for diagnosis and prevention of the diseases in the ILO List
of Occupational Diseases、（revised 2010）
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Substance Name Disease name ICD10

表１-2　ILO 職業性疾病リストに記載のある標的健康影響（日本の特別規則対象物質を抽出、がんに限る）

Diagnostic and exposure criteria for occupational diseases, Guidance notes for diagnosis and prevention of the diseases in the ILO List
of Occupational Diseases、（revised 2010）

beryllium or its compounds Exposure to occupational risk factors Z57

cadmium and its compounds

cadmium and its compounds Toxic effect of cadmium and its compoundsT56.3

cadmium and its compounds Lung cancer C34

cadmium and its compounds Exposure to occupational risk factors Z57

ethylene oxide Non-Hodgkin lymphoma (NHL) C82-C85

ethylene oxide Chronic lymphocytic leukaemia (CLL) C91.1

ethylene oxide Multiple myeloma (MM) C90

ethylene oxide Bladder cancer C67

ethylene oxide

Occupational exposure to toxic agents in

other industries-solids,

liquids, gases or vapour

Z57.5
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な
治

癒
の

悪
い

「
ク
ロ

ム
潰

瘍
」
を

引
き

起
こ
す

）
。

■
ク
ロ

ム
（

V
I）

化
合

物
に

よ
る

皮
膚

感
作

に
伴

う
ア

レ
ル

ギ
ー

性
接

触

性
皮

膚
炎

消
化

管

■
大

量
経

口
摂

取
に

よ
る

消
化

管
粘

膜
お

よ
び

口
腔

の
黄

変
色

、
嚥

下

困
難

、
声

門
の

腐
食

、
胃

の
灼

熱
痛

、
嘔

吐
（

場
合

に
よ

っ
て

は
誤

嚥

性
肺

炎
）

、
血

便
、
循

環
不

全
、
痙

攣
、
意

識
喪

失
、
腎

不
全

、
 昏

睡
状

態
で

の
死

亡

■
ク
ロ

ム
ト

リ
オ

キ
シ

ド
、
ク
ロ

ム
酸

塩
、
ま

た
は

二
ク
ロ

ム
酸

塩
の

粉
塵

ま
た

は
蒸

気
の

高
濃

度
で

の
吸

入
に

よ
る

鼻
粘

膜
の

損
傷

（
充

血
、
カ

タ
ル

、

上
皮

壊
死

）
、
上

気
道

と
肺

の
刺

激
症

状

■
凝

固
障

害
、
溶

血
、
貧

血
等

の
血

液
系

障
害

■
D

M
F
蒸

気
の

吸
入

に
よ

る
上

気
道

粘
膜

刺
激

、

■
目

に
接

触
す

る
と
、
充

血
、
灼

熱
感

、
涙

目
、
ま

た
は

痙
攣

性
の

ま
ぶ

た
の

閉
塞

純
粋

な
金

属
性

ヒ
素

の
長

期
的

な
影

響
に

つ
い

て
は

、
ほ

と
ん

ど
知

ら

れ
て

い
な

い
。

中
毒

で
は

ヒ
素

三
酸

化
物

と
の

混
合

曝
露

を
伴

う
事

が
多

い
。

■
眼

の
結

膜
、
上

気
道

、
皮

膚
に

刺
激

や
組

織
変

化

■
全

身
性

皮
膚

障
害

（
色

素
沈

着
、
角

化
症

）

■
末

梢
血

管
障

害
（

特
に

指
の

動
脈

に
関

す
る

も
の

）

■
心

血
管

疾
患

、
糖

尿
病

、
末

梢
神

経
障

害
、
脳

血
管

疾
患

、
皮

膚
・
呼

吸
器

・
膀

胱
お

よ
び

腎
臓

の
癌

■
ア

ス
ベ

ス
ト

症

肺
高

血
圧

症
、
慢

性
肺

性
心

、
気

管
支

拡
張

症
、
気

管
支

肺
炎

性
過

程
は

、
ア

ス
ベ

ス
ト

症
の

合
併

症
ま

た
は

合
併

症
と
し

て
起

こ
り
得

ま
す

。

■
胸

膜
の

疾
患

•
胸

膜
の

肥
厚

（
石

灰
化

を
伴

う
か

伴
わ

な
い

か
）

•
円

形
の

ア
テ

ク
ト

ー
シ

ス

•
結

合
組

織
の

瘢
痕

化
を

伴
う
ま

た
は

伴
わ

な
い

胸
膜

腔
液

貯
留

（
複

雑
化

ヒ
ア

リ
ノ
シ

ス
）

■
肺

が
ん

お
よ

び
中

皮
腫

■
喉

頭
が

ん

■
卵

巣
が

ん

■
造

血
系

の
障

害
ま

た
は

損
傷

慢
性

中
毒

の
場

合
も

、
ま

ず
第

一
に

中
枢

神
経

系
が

影

響
を

受
け

ま
す

。

■
中

枢
神

経
系

刺
激

・
変

性
症

状

•
興

奮
性

、
抑

う
つ

、
幻

覚

•
頭

痛

•
低

血
圧

•
振

戦
、
運

動
失

調
、
神

経
衰

弱

■
血

液
系

障
害

•
ヘ

ム
合

成
に

お
け

る
貧

血
、
灰

白
色

の
皮

膚
色

調

•
好

塩
基

球
の

点
状

沈
着

■
消

化
器

系
障

害

•
慢

性
的

な
便

秘
か

ら
疝

痛
の

よ
う
な

腹
痛

■
神

経
障

害
（

中
枢

神
経

系
と
末

梢
神

経
系

）

•
神

経
伝

導
速

度
の

変
化

、
認

知
機

能
障

害
、
そ

の
他

•
橈

骨
神

経
麻

痺
（

「
鉛

手
」
は

、
現

在
で

は
ほ

と
ん

ど
観

察
さ
れ

な
い

）

■
腎

機
能

障
害

•
尿

細
管

障
害

に
よ

る
尿

細
管

再
吸

収
の

低
下

と
慢

性
間

質
性

線
維

化

■
そ

の
他

•
鉛

白
斑

（
動

脈
細

動
脈

と
前

毛
細

血
管

の
筋

収
縮

）

•
「
鉛

縁
」
（

鉛
硫

化
物

の
沈

着
）

•
M

A
K
委

員
会

は
、
鉛

お
よ

び
無

機
鉛

化
合

物
を

動
物

実
験

で
発

が
ん

性
物

質
と
し

て
分

類
（

吸
入

可
能

分
画

の
カ

テ
ゴ

リ
ー

4
）

。

＜
非

悪
性

疾
患

＞

■
呼

吸
器

系
と
肺

：
慢

性
閉

塞
性

呼
吸

器
疾

患
お

よ

び
上

気
道

に
お

け
る

炎
症

性
刺

激
状

態
、
肺

気
腫

■
腎

臓
：

毒
性

性
尿

細
管

障
害

■
骨

：
骨

軟
化

症

＜
悪

性
疾

患
＞

■
肺

が
ん

■
腎

細
胞

が
ん

■
い

皮
膚

潰
瘍

（
無

痛
、
赤

い
壁

状
の

縁
、
壊

死
性

底
部

、
場

合
に

よ
っ
て

は
痂

皮
形

成
）

の
発

生
；

こ
れ

ら
の

深
い

潰
瘍

は
、
裂

傷
、
亀

裂
、
ま

た
は

小
さ
な

外
傷

性
皮

膚
損

傷
の

あ
る

部
位

に
の

み
発

生

■
鼻

中
隔

の
変

化

A
：

 赤
み

、
腫

れ
、
分

泌
物

の
増

加

B
：

 潰
瘍

、
出

血
、
痂

皮
お

よ
び

痂
皮

の
形

成

C
：

 鼻
中

隔
の

穿
孔

C
 I

：
 針

の
頭

ほ
ど
の

大
き

さ

C
 I

I：
 レ

ン
ズ

ほ
ど
の

大
き

さ

C
 I

II
：

 よ
り
大

き
な

か
ら
部

分
的

な
鼻

中
隔

欠
損

■
咽

頭
お

よ
び

喉
頭

の
カ

タ
ル

症
状

■
慢

性
気

管
支

炎
、
ま

れ
に

気
管

支
喘

息
を

伴
う

■
そ

の
他

唾
液

と
共

に
摂

取
さ
れ

た
微

量
の

ク
ロ

ム
に

よ
る

胃
腸

疾
患

可
能

性
、

吐
き

気
、
胃

痛
、
下

痢
（

場
合

に
よ

っ
て

は
血

便
を

伴
う
）

お
よ

び
肝

障

害
の

可
能

性

■
高

用
量

領
域

で
の

肝
毒

性

■
胃

腸
症

状
（

腹
痛

、
食

欲
不

振
、
悪

心
、

嘔
吐

、
便

秘
ま

た
は

下
痢

）
、

■
膵

炎

■
中

枢
神

経
系

障
害

■
循

環
器

障
害

が

■
胎

児
に

害
を

及
ぼ

す
可

能
性

初
回

検
査

E
rs

tu
n
te

rs
u
c
h
u
n
g

•
尿

検
査

（
多

項
目

試
薬

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
検

査
、
沈

渣
）

•
血

液
検

査
（

血
球

検
査

）

•
皮

膚
検

査
（

特
に

注
意

す
べ

き
点

：
過

角
化

、
色

素
沈

着
異

常
、

湿
疹

）

•
B
S
G

（
赤

血
球

沈
降

速
度

）
ま

た
は

C
R
P

•
肝

機
能

検
査

（
S
G

O
T
、
S
G

P
T
、
γ
-G

T
）

•
血

清
ク
レ

ア
チ

ニ
ン

•
初

回
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
（

空
腹

時
値

）
を

基
準

と
し

て

■
呼

吸
器

系
お

よ
び

循
環

器
系

の
検

査

■
ス

パ
イ

ロ
メ
ト

リ
ー

•
必

要
に

応
じ

て
、
胸

部
X
線

正
面

撮
影

。
胸

部
X
線

撮
影

の
実

施
の

適
応

は
、
個

々
の

ケ
ー

ス
で

検
討

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
（

詳
細

は
第

7
.2

項
の

注
意

事
項

を
参

照
）

。
一

般
的

な
適

応
2
は

あ
り
ま

せ
ん

。
初

回
検

査
そ

の
も

の
は

、
胸

部
X
線

撮
影

の

適
応

で
は

あ
り
ま

せ
ん

。

•
胸

部
X
線

撮
影

は
、
病

歴
の

結
果

に
応

じ
て

、
1
年

以
内

に
撮

影
さ
れ

た
も

の
を

使
用

す
る

こ
と
が

で
き

ま
す

。

喉
頭

が
ん

（
喉

頭
が

ん
）

の
リ
ス

ク
が

あ
る

た
め

、
特

に
持

続
的

な
声

の
か

す
れ

（
3
週

間
以

上
）

、
発

声
障

害
、
異

常
感

覚
、
お

よ
び

ア
ル

コ
ー

ル
摂

取
は

記
録

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

■
血

液
検

査

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
、

沈
渣

）

■
血

液
検

査
（

血
球

検
査

）

■
血

清
ク
レ

ア
チ

ニ
ン

■
肝

機
能

検
査

（
S
G

O
T
、
S
G

P
T
、
γ
-G

T
）

■
既

往
歴

で
鉛

ア
ル

キ
ル

化
合

物
へ

の
曝

露
が

確
認

さ

れ
た

場
合

：
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ

•
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
）

•
血

液
検

査
（

分
画

検
査

を
含

む
）

•
血

清
ク
レ

ア
チ

ニ
ン

•
肝

機
能

検
査

（
S
G

O
T
、
S
G

P
T
、
γ
-G

T
）

•
尿

中
β
2
-ミ

ク
ロ

グ
ロ

ブ
リ
ン

•
既

往
歴

で
鉛

曝
露

が
確

認
さ
れ

て
い

る
場

合
：

血
液

中
の

鉛
の

バ
イ

オ
モ

ニ

タ
リ
ン

グ

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含

む
）

）

■
鼻

呼
吸

の
簡

易
検

査

■
ス

パ
イ

ロ
メ
ト

リ
ー

（
別

紙
1
、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
「
肺

機
能

検
査

」
）

■
血

清
ク
レ

ア
チ

ニ
ン

■
尿

中
β
2
-ミ

ク
ロ

グ
ロ

ブ
リ
ン

■
B
S
G

ま
た

は
C
R
P

■
肝

機
能

酵
素

（
S
G

O
T
、
S
G

P
T
、
γ
-G

T
）

■
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
：

尿
中

カ
ド

ミ
ウ

ム
測

定
（

既
存

の
曝

露
評

価
の

た
め

）

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
、
沈

渣
）

■
肺

機
能

検
査

（
肺

機
能

検
査

ガ
イ

ド
ラ
イ

ン
参

照
）

■
血

液
検

査
（

血
球

検
査

）

■
皮

膚
検

査
（

湿
疹

、
亀

裂
、
ア

レ
ル

ギ
ー

症
状

、
治

癒
不

良
の

傷
に

注
意

）

■
鼻

腔
鏡

検
査

（
適

応
が

あ
る

場
合

、
例

：
エ

ア
ロ

ゾ
ル

曝
露

）

■
既

往
歴

で
曝

露
が

確
認

さ
れ

て
い

る
場

合
：

バ
イ

オ
モ

ニ
タ
リ
ン

グ
、
尿

中
お

よ
び

赤
血

球
中

の
ク
ロ

ム
濃

度
測

定
（

基
準

値
）

追
跡

調
査

N
a
c
h
u
n
te

rs
u
c
h
u
n
g

•
初

回
検

査
と
同

様

•
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
（

6
.4

節
参

照
）

■
呼

吸
器

系
お

よ
び

循
環

器
系

の
検

査

■
ス

パ
イ

ロ
メ
ト

リ
ー

•
X
線

撮
影

の
実

施
に

関
す

る
正

当
な

適
応

は
、
§
 8

3
 S

tr
lS

c
h
G

（
放

射
線

防
護

法
）

お
よ

び
§
 1

1
9
 S

tr
S
c
h
V
（

放
射

線
防

護
規

則
）

に
従

い
、
個

々
の

ケ
ー

ス
に

お
け

る
追

跡
検

査
に

お
い

て
検

討
す

る
必

要
が

あ
り
ま

す
。
経

験
上

、
鉱

物
粉

塵
に

よ
る

肺
の

職

業
病

の
診

断
の

た
め

X
線

撮
影

を
実

施
す

る
の

は
、
曝

露
開

始
後

1
5
年

以
上

経
過

す
る

か
、
ま

た
は

4
5
歳

に
達

し
た

後
に

限
ら
れ

る
。
さ
ら
に

、
曝

露
の

程
度

も
考

慮
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

•
た

だ
し

、
肺

疾
患

の
臨

床
的

疑
い

が
あ

る
場

合
は

、
年

齢
や

曝
露

開
始

時
期

に
関

わ
ら

ず
、
胸

部
 X

 線
検

査
の

適
応

が
あ

り
ま

す
。

•
X
 線

写
真

は
、
病

歴
の

結
果

に
応

じ
て

、
1
 年

以
内

の
も

の
を

使
用

で
き

ま
す

。

•
被

保
険

者
の

特
別

な
曝

露
条

件
（

高
リ
ス

ク
群

）
に

お
け

る
追

跡
検

査
/追

加
検

査
で

は
、
胸

部
概

観
撮

影
の

代
わ

り
に

低
線

量
多

列
ボ

リ
ュ
ー

ム
C
T
（

H
R
C
T
）

を
用

い
た

検

査
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
提

供
す

る
必

要
が

あ
り
ま

す
。

補
足

：

初
回

検
査

と
追

跡
検

査
に

加
え

、
病

歴
と
所

見
に

応
じ

て
、
気

管
支

拡
張

試
験

や
全

身

肺
量

測
定

法
な

ど
の

詳
細

な
肺

機
能

検
査

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
り
ま

す
。

胸
部

単
純

X
線

写
真

で
所

見
が

不
明

確
な

場
合

、
胸

部
低

線
量

高
解

像
度

C
T
検

査
の

実
施

が
適

応
と
な

る
場

合
が

あ
り
ま

す
。
こ
の

場
合

、
医

師
は

第
二

意
見

者
（

G
V
S
ま

た
は

各
州

の
医

療
団

体
が

定
め

る
リ
ス

ト
に

記
載

）
の

意
見

を
聴

取
し

、
C
T
検

査
の

実
施

の
適

応
を

判
断

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

ア
ス

ベ
ス

ト
に

曝
露

し
た

被
保

険
者

の
年

次
胸

部
X
線

検
査

結
果

に
基

づ
き

、
肺

ま
た

は

胸
膜

の
腫

瘍
の

疑
い

が
指

摘
さ
れ

た
場

合
、
第

二
意

見
の

依
頼

な
し

に
、
資

格
を

有
す

る

C
T
検

査
を

実
施

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

■
血

液
検

査

■
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
（

6
.4

 参
照

）
。
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ

は
、
追

跡
検

査
の

一
環

と
し

て
行

わ
れ

る
検

査
で

は
通

常
不

要
で

す
。

■
疑

わ
し

い
場

合
：

血
液

学
的

な
診

断

（
注

：
原

文
で

も
上

記
と
同

じ
）

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
、

沈
渣

）

■
血

液
検

査
（

血
球

検
査

）

■
血

清
ク
レ

ア
チ

ニ
ン

■
肝

機
能

検
査

（
S
G

O
T
、
S
G

P
T
、
γ
-G

T
）

■
既

往
歴

で
鉛

ア
ル

キ
ル

化
合

物
へ

の
曝

露
が

確
認

さ

れ
た

場
合

：
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
）

■
血

液
検

査
（

分
画

検
査

を
含

む
）

■
血

清
ク
レ

ア
チ

ニ
ン

■
肝

機
能

検
査

（
S
G

O
T
、
S
G

P
T
、
γ
-G

T
）

■
尿

中
β
2
-ミ

ク
ロ

グ
ロ

ブ
リ
ン

■
血

液
中

の
鉛

の
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
（

追
跡

検
査

の
場

合
：

血
液

中
の

鉛

濃
度

が
上

昇
し

て
い

る
限

り
継

続
）

臨
床

所
見

に
異

常
が

あ
る

場
合

：

■
尿

中
タ
ン

パ
ク
質

（
例

：
総

タ
ン

パ
ク
質

、
ア

ル
ブ

ミ
ン

、
δ
1
-ミ

ク
ロ

グ
ロ

ブ
リ

ン
）

■
神

経
学

的
検

査
（

神
経

生
理

学
/筋

電
図

検
査

を
含

む
）

生
物

学
的

基
準

値
を

明
ら
か

に
超

え
る

場
合

:

■
効

果
の

検
出

の
た

め
：

尿
中

δ
-ア

ミ
ノ
レ

ブ
リ
ン

酸
（

A
L
A
-U

）
、
血

中
δ
-

ア
ミ
ノ
レ

ブ
リ
ン

酸
脱

水
素

酵
素

（
A
L
A
-D

）
、
尿

中
コ
プ

ロ
ポ

ル
フ
ィ
リ
ン

、
血

中
遊

離
赤

血
球

ポ
ル

フ
ィ
リ
ン

IX
（

E
P
）

、
コ
プ

ロ
ポ

ル
フ
ィ
リ
ン

ゲ
ン

II
I、

斑
点

細
胞

の
検

出
の

た
め

の
血

液
塗

抹
標

本
。

•
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
）

•
鼻

呼
吸

の
簡

易
検

査

•
ス

パ
イ

ロ
メ
ト

リ
ー

•
血

清
ク
レ

ア
チ

ニ
ン

•
尿

中
β
2
-ミ

ク
ロ

グ
ロ

ブ
リ
ン

•
B
S
G

ま
た

は
C
R
P

•
肝

機
能

酵
素

（
S
G

O
T
、
S
G

P
T
、
γ
-G

T
）

•
血

液
中

の
カ

ド
ミ
ウ

ム
の

バ
イ

オ
モ

ニ
タ
リ
ン

グ
（

追
跡

検
査

の
場

合
は

省
略

）
お

よ
び

尿
中

の
カ

ド
ミ
ウ

ム

•
腎

超
音

波
検

査
（

長
期

曝
露

後
）

高
カ

ド
ミ
ウ

ム
曝

露
の

場
合

の
追

加
検

査
：

•
嗅

覚
検

査
（

例
：

ス
ニ

ッ
フ
ィ
ン

ス
テ

ィ
ッ
ク
）

•
鼻

内
視

鏡
検

査
お

よ
び

機
能

検
査

に
よ

る
鼻

呼
吸

検

査
（

例
：

前
鼻

腔
内

圧
測

定
）

長
期

高
濃

度
曝

露
後

の
追

跡
検

査
に

お
い

て
、
必

要

に
応

じ
て

胸
部

画
像

診
断

を
実

施
。
た

だ
し

、
既

往
歴

お
よ

び
/ま

た
は

検
査

結
果

に
異

常
が

認
め

ら
れ

る
場

合

（
適

応
基

準
を

満
た

す
場

合
）

に
限

る
。

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
、
沈

渣
）

■
肺

機
能

検
査

（
肺

機
能

検
査

ガ
イ

ド
ラ
イ

ン
参

照
）

■
血

液
検

査
（

血
球

検
査

）

■
皮

膚
検

査
（

湿
疹

、
亀

裂
、
ア

レ
ル

ギ
ー

症
状

、
治

癒
不

良
の

傷
や

潰
瘍

に
注

意
）

•
■

鼻
腔

鏡
検

査
（

適
応

が
あ

る
場

合
、
例

：
エ

ア
ロ

ゾ
ル

曝
露

）

■
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
：

尿
中

お
よ

び
赤

血
球

中
の

ク
ロ

ム
測

定

不
明

な
場

合
に

お
け

る
追

加
検

査
：

■
耳

鼻
咽

喉
科

検
査

■
呼

吸
器

科
検

査

胸
部

画
像

検
査

（
既

往
歴

お
よ

び
/ま

た
は

検
査

で
異

常
が

認
め

ら
れ

る

場
合

の
み

 -
 適

応
基

準
を

満
た

す
場

合
）

不
明

な
場

合
に

お
け

る
追

加
検

査
：

耳
鼻

咽
喉

科
検

査

表
２

　
D

G
U

V
の

職
業

健
康

診
断

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
記

載
の

あ
る

標
的

健
康

影
響

（
日

本
の

特
別

規
則

対
象

物
質

を
抽

出
）

D
G

U
V

 E
m

p
fe

h
lu

n
g
e
n
 f
ü
r 

a
rb

e
it
sm

e
d
iz

in
is

c
h
e
 B

e
ra

tu
n
g
e
n
 u

n
d
 U

n
te

rs
u
c
h
u
n
g
e
n
　
D

e
u
ts

c
h
e
 G

e
se

tz
li
c
h
e
 U

n
fa

ll
v
e
rs

ic
h
e
ru

n
g
 e

.V
. 

(D
G

U
V

)

6
.3

.2
 急

性
/亜

急
性

影
響

A
k
u
te

/s
u
b
a
k
u
te

 W
ir
k
u
n
g
e
n

6
.3

.3
 　

慢
性

影
響

C
h
ro

n
is

c
h
e
 W

ir
k
u
n
g
e
n

7
.2

.2
 臨

床
検

査

K
li
n
is

c
h
e
 U

n
te

rs
u
c
h
u
n
g
e
n

■
γ
-G

T
、
S
G

P
T
（

A
L
A
T
）

、
S
G

O
T

（
A
S
A
T
）

■
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ

■
必

要
に

応
じ

て
、
追

加
の

肝
機

能
検

査
を

実
施

。

例
：

上
腹

部
超

音
波

検
査



初
回

検
査

E
rs

tu
n
te

rs
u
c
h
u
n
g

追
跡

調
査

N
a
c
h
u
n
te

rs
u
c
h
u
n
g

6
.3

.2
 急

性
/亜

急
性

影
響

A
k
u
te

/s
u
b
a
k
u
te

 W
ir
k
u
n
g
e
n

6
.3

.3
 　

慢
性

影
響

C
h
ro

n
is

c
h
e
 W

ir
k
u
n
g
e
n

7
.2

.2
 臨

床
検

査

K
li
n
is

c
h
e
 U

n
te

rs
u
c
h
u
n
g
e
n

グ
リ
セ

ロ
ー

ル
・
ト

リ
ニ

ト
ラ
ー

ト
（

ニ
ト

ロ
グ

リ
セ

リ
ン

）
お

よ
び

グ
リ

コ
ー

ル
・
ジ

ニ
ト

ラ
ー

ト
（

ニ
ト

ロ
グ

リ
コ
ー

ル
）

二
硫

化
炭

素
メ
タ
ノ
ー

ル
ニ

ッ
ケ

ル
お

よ
び

ニ
ッ
ケ

ル
化

合
物

水
銀

お
よ

び
無

機
水

銀
化

合
物

金
属

の
溶

接
お

よ
び

切
断

珪
肺

性
粉

塵
ス

チ
レ

ン
ト

ル
エ

ン
お

よ
び

キ
シ

レ
ン

ト
リ
ク
ロ

ロ
エ

チ
レ

ン

■
中

枢
神

経
障

害

•
頭

痛

•
め

ま
い

•
吐

き
気

•
顔

の
紅

潮

•
末

梢
の

異
常

感
覚

•
不

安
感

■
循

環
器

障
害

•
胸

部
の

痛
み

•
血

圧
の

低
下

•
徐

脈
ま

た
は

頻
脈

•
意

識
喪

失

•
循

環
器

系
の

崩
壊

高
用

量
で

は
強

い
中

枢
神

経
障

害

・
麻

酔
作

用

・
興

奮
状

態

・
不

眠

・
多

弁

・
精

神
障

害

・
急

速
で

深
い

意
識

喪
失

か
ら
致

死
に

至
る

場
合

が

あ
る

。

■
中

枢
神

経
障

害

•
「
二

日
酔

い
」
症

状
：

め
ま

い
、
倦

怠

感
、
頭

痛
、
吐

き
気

、
嘔

吐
、
腹

痛

（
疝

痛
様

）

•
視

覚
障

害
（

「
視

界
が

ぼ
や

け
る

」
）

■
呼

吸
器

障
害

•
呼

吸
困

難
か

ら
呼

吸
中

枢
の

麻
痺

、

け
い

れ
ん

、
昏

睡
、
循

環
不

全

■
呼

吸
器

系
と
肺

（
間

質
性

肺
炎

）
の

損
傷

■
感

作
さ
れ

た
個

人
で

の
ア

レ
ル

ギ
ー

性
蕁

麻

疹

■
腎

機
能

障
害

（
多

尿
、
ア

ル
ブ

ミ
ン

尿
、
赤

血
球

尿
）

か
ら
無

尿
ま

で

■
吸

入
に

よ
る

気
道

刺
激

（
気

管
支

炎
、
気

管
支

肺
炎

）

■
口

腔
粘

膜
の

炎
症

（
口

内
炎

、
歯

肉
炎

、

粘
液

性
潰

瘍
、
特

に
虫

歯
の

あ
る

部
位

に
多

く
、
歯

の
動

揺
）

■
感

作
と
金

属
煙

熱
（

ま
た

は
金

属
蒸

気
熱

）

■
肺

機
能

へ
の

影
響

急
性

珪
肺

症
（

以
下

参
照

）
の

症
状

は
、
ド

イ
ツ

連
邦

共
和

国
で

は
発

生
し

な
い

も
の

と
さ
れ

て
い

ま
す

。
こ
れ

は
、
そ

の
よ

う
な

高
濃

度
の

曝
露

が
現

在
で

は

発
生

し
な

い
た

め
で

す
。

■
目

と
上

気
道

の
粘

膜
刺

激

■
中

枢
神

経
系

異
常

（
基

準
値

を
大

幅
に

超
過

し
た

濃

度
（

約
5
0
 p

p
m

）
）

•
注

意
力

、
集

中
力

、
記

憶
力

の
障

害
（

短
期

記
憶

）

•
異

常
な

疲
労

感

•
頻

発
す

る
頭

痛

•
め

ま
い

•
吐

き
気

•
酔

っ
た

よ
う
な

感
覚

•
意

識
喪

失
に

至
る

ま
で

の
め

ま
い

■
中

枢
神

経
系

異
常

•
麻

酔
前

症
状

■
皮

膚
障

害

•
皮

膚
お

よ
び

粘
膜

の
刺

激

•
皮

膚
の

脱
脂

作
用

•
ア

ル
コ
ー

ル
（

エ
タ
ノ
ー

ル
）

の
作

用
増

強
効

果

■
中

枢
神

経
系

異
常

•
麻

酔
作

用
（

す
べ

て
の

段
階

の
酩

酊
状

態
か

ら
致

死
的

な
深

い
麻

酔
状

態
ま

で
）

•
食

欲
不

振
、
腹

部
不

快
感

•
吐

き
気

、
嘔

吐
、
腹

痛
/痙

攣

•
頭

痛
、
め

ま
い

•
倦

怠
感

■
末

梢
神

経
系

異
常

•
四

肢
の

運
動

障
害

、
感

覚
障

害
、
栄

養

障
害

■
皮

膚
粘

膜
異

常

•
皮

膚
お

よ
び

粘
膜

の
急

性
刺

激
は

ま
れ

（
咳

、
呼

吸
困

難
）

■
そ

の
他

•
ま

れ
に

、
身

体
的

努
力

や
ア

ル
コ
ー

ル
摂

取
後

に
心

室
細

動
に

よ
る

突
然

の
遅

発

性
死

亡

■
中

枢
神

経
障

害

•
頭

痛

•
ほ

て
り

•
め

ま
い

•
食

欲
不

振

•
ア

ル
コ
ー

ル
不

耐
症

■
循

環
器

障
害

•
胸

痛
（

狭
心

症
様

）

•
動

脈
硬

化
性

変
化

長
期

間
に

わ
た

る
高

濃
度

の
曝

露
（

例
え

ば
混

合
作

業
や

カ
ー

ト
リ
ッ
ジ

充
填

作
業

な
ど
）

の
後

、
急

性
心

不
全

に
よ

る
突

然
の

死
亡

が
発

生
す

る
可

能
性

が
あ

り
ま

す
。

■
神

経
障

害
（

中
枢

神
経

系
、
末

梢
神

経
系

、
お

よ
び

/ま
た

は
自

律
神

経
系

の
障

害
）

•
精

神
病

、
機

能
障

害
、
集

中
力

の
低

下
、
疲

労
感

の
増

強
、
感

情
の

不
安

定
、
脳

症

•
遠

位
部

に
感

覚
障

害
が

顕
著

な
多

発
性

神
経

障

害 •
遠

位
部

の
筋

反
射

の
減

弱

■
血

管
障

害

•
脳

、
心

臓
、
腎

臓
、
四

肢
の

血
流

に
影

響
を

及
ぼ

す

血
管

硬
化

症

■
消

化
器

障
害

•
胃

腸
障

害
の

傾
向

、
体

重
減

少
、
食

欲
不

振

■
そ

の
他

お
そ

ら
く
生

殖
能

力
に

影
響

を
及

ぼ
す

可
能

性
が

あ
り
、
ま

た
は

胎
児

に
障

害
を

引
き

起
こ
す

可
能

性
が

あ
り
ま

す

■
中

枢
神

経
系

の
障

害

■
末

梢
性

多
発

神
経

炎
、
聴

神
経

炎
、
視

神
経

炎
の

症
状

■
パ

ー
キ

ン
ソ

ン
病

に
類

似
し

た
症

状

■
肝

実
質

障
害

■
発

が
ん

•
無

機
ニ

ッ
ケ

ル
化

合
物

（
ト

リ
ニ

ッ
ケ

ル
ジ

ス
ル

フ
ィ
ド

（
ニ

ッ
ケ

ル
サ

ブ
ス

ル
フ
ィ
ド

 N
i₃

S
₂）

や

ニ
ッ
ケ

ル
酸

化
物

（
N

iO
）

な
ど
）

を
吸

入
し

た

場
合

、
ま

れ
に

鼻
腔

、
副

鼻
腔

、
肺

の
癌

を
引

き
起

こ
す

可
能

性

■
上

気
道

障
害

•
ニ

ッ
ケ

ル
ま

た
は

ニ
ッ
ケ

ル
化

合
物

へ
の

高
濃

度

か
つ

長
期

的
な

曝
露

に
よ

る
鼻

粘
膜

の
慢

性

的
な

損
傷

（
慢

性
鼻

炎
、
副

鼻
腔

炎
、
鼻

中

隔
の

浸
食

、
嗅

覚
上

皮
の

損
傷

に
よ

る
嗅

覚

障
害

）

■
下

気
道

障
害

•
線

維
化

性
肺

変
化

•
感

作
に

よ
る

喘
息

性
疾

患

■
皮

膚

•
ア

レ
ル

ギ
ー

性
湿

疹

■
中

枢
神

経
系

の
障

害
：

–
過

興
奮

–
不

安
感

、
緊

張
感

、
気

分
不

安
定

（
水

銀
中

毒
症

）

–
指

の
震

え
、
腕

、
脚

、
頭

の
震

え
（

水
銀

震

え
）

お
よ

び
吃

音
や

不
明

瞭
な

発
声

（
水

銀

吃
音

症
）

■
自

律
神

経
症

状
の

増
強

–
極

端
な

濃
度

で
の

み
前

眼
部

レ
ン

ズ
嚢

の
不

可
逆

的
な

褐
色

変
色

（
水

銀
レ

ン
ズ

症
）

■
末

梢
神

経
障

害

■
ア

レ
ル

ギ
ー

性
接

触
性

皮
膚

炎

■
塵

肺
症

■
変

異
原

性
お

よ
び

発
が

ん
性

■
神

経
毒

性
作

用
/マ

ン
ガ

ン
中

毒
珪

肺
症

■
中

枢
神

経
系

へ
の

影
響

•
心

理
運

動
機

能
障

害

•
認

知
機

能
障

害
（

反
応

時
間

の
遅

延
、
記

憶
力

の
低

下
）

•
後

天
性

の
色

覚
障

害
（

青
黄

色
識

別
困

難
）

■
末

梢
神

経
系

へ
の

影
響

•
神

経
伝

導
速

度
の

遅
延

•
前

庭
機

能
障

害

■
皮

膚
粘

膜
障

害

皮
膚

や
粘

膜
に

強
い

刺
激

■
中

枢
神

経
系

異
常

•
毒

性
脳

症

■
皮

膚
障

害

•
湿

疹

■
神

経
衰

弱
症

状

■
中

枢
神

経
系

障
害

■
心

筋
障

害

■
肝

障
害

■
腎

障
害

■
高

曝
露

群
に

お
い

て
腎

細
胞

腫
瘍

■
上

気
道

の
粘

膜
刺

激

■
湿

疹

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含

む
）

、
異

常
が

あ
る

場
合

は
沈

渣
検

査
を

追
加

）

■
エ

ル
ゴ

メ
ト

リ
ー

（
別

紙
2
「
エ

ル
ゴ

メ
ト

リ
ー

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
参

照
）

■
1
2
8
H

z
の

チ
ュ
ー

ニ
ン

グ
フ
ォ
ー

ク
を

用
い

た
振

動
感

覚
検

査

■
追

加
検

査
：

–
コ
レ

ス
テ

ロ
ー

ル
と
ト

リ
グ

リ
セ

リ
ド

–
γ
-G

T
、
S
G

P
T
（

A
L
A
T
）

、
S
G

O
T

（
A
S
A
T
）

–
小

血
液

検
査

■
皮

膚
の

状
態

（
湿

疹
や

皮
膚

ア
レ

ル
ギ

ー
に

注
意

）

■
鼻

腔
鏡

検
査

（
鼻

腔
の

鏡
検

査
）

■
肺

機
能

検
査

（
別

紙
1
、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
「
肺

機
能

検
査

」
）

■
既

往
歴

で
既

往
曝

露
が

確
認

さ
れ

た
場

合
：

尿
中

ニ
ッ
ケ

ル
の

バ
イ

オ
モ

ニ
タ
リ
ン

グ
（

基

準
値

）

•
血

液
検

査
（

血
球

検
査

）

•
血

清
ク
レ

ア
チ

ニ
ン

•
肝

機
能

検
査

（
S
G

O
T
、
S
G

P
T
、
γ
-

G
T
）

•
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

ス
ト

リ
ッ
プ

、
沈

渣
）

•
尿

中
水

銀
の

バ
イ

オ
モ

ニ
タ
リ
ン

グ

•
後

日
の

経
過

観
察

の
た

め
の

筆
跡

サ
ン

プ
ル

■
ス

パ
イ

ロ
メ
ト

リ
ー

■
胸

部
X
線

撮
影

（
p
. 

a
. 

線
路

）
※

特
別

な
適

応
が

あ
る

場
合

–
X
線

写
真

は
、
病

歴
に

応
じ

て
1
年

以
内

の
も

の
も

考
慮

可
能

で
す

（
参

照
：

「
放

射
線

診
断

に
関

す
る

付
録

」

D
G

U
V
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
「
シ

リ
コ
ゲ

ン
性

粉
塵

」
）

–
X
線

撮
影

の
実

施
を

正
当

化
す

る
適

応
は

、

個
々

の
症

例
に

お
い

て
病

歴
に

応
じ

て
決

定
す

べ

き
で

あ
る

。

■
呼

吸
器

系
お

よ
び

循
環

器
系

の
検

査

•
ス

パ
イ

ロ
メ
ト

リ
ー

•
必

要
に

応
じ

て
、
胸

部
の

正
面

撮
影

（
p
. 

a
. 

線
路

）
。
X
線

撮
影

の
実

施

の
適

応
は

、
個

々
の

ケ
ー

ス
で

検
討

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
（

詳
細

は
7
.2

項
の

注
記

も
参

照
）

。
一

般
的

な
適

応
は

あ
り
ま

せ
ん

。
初

回
検

査
そ

の
も

の
は

、

胸
部

X
線

撮
影

の
適

応
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。

•
胸

部
X
線

撮
影

は
、
既

往
歴

の
結

果
に

応
じ

て
、
1
年

以
内

の
も

の
を

使
用

で

き
ま

す
。

撮
影

画
像

が
あ

る
場

合
は

、
比

較
の

た
め

に
参

照
さ
れ

ま
す

。

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
、
異

常
が

あ
る

場
合

は
沈

渣
検

査
を

追
加

）

■
皮

膚
の

検
査

■
血

液
検

査
（

2
年

ご
と
の

再
検

査

時
）

■ 追
加

検
査

：

–
γ
-G

T
、
S
G

P
T
（

A
L
A
T
）

、

S
G

O
T
（

A
S
A
T
）

–
神

経
学

的
検

査
（

概
略

）

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含

む
）

、
異

常
が

あ
る

場
合

は
沈

渣
検

査
を

追
加

）

■
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ

■
眼

底
検

査

■
7
.2

.2
で

記
載

さ
れ

た
一

般
的

な
医

学
的

検
査

で

明
確

に
診

断
で

き
な

い
場

合
、
追

加
と
し

て
：

精
神

科
的

お
よ

び
/ま

た
は

専
門

神
経

科
的

検
査

（
必

要

に
応

じ
て

脳
波

検
査

（
E
E
G

）
お

よ
び

電
気

神
経

検

査
お

よ
び

筋
電

図
検

査
を

含
む

）

■
初

回
検

査
と
同

様

■
追

加
調

査

•
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
（

6
.4

 参
照

）

•
不

明
な

場
合

に
お

け
る

追
加

検
査

：

–
眼

科
専

門
医

に
よ

る
検

査

–
神

経
科

専
門

医
に

よ
る

検
査

–
必

要
に

応
じ

て
肝

機
能

検
査

■
皮

膚
の

状
態

（
湿

疹
や

皮
膚

ア
レ

ル
ギ

ー
に

注
意

）

■
鼻

腔
鏡

検
査

（
鼻

腔
の

鏡
検

査
）

■
肺

機
能

検
査

（
別

紙
1
「
肺

機
能

検
査

ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」
参

照
）

■
尿

中
ニ

ッ
ケ

ル
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
（

6
.4

項

参
照

；
追

跡
検

診
で

は
省

略
）

追
加

検
査

：

■
不

明
な

場
合

：
副

鼻
腔

の
イ

メ
ー

ジ
ン

グ
診

断 ■
不

明
な

ア
レ

ル
ギ

ー
性

皮
膚

疾
患

の
場

合
：

皮
膚

科
の

追
加

検
査

■
肺

が
ん

ま
た

は
肺

線
維

症
の

臨
床

的
疑

い
が

あ
る

場
合

：
呼

吸
器

科
の

検
査

•
血

液
検

査
（

詳
細

）

•
血

清
ク
レ

ア
チ

ニ
ン

•
肝

機
能

検
査

（
S
G

O
T
、
S
G

P
T
、
γ
-

G
T
）

•
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

ス
ト

リ
ッ
プ

、
沈

渣
）

•
尿

中
水

銀
の

バ
イ

オ
モ

ニ
タ
リ
ン

グ

•
特

に
高

濃
度

ま
た

は
長

期
の

曝
露

の
場

合
、

ま
た

は
水

銀
中

毒
が

疑
わ

れ
る

場
合

：
書

字

検
査

（
震

え
の

傾
向

）

•
心

理
神

経
機

能
検

査

•
腎

疾
患

の
疑

い
が

あ
る

場
合

：
尿

中
の

α
1
-

ミ
ク
ロ

グ
ロ

ブ
リ
ン

ま
た

は
N

-ア
セ

チ
ル

-β
-D

-グ
ル

コ
サ

ミ
ニ

ダ
ー

ゼ

■
初

回
検

査
と
同

様

追
加

検
査

：

ク
ロ

ム
、
ニ

ッ
ケ

ル
、
ア

ル
ミ
ニ

ウ
ム

、
鉛

、
カ

ド
ミ
ウ

ム

の
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
。

■
呼

吸
器

系
お

よ
び

循
環

器
系

の
検

査

•
ス

パ
イ

ロ
メ
ト

リ
ー

•
X
線

撮
影

の
実

施
に

関
す

る
正

当
な

適
応

は
、
S
tr

lS
c
h
G

第
8
3
条

お
よ

び

S
tr

S
c
h
V
第

1
1
9
条

の
規

定
に

従
い

、
個

々
の

ケ
ー

ス
に

お
け

る
追

跡
検

査
に

お
い

て
検

討
す

る
必

要
が

あ
り
ま

す
。
経

験
上

、
鉱

物
粉

塵
に

よ
る

肺
の

職
業

病
の

診
断

の
た

め
に

は
、
長

期
間

の
曝

露
（

約
1
0
~

1
5
年

）
後

に
X
線

撮
影

を
実

施
す

る
こ
と
が

適
切

で
あ

る
。
さ
ら
に

、
曝

露
の

程
度

も
考

慮
す

る
必

要
が

あ

る
。

•
た

だ
し

、
肺

疾
患

の
臨

床
的

疑
い

が
あ

る
場

合
、
年

齢
や

曝
露

開
始

時
期

に

関
わ

ら
ず

、
胸

部
X
線

検
査

の
適

応
が

認
め

ら
れ

る
。

•
X
線

写
真

は
、
病

歴
の

結
果

に
応

じ
て

、
1
年

以
内

の
も

の
を

使
用

す
る

こ
と
が

で
き

る
。

■
初

回
検

査
と
同

様

■
追

加
で

バ
イ

オ
モ

ニ
タ
リ
ン

グ

■
不

明
な

場
合

：
必

要
に

応
じ

て
専

門

医
に

よ
る

追
加

検
査

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
、
沈

渣
）

■
血

液
検

査
（

血
球

検
査

）

■
そ

の
他

推
奨

：

•
循

環
機

能
検

査
（

例
：

シ
ェ
ロ

ン
検

査
）

•
異

常
な

血
圧

値
の

場
合

、
長

期
血

圧
測

定

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）

■
神

経
学

的
検

査
（

運
動

機
能

、
反

射
状

態
、
感

覚
、

両
側

内
果

部
の

振
動

感
覚

検
査

（
パ

レ
ス

チ
ノ
メ
ト

リ
ー

）
、
協

調
性

）

■
ス

チ
レ

ン
の

刺
激

性
ま

た
は

神
経

毒
性

作
用

に
関

す
る

検
査

■
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
–
 初

回
検

査
時

は
正

当
な

理
由

が

あ
る

場
合

の
み

追
加

検
査

：

•
γ
-G

T
、
S
G

P
T
（

A
L
A
T
）

、
S
G

O
T
（

A
S
A
T
）

•
血

液
検

査
（

血
球

検
査

）

•
血

糖
値

 /
 H

b
A
1
c

•
ス

パ
イ

ロ
メ
ト

リ
ー

•
不

明
な

場
合

、
必

要
に

応
じ

て
専

門
医

の
追

加
検

査

■
神

経
学

的
検

査
（

初
期

評
価

）

■
尿

検
査

（
多

項
目

検
査

（
試

験
紙

法
を

含
む

）
、
異

常
が

認
め

ら
れ

る
場

合
は

沈
渣

検
査

を
追

加
）

■
有

効
な

バ
イ

オ
マ

ー
カ

ー
が

存
在

す
る

場
合

は
、
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
を

追
加

（
ト

リ
ク
ロ

ロ
エ

チ
レ

ン
に

関
す

る
事

後
予

防
措

置
の

一
環

と
し

て
行

わ
れ

る
検

査
で

は
、
通

常
、
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
は

省
略

可
能

）
。

■
上

記
の

検
査

で
明

確
に

な
ら
な

い
場

合
、
以

下
の

検
査

を
補

足
的

に
実

施
：

–
腎

臓
お

よ
び

肝
機

能
の

追
加

検
査

（
例

：
ト

リ
ク
ロ

ロ
エ

チ
レ

ン
へ

の
曝

露
の

潜
伏

期
間

が
1
0
年

以
上

で
あ

る
場

合
、
ま

た

は
微

量
血

尿
ま

た
は

α
1
-ミ

ク
ロ

グ
ロ

ブ
リ
ン

の
排

泄
量

増
加

が
認

め
ら
れ

る
場

合
、
腎

臓
の

超
音

波
検

査
）

–
神

経
学

的
・
精

神
科

的
検

査
（

必
要
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応

じ
て

心
理

検
査

を
含

む
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追
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追
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ラ
ク
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チ
レ

ン
ジ

ク
ロ

ロ
メ

タ
ン

塩
化

ビ
ニ

ル

■
中

枢
神

経
系

異
常

•
麻

酔
作

用
を

伴
い

、
意

識
障

害
の

す

べ
て

の
段

階
を

経
て

、
致

死
的

な
深

い

麻
酔

状
態

に
至

る

•
頭

痛
、
め

ま
い

•
倦

怠
感

■
末

梢
神

経
系

異
常

•
四

肢
の

運
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障
害
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覚
障

害
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栄

養
障

害

■
呼

吸
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異
常

•
ま

れ
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、
テ

ト
ラ
ク
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ロ
エ

チ
レ
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蒸

気
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曝
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肺
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腫
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■
消
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常

•
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腸
障

害
か

ら
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腸
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•
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欲
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振
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部
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吐
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■
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•
ア

レ
ル

ギ
ー

性
皮

膚
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他
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摂
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感
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濃
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、
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が

あ
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検
査
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験
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む
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、
異

常
が

認
め

ら
れ

る
場

合
は

沈
渣

検
査

を
追

加
）

■
有

効
な

バ
イ

オ
マ

ー
カ
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が

存
在

す
る

場
合

は
、
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
を

追
加

（
ト

リ
ク
ロ

ロ
エ

チ
レ

ン
に

関
す

る
事

後
予

防
措

置
の

一
環

と
し

て
行

わ
れ

る
検

査
で

は
、
通

常
、
バ

イ
オ

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
は

省
略

可
能

）
。

■
上

記
の

検
査

で
明

確
に

な
ら
な

い
場

合
、
以

下
の

検
査

を
補

足
的

に
実

施
：

–
腎

臓
お

よ
び

肝
機

能
の

追
加

検
査

（
例

：
ト

リ
ク
ロ

ロ
エ

チ
レ

ン
へ

の
曝

露
の

潜
伏

期
間

が
1
0
年

以
上

で
あ

る
場

合
、
ま

た

は
微

量
血

尿
ま

た
は

α
1
-ミ

ク
ロ

グ
ロ

ブ
リ
ン

の
排

泄
量

増
加

が
認

め
ら
れ

る
場

合
、
腎

臓
の

超
音

波
検

査
）

–
神

経
学

的
・
精

神
科

的
検

査
（

必
要

に
応

じ
て

心
理

検
査

を
含

む
）

。
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不
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3　

O
S
H

A
の

医
療

検
査

お
よ

び
モ

ニ
タ

リン
グ

の
要

件
ガ

イ
ド

に
記

載
の

あ
る

標
的

健
康

影
響

（
日

本
の

特
別

規
則

対
象

物
質

を
抽

出
）
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標
的
健
康
影
響

健
康
診
断
項
目

アク
リロ
ニト
リル

IL
O
/O
SH
A

甲
状
腺
の
記
載
（
O
SH
A)

塩
化
ビニ
ル

DG
UV

お
お
む
ね
同
じ

二
次
健
診
とし
て
尿
中
代
謝
物
の
記
載
（
O
SH
A)

塩
素

IL
O

CO
PD
・肺
気
腫
の
記
載
（
IL
O
）

カド
ミウ
ム

DG
UV
/O
SH
A

肺
が
ん
・腎
細
胞
が
ん
の
記
載
（
DG
UV
)

循
環
器
、前
立
腺
の
記
載
（
O
SH
A)

・初
期
の
検
査
で
呼
吸
機
能
検
査
（
DG
UV
)

・肝
機
能
検
査
の
記
載
（
DG
UV
)は
理
由
不
明

アン
チ
モン

IL
O

呼
吸
器
及
び
腎
障
害
、溶
血
性
貧
血
、歯
牙
異
常
の
記
載
（
IL
O
)

ジ
クロ
ロメ
タン

DG
UV
/O
SH
A

循
環
器
症
状
の
記
載
（
DG
UV
/O
SH
A)

六
価
クロ
ム

DG
UV
/O
SH
A

溶
血
等
血
液
系
障
害
の
記
載
（
DG
UV
)

水
銀

IL
O
/D
GU
V

お
お
む
ね
同
じ

初
期
検
査
とし
て
尿
中
水
銀
濃
度
測
定
の
記
載
、二
次
検
査
とし
て
尿
中
微
量
タン
パ
ク測
定
の
記
載
（
DG
UV
)

ス
チ
レン

DG
UV

35
条
に
は
反
映
され
て
い
な
い
が
血
液
系
腫
瘍
（
安
衛
法
令
：
R0
2改
正
）

糖
代
謝
異
常
検
査
（
DG
UV
)は
理
由
不
明

テ
トラ
クロ
ロエ
タン

DG
UV

35
条
に
は
反
映
され
て
い
な
い
が
肝
臓
腫
瘍
（
安
衛
法
令
：
R0
2改
正
）

トリ
クロ
ロエ
チ
レン

DG
UV

35
条
に
は
反
映
され
て
い
な
い
が
腎
臓
腫
瘍
（
安
衛
法
令
：
R0
2改
正
）

1,
3-
ブタ
ジ
エン

O
SH
A

肝
臓
・膵
臓
・リ
ンパ
節
及
び
皮
膚
障
害
の
記
載
（
O
SH
A)

GH
S発
が
ん
性
区
分
１
A（
GH
S政
府
分
類
:2
01
7分
類
）

GH
S生
殖
毒
性
区
分
１
B（
GH
S政
府
分
類
:2
01
7分
類
）

発
が
ん
性
に
か
か
る
記
述
が
な
い

二
硫
化
炭
素

IL
O
/D
GU
V

動
脈
硬
化
性
疾
患
に
伴
う二
次
性
循
環
器
糖
疾
患
の
記
載
（
IL
O
、D
GU
V)

初
期
検
査
で
の
エル
ゴ
メー
ター
検
査
（
DG
UV
)

ジ
メチ
ル
ホ
ル
ム
アミ
ド

DG
UV

骨
髄
抑
制
、急
性
骨
髄
性
白
血
病
害
の
記
載
（
IL
O
）

GH
S発
が
ん
性
区
分
１
B（
GH
S政
府
分
類
:2
02
4分
類
）

生
殖
毒
性
の
記
載
（
IL
O
)お
よび
GH
S生
殖
毒
性
区
分
１
B（
GH
S政
府
分

類
:2
02
4分
類
）

トル
エン

DG
UV

骨
髄
抑
制
、急
性
骨
髄
性
白
血
病
、末
梢
神
経
障
害
の
記
載
（
IL
O
）

生
殖
毒
性
の
記
載
（
IL
O
)お
よび
GH
S生
殖
毒
性
区
分
１
A（
GH
S政
府
分

類
:2
01
2分
類
）

ヘ
キ
サ
ン

IL
O

皮
膚
粘
膜
刺
激
性
の
記
載
（
IL
O
)

メタ
ノー
ル

DG
UV

骨
髄
抑
制
、腎
障
害
の
記
載
（
IL
O
）

生
殖
毒
性
の
記
載
（
IL
O
)お
よび
GH
S生
殖
毒
性
区
分
１
B（
GH
S政
府
分

類
:2
00
9分
類
）

鉛
IL
O
/D
GU
V/
O
SH
A

急
性
中
枢
神
経
症
状
、腎
障
害
の
記
載
(I
LO
)

循
環
器
異
常
の
記
載
(O
SH
A)

GH
S生
殖
毒
性
区
分
1A
（
GH
S政
府
分
類
:2
02
5分
類
）

初
期
検
査
とし
て
尿
中
微
量
タン
パ
ク測
定
の
記
載
（
DG
UV
)

生
殖
毒
性
に
か
か
る
検
査
（
必
要
に
応
じO
SH
A)

4メ
チ
ル
鉛

DG
UV

循
環
器
異
常
の
記
載
(O
SH
A)

石
綿

DG
UV
/O
SH
A

喉
頭
が
ん
・卵
巣
が
ん
の
記
述
（
DG
UV
)

物
質
名

情
報
源

特
化
則
との
比
較

表
１
：
特
別
規
則
対
象
物
質
の
国
外
情
報
源
の
標
的
健
康
影
響
・健
康
診
断
項
目
の
主
な
差
異





表５：個別規制物質の標的健康影響および
　健康影響モニタリング項目のデータシート



ID 10 物質名２ アクリロニトリル

規則 特化則・第２類物質

CASRN修正 107-13-1

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分1

急性毒性（吸入:蒸気） 区分2
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 区分1

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分1B皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1 （神経系、肝臓、腎臓、血液
系）、区分3 （気道刺激性、麻酔作用）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1 （神経系、呼吸器、血液系、肝臓、
腎臓、精巣）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 呼吸器系の障害 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 消化器系の障害 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 中枢神経系の障害 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 皮膚および粘膜の障害 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 皮膚障害
疾病名称２ 前眼部障害
疾病名称３ 気道障害
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Acute diseases caused by acrylonitrile・
 Respiratory tract irritation・Burns and

 corrosions of respiratory tract・Burns and
 corrosions of external body surface・Burn and

 corrosion of mouth, pharynx and oesophagus・
 Burns and corrosions of eye and adnexa・

  Conjunctivitis・Irritant contact dermatitis・
 Acute systemic poisoning・Allergic contact

dermatitis

OSHA
Respiratory,gastro
intesti nal1,thyroi
d, skin, 
neuro logical 
(peripheral and 
central)

慢
性
影
響

・Corneal ulcer

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 〇 血液系 〇〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

（精巣）
肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等

生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般 〇
呼吸器刺激症状 〇 腎臓腫瘍等 皮膚感作性 〇眼の刺激性 〇

呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分1B

標的健康影響の例



ID 10 物質名２ アクリロニトリル

規則 特化則・第２類物質

CASRN修正 107-13-1

自他覚症状１ 頭痛
自他覚症状２ めまい
自他覚症状３ 嘔吐

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 頭重、頭痛、上気道刺激症状、全身倦怠感、易疲労感、悪心、嘔吐、鼻出血等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） 頭重、頭痛、上気道刺激症状、全身倦怠感、易疲労感、悪心、嘔吐、鼻出血等

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

追
加
検
査

Required for all exams

Yes
No

Fecal occult blood

NIOSH2000の提案項目（※１
CXr FOB BL(Lac pH)BLC BLP 
BLP(Bicarb) BLS ExA PFT RBC U

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・一　業務の経歴の調査・二　作業条件の簡易な調査・三　アクリ

ロニトリルによる頭重、頭痛、上気道刺激症状、全身倦(けん)怠感、
易疲労感、悪心、嘔(おう)吐、鼻出血等の他覚症状又は自覚症状

 の既往歴の有無の検査・四　頭重、頭痛、上気道刺激症状、全身
倦(けん)怠感、易疲労感、悪心、嘔(おう)吐、鼻出血等の他覚症状
又は自覚症状の有無の検査

特別規則二次
 ・一　作業条件の調査・二　血漿(しょう)コリンエステラーゼ活性値の

 測定・三 肝機能検査



ID 16 物質名２ 塩化ビニル

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 75-01-4

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 分類できない

急性毒性（吸入:蒸気） 区分に該当しない（分類対象外
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 区分に該当しない（分類対象外

発がん性 区分1A皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（中枢神経系）、区分3（麻酔作
用）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（肝臓、神経系、血管、血液、呼吸
器、精巣、骨）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 呼吸器系の障害 別表3標的健康影響１ 肝血管肉腫
別表3標的臓器２ 中枢神経系の障害 別表3標的健康影響２ 門脈圧亢進症
別表3標的臓器３ 肝臓の障害 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 指端骨溶解症 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 中枢神経系抑制
疾病名称２ 皮膚障害
疾病名称３ レイノー現象
疾病名称４ 指端骨溶解

疾病名称５ 門脈圧亢進
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項 肝血管肉腫又は肝細胞がん

DGUV

急
性
影
響

 高濃度の塩化ビニルへの急性曝露は、中枢神経障害•  疲労、めまい、•前麻酔症候群、
麻酔作用

OSHA

慢
性
影
響

 ■肝障害（悪性腫瘍を含む:血管内皮肉腫、肝細胞がん）、■血流障害（特にレイ
  ノー症候群）、■骨格系異常•  末梢骨壊死•指骨の形態変化（ドラムスティック指）

•皮膚硬化症様変化（VC病:非常に高い曝露量の場合にのみ）

悪性
腫瘍

 ・Liver angiosarcoma・Hepatocellular
carcinoma

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 〇 血液系 〇〇
泌尿器全般肝炎等 〇 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

 指端骨溶解症、門
脈圧亢進症肝臓腫瘍等 〇 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等

生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般
呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性

呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分2

標的健康影響の例



ID 16 物質名２ 塩化ビニル

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 75-01-4

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 全身倦怠感、易疲労感、食欲不振、不定の上腹部症状、黄疸、黒色便、手指の蒼白、疼痛又は知
覚異常等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） 頭痛、めまい、耳鳴り、全身倦怠感、易疲労感、不定の上腹部症状、黄疸、黒色便、手指の疼痛又

は知覚異常等
別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症） 肝又は脾の腫大

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

 ■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む）、沈渣）•
 血液検査（血小板を含む）•肝機能検査（SGOT、

 SGPT、γ-GT）•  アルカリフォスファターゼ•初回バイオモニタ
リング（空腹時値）

追
加
検
査

  ■初回検査と同様追加で:バイオモニタリング（追跡検査のみ;尿
中のチオジグリコール酸）

NIOSH2000の提案項目（※１
BLS(APh Br GGT SGOT SGPT) APh 
BLS(LDH) CXr ExA LFT(APh Br GGT 
SGOT SGPT) LFT PFT(FVC FEV1) RBC 
U Ua(Alb BL) Usg

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
・一　業務の経歴の調査（当該業務に常時従事する労働者に対して

 行う健康診断におけるものに限る。）・二　作業条件の簡易な調査
（当該業務に常時従事する労働者に対して行う健康診断におけるも

 のに限る。）・三　塩化ビニルによる全身倦(けん)怠感、易疲労感、
食欲不振、不定の上腹部症状、黄疸(だん)、黒色便、手指の蒼(そ
う)白、疼(とう)痛又は知覚異常等の他覚症状又は自覚症状の既往

 歴及び肝疾患の既往歴の有無の検査・四　頭痛、めまい、耳鳴り、
全身倦(けん)怠感、易疲労感、不定の上腹部症状、黄疸(だん)、黒
色便、手指の疼(とう)痛又は知覚異常等の他覚症状又は自覚症状

  の有無の検査・五　肝又は脾(ひ)の腫大の有無の検査・六　血清
ビリルビン、血清グルタミツクオキサロアセチツクトランスアミナーゼ（ＧＯ
Ｔ）、血清グルタミツクピルビツクトランスアミナーゼ（ＧＰＴ）、アルカ

 リホスフアターゼ等の肝機能検査・七　当該業務に十年以上従事し
た経験を有する場合は、胸部のエツクス線直接撮影による検査

特別規則二次
・一　作業条件の調査（当該業務に常時従事する労働者に対して

 行う健康診断におけるものに限る。）・二　肝又は脾(ひ)の腫大を認
める場合は、血小板数、ガンマ－グルタミルトランスペプチダーゼ（γ－

 ＧＴＰ）及びクンケル反応（ＺＴＴ）の検査・三　医師が必要と
認める場合は、ジアノグリーン法（ＩＣＧ）の検査、血清乳酸脱水
素酵素（ＬＤＨ）の検査、血清脂質等の検査、特殊なエツクス線
撮影による検査、肝若しくは脾(ひ)のシンチグラムによる検査又は中枢
神経系の神経学的検査



ID 17 物質名２ 塩素

規則 特化則・第２類物質

CASRN修正 7782-50-5

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分2

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分1

急性毒性（吸入:蒸気） 区分に該当しない（分類対象外
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 区分に該当しない（分類対象外

発がん性 分類できない皮膚腐食性／刺激性 区分1

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（呼吸器）
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（呼吸器、肝臓、腎臓）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 呼吸器系の障害 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 歯牙の障害 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 皮膚および粘膜の障害（特に眼、上気道） 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 皮膚障害
疾病名称２ 前眼部障害
疾病名称３ 気道・肺障害
疾病名称４ 歯牙酸蝕

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Irritant contact dermatitis・Chemical burns
 and corrosions of external body surface・

 Burns and corrosions of eyes and adnexa・
 Burns and corrosions of internal organs・

 Respiratory tract irritation・Acute chemical
 pneumonitis and bronchitis・Pulmonary

  oedema・Upper respiratory inflammation・
Reactive airways dysfunction syndrome

 (RADS)・Irritant-induced occupational asthma

OSHA

慢
性
影
響

 ・Erosion of the teeth・Chronic obstructive
pulmonary disease (COPD), Emphysema,

 Chronic bronchiolitis, Pulmonary fibrosis・
Chronic rhinitis

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 〇 血液系
泌尿器全般肝炎等 歯牙 〇中枢

物質特異的愁訴等

肝臓腫瘍等 発がん性末梢 泌尿器炎症等
生殖毒性泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般 〇

呼吸器刺激症状 〇 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇
呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分に該当しない

標的健康影響の例



ID 17 物質名２ 塩素

規則 特化則・第２類物質

CASRN修正 7782-50-5

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 呼吸器症状、眼の症状等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈

眼症状等の「等」には皮膚症状および歯の変化がある事

別表3自他覚症状（現症） せき、たん、上気道刺激症状、流涙、角膜の異常、視力障害、歯の変化等

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈

歯の変化等の「等」には皮膚炎および皮膚潰瘍がある事

別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

追
加
検
査

NIOSH2000の提案項目（※１
BGa CXr Ecg　PFT(FVC FEV1) SpC 
WBC

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・一　業務の経歴の調査・二　作業条件の簡易な調査・三　塩素

 による呼吸器症状、眼の症状等の既往歴の有無の検査・四　せき、
たん、上気道刺激症状、流涙、角膜の異常、視力障害、歯の変化
等の他覚症状又は自覚症状の有無の検査

特別規則二次
 ・一　作業条件の調査・二　胸部理学的検査又は胸部のエツクス線

 直接撮影による検査・三　呼吸器に係る他覚症状又は自覚症状が
ある場合は、肺換気機能検査



ID 21 物質名２ カドミウム及びその化合物

規則 特化則・第２類物質

CASRN修正 7440-43-9

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 分類できない

急性毒性（吸入:蒸気） 分類できない
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 区分1

発がん性 区分1A皮膚腐食性／刺激性 分類できない

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（肺、呼吸器）
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（腎臓、肺、血液、骨、呼吸器）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 呼吸器系の障害 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 消化器系の障害 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 腎臓の障害 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 気道・肺障害
疾病名称２ 腎障害
疾病名称３ 骨軟化
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

カドミウム蒸気またはカドミウム煙の吸入による鼻、のど、気管、気管支の粘膜の刺激
OSHA

Respiratory, 
cardiovascular 
(BP), urinary, 
and for males 
over 40 – 
prostate 
palpation.

慢
性
影
響

 ＜非悪性疾患＞■呼吸器系と肺:慢性閉塞性呼吸器疾患および上気道における炎症
    性刺激状態、肺気腫■腎臓:毒性性尿細管障害■骨:骨軟化症＜悪性疾患＞

 ■肺がん■腎細胞がん

悪性
腫瘍

・Lung cancer

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 血液系 〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢

物質特異的愁訴等

骨軟化
肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等

生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般 〇
呼吸器刺激症状 〇 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性

呼吸器感作性消化器系 〇 皮膚の刺激性呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分2

標的健康影響の例



ID 21 物質名２ カドミウム及びその化合物

規則 特化則・第２類物質

CASRN修正 7440-43-9

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 せき、たん、喉のいらいら、鼻粘膜の異常、息切れ、食欲不振、悪心、嘔吐、反復性の腹痛又は下
痢、体重減少等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） せき、たん、喉のいらいら、鼻粘膜の異常、息切れ、食欲不振、悪心、嘔吐、反復性の腹痛又は下

痢、体重減少等
別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈

体重減少等の「等」には胸痛および疲労感がある事

別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

 ■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む））■鼻呼吸
 の簡易検査■スパイロメトリー（別紙1、ガイドライン「肺機

   能検査」）■血清クレアチニン■尿中β2-ミクログロブリン
 ■BSGまたはCRP■肝機能酵素（SGOT、SGPT、γ-

 GT）■バイオモニタリング:尿中カドミウム測定（既存の曝
露評価のため）

追
加
検
査

•  尿検査（多項目検査（試験紙法を含む））•鼻呼吸の簡易検査

•  スパイロメトリー•  血清クレアチニン•  尿中β2-ミクログロブリン•BSGま
 たはCRP•  肝機能酵素（SGOT、SGPT、γ-GT）•血液中のカドミ

ウムのバイオモニタリング（追跡検査の場合は省略）および尿中のカドミ
 ウム•  腎超音波検査（⾧期曝露後）高カドミウム曝露の場合の追

 加検査:•  嗅覚検査（例:スニッフィンスティック）•鼻内視鏡検査
 および機能検査による鼻呼吸検査（例:前鼻腔内圧測定）⾧期

高濃度曝露後の追跡検査において、必要に応じて胸部画像診断を実
施。ただし、既往歴および/または検査結果に異常が認められる場合
（適応基準を満たす場合）に限る。

Required for preplacement and periodic 
exams2; standardized form required; 
see Appendix D

Yes
FVC,

Cadmium in urine, beta­2 
microglobulin in urine, cadmium in 
blood, CBC, BUN, serum creatinine, 
urinalysis; see standard.

NIOSH2000の提案項目（※１
BL Ua(ßM) BGa BT CBC CXr Ecg LFT 
PFT(FVC FEV1) SpC U Ua Ua(Cyt)

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・一　業務の経歴の調査・二　作業条件の簡易な調査・三　カドミ

ウム又はその化合物によるせき、たん、喉のいらいら、鼻粘膜の異常、
息切れ、食欲不振、悪心、 嘔(おう)吐、反復性の腹痛又は下痢、

 体重減少等の他覚症状又は自覚症状の既往歴の有無の検査・四
せき、たん、のどのいらいら、鼻粘膜の異常、息切れ、食欲不振、悪

心、嘔(おう)吐、反復性の腹痛又は下痢、体重減少等の他覚症状
  又は自覚症状の有無の検査・五　血液中のカドミウムの量の測定・

六　尿中のベータ２－ミクログロブリンの量の測定

特別規則二次
 ・一　作業条件の調査・二　医師が必要と認める場合は、尿中のカド

ミウムの量の測定、尿中のアルフア１－ミクログロブリンの量若しくはＮ
－アセチルグルコサミニターゼの量の測定、腎機能検査、胸部エツクス
線直接撮影若しくは特殊なエツクス線撮影による検査又は喀痰(かく

 たん)の細胞診・三　　呼吸器に係る他覚症状又は自覚症状がある
場合は、肺換気機能検査



ID 29 物質名２ 三酸化二アンチモン

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 1309-64-4

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分に該当しない

急性毒性（吸入:蒸気） 分類できない
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分1B皮膚腐食性／刺激性 分類できない

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分2（呼吸器）
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（呼吸器）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 皮膚障害
疾病名称２ 前眼部障害
疾病名称３ 心筋障害
疾病名称４ 胃腸障害

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Respiratory irritation・Upper respiratory tract
  inflammation・Chemical pulmonary oedema・

 Burn and corrosion of respiratory tract・
Chemical burns and corrosions of external

 body surface・Burn and corrosion of internal
 organs・Chemical burn and corrosion of eye

   and adnexa・Conjunctivitis・Keratitis・Irritant
 contact dermatitis・Acute toxic haemolytic

 anaemia・Acute toxic renal failure with tubular
necrosis

OSHA

慢
性
影
響

 ・Chemical bronchitis and pneumonitis・
 Corneal ulcer・Pustular dermatitis (antimony

  spots)・Nose septal ulceration・Deposits on
teeth

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎 〇肝障害全般 血液系
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢

物質特異的愁訴等

アンチンモン皮疹
肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等

生殖毒性泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般
呼吸器刺激症状 〇 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性

呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 分類できない

標的健康影響の例



ID 29 物質名２ 三酸化二アンチモン

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 1309-64-4

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 せき、たん、頭痛、嘔吐、腹痛、下痢、アンチモン皮疹等の皮膚症状

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） せき、たん、頭痛、嘔吐、腹痛、下痢、アンチモン皮疹等の皮膚症状

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

追
加
検
査

NIOSH2000の提案項目（※１
BL BT Cxr Ecg PFT(FVC FEV) U

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
・一　業業務の経歴の調査（当該業務に常時従事する労働者に対

 して行う健康診断におけるものに限る。）・二　作業条件の簡易な調
査（当該業務に常時従事する労働者に対して行う健康診断における

 ものに限る。）・三　三酸化二アンチモンによるせき、たん、頭痛、嘔
(おう)吐、腹痛、下痢、アンチモン皮疹(しん)等の皮膚症状等の他覚
症状又は自覚症状の既往歴の有無の検査（頭痛、嘔(おう)吐、腹
痛、下痢、アンチモン皮疹(しん)等の皮膚症状等の急性の疾患に係る
症状にあつては、当該業務に常時従事する労働者に対して行う健康

 診断におけるものに限る。）・四　せき、たん、頭痛、嘔(おう)吐、腹
痛、下痢、アンチモン皮疹(しん)等の皮膚症状等の他覚症状又は自
覚症状の有無の検査（頭痛、嘔(おう)吐、腹痛、下痢、アンチモン皮
疹(しん)等の皮膚症状等の急性の疾患に係る症状にあつては、当該
業務に常時従事する労働者に対して行う健康診断におけるものに限

 る。）・五　医師が必要と認める場合は、尿中のアンチモンの量の測
定又は心電図検査（尿中のアンチモンの量の測定にあつては、当該
業務に常時従事する労働者に対して行う健康診断におけるものに限
る。）

特別規則二次
 ・一　作業条件の調査・二　医師が必要と認める場合には、上気道

の病理学的検査又は耳鼻科学的検査



ID 38 物質名２ ジクロロメタン（別名二塩化メチレン）

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 75-09-2

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2A

急性毒性（吸入:蒸気） 区分4
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分1A皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（中枢神経系、呼吸器）、区分3
（麻酔作用）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（中枢神経系、肝臓、生殖器（男
性））

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 発がん性のおそれ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 肝機能障害 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 中枢神経症状 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 中枢神経系抑制
疾病名称２ 前眼部障害
疾病名称３ 気道・肺障害
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ■中枢神経系異常•麻酔作用（すべての段階の酩酊状態から致死的な深い麻酔状態
 まで）•  食欲不振、吐き気、嘔吐感•   頭痛、めまい■皮膚粘膜異常•目、呼吸器、皮

  膚の刺激症状■循環器異常•  心拍数異常の発生•胸痛

OSHA
Lungs, 
cardiovascular 
(including BP and 
pulse), liver, 
nervous, skin; 
extent of exam 
determined by 
examiner based 
on employee’s 
health status, 
work, and 
medical history

慢
性
影
響

   ■高濃度暴露時の中枢神経系への影響■発がん性の疑い※臨界毒性効果は、一酸
化炭素またはCOヘモグロビンの生成

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 〇 血液系〇
泌尿器全般肝炎等 〇 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

（発がんの記載修
正）（生殖器）肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等

生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般
呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇

呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分2

標的健康影響の例



ID 38 物質名２ ジクロロメタン（別名二塩化メチレン）

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 75-09-2

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 集中力の低下、頭重、頭痛、めまい、易疲労感、倦怠感、悪心、嘔吐、黄疸、体重減少、上腹部痛
等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） 集中力の低下、頭重、頭痛、めまい、易疲労感、倦怠感、悪心、嘔吐、黄疸、体重減少、上腹部痛

等
別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

追
加
検
査

Required for all exams; example of 
work and med ical history form 
provided in standard, Appendix B

No
No –

Laboratory surveillance may include 
 tests as determinedby examiner 

including “before and after shift tests”; 
see standard, Appendix B

NIOSH2000の提案項目（※１
Lab(COHb Ecgr Hct LFT Chol) BL 
BL(COHb) BL(COHb EOS) BL(COHb 
PNS) BL(EOS) CBC ExA ExA(EOS) 
LFT U

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
・一　業務の経歴の調査(当該業務に常時従事する労働者に対して

 行う健康診断におけるものに限る。)・二　作業条件の簡易な調査
(当該業務に常時従事する労働者に対して行う健康診断におけるもの

 に限る。)・三　ジクロロメタンによる集中力の低下、頭重、頭痛、めま
い、易疲労感、倦(けん)怠感、悪心、嘔(おう)吐、黄疸(だん)、体重
減少、上腹部痛等の他覚症状又は自覚症状の既往歴の有無の検
査(集中力の低下、頭重、頭痛等の急性の疾患に係る症状にあつて
は、当該業務に常時従事する労働者に対して行う健康診断における

 ものに限る。)・四　集中力の低下、頭重、頭痛、めまい、易疲労感、
倦(けん)怠感、悪心、嘔(おう)吐、黄疸(だん)、体重減少、上腹部
痛等の他覚症状又は自覚症状の有無の検査(集中力の低下、頭
重、頭痛等の急性の疾患に係る症状にあつては、当該業務に常時従

 事する労働者に対して行う健康診断におけるものに限る。)・五　血
清総ビリルビン、血清グルタミツクオキサロアセチツクトランスアミナーゼ
(GOT)、血清グルタミツクピルビツクトランスアミナーゼ(GPT)、血清ガン
マ－グルタミルトランスペプチダーゼ(γ－GTP)及びアルカリホスフアターゼ
の検査

特別規則二次
・一　作業条件の調査（当該業務に常時従事する労働者に対して

 行う健康診断におけるものに限る。）・二　医師が必要と認める場合
は、腹部の超音波による検査等の画像検査、ＣＡ19－9等の血液
中の腫瘍(しゅよう)マーカーの検査、血液中のカルボキシヘモグロビンの
量の測定又は呼気中の一酸化炭素の量の測定（血液中のカルボキ
シヘモグロビンの量の測定及び呼気中の一酸化炭素の量の測定にあ
つては、当該業務に常時従事する労働者に対して行う健康診断にお
けるものに限る。）



ID 42 物質名２ 重クロム酸及びその塩*2

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 13530-68-2

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス）

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分1

急性毒性（吸入:蒸気） 分類できない
呼吸器感作性 区分1

皮膚感作性 区分1

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分1A皮膚腐食性／刺激性 区分1

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（呼吸器系、腎臓、肝臓）
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（呼吸器系、腎臓、肝臓）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１
疾病名称２
疾病名称３
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項 肺がん又は上気道のがん

DGUV

急
性
影
響

■クロムトリオキシド、クロム酸塩、または二クロム酸塩の粉塵や蒸気への急性局所曝露によ
  るは、涙液分泌を伴う結膜炎および目の角膜損傷皮膚■クロムトリオキシド、クロム化合

物、または二クロム化物による皮膚の損傷（特に擦過傷や裂傷に侵入すると、特徴的な治
 癒の悪い「クロム潰瘍」を引き起こす）。■クロム（VI）化合物による皮膚感作に伴うアレ

  ルギー性接触性皮膚炎消化管■大量経口摂取による消化管粘膜および口腔の黄変
色、嚥下困難、声門の腐食、胃の灼熱痛、嘔吐（場合によっては誤嚥性肺炎）、血便、

 循環不全、痙攣、意識喪失、腎不全、 昏睡状態での死亡■クロムトリオキシド、クロム酸
塩、または二クロム酸塩の粉塵または蒸気の高濃度での吸入による鼻粘膜の損傷（充

 血、カタル、上皮壊死）、上気道と肺の刺激症状■凝固障害、溶血、貧血等の血液系
障害

OSHA

慢
性
影
響

■い皮膚潰瘍（無痛、赤い壁状の縁、壊死性底部、場合によっては痂皮形成）の発
生;これらの深い潰瘍は、裂傷、亀裂、または小さな外傷性皮膚損傷のある部位にのみ発

   生■鼻中隔の変化A: 赤み、腫れ、分泌物の増加B: 潰瘍、出血、痂皮および痂
    皮の形成C: 鼻中隔の穿孔C I: 針の頭ほどの大きさC II: レンズほどの大きさC

  III: より大きなから部分的な鼻中隔欠損■咽頭および喉頭のカタル症状■慢性気管
  支炎、まれに気管支喘息を伴う■その他　唾液と共に摂取された微量のクロムによる胃

腸疾患可能性、吐き気、胃痛、下痢（場合によっては血便を伴う）および肝障害の可能
性悪性

腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 〇 血液系
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢

物質特異的愁訴等

皮膚粘膜の小潰瘍
（クロム酸とカテゴリの
統一）、鼻中隔穿孔

肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等
生殖毒性泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般 〇

呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性 〇眼の刺激性 ○
呼吸器感作性 〇消化器系 皮膚の刺激性 ○呼吸器腫瘍等 〇

ILO

生殖毒性 分類できない

標的健康影響の例



ID 42 物質名２ 重クロム酸及びその塩*2

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 13530-68-2

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 せき、たん、胸痛、鼻腔の異常、皮膚症状等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） せき、たん、胸痛等

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症） 鼻粘膜の異常、鼻中隔穿孔等の鼻腔所見、皮膚炎、潰瘍等の皮膚所見の有無

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

潰瘍等の「等」には湿疹がある事

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

 ■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む）、沈渣）■
 肺機能検査（肺機能検査ガイドライン参照）■血液検査

 （血球検査）■皮膚検査（湿疹、亀裂、アレルギー症
 状、治癒不良の傷に注意）■鼻腔鏡検査（適応がある場

 合、例:エアロゾル曝露）■既往歴で曝露が確認されてい
る場合:バイオモニタリング、尿中および赤血球中のクロム濃
度測定（基準値）

追
加
検
査

 ■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む）、沈渣）■肺機能検
  査（肺機能検査ガイドライン参照）■血液検査（血球検査）■

皮膚検査（湿疹、亀裂、アレルギー症状、治癒不良の傷や潰瘍に注
 意）•  ■鼻腔鏡検査（適応がある場合、例:エアロゾル曝露）■

 バイオモニタリング:尿中および赤血球中のクロム測定不明な場合にお
    ける追加検査:■耳鼻咽喉科検査■呼吸器科検査胸部画像

検査（既往歴および/または検査で異常が認められる場合のみ - 適応
 基準を満たす場合）不明な場合における追加検査:耳鼻咽喉科検

査

NIOSH2000の提案項目（※１

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
・一　業務の経歴の調査（当該業務に常時従事する労働者に対して

 行う健康診断におけるものに限る。）・二　作業条件の簡易な調査
（当該業務に常時従事する労働者に対して行う健康診断におけるも

 のに限る。）・三　クロム酸若しくは重クロム酸又はこられの塩によるせ
き、たん、胸痛、鼻腔(くう)の異常、皮膚症状等の他覚症状又は自覚

 症状の既往歴の有無の検査・四　せき、たん、胸痛等の他覚症状又
 は自覚症状の有無の検査・五　鼻粘膜の異常、鼻中隔穿(せん)孔

 等の鼻腔(くう)の所見の有無の検査・六　皮膚炎、潰瘍等の皮膚所
 見の有無の検査・七　令第二十三条第四号の業務に四年以上従

事した経験を有する場合は、胸部のエツクス線直接撮影による検査

特別規則二次
・一　作業条件の調査（当該業務に常時従事する労働者に対して

 行う健康診断におけるものに限る。）・二　医師が必要と認める場合
は、エツクス線直接撮影若しくは特殊なエツクス線撮影による検査、喀
痰(かくたん)の細胞診、気管支鏡検査又は皮膚の病理学的検査



ID 43 物質名２ 水銀及びその無機化合物（硫化水銀を除く。）*2

規則 特化則・第２類物質

CASRN修正 7439-97-6

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2

急性毒性（吸入:蒸気） 区分1
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 区分1

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 分類できない皮膚腐食性／刺激性 分類できない

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（呼吸器系、心血管系、腎臓、肝
臓、中枢神経系）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（神経系、心血管系、血液、肝臓、歯
肉）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 中枢神経系の障害 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 腎臓の障害 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 振せん、歩行障害等の神経障害
疾病名称２ 焦燥感・記憶減退・不眠等の精神障害
疾病名称３ 口腔粘膜障害
疾病名称４ 腎障害

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Toxic encephalopathy・Upper respiratory
 inflammation・Acute chemical bronchitis and

  pneumonitis・Acute chemical bronchiolitis・
 Chemical pulmonary oedema・Irritant contact

  dermatitis・Acute conjunctivitis・Allergic
contact dermatitis

 ■腎機能障害（多尿、アルブミン尿、赤血球尿）から無尿まで■吸入による気道刺激
 （気管支炎、気管支肺炎）■口腔粘膜の炎症（口内炎、歯肉炎、粘液性潰瘍、特

に虫歯のある部位に多く、歯の動揺）

OSHA

慢
性
影
響

 ・Gastrointestinal toxicity・Disturbances of
  taste and smell・Toxic nephropathy・Mercury

  pigmentation・Chronic gingivitis・Toxic
 polyneuropathy・Chronic progressive renal

 failure・Chronic kidney dysfunction

 ■中枢神経系の障害:–  過興奮–  不安感、緊張感、気分不安定（水銀中毒症）
–指の震え、腕、脚、頭の震え（水銀震え）および吃音や不明瞭な発声（水銀吃音症）

 ■自律神経症状の増強–極端な濃度でのみ前眼部レンズ嚢の不可逆的な褐色変色
  （水銀レンズ症）■末梢神経障害■アレルギー性接触性皮膚炎

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 〇 血液系 〇〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

中枢神経症状特異
的肝臓腫瘍等 発がん性末梢 〇 泌尿器炎症等

生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般 〇
呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性 〇眼の刺激性 〇

呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分1A

標的健康影響の例



ID 43 物質名２ 水銀及びその無機化合物（硫化水銀を除く。）*2

規則 特化則・第２類物質

CASRN修正 7439-97-6

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 頭痛、不眠、手指の振戦、乏尿、多尿、歯肉炎、口内炎等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） 頭痛、不眠、手指の振戦、乏尿、多尿、歯肉炎、口内炎等

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

•  血液検査（血球検査）•  血清クレアチニン•肝機能検査
 （SGOT、SGPT、γ-GT）•尿検査（多項目検査ストリッ

 プ、沈渣）•  尿中水銀のバイオモニタリング•後日の経過観
察のための筆跡サンプル

追
加
検
査

•  血液検査（詳細）•  血清クレアチニン•肝機能検査（SGOT、
 SGPT、γ-GT）•  尿検査（多項目検査ストリップ、沈渣）•尿中水

 銀のバイオモニタリング•特に高濃度または⾧期の曝露の場合、または
 水銀中毒が疑われる場合:書字検査（震えの傾向）•心理神経機

 能検査•腎疾患の疑いがある場合:尿中のα1-ミクログロブリンまたは
N-アセチル-β-D-グルコサミニダーゼ

NIOSH2000の提案項目（※１
BL BL(EOS) BL(ESW) BL(EWW) BT 
BUN NCS Neur TFT U U(PNS) U(PTS) 
U(Sed) Ua

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・一　業務の経歴の調査・二　作業条件の簡易な調査・三　水銀

又はその無機化合物による頭痛、不眠、手指の振戦、乏尿、多尿、
歯肉炎、口内炎等の他覚症状又は自覚症状の既往歴の有無の検

 査・四　頭痛、不眠、手指の振戦、乏尿、多尿、歯肉炎、口内炎等
 の他覚症状又は自覚症状の有無の検査・五　尿中の潜血及び蛋

(たん)白の有無の検査

特別規則二次
  ・一　作業条件の調査・二　神経学的検査・三　尿中の水銀の量

の測定及び尿沈渣(さ)検鏡の検査



ID 44 物質名２ スチレン

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 100-42-5

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2A

急性毒性（吸入:蒸気） 区分4
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分1B皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1 （中枢神経系）、区分3 （気道
刺激性、麻酔作用）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1 （中枢神経系、末梢神経系、聴覚
器、視覚器、呼吸器、肝臓）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 皮膚障害
疾病名称２ 前眼部障害
疾病名称３ 視覚障害
疾病名称４ 気道障害

疾病名称５ 末梢神経障害
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ■目と上気道の粘膜刺激■中枢神経系異常（基準値を大幅に超過した濃度（約50
 ppm））•  注意力、集中力、記憶力の障害（短期記憶）•  異常な疲労感•頻発す

 る頭痛•  めまい•  吐き気•  酔ったような感覚•意識喪失に至るまでのめまい

OSHA

慢
性
影
響

 ■中枢神経系への影響•  心理運動機能障害•認知機能障害（反応時間の遅延、記
 憶力の低下）•   後天性の色覚障害（青黄色識別困難）■末梢神経系への影響•

 神経伝導速度の遅延•   前庭機能障害■皮膚粘膜障害皮膚や粘膜に強い刺激

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 〇 血液系〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

視覚障害、聴覚障害
肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 〇 泌尿器炎症等

生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般
呼吸器刺激症状 〇 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇

呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分1B

標的健康影響の例



ID 44 物質名２ スチレン

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 100-42-5

自他覚症状１ 頭痛
自他覚症状２ めまい
自他覚症状３ 嘔吐

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔吐、眼の刺激症状、皮膚又は粘膜の異常、頸部等のリンパ節の腫大の
有無等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） 頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔吐、眼の刺激症状、皮膚又は粘膜の異常、頸部等のリンパ節の腫大の

有無等
別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

 ■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む）■神経学的
検査（運動機能、反射状態、感覚、両側内果部の振動感

 覚検査（パレスチノメトリー）、協調性）■スチレンの刺激
 性または神経毒性作用に関する検査■バイオモニタリング–

  初回検査時は正当な理由がある場合のみ追加検査:•γ
 -GT、SGPT（ALAT）、SGOT（ASAT）•血液検査

 （血球検査）•  血糖値 / HbA1c•  スパイロメトリー•不
明な場合、必要に応じて専門医の追加検査

追
加
検
査

NIOSH2000の提案項目（※１
BL BL(EOS) BL(EWW) BL(PNS) 
BL(PTS) ExA ExA(DE) ExA(PNS) Neur 
U U(EOS) U(EWW) U(PTS) U(16H)

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・一　業務の経歴の調査・二　作業条件の簡易な調査・三　スチレ

ンによる頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔(おう)吐、眼の刺激症状、皮
膚又は粘膜の異常、頸(けい)部等のリンパ節の腫大の有無等の他覚

 症状又は自覚症状の既往歴の有無の検査・四　頭重、頭痛、めま
い、悪心、嘔(おう)吐、眼の刺激症状、皮膚又は粘膜の異常、頸(け
い)部等のリンパ節の腫大の有無等の他覚症状又は自覚症状の有無

 の検査・五　尿中のマンデル酸及びフェニルグリオキシル酸の総量の測
  定・六　白血球数及び白血球分画の検査・七　血清グルタミツクオ

キサロアセチツクトランスアミナーゼ（ＧＯＴ）、血清グルタミツクピルビ
ツクトランスアミナーゼ（ＧＰＴ）及び血清ガンマ－グルタミルトランス
ペプチダーゼ（γ－ＧＴＰ）の検査

特別規則二次
 ・一　作業条件の調査・二　医師が必要と認める場合は、血液像そ

の他の血液に関する精密検査、聴力低下の検査等の耳鼻科学的検
査、色覚検査等の眼科学的検査、神経学的検査、肝機能検査
（血清グルタミツクオキサロアセチツクトランスアミナーゼ（ＧＯＴ）、
血清グルタミツクピルビツクトランスアミナーゼ（ＧＰＴ）及び血清ガン
マ－グルタミルトランスペプチダーゼ（γ－ＧＴＰ）の検査を除く。）、
特殊なエツクス線撮影による検査又は核磁気共鳴画像診断装置によ
る画像検査



ID 46 物質名２ テトラクロロエチレン（別名パークロルエチレン）

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 127-18-4

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2B

急性毒性（吸入:蒸気） 区分4
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分1B皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（中枢神経系、呼吸器、肝臓）、
区分3（麻酔作用）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（神経系、肝臓、呼吸器）、区分2
（腎臓）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 中枢神経系抑制
疾病名称２ 気道・肺障害
疾病名称３ 気道・肺障害
疾病名称４ 肝障害

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ■中枢神経系異常•麻酔作用を伴い、意識障害のすべての段階を経て、致死的な深い
 麻酔状態に至る•  頭痛、めまい•   倦怠感■末梢神経系異常•四肢の運動障害、感

  覚障害、栄養障害■呼吸器異常•まれに、テトラクロロエチレン蒸気に直接曝露すること
  で肺水腫を引き起こす■消化器異常•  胃腸障害から出血性腸炎に至る•食欲不振、

 腹部不快感•   吐き気、嘔吐、腹痛/痙攣■皮膚粘膜異常•皮膚および粘膜の急性刺
 激はまれ（咳、呼吸困難）•   アレルギー性皮膚疾患■その他•まれに、身体的努力や

アルコール摂取後に心室細動による突然の遅発性死亡が発生する。

OSHA

慢
性
影
響

•  さまざまな形態の皮膚炎•  上気道の粘膜刺激•  脳症•心理・自律神経系の過敏症の
 増強•  胃腸障害•   発がん作用の疑い肝実質組織への影響は可能性がありますが、肝

障害は通常軽度です。重症例は稀で、肝細胞壊死を伴う場合があり、場合によっては腎臓
が関与する肝腎症候群の形態を呈することがあります。

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎 〇肝障害全般 〇 血液系〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等
生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般 〇

呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇
呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分2、授乳に対するまたは授乳

標的健康影響の例



ID 46 物質名２ テトラクロロエチレン（別名パークロルエチレン）

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 127-18-4

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔吐、傾眠、振顫、知覚異常、眼の刺激症状、上気道刺激症状、皮膚
又は粘膜の異常等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） 頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔吐、傾眠、振顫、知覚異常、眼の刺激症状、上気道刺激症状、皮膚

又は粘膜の異常等
別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症） 皮膚炎等の皮膚所見の有無

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

追
加
検
査

NIOSH2000の提案項目（※１

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・一　業務の経歴の調査・二　作業条件の簡易な調査・三　テトラ

クロロエチレンによる頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔(おう)吐、傾眠、振
顫(せん)、知覚異常、眼の刺激症状、上気道刺激症状、皮膚又は

 粘膜の異常等の他覚症状又は自覚症状の既往歴の有無の検査・
四　頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔(おう)吐、傾眠、振顫(せん)、知
覚異常、眼の刺激症状、上気道刺激症状、皮膚又は粘膜の異常等

 の他覚症状又は自覚症状の有無の検査・五　皮膚炎等の皮膚所
 見の有無の検査・六　尿中のトリクロル酢酸又は総三塩化物の量の

 測定・七　血清グルタミツクオキサロアセチツクトランスアミナーゼ（Ｇ
ＯＴ）、血清グルタミツクピルビツクトランスアミナーゼ（ＧＰＴ）及び

 血清ガンマ－グルタミルトランスペプチダーゼ（γ－ＧＴＰ）の検査・
八　尿中の潜血検査

特別規則二次
 ・一　作業条件の調査・二　医師が必要と認める場合は、尿沈渣

(さ)検鏡の検査、尿沈渣(さ)のパパニコラ法による細胞診の検査、 膀
胱(ぼうこう)鏡検査、腹部の超音波による検査、尿路造影検査等の
画像検査、神経学的検査、肝機能検査（血清グルタミツクオキサロア
セチツクトランスアミナーゼ（ＧＯＴ）、血清グルタミツクピルビツクトラン
スアミナーゼ（ＧＰＴ）及び血清ガンマ－グルタミルトランスペプチダー
ゼ（γ－ＧＴＰ）の検査を除く。）又は腎機能検査



ID 47 物質名２ トリクロロエチレン

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 79-01-6

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2A

急性毒性（吸入:蒸気） 区分4
呼吸器感作性 区分に該当しない

皮膚感作性 区分1

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分1A皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（中枢神経系）、区分3（気道刺
激性、麻酔作用）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（中枢神経系、肝臓）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 中枢神経系抑制
疾病名称２ 前眼部障害
疾病名称３ 気道・肺障害
疾病名称４ 視神経障害

疾病名称５ 三叉神経障害
疾病名称６ 末梢神経障害
疾病名称７ 肝障害
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ■中枢神経系異常•麻酔作用（すべての段階の酩酊状態から致死的な深い麻酔状態
 まで）•  食欲不振、腹部不快感•  吐き気、嘔吐、腹痛/痙攣•  頭痛、めまい•倦怠感

 ■末梢神経系異常•   四肢の運動障害、感覚障害、栄養障害■皮膚粘膜異常•皮
  膚および粘膜の急性刺激はまれ（咳、呼吸困難）■その他•まれに、身体的努力やア

ルコール摂取後に心室細動による突然の遅発性死亡

OSHA

慢
性
影
響

     ■神経衰弱症状■中枢神経系障害■心筋障害■肝障害■腎障害■高曝露群
  において腎細胞腫瘍■上気道の粘膜刺激■湿疹

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎 〇肝障害全般 〇 血液系〇
泌尿器全般肝炎等 〇 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 〇 泌尿器炎症等
生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般 〇

呼吸器刺激症状 〇 腎臓腫瘍等 〇 皮膚感作性 〇眼の刺激性 〇
呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分2

標的健康影響の例



ID 47 物質名２ トリクロロエチレン

規則 特化則・第２類物質・特別管理物質

CASRN修正 79-01-6

自他覚症状１ 頭痛
自他覚症状２ めまい
自他覚症状３ 嘔吐

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴 頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔吐、傾眠、振顫、知覚異常、皮膚又は粘膜の異常、頸部等のリンパ節
の腫大の有無等

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症） 頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔吐、傾眠、振顫、知覚異常、皮膚又は粘膜の異常、頸部等のリンパ節

の腫大の有無等
別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症） 皮膚炎等の皮膚所見の有無

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む）、異常がある
 場合は沈渣検査を追加）■γ-GT、SGPT（ALAT）、

   SGOT（ASAT）■尿中α1-ミクログロブリン追加検査:
  ■腎疾患が疑われる場合:血清クレアチニン■血液検査

  ■心不整脈が疑われる場合:安静時心電図※注:健
診項目については3物質が統合して記載されている

追
加
検
査

 ■神経学的検査（初期評価）■尿検査（多項目検査（試験紙
 法を含む）、異常が認められる場合は沈渣検査を追加）■有効なバ

イオマーカーが存在する場合は、バイオモニタリングを追加（トリクロロエチ
レンに関する事後予防措置の一環として行われる検査では、通常、バイ

 オモニタリングは省略可能）。■上記の検査で明確にならない場合、
 以下の検査を補足的に実施:–腎臓および肝機能の追加検査

（例:トリクロロエチレンへの曝露の潜伏期間が10年以上である場合、
または微量血尿またはα1-ミクログロブリンの排泄量増加が認められる場

 合、腎臓の超音波検査）–神経学的・精神科的検査（必要に応じ
  て心理検査を含む）。※注:健診項目については3物質が統合して

記載されている NIOSH2000の提案項目（※１
BL BL(EOS) BL(ESW) BL(EWW) ExA 
ExA(EWW) ExA(PNS) ExA(16H) LFT 
PFT U U(EOS) U(ESW) U(EWW) U 
(PNS)

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・一　業務の経歴の調査・二　作業条件の簡易な調査・三　トリクロ

ロエチレンによる頭重、頭痛、めまい、悪心、 嘔(おう)吐、傾眠、振顫
(せん) 、知覚異常、皮膚又は粘膜の異常、 頸(けい)部等のリンパ節
の腫大の有無等の他覚症状又は自覚症状の既往歴の有無の検査

・四　頭重、頭痛、めまい、悪心、嘔(おう)吐、傾眠、振顫(せん)、知
覚異常、皮膚又は粘膜の異常、 頸(せん)部等のリンパ節の腫大の有

 無等の他覚症状又は自覚症状の有無の検査・五　皮膚炎等の皮
 膚所見の有無の検査・六　尿中のトリクロル酢酸又は総三塩化物の

 量の測定・七　血清グルタミツクオキサロアセチツクトランスアミナーゼ
（ＧＯＴ）、血清グルタミツクピルビツクトランスアミナーゼ（ＧＰＴ）
及び血清ガンマ－グルタミルトランスペプチダーゼ（γ－ＧＴＰ）の検

 査・八　医師が必要と認める場合は、尿中の潜血検査又は腹部の
超音波による検査、尿路造影検査等の画像検査

特別規則二次
 ・一　作業条件の調査・二　医師が必要と認める場合は、白血球数

及び白血球分画の検査、血液像その他の血液に関する精密検査、
ＣＡ19－9等の血液中の腫瘍(しゅよう)マーカーの検査、神経学的
検査、肝機能検査（血清グルタミツクオキサロアセチツクトランスアミ
ナーゼ（ＧＯＴ）、血清グルタミツクピルビツクトランスアミナーゼ（Ｇ
ＰＴ）及び血清ガンマ－グルタミルトランスペプチダーゼ（γ－ＧＴ
Ｐ）の検査を除く。）、腎機能検査、特殊なエツクス線撮影による検
査又は核磁気共鳴画像診断装置による画像検査



ID 77 物質名２ 1,3-ブタジエン

規則 特化則

CASRN修正 106-99-0

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2

急性毒性（吸入:蒸気） 区分に該当しない（分類対象外
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 区分に該当しない（分類対象外

発がん性 区分1A皮膚腐食性／刺激性 分類できない

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分3（気道刺激性、麻酔作用）
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（生殖器（女性））、区分2（心
臓、血液系、肝臓）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１
疾病名称２
疾病名称３
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

OSHA
Liver, spleen, 
lymph 

 nodes,and skin

慢
性
影
響

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 〇 血液系 〇〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

（生殖器、心血管
系?）肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等

生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般
呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇

呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分1B

標的健康影響の例



ID 77 物質名２ 1,3-ブタジエン

規則 特化則

CASRN修正 106-99-0

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症）

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

追
加
検
査

Required annually and for all 
examinations2; standard ized form or 
equivalent; includes 

 comprehensiveoccupational and 
health history; see standard, 
Appendices F and C

No
No

Annually, CBC with differ ential and 
platelet count; also within 48 hrs. after 
ex posure in an emergency situation 
and repeated monthly for 3 more 
months.

NIOSH2000の提案項目（※１
CBC ExA RBC U

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次

特別規則二次



ID 83 物質名２ 二硫化炭素

規則 有機則・第１種有機溶剤

CASRN修正 75-15-0

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2

急性毒性（吸入:蒸気） 区分4
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 分類できない皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（中枢神経系、心臓）、区分3
（気道刺激性、麻酔作用）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（中枢神経系、心血管系、腎臓）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ せん妄、躁鬱等の精神障害
疾病名称２ 意識障害
疾病名称３ 末梢神経障害
疾病名称４ 網膜変化を伴う脳血管障害

疾病名称５ 腎障害
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Respiratory tract irritation・Acute chemical
  pneumonitis・Pulmonary oedema・Upper

 respiratory inflammation・Burns and corrosion
 of external body surface・Burns and corrosion

 of mouth, pharynx and oesophagus・Burns
 and corrosion of eye and adnexa・

  Conjunctivitis・Irritant contact dermatitis・
Toxic encephalopathy

      高用量では強い中枢神経障害・麻酔作用・興奮状態・不眠・多弁・精神障害・急
速で深い意識喪失から致死に至る場合がある。

OSHA

慢
性
影
響

  ・Corneal ulcer・Toxic optic neuropathy・
 Ototoxic hearing loss・Peripheral

 polyneuropathy・Chronic ischaemic heart
  disease・Secondary hypertension・

  Atherosclerosis・Chronic kidney disease・
Intermittent claudication

 ■神経障害（中枢神経系、末梢神経系、および/または自律神経系の障害）•精神
 病、機能障害、集中力の低下、疲労感の増強、感情の不安定、脳症•遠位部に感覚障

 害が顕著な多発性神経障害•   遠位部の筋反射の減弱■血管障害•脳、心臓、腎
  臓、四肢の血流に影響を及ぼす血管硬化症■消化器障害•胃腸障害の傾向、体重減

 少、食欲不振■その他おそらく生殖能力に影響を及ぼす可能性があり、または胎児に障
害を引き起こす可能性があります

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 血液系〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

網膜変化を伴う脳血
管障害肝臓腫瘍等 発がん性末梢 〇 泌尿器炎症等

生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般 〇
呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇

呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分1A、授乳に対するまたは授

標的健康影響の例



ID 83 物質名２ 二硫化炭素

規則 有機則・第１種有機溶剤

CASRN修正 75-15-0

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症）

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む）、異常がある
 場合は沈渣検査を追加）■エルゴメトリー（別紙2「エルゴ
 メトリーガイドライン」参照）■128Hzのチューニングフォークを

  用いた振動感覚検査■追加検査:–コレステロールとトリ
 グリセリド–γ-GT  、SGPT（ALAT）、SGOT（ASAT）–

小血液検査

追
加
検
査

■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む）、異常がある場合は沈
   渣検査を追加）■バイオモニタリング■眼底検査■7.2.2で記載さ

れた一般的な医学的検査で明確に診断できない場合、追加として:
精神科的および/または専門神経科的検査（必要に応じて脳波検査
（EEG）および電気神経検査および筋電図検査を含む）

NIOSH2000の提案項目（※１
BUN Ecg ExA LFT Oph U U(Sed) 
U(EOS) U(ESW) U(EWW) U(PPS) Ua

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・業務の経歴の調査・作業条件の簡易な調査・有機溶剤による健

康障害の既往歴並びに自覚症状及び他覚症状の既往歴の有無の
 検査・有機溶剤による自覚症状又は他覚症状と通常認められる症

 状の有無の検査・眼底検査

特別規則二次



ID 103 物質名２ N,N-ジメチルホルムアミド

規則 有機則・第２種有機溶剤

CASRN修正 68-12-2

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2B

急性毒性（吸入:蒸気） 区分3
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分1B皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（肝臓）、区分2（呼吸器）
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（肝臓）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 皮膚障害
疾病名称２ 前眼部障害
疾病名称３ 気道障害
疾病名称４ 肝障害

疾病名称５ 胃腸障害
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Respiratory tract irritation・Acute chemical
 pneumonitis and bronchitis・Upper respiratory

 inflammation・Burns and corrosions of eye
  and adnexa・Conjunctivitis・Irritant contact

 dermatitis・Narcotic syndrome consequent to
 poisoning by organic solvents・Allergic contact

  dermatitis・Toxic encephalopathy・Acute toxic
 renal failure with tubular necrosis・Acute

myeloblastic leukemia

 ■DMF蒸気の吸入による上気道粘膜刺激、■目に接触すると、充血、灼熱感、涙目、
または痙攣性のまぶたの閉塞

OSHA

慢
性
影
響

  ・Corneal ulcer・Toxic liver disease・Liver
 toxicity (impairment, functional) ・Chronic

 toxic renal failure・Bone marrow depression
  (aplastic anaemia) ・Infertility・Congenital

 malformation syndromes・Ototoxic hearing
 loss・Peripheral polyneuropathy

 ■高用量領域での肝毒性■胃腸症状（腹痛、食欲不振、悪心、嘔吐、便秘または下
    痢）、■膵炎■中枢神経系障害■循環器障害が■胎児に害を及ぼす可能性

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 〇 血液系〇
泌尿器全般肝炎等 〇 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等
生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般

呼吸器刺激症状 〇 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇
呼吸器感作性消化器系 〇 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分1B

標的健康影響の例



ID 103 物質名２ N,N-ジメチルホルムアミド

規則 有機則・第２種有機溶剤

CASRN修正 68-12-2

自他覚症状１ 頭痛
自他覚症状２ めまい
自他覚症状３ 嘔吐

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症）

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

 ■γ-GT、SGPT（ALAT）、SGOT（ASAT）■バイオモ
  ニタリング■必要に応じて、追加の肝機能検査を実施。

例:上腹部超音波検査

追
加
検
査

NIOSH2000の提案項目（※１

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・業務の経歴の調査・作業条件の簡易な調査・有機溶剤による健

康障害の既往歴並びに自覚症状及び他覚症状の既往歴の有無の
 検査・有機溶剤による自覚症状又は他覚症状と通常認められる症

  状の有無の検査・肝機能検査・尿中のＮ－メチルホルムアミドの量
の検査

特別規則二次



ID 106 物質名２ トルエン

規則 有機則・第２種有機溶剤

CASRN修正 108-88-3

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2B

急性毒性（吸入:蒸気） 区分4
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 区分に該当しない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 分類できない皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（中枢神経系）、区分3（気道刺
激性、麻酔作用）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（中枢神経系、腎臓）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 中枢神経系抑制
疾病名称２
疾病名称３
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Respiratory tract irritation・Acute chemical
 pneumonitis and bronchitis・Upper respiratory

 inflammation・Burns and corrosions of eye
  and adnexa・Conjunctivitis・Irritant contact

 dermatitis・Narcotic syndrome consequent to
 poisoning by organic solvents・Allergic contact

  dermatitis・Toxic encephalopathy・Acute toxic
 renal failure with tubular necrosis・Acute

myeloblastic leukemia

 ■中枢神経系異常•   麻酔前症状■皮膚障害•  皮膚および粘膜の刺激•皮膚の脱脂
 作用•アルコール（エタノール）の作用増強効果

OSHA

慢
性
影
響

  ・Corneal ulcer・Toxic liver disease・Liver
 toxicity (impairment, functional) ・Chronic

 toxic renal failure・Bone marrow depression
  (aplastic anaemia) ・Infertility・Congenital

 malformation syndromes・Ototoxic hearing
 loss・Peripheral polyneuropathy

 ■中枢神経系異常•    毒性脳症■皮膚障害•湿疹

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 血液系〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

肝臓腫瘍等 発がん性末梢 泌尿器炎症等
生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般 〇

呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇
呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分1A、授乳に対するまたは授

標的健康影響の例



ID 106 物質名２ トルエン

規則 有機則・第２種有機溶剤

CASRN修正 108-88-3

自他覚症状１ 頭痛
自他覚症状２ めまい
自他覚症状３ 嘔吐

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症）

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む）、異常がある
  場合は沈渣検査を追加）■皮膚の検査■血液検査（2

   年ごとの再検査時）■追加検査:–γ-GT、SGPT
 （ALAT）、SGOT（ASAT）–神経学的検査（概略）

追
加
検
査

  ■初回検査と同様■追加でバイオモニタリング■不明な場合:必要
に応じて専門医による追加検査

NIOSH2000の提案項目（※１

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・業務の経歴の調査・作業条件の簡易な調査・有機溶剤による健

康障害の既往歴並びに自覚症状及び他覚症状の既往歴の有無の
 検査・有機溶剤による自覚症状又は他覚症状と通常認められる症

 状の有無の検査・尿中の馬尿酸の量の検査

特別規則二次



ID 107 物質名２ ノルマルヘキサン

規則 有機則・第２種有機溶剤

CASRN修正 110-54-3

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2

急性毒性（吸入:蒸気） 区分に該当しない
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 分類できない皮膚腐食性／刺激性 区分2

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分3（麻酔作用、気道刺激性）
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（神経系）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 末梢神経障害
疾病名称２
疾病名称３
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Respiratory tract irritation・Upper respiratory
  inflammation・Conjunctivitis・Irritant contact

 dermatitis・Narcotic syndrome

OSHA

慢
性
影
響

 ・Corneal scar and opacity・Peripheral
 polyneuropathy・Chronic toxic encephalopathy

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 血液系〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

肝臓腫瘍等 発がん性末梢 〇 泌尿器炎症等
生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般

呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇
呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性 〇呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分2

標的健康影響の例



ID 107 物質名２ ノルマルヘキサン

規則 有機則・第２種有機溶剤

CASRN修正 110-54-3

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症）

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

追
加
検
査

NIOSH2000の提案項目（※１
BL BL(DE) ExA ExA(DE) Neur U 
U(EOS) U(ESW) U(EWW)

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・業務の経歴の調査・作業条件の簡易な調査・有機溶剤による健

康障害の既往歴並びに自覚症状及び他覚症状の既往歴の有無の
 検査・有機溶剤による自覚症状又は他覚症状と通常認められる症

 状の有無の検査・尿中の二・五－ヘキサンジオンの量の検査

特別規則二次



ID 110 物質名２ メタノール

規則 有機則・第２種有機溶剤

CASRN修正 67-56-1

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分2

急性毒性（吸入:蒸気） 区分に該当しない
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 区分に該当しない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 分類できない皮膚腐食性／刺激性 分類できない

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（中枢神経系、視覚器、全身毒
性）区分3（麻酔作用）

GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（中枢神経系、視覚器）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 中枢神経抑制
疾病名称２ 視神経障害
疾病名称３ 前眼部障害
疾病名称４ 気道・肺障害

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Respiratory tract irritation・Acute chemical
 pneumonitis and bronchitis・Upper respiratory

 inflammation・Burns and corrosions of eye
  and adnexa・Conjunctivitis・Irritant contact

 dermatitis・Narcotic syndrome consequent to
 poisoning by organic solvents・Allergic contact

  dermatitis・Toxic encephalopathy・Acute toxic
 renal failure with tubular necrosis・Acute

myeloblastic leukemia

 ■中枢神経障害•「二日酔い」症状:めまい、倦怠感、頭痛、吐き気、嘔吐、腹痛（疝
 痛様）•   視覚障害（「視界がぼやける」）■呼吸器障害•呼吸困難から呼吸中枢の

麻痺、けいれん、昏睡、循環不全

OSHA

慢
性
影
響

  ・Corneal ulcer・Toxic liver disease・Liver
 toxicity (impairment, functional) ・Chronic

 toxic renal failure・Bone marrow depression
  (aplastic anaemia) ・Infertility・Congenital

 malformation syndromes・Ototoxic hearing
 loss・Peripheral polyneuropathy

  ■中枢神経系の障害■末梢性多発神経炎、聴神経炎、視神経炎の症状■パーキン
 ソン病に類似した症状■肝実質障害

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 血液系〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

肝臓腫瘍等 発がん性末梢 〇 泌尿器炎症等
生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 腎障害全般

呼吸器刺激症状 〇 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性 〇
呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分1B

標的健康影響の例



ID 110 物質名２ メタノール

規則 有機則・第２種有機溶剤

CASRN修正 67-56-1

自他覚症状１ 頭痛
自他覚症状２ めまい
自他覚症状３ 嘔吐

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症）

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

追
加
検
査

  ■初回検査と同様■追加調査•  バイオモニタリング（6.4 参照）•
 不明な場合における追加検査:–  眼科専門医による検査–神経科

 専門医による検査–必要に応じて肝機能検査

NIOSH2000の提案項目（※１

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・業務の経歴の調査・作業条件の簡易な調査・有機溶剤による健

康障害の既往歴並びに自覚症状及び他覚症状の既往歴の有無の
 検査・有機溶剤による自覚症状又は他覚症状と通常認められる症

状の有無の検査

特別規則二次



ID 122 物質名２ 鉛

規則 鉛則

CASRN修正 7439-92-1

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス） 区分に該当しない（分類対象外

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 分類できない

急性毒性（吸入:蒸気） 分類できない
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分2皮膚腐食性／刺激性 分類できない

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

分類できない
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（造血系、腎臓、中枢神経系、末梢
神経系、心血管系、免疫系）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ 造血器障害
疾病名称２ 末梢神経障害
疾病名称３ 便秘等の胃腸障害
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

 ・Mucous membrane irritation・Chemical
 bronchitis and pneumonitis・Chemical

 pulmonary oedema・Burn of mouth, pharynx
  and oesophagus・Burn of eye and adnexa・

 Upper respiratory tract inflammation・Burns
 and corrosion of respiratory tract・Reactive

 airways dysfunction syndrome (RADS)・
 Irritant-induced occupational asthma・Acute

 lead nephropathy・Acute toxic encephalopathy
  (organic and inorganic)・Cerebral oedema・

Irritant contact dermatitis

 急性中毒は、労働安全衛生基準の遵守が改善されたため稀。■疲労感、倦怠感、食欲
不振などの非特異的な症状

OSHA
Teeth, gums, 
hematologic, 
gastrointestinal, 
renal, 
car diovascular 
(BP), 
neurologi cal; 
pulmonary status 

 ifrespiratory 
protection used.

慢
性
影
響

・Gastrointestinal toxicity (organic and
 inorganic, acute and chronic)・Hypertension

  (secondary)・Fanconi-like syndrome・
 Polyneuropathy (organic and inorganic)・

Chronic toxic encephalophaty (organic and
  inorganic)・Burton line on the gums・Chronic

  progressive renal failure・Infertility male・
Infertility female

 ■血液系障害•  ヘム合成における貧血、灰白色の皮膚色調•  好塩基球の点状沈着■
 消化器系障害•  慢性的な便秘から疝痛のような腹痛■神経障害（中枢神経系と末梢

 神経系）•  神経伝導速度の変化、認知機能障害、その他•橈骨神経麻痺（「鉛手」
  は、現在ではほとんど観察されない）■腎機能障害•尿細管障害による尿細管再吸収

  の低下と慢性間質性線維化■その他•鉛白斑（動脈細動脈と前毛細血管の筋収
 縮）•  「鉛縁」（鉛硫化物の沈着）•MAK委員会は、鉛および無機鉛化合物を動物実

験で発がん性物質として分類（吸入可能分画のカテゴリー4）。

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 血液系 〇〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

心血管系?
肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 〇 泌尿器炎症等

生殖毒性 〇泌尿器腫瘍等呼吸器全般 腎障害全般 〇
呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性

呼吸器感作性消化器系 〇 皮膚の刺激性呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 区分1A

標的健康影響の例



ID 122 物質名２ 鉛

規則 鉛則

CASRN修正 7439-92-1

自他覚症状１ 頭痛
自他覚症状２ めまい
自他覚症状３ 嘔吐

自他覚症状４ 疝痛
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症）

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

•  尿検査（多項目検査（試験紙法を含む））•血液検査
 （分画検査を含む）•  血清クレアチニン•肝機能検査

 （SGOT、SGPT、γ-GT）•  尿中β2-ミクログロブリン•既
往歴で鉛曝露が確認されている場合:血液中の鉛のバイオ
モニタリング

追
加
検
査

 ■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む））■血液検査（分
  画検査を含む）■血清クレアチニン■肝機能検査（SGOT、
  SGPT、γ-GT）■尿中β2-ミクログロブリン■血液中の鉛のバイオモ

ニタリング（追跡検査の場合:血液中の鉛濃度が上昇している限り継
  続）臨床所見に異常がある場合:■尿中タンパク質（例:総タン

 パク質、アルブミン、δ1-ミクログロブリン）■神経学的検査（神経生
  理学/筋電図検査を含む）生物学的基準値を明らかに超える場合:

■効果の検出のため:尿中δ-アミノレブリン酸（ALA-U）、血中δ-ア
ミノレブリン酸脱水素酵素（ALA-D）、尿中コプロポルフィリン、血中遊
離赤血球ポルフィリンIX（EP）、コプロポルフィリンゲンIII、斑点細胞の
検出のための血液塗抹標本。

Required for all exams; includes 
reproductive his tory, past lead 
exposure, both work/non­work, and 
history of specific body systems; see 
standard.

No
No –

Hemoglobin, hematocrit, ZPP, BUN, 
serum creatinine, urinalysis with 
micro, blood lead levels, peripheral 

 smearmorphology, red cell indices1, 
5; if requested by employee, 
pregnancy test ing and fertility testing 
(female/male)

NIOSH2000の提案項目（※１
BL(BLL Hgb Hct ZPP BUN Scr) BLPr 
Ua(Micr) BL BLL BT CBC NCS Neur 
RBC RBC(ZPP) U U(EOS) Ua(24H) 
ZPP ZPP(M)

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・一　業務の経歴の調査・二　作業条件の簡易な調査・三　鉛によ

る自覚症状及び他覚症状の既往歴の有無の検査並びに第五号及び
 第六号に掲げる項目についての既往の検査結果の調査・四　鉛によ

 る自覚症状又は他覚症状と通常認められる症状の有無の検査・五
 血液中の鉛の量の検査・六　尿中のデルタアミノレブリン酸の量の検

査

特別規則二次



ID 125 物質名２ 四アルキル鉛

規則 四アルキル則

CASRN修正 9999999993

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス）

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 分類できない

急性毒性（吸入:蒸気） 分類できない
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 分類できない

発がん性 区分に該当しない皮膚腐食性／刺激性 分類できない

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（神経系）
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（神経系）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１ せん妄、幻覚等の精神障害
疾病名称２
疾病名称３
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項

DGUV

急
性
影
響

  鉛アルキルは強い全身性毒性を有する。■中枢神経系刺激・変性症状•食欲不振、悪
 心、嘔吐•  不眠症、頭痛、めまい•  不安感、混乱、 irritability、興奮性、震え、幻覚

■循環器障害（低血圧、徐脈）

OSHA

慢
性
影
響

 慢性中毒の場合も、まず第一に中枢神経系が影響を受けます。■中枢神経系刺激・変
 性症状•  興奮性、抑うつ、幻覚•  頭痛•  低血圧•  振戦、運動失調、神経衰弱

悪性
腫瘍

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 血液系 〇〇
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢 〇

物質特異的愁訴等

肝臓腫瘍等 発がん性末梢 〇 泌尿器炎症等
生殖毒性泌尿器腫瘍等呼吸器全般 腎障害全般

呼吸器刺激症状 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性
呼吸器感作性消化器系 〇 皮膚の刺激性呼吸器腫瘍等

ILO

生殖毒性 分類できない

標的健康影響の例



ID 125 物質名２ 四アルキル鉛

規則 四アルキル則

CASRN修正 9999999993

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症）

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

 ■尿検査（多項目検査（試験紙法を含む）、沈渣）■
  血液検査（血球検査）■血清クレアチニン■肝機能検

 査（SGOT、SGPT、γ-GT）■既往歴で鉛アルキル化合
物への曝露が確認された場合:バイオモニタリング

追
加
検
査

 （注:原文でも上記と同じ）■尿検査（多項目検査（試験紙法
   を含む）、沈渣）■血液検査（血球検査）■血清クレアチニン

 ■肝機能検査（SGOT、SGPT、γ-GT）■既往歴で鉛アルキル化
合物への曝露が確認された場合:バイオモニタリング

NIOSH2000の提案項目（※１

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
  ・一　業務の経歴の調査・二　作業条件の簡易な調査・三　鉛によ

る自覚症状及び他覚症状の既往歴の有無の検査並びに第五号及び
 第六号に掲げる項目についての既往の検査結果の調査・四　鉛によ

 る自覚症状又は他覚症状と通常認められる症状の有無の検査・五
 血液中の鉛の量の検査・六　尿中のデルタアミノレブリン酸の量の検

査

特別規則二次



ID 126 物質名２ 石綿*3

規則 石綿則

CASRN修正 9999999992

GHS政府分類（健康有害性のうち「生殖細胞変異原性」「誤嚥有害性」をのぞく）
急性毒性（吸入:ガス）

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 分類できない

急性毒性（吸入:蒸気） 区分に該当しない（分類対象外
呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

急性毒性（吸入:粉塵、ミスト） 区分に該当しない（分類対象外

発がん性 区分1A皮膚腐食性／刺激性 分類できない

GHS特定標的臓器毒性
（単回暴露）

区分1（呼吸器）
GHS特定標的臓器毒性
（反復暴露）

区分1（呼吸器）

安衛法特別規則規定内容

別表3標的臓器１ 別表3標的健康影響１
別表3標的臓器２ 別表3標的健康影響２
別表3標的臓器３ 別表3標的健康影響３
別表3標的臓器４ 別表3標的健康影響４

別表3標的健康影響５別表3標的臓器５
別表3標的健康影響６別表3標的臓器６

別表3標的臓器７ 別表3標的健康影響７
別表3標的健康影響８

労規則三十五条関係規定内容

別表第一の二第四項大臣告示

疾病名称１
疾病名称２
疾病名称３
疾病名称４

疾病名称５
疾病名称６
疾病名称７
疾病名称８

労規則別表第一の二第七項 中皮腫、肺がん、びまん性胸膜肥厚、石綿肺、良性石綿胸水

DGUV

急
性
影
響

該当なし
OSHA

Pulmonary and 
gastrointestinal

慢
性
影
響

 ■アスベスト症肺高血圧症、慢性肺性心、気管支拡張症、気管支肺炎性過程は、アス
  ベスト症の合併症または合併症として起こり得ます。■胸膜の疾患•胸膜の肥厚（石灰

 化を伴うか伴わないか）•  円形のアテクトーシス•結合組織の瘢痕化を伴うまたは伴わな
   い胸膜腔液貯留（複雑化ヒアリノシス）■肺がんおよび中皮腫■喉頭がん■卵巣が

ん

悪性
腫瘍

 ・Malignant mesothelioma・Lung
  cancer・Laryngeal cancer・Ovarian

cancer

類型

神経全般 皮膚炎肝障害全般 血液系
泌尿器全般肝炎等 歯牙中枢

物質特異的愁訴等

肝臓腫瘍等 発がん性 〇末梢 泌尿器炎症等
生殖毒性泌尿器腫瘍等呼吸器全般 〇 腎障害全般

呼吸器刺激症状 〇 腎臓腫瘍等 皮膚感作性眼の刺激性
呼吸器感作性消化器系 皮膚の刺激性呼吸器腫瘍等 〇

ILO

生殖毒性 分類できない

標的健康影響の例



ID 126 物質名２ 石綿*3

規則 石綿則

CASRN修正 9999999992

自他覚症状１
自他覚症状２
自他覚症状３

自他覚症状４
自他覚症状５
自他覚症状６

別表3自他覚症状の既往歴

別表3自他覚症状既往歴の「等」
の解釈
別表3自他覚症状（現症）

別表3自他覚症状（現症）の「等
」の解釈
別表3他覚所見（現症）

別表3皮膚所見（現症）の「等」
の解釈

健康影響モニタリングの例

初
期
検
査

 ■呼吸器系および循環器系の検査■スパイロメトリー•必要
に応じて、胸部X線正面撮影。胸部X線撮影の実施の適応
は、個々のケースで検討する必要があります（詳細は第7.2
項の注意事項を参照）。一般的な適応2はありません。初回

 検査そのものは、胸部X線撮影の適応ではありません。•胸
部X線撮影は、病歴の結果に応じて、1年以内に撮影された

  ものを使用することができます。喉頭がん（喉頭がん）のリ
スクがあるため、特に持続的な声のかすれ（3週間以上）、
発声障害、異常感覚、およびアルコール摂取は記録する必要
があります。

追
加
検
査

  ■呼吸器系および循環器系の検査■スパイロメトリー•X線撮影の
実施に関する正当な適応は、§ 83 StrlSchG（放射線防護法）およ
び§ 119 StrSchV（放射線防護規則）に従い、個々のケースにおけ
る追跡検査において検討する必要があります。経験上、鉱物粉塵による
肺の職業病の診断のためX線撮影を実施するのは、曝露開始後15年
以上経過するか、または45歳に達した後に限られる。さらに、曝露の程

 度も考慮しなければならない。•ただし、肺疾患の臨床的疑いがある場
合は、年齢や曝露開始時期に関わらず、胸部 X 線検査の適応があり

 ます。•X 線写真は、病歴の結果に応じて、1 年以内のものを使用で
 きます。•被保険者の特別な曝露条件（高リスク群）における追跡検

査/追加検査では、胸部概観撮影の代わりに低線量多列ボリュームCT
 （HRCT）を用いた検査プログラムを提供する必要があります。補

 足:　初回検査と追跡検査に加え、病歴と所見に応じて、気管支拡
張試験や全身肺量測定法などの詳細な肺機能検査を検討する必要

 があります。胸部単純X線写真で所見が不明確な場合、胸部低線量
高解像度CT検査の実施が適応となる場合があります。この場合、医師
は第二意見者（GVSまたは各州の医療団体が定めるリストに記載）

 の意見を聴取し、CT検査の実施の適応を判断する必要があります。
アスベストに曝露した被保険者の年次胸部X線検査結果に基づき、肺

Required for all exams standardized 
form required; see standard, Appendix 
D parts 1 and 2.

Yes –
FVC,

No

NIOSH2000の提案項目（※１
CXr PFT(FVC FEV1) Rdg SpC TBS

労規則三十五条関係規定内容
別表第一の二第四項大臣告示

DGUV OSHA
問診

胸部X線の要否
呼吸機能検査の要否
その他の検査項目

1M=1ヶ月曝露後 
2D/2H = 2時間または2日間曝露後
6M = 6ヶ月ごと
16H=曝露終了16時間後
24H＝ 24時間採取
AdT=脂肪組織
Alb = アルブミン
Anm =貧血
ApA =再生不良性貧血
APh =アルカリホスファターゼ
B2M = 尿中β2ミクログロブリン
BF = 体液（化学物質/代謝物）
BGa＝血液ガス分析 
BH/N = 体毛/爪
Bicarb =重炭酸塩
BL =全血（化学物質/代謝物）
BLC =血中シアン化物
BLL = 血中鉛濃度
BLP = 血漿
BLPr L =血圧
BLS =血清
BLW =血液分析（毎週）
BM =尿の生物学的モニタリング（3ヶ月ご
と）
Br =ビリルビン
BT = 生体組織/生検
Bth = 呼気
BUN = 血中尿素窒素
Ca = カルシウム

CBC = 全血球計算
CH = コリンエステラーゼ
Chol = コレステロール値Cig = 喫煙
Cnv =痙攣
CO₂ = 二酸化炭素
COHb = カルボキシヘモグロビン
CXr = 胸部X線
Cys = 膀胱鏡検査
Cyt = 細胞診
DEO = 曝露中
DXr = 歯科X線検査
Ecg = 心電図
Ecgr = 心電図（安静時）
Ecg40 = 40歳以上の労働者の心電図
EMD = 毎月
EOS = シフト終了時
Ery = 赤血球数
ESW = シフト終了時/週の終わり
EWWO = 週の終わり
ExA = 呼気
FEV1 = 強制呼気量（1秒）
FEF = 強制呼気流量
FOB =便潜血検査（40歳以上）
FSH =卵胞刺激ホルモン
FVC =努力肺活量
GGT =γ-グルタミルトランスペプチダーゼ
Frg = 脆弱性
GLO = 顆粒球性白血病
Glau 緑内障

Glu = 糖/グルコース
GraS =皮膚肉芽腫
GUT= 泌尿生殖器
Hct = ヘマトクリット
HeD =造血抑制Hem =赤血球溶血 
Hyt =低プロトロンビン血症 
InR =リスク増加 
KFT =腎機能検査 
Hgb =ヘモグロビン 
Hmt =血尿L2H=8時間曝露の最後の2時間 
L4H=8時間曝露の最後の4時間
Lab = 臨床検査室監視
Lac =乳酸
LDH =乳酸脱水素酵素
Leuk =白血球数
LFT =肝機能検査
LH =黄体形成ホルモン
LT =リンパ球幼若化試験
MHgb =メトヘモグロビン
Micr=顕微鏡検査
Nas=鼻腔検査
NCS=神経伝導検査
Neur=神経学的検査／筋電図検査
Oph =眼科検査
PH=水素イオン濃度
PFT= 肺機能検査
Pgm =色素沈着の証拠
PMN =多形核白血球

PNS=次のシフト前 
PPS =シフト前とシフト後
PpT =光パッチテスト
Preg =妊娠
PTS=勤務開始前 PTT：プロトロンビン時間
PWW=週の最終勤務開始前Pxr=骨盤X線検査
RBC=赤血球数
Rdg=レントゲン撮影ReC=網状赤血球数
SCr=血清クレアチニン
SCT=精子数
Sed=沈渣
SGOT=血清グルタミン酸オキサロ酢酸トラ
ンスアミナーゼ（SGPT）
RICO=免疫機能低下SMA12=血清多相分析
Ster=ステロイド治療
TBS=ツベルクリン反応検査
Skn=皮膚検査
SpC=喀痰細胞診
TEO=総エストロゲン（女性）
Test=睾丸サイズ
Testo=テストステロン
TFT=甲状腺機能検査／甲状腺プロファイル
Thrm=血小板数
U=尿（化学物質／代謝物）
Ua = 尿検査（ルーチン）
Usg = 肝臓超音波検査
WBC=白血球数/白血球分画
ZPP=亜鉛プロトポルフィリン

※１：略語一覧

特別規則一次
 ・一　業務の経歴の調査・二　石綿によるせき、たん、息切れ、胸痛

 等の他覚症状又は自覚症状の既往歴の有無の検査・三　せき、た
 ん、息切れ、胸痛等の他覚症状又は自覚症状の有無の検査・四

胸部のエックス線直接撮影による検査

特別規則二次
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労災疾病臨床研究事業費補助金研究 分担研究報告書（総合研究報告書） 

有害業務に係る特殊健康診断の諸課題に対する実態把握と課題解決のための調査研究 

７．「特殊健診における適正な情報収集と判定」のアジア諸国における現状

研究代表者：森 晃爾 全国労働衛生団体連合会労働衛生サービス機能評価委員会 委員長 

研究分担者：立道昌幸 東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 教授 

【目的】特殊健診の実効性は、実施者の専門性、対象物質の規定方法、検査項目の設定

方法など、制度を構成する多くの要素に依存している。本研究では、産業医学専門医が

特殊健診に関与する制度を持つアジア諸国（韓国、タイ、シンガポール）を対象として、

包括的な国際比較を行い、日本の制度改善に資する示唆を得ることを目的とした。 

【方法】分担研究班（日本産業衛生学会指導医・専門医）で訪問前調査シート（19項目）

を作成し、各国の調査対象機関に事前送付した。韓国の嘉泉大学医学部、タイのバンコ

ク病院産業保健センターおよびサミティベート病院シラチャー産業保健医学センター、

シンガポールのシンガポール国立大学公衆衛生大学院産業保健教育研究部門を訪問し、

労働衛生を専門とする医師・看護職を対象に対面でインタビュー調査を実施し、

Framework Methodを用いて分析した。 

【結果】制度の設計思想には、物質列挙型からリスクベース型に至るスペクトラムが認

められた。韓国は日本と同様の物質列挙型であるが、実施者を職業環境医学専門医に限

定し、指定機関制度を併設する二重要件を課していた。タイは健康リスクアセスメント

（HRA）に基づき専門家が検査項目・頻度を決定するリスクベース型を採用していた。シ

ンガポールは対象有害因子を 19要因に限定し、指定事業場医（DWD）の専門的判断に広

く委ねていた。3 か国に共通して、実施者に産業医学の専門資格または研修修了を法的

要件としていた点は、資格要件のない日本との相違点であった。 

【考察】調査対象 3か国がいずれも実施者に専門的要件を課していることは、日本にお

ける既存の専門医制度等の活用を検討する契機となる。また、タイの HRAモデルは、日

本のリスクアセスメント対象物健康診断の運用に向けた参考となりうる。さらに、個別

事業場レベルでは職業性疾病の検出に限界があることは国際的に共通する課題であり、

国レベルでのモニタリング体制の構築が重要であることが確認された。現地インタビュ

ー調査により、文献調査のみでは得られない制度運用の実態や課題を把握できた。 

研究協力者：深井航太 東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 准教授 

日野優希 産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学 修練医 

宇根理  産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学 修練医 
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A. 目的

事業者は労働安全衛生法に基づき、

有害業務に従事する労働者に対して

特殊健診を実施し、その結果を踏まえ

て適切な事後措置を講じる義務を負

う。特殊健診は、業務に起因する健康

障害の予防と早期発見を目的とした

制度であり、その実効性は、実施者の

専門性、対象物質の規定方法、検査項

目の設定方法、ばく露情報の収集・活

用、結果の判定と事後措置など、制度

を構成する多くの要素に依存してい

る。 

本研究では、これまでの知見を踏ま

え、産業医学の専門医が法定特殊健診

に関与する制度を持つアジア諸国（韓

国、タイ、シンガポール）を対象とし

て、特殊健診制度の包括的な国際比較

を行った。法的根拠、対象物質、検査

項目、実施者の資格要件、費用負担、

事後措置、職業病認定等の 19 項目に

わたる調査枠組みを設定し、訪問前調

査シートと現地インタビュー調査を

組み合わせた質的比較研究を実施し

た。本研究の目的は、各国の制度の構

造と運用実態を明らかにし、日本の特

殊健診制度の改善に資する示唆を得

ることである。 

B. 方法

1) 研究デザイン

本研究は、アジア諸外国における特

殊健診制度の実態を把握し、日本の制

度と比較検討することを目的とした

質的比較研究である。調査は、訪問前

調査シートへの記入と現地訪問によ

るインタビュー調査の 2段階で実施し

た。調査期間は 2025 年 3 月から 2026

年 2月までとした。 

2) 対象国の選定

対象国の選定基準は、「産業医学専

門医が法定特殊健診に関与する制度

を持つアジア諸国」とした。この基準

に基づき、韓国、タイ、シンガポール

の 3 か国を選定した。いずれの国も、

産業医学の専門家が特殊健診の実施

に関与する法制度を有しており、日本

の制度と比較するうえで有意義な知

見が得られると判断した。 

3) 調査対象機関および対象者

調査対象機関は、各国の産業保健・

労働衛生領域において教育・研究また

は臨床サービスを提供する機関の中

から、分担研究班の既存の学術ネット

ワークを通じて選定した。具体的には、

韓国は Gachon University College of 

Medicine（嘉泉大学医学部）および

Catholic University of Korea（カト

リ ッ ク 大 学 ）、 タ イ は Bangkok

Hospital Occupational Health 

Center（バンコク病院産業保健センタ

ー ） お よ び Samitivej Sriracha 

Hospital Occupational Health 

Medicine Center（サミティベート病

院シラチャー産業保健医学センター）、

シンガポールは National University

of Singapore, Saw Swee Hock School 

of Public Health, Occupational 

Health Education & Research Unit

（シンガポール国立大学公衆衛生大

学院産業保健教育研究部門）の計 5機

関とした。 
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インタビュー調査の対象者は、各機

関において労働衛生サービスを専門

に提供または研究する医師および看

護職とした。 

4) 訪問前調査シートの作成と配布

訪問前調査シートの項目は、分担研

究班（日本産業衛生学会指導医および

専門医 4名にて構成）での議論を経て、

特殊健診制度を多面的に把握するた

めに必要な以下の 19項目を設定した。

すなわち、①法的根拠と担当行政、②

健診対象物質（規制のレベル）、③健診

対象者（有害業務作業者の選定基準）、

④対象事業場の規模要件、⑤健診項目

（法令規定、リスクに応じた決定、産

業医の裁量等）、⑥実施頻度（もしくは

実施時期）とその決定方法、⑦健診実

施医の資格要件、⑧収集されるばく露

情報（作業条件の調査、事業者からの

情報提供様式等）、⑨二次健診の方法

および詳細調査の法定規定、⑩判定方

法や判定基準、⑪プライバシー保護お

よび結果のフィードバック方法、⑫費

用負担（事業者負担、保険制度との関

係、労働者負担の有無）、⑬一般健康診

断との関係、⑭事後措置に関する規定、

⑮情報開示・従業員へのフィードバッ

クに関する規定、⑯労働基準監督署

（相当機関）への報告内容、⑰記録保

存義務と保存年限、⑱実施状況および

実施率のモニタリング状況、⑲職業病

の認定方法および療養費負担である。

これらの項目は、法的根拠から実施体

制、費用負担、事後措置、職業病認定

に至るまで、特殊健診制度の全体像を

体系的に捉えることを意図して設計

した。 

訪問前調査シートは、調査対象機関

の医師・研究者に対し、現地訪問に先

立って電子メールにて送付した。回答

者は各機関において労働衛生を専門

とする医師・研究者本人とした。回答

を得た後に、その内容を踏まえてイン

タビュー調査を実施した。

5) 現地インタビュー調査

現地インタビュー調査は、各調査対

象機関を訪問し、対面で実施した。イ

ンタビューの所要時間は各機関あた

り概ね 2～4 時間であった。使用言語

は英語とし、原則的に通訳は介さなか

った。 

インタビューでは、訪問前調査シー

トへの回答内容を基盤として、各国の

特殊健診制度の運用実態について聴

取・整理することに注力した。具体的

には、法令上の規定と実際の運用との

乖離、制度の背景にある歴史的・社会

的文脈、および現場で認識されている

課題等について掘り下げて聴取した。

記録は、インタビュー時のメモに基づ

き、調査終了後に研究班で整理・確認

した。 

6) 日本の制度情報の収集

比較対照としての日本の特殊健診

制度に関する情報は、分担研究班の構

成員である日本産業衛生学会指導医・

専門医が、訪問前調査シートと同一の

19項目の枠組みを用いて記述した。こ

れにより、各国の情報と同一の構造で

日本の制度情報を整理し、国際比較の

一貫性を担保した。 

7) 分析方法
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収集したデータの分析には、

Framework Method を用いた [1]。

Framework Method は、質的データを体

系的にマトリックスに整理し、事例

間・テーマ間の比較を可能にする分析

手法であり、複数国の制度比較に適し

ている。 

分析は以下の手順で実施した。第一

に、訪問前調査シートの回答およびイ

ンタビュー記録を精読し、データの全

体像を把握した（familiarisation）。

第二に、データの内容に基づきコード

を付与した（coding）。第三に、訪問前

調査シートの 19 項目をベースとした

分析枠組みを構築した（developing a 

working analytical framework）。第

四に、構築した分析枠組みを全データ

に適用した（applying the framework）。

第五に、国（韓国、タイ、シンガポー

ル、日本）と調査項目を軸としたマト

リ ッ ク ス に デ ー タ を 整 理 し た

（charting）。第六に、マトリックスに

基づき、各国の制度の共通点、相違点、

特徴的な要素を抽出し、解釈を行った

（interpreting）。 

8) 倫理面への配慮

本研究は、各国の特殊健診制度に関

する公的情報および専門家の知見を

収集・整理する制度比較研究であり、

個人を対象とした介入や個人情報の

収集は行っていない。インタビュー調

査の対象者は、各国の制度に関する専

門的知見を有する医師・研究者であり、

個人の健康情報や機微な個人情報を

聴取するものではない。したがって、

「人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針」（令和 3 年文部

科学省・厚生労働省・経済産業省告示

第 1号）に定める「人を対象とする生

命科学・医学系研究」には該当しない

と判断し、倫理審査委員会への申請は

不要とした。 

なお、インタビュー調査の実施にあ

たっては、調査の目的および方法を対

象者に事前に説明し、協力への同意を

得た上で実施した。 

C. 結果

本調査により、韓国、タイ、シンガ

ポールの 3か国における特殊健診制度

の実態を把握した。結果の詳細は、表

1）特殊健診制度の比較（日本、タイ、

韓国、シンガポール）の国際比較表に

示すとおりであり、以下では国ごとに

得られた主要な知見を記述する。 

1）韓国

法的枠組み： 

韓国における特殊健診は、産業安全

保健法（Occupational Safety and 

Health Act）により義務付けられてい

る。同法第 130条は、指定有害物質に

ばく露される労働者に対する健康診

断の実施を使用者に求めている。雇用

労働部（Ministry of Employment and 

Labor）が本制度を所管し、詳細な実施

方法は同法施行規則で規定されてい

る。韓国産業安全保健公団（Korea 

Occupational Safety and Health 

Agency: KOSHA）が制度運用の実務的

支援を担っている。 

対象物質： 

対象物質は施行規則別表 22 に規定
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されており、化学物質 164種、粉じん

7 種、物理的因子 8 種に加え、夜間作

業を含む計 180項目が指定されている。

日本の法定特殊健診の対象物質数（有

機溶剤 54物質、特定化学物質 75物質

等）と比較して広範であり、夜間作業

が対象に含まれる点も特徴的である。 

実施者： 

韓国では、特殊健診は職業環境医学

専 門 医 （ Occupational and 

Environmental Medicine Specialist）

のみが実施できる。同専門医は現在

600 名以上が活動しており、日本の産

業衛生専門医に相当する。さらに、個

人の医師資格に加え、人員・施設・設

備の要件を満たした機関が指定を受

ける必要があり、現在 258の指定機関

が存在する。すなわち、韓国では「専

門医資格」と「機関指定」の二重要件

が課されている。日本では、免許を有

する医師であれば特殊健診を実施で

き、産業衛生の専門資格は法的に要求

されていない。 

検査項目： 

検査項目は施行規則別表 24 におい

て有害物質ごとに詳細に規定されて

いる。項目には、業務歴・ばく露歴調

査、既往歴、自覚症状調査、標的臓器

の臨床検査が含まれ、全員に実施する

一次臨床検査と、詳細評価を要する者

に実施する二次臨床検査に区分され

ている。該当する場合には、生物学的

ばく露指標検査も実施される。二次検

査は、一次検査結果の解釈が困難な場

合または鑑別を要する場合に義務付

けられ、使用者は通知後 30 日以内に

二次検査を実施しなければならない。 

健康管理区分： 

韓国は独自の健康管理区分を設け

ている。具体的には、A（健常）、C1（職

業病の疑いによる経過観察）、C2（一般

疾病による経過観察）、D1（職業病によ

る有所見）、D2（一般疾病による有所

見）、R（二次健診対象）の区分が設定

されている。夜間作業については CN・

DNの独自区分が追加されている。日本

の分類である「ABCRT 区分」と比較す

ると、職業性と一般疾病を明確に区分

している点が特徴的である。 

実施頻度： 

初回検査は配置後の規定期間内（物

質により 1～12か月）に実施しなけれ

ばならない。定期検査の間隔は物質ご

とに規定されており、高リスク物質は

6か月ごと、石綿・綿じんは 12か月ご

と、鉱物性粉じん・騒音は 24 か月ご

と、その他のほとんどの物質は 12 か

月ごとである。 

情報フローと報告： 

韓国の制度では、特殊健診機関が検

査結果を 30 日以内に地方雇用労働庁

に直接提出する。この点は、日本にお

いて使用者が労働基準監督署に報告

する仕組みとは異なり、事業主を介さ

ない情報フローとなっている。個人の

健康診断結果は 30 日以内に労働者本

人と使用者の双方に送付される。使用

者に対しては、個人の医療詳細（具体

的な血液検査値など）へのアクセスは

制限されているものの、事後措置を実

施するために必要な個々の労働者の

健康管理区分や就業適性に関する結
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果が個別に通知される。 

質の管理： 

KOSHA は指定特殊健診機関に対して

定期的な品質評価を実施しており、基

準を満たさない場合は指定取消しの

対象となる。また、診療記録は 10 年

間、検査記録は 5年間の保存が義務付

けられている。使用者側でも健康診断

結果を 5年間（特別有害物質について

は 30年間）保存しなければならない。 

費用負担と事後措置： 

検査費用は企業規模にかかわらず

使用者が全額負担し、労働者との費用

分担・自己負担はない。二次検査や事

後措置の追加費用も使用者の責任で

あり、中小企業向けには政府支援が設

けられている。事後措置としては、健

康管理区分に基づき、作業場変更、配

置転換、労働時間短縮、夜間勤務制限、

保護具提供、追跡検査、勤務時間中の

治療、職業病確認のための紹介等が義

務付けられている。 

職業病の認定： 

職業病の認定は労災保険法に基づ

き、有害因子へのばく露歴、疾病発症

の可能性、医学的因果関係の 3要件が

認められる場合に行われる。特殊健診

による早期発見を重視するアプロー

チにより、労働者側の立証負担の軽減

が図られている。 

2）タイ

法的枠組み： 

タイにおける特殊健診は、複数の法

令に基づいて実施されている。主要な

根拠法は、労働省所管の労働安全衛生

環境法（仏暦 2554 年/西暦 2011 年）

であり、有害因子にばく露される労働

者に対し、リスクに基づく健康診断を

少なくとも年 1回実施することを使用

者に義務付けている。加えて、労働者

保護法（仏暦 2541 年/西暦 1998 年）

が労働者の権利保護を規定している。

下位法令として、リスク要因健康診断

基準省令（仏暦 2563年/西暦 2020年、

旧仏暦 2547 年版を全面改正）が健診

の具体的基準を定めている。また、公

衆衛生省所管の職業病及び環境疾病

管理法（仏暦 2562 年/西暦 2019 年）

が、病院で実施される健康診断の品質

保証を含め、職業病の予防・管理の枠

組みを規定している。このように、労

働省と公衆衛生省の二省にまたがる

法体系となっている点が特徴的であ

る。なお、労働省所管の法律は正規労

働者にのみ適用され、非正規労働者は

直接の対象外であるが、公衆衛生省の

法律は非正規労働者や公害にばく露

される住民も対象としている。 

対象物質： 

健康診断を要する有害因子は、省令

（仏暦 2563 年）に定められた 5 カテ

ゴリで構成されている。具体的には、

有害化学物質（6 群 85 物質）、生物学

的因子、放射線、物理的要因（騒音、

熱、寒冷、振動等）、その他有害環境条

件である。検査項目と頻度は有害因子

の種類ごとに付属書で規定されてい

る。 

実施者： 

タイでは、特殊健診を実施する医師

に産業医学の資格が求められる。具体

的には、予防医学（産業医学）認定医
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師、または公衆衛生省が承認する 8週

間の産業医学研修プログラムを修了

した医師が実施できる。後者は日本の

産業医学ディプロマに相当する位置

づけである。日本では免許を有する医

師であれば専門資格なく実施可能で

あるのに対し、タイでは一定の専門研

修の修了が要件とされている。 

検査項目： 

タイの特殊健診の最大の特徴は、検

査項目が健康リスクアセスメント

（Health Risk Assessment: HRA）の

結果に基づいて決定される点にある。

産業保健専門家が HRAを実施し、類似

ばく露群（Similar Exposure Group: 

SEG）の概念を用いてリスクレベルを

評価したうえで、検査の内容と頻度を

設計する。検査内容には、詳細問診、

標的臓器の身体診察、生体指標モニタ

リング、追加特殊検査（肺機能検査、

聴力検査、胸部 X線検査等）が含まれ

る。法令で物質ごとに一律の検査項目

を規定する日本や韓国の方式とは対

照的に、タイではリスクベースの柔軟

な制度設計が採用されている。 

実施頻度： 

健康診断は、雇入れ時（30日以内）、

配置転換時（30 日以内）、及び定期的

（少なくとも年 1 回）に実施される。

定期検査の頻度は HRAのリスクレベル

に応じて調整され、高リスクの場合は

6 か月ごと、非常に高いリスクの場合

は 3か月ごとに実施される。 

ばく露情報の収集： 

検査に先立ち、化学物質の使用状況、

作業環境、保護具の使用、職歴を評価

する HRAが実施される。検査時には詳

細な問診が行われ、必要に応じて職場

訪問も実施される。この HRAを起点と

した一連のプロセスは、タイの制度全

体を貫く基本的な設計思想である。 

結果の判定と事後措置： 

異常が認められた場合、医師は業務

起因性と就業適性を判定し、結果は個

人健康手帳に記録される。使用者、労

働者、労働省に報告がなされる。HRAに

基づくリスク分類（非常に低い～非常

に高い）が検査頻度と項目の指針とな

る。異常が認められた場合、使用者は

医療手配と原因調査を行う義務があ

る。 

報告と記録保存： 

異常または職業病の疑いが認めら

れた場合、使用者は 30 日以内に労働

監督官に報告しなければならない。記

録は個人の健康手帳・健康管理表また

はデジタルファイルで事業場に保存

され、保存期間は雇用期間全体に加え

2 年間、発がん性物質へのばく露者に
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ついては雇用期間全体に加え 10 年間

とされている。 

一般健康診断との関係： 

タイでは一般健康診断とリスクに

基づく特殊健診は明確に区別されて

いる。一般健康診断は法律上の義務で

はないが、福利厚生として実施される

ことが多い。 

費用負担と職業病認定： 

検査費用は使用者が負担する。疾病が

業務関連と判定された場合は労災補

償基金、そうでない場合は社会保険基

金により医療が提供される。職業病は

ILO職業病リスト（2010年改訂）に準

拠して法的に定義されており、公衆衛

生省が認定、調査、予防を担当してい

る。 

3）シンガポール

法的枠組み： 

シンガポールにおける特殊健診は、

職場安全衛生法（Workplace Safety 

and Health Act, 2006 年）及び下位法

令である職場安全衛生（健康診断）規

則（Workplace Safety and Health 

(Medical Examinations) Regulations, 

2011 年）に基づいて実施されている。

人材開発省（Ministry of Manpower: 

MOM）の労働安全衛生部門が制度を監

督しており、指定事業場医及び使用者

向けに法定健康診断の実施に関する

ガイドラインが公開されている。 

対象物質： 

法定健康診断の対象有害因子は、同

規則の第一附則（First Schedule）に

規定されている。現在、ヒ素、石綿、

ベンゼン、ビチューメン、カドミウム、

クレオソート、鉛、マンガン、水銀、

有機リン、ペルクロロエチレン（テト

ラクロロエチレン）、ピッチ、原綿、シ

リカ、タール、トリクロロエチレン、

塩化ビニルモノマー、圧気環境、過度

の騒音の 19 要因が指定されている。

日本（120 物質以上）や韓国（180 項

目）と比較して極めて限定的であり、

制度の規定を最小限にし、専門家の判

断に委ねるという設計思想が反映さ

れている。 

実施者： 

シンガポールでは、法定健康診断は

指定事業場医（Designated Workplace 

Doctor: DWD）のみが実施できる。DWD

の要件は、シンガポール医師会

（Singapore Medical Council: SMC）

に正規登録された医師であること、臨

床経験 2年以上を有すること、及びシ

ンガポール国立大学が提供する産業

医学大学院ディプロマ（ Graduate 

Diploma in Occupational Medicine: 

GDOM）を取得していることである。

GDOMは 6か月間・120 時間の課程であ

り、職場訪問と臨床症例レポートの提

出が含まれる。DWD の登録は終身有効

である。なお、産業医学専門医

（ Specialist in Occupational 

Medicine）は別途存在し、シンガポー

ル国内には 30 名程度が活動している

が、DWDとは異なる資格である。 

検査項目： 

法定健康診断で必要な具体的検査

項目は、同規則の第一附則で有害因子

ごとに規定されている。全ての有害因

子について臨床検査が必要であり、有
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害因子ごとに検体検査・画像検査等が

定められている。日本や韓国のように

検査を「一次」「二次」に区分する法令

上の規定はなく、DWD は臨床管理また

は業務適性評価の一環として、再検査、

追加検査、専門医紹介を自らの判断で

行うことができる。このように、検査

項目は法定されつつも、DWD の専門的

裁量が大きい点が特徴的である。 

実施頻度： 

配置前法定健康診断は有害業務開

始後 3か月以内に実施しなければなら

ない。ただし、圧気環境での作業につ

いては、作業開始前 30 日以内に実施

が必要である。定期検査は全ての有害

因子について 12 か月ごとが基本であ

るが、鉛・有機リンは 6か月ごと、石

綿・シリカは 3年ごとと、物質により

異なる。 

評価と就業適性判定： 

日本や韓国のような法定の健康管

理区分制度は存在しない。DWD は労働

者が有害業務に就労適合（fit）かどう

かを個別に評価し、評価に基づき一時

的または永続的に就業停止（suspend）

とすることができる。就業停止または

就労適合の認定時には、DWD が人材開

発省に停止証明書・適合証明書を提出

する。 

報告と記録保存： 

使用者は人材開発省に「健康診断概

要報告書」及び「従業員登録簿」を提

出する義務がある。記録の保存期間は

少なくとも 5年間とされている。 

プライバシーとフィードバック： 

DWD は健康診断結果を使用者に報告

する責任を負い、人材開発省は、DWDが

使用者に概要報告書、従業員登録簿、

検査結果の写しを提供するとしてい

る。結果のフィードバックは、シンガ

ポール医師会の倫理規定・倫理指針に

従い適時に行うことが求められてい

る。日本のように、使用者へのアクセ

スを制限し労働者の同意を要する仕

組みとは異なる構造となっている。 

一般健康診断との関係： 

シンガポールでは、有害業務に従事

しない労働者に対する定期一般健康

診断の法的義務は存在しない。配置前

健康診断は使用者の裁量で実施され

る場合がある。この点は、労働安全衛

生法に基づき全労働者に一般定期健

康診断を義務付けている日本とは大

きく異なる。 

費用負担と職業病認定： 

法定健康診断の費用は使用者が負

担する。職業病は職場安全衛生法にお

いて、同法の第二附則に規定する疾病、

または業務中の化学的・生物学的因子

へのばく露に起因するその他の疾病

と規定されている。法定健康診断中に

労働者が職業病と診断された場合、労

災補償法に基づく補償の対象となる。 

4）結果のまとめ

表 2に、特殊健診の実施者、対象物

質、検査項目の決定方法の各国比較の

まとめを示す。3 か国の調査結果を総

括すると、特殊健診制度の設計思想に

は、物質列挙型からリスクベース型に

至る連続的なスペクトラムが認めら

れた。 

韓国は日本と同様に物質列挙型の
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制度設計を採用しており、対象物質ご

とに一次・二次の検査項目を施行規則

で詳細に規定している。一方で、実施

者を職業環境医学専門医に限定し、機

関単位の指定制度を併設している点、

職業性疾患と一般疾患を明確に区分

する健康管理区分を有する点、検査機

関から行政への直接報告制度を設け

ている点において、日本とは異なる特

徴が認められた。 

タイはリスクベース型の制度設計

を採用しており、検査項目・頻度とも

に健康リスクアセスメント（HRA）の結

果に基づき医師が決定する。法令は検

査項目を一律に固定せず、有害因子の

カテゴリと基本的な枠組みを規定す

るにとどめている。また、労働省と公

衆衛生省の二省にまたがる法体系を

有し、正規労働者と非正規労働者で適

用される法律が異なる点も特徴的で

あった。 

シンガポールは成果志向型の制度

設計を採用しており、対象有害因子を

19要因に限定し、制度の規定を最小限

にしたうえで、指定事業場医（DWD）の

専門的判断に広く委ねる設計となっ

ている。法定の健康管理区分は存在せ

ず、DWDが就業適性を個別に判断する。

DWD の資格要件として産業医学大学院

ディプロマの取得を必須としている

点は、韓国の専門医要件とは異なる形

で実施者の質を担保する仕組みであ

る。また、有害業務に従事しない労働

者に対する一般定期健康診断の法的

義務がない点は、日本を含む他の 3か

国とは異なる特徴であった。 

3 か国に共通する点として、特殊健

診の費用は使用者負担であること、有

害業務に従事する労働者に対する健

康診断は事業場規模にかかわらず義

務付けられていること、及び実施者に

一定の専門性を求めている点が挙げ

られた。一方、日本では免許を有する

医師であれば特殊健診を実施できる

のに対し、調査対象 3 か国ではいずれ

も産業医学に関する専門資格または

研修修了を法的要件としている点が、

日本との相違点として確認された。 

D. 考察

本研究では、韓国、タイ、シンガポ

ールの 3か国を対象に、訪問前調査シ

ートと現地インタビュー調査を組み

合わせた質的比較研究により、アジア

諸外国における特殊健診制度の実態

を把握した。その結果、制度の設計思

想には物質列挙型からリスクベース

型に至るスペクトラムが存在するこ

と、また 3か国いずれにおいても実施

者に産業医学の専門性を求めている

点が共通していることが明らかとな

っ た 。 以 下 、 Donabedian の 構 造

（Structure）・過程（Process）・結果

（Outcome）の枠組みも参考にしつつ、

日本の制度との比較から得られた示

唆について考察する。 

1）特殊健診実施者の専門性

本調査で最も顕著な知見の一つは、

調査対象 3 か国のいずれにおいても、

特殊健診の実施者に産業医学に関す

る専門資格または研修修了を法的要

件として課していたことである。韓国
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では職業環境医学専門医の独占業務

として位置づけられ、さらに人員・施

設・設備の要件を満たした指定機関の

みが実施できる二重要件が課されて

いる。タイでは産業医学認定医師また

は 8週間の産業医学研修修了医師が要

件とされ、シンガポールでは指定事業

場医（DWD）として産業医学大学院ディ

プロマ（GDOM、6か月・120時間）の取

得が必須とされている。専門性の水準

には幅があるものの、3 か国とも一定

の専門研修を経た医師のみが特殊健

診を実施する制度設計となっている。 

一方、日本では免許を有する医師で

あれば特殊健診を実施でき、産業衛生

の専門資格は法的に要求されていな

い。特殊健診においては、職歴の聴取、

ばく露評価、標的臓器の臨床所見の解

釈、健康管理区分の判定など、産業医

学に関する専門的知識を要する判断

が求められる。調査対象国では、これ

らの判断を専門性のある医師に委ね

ることで、健診の質を構造的に担保す

る仕組みが構築されている。日本にお

いても様々な既存の専門医制度の枠

組みを活用した段階的な要件設定を

検討する余地があると考えられる。 

また、韓国では指定特殊健診機関に

対して韓国産業安全保健公団（KOSHA）

による定期的な品質評価が実施され

ており、判定基準の標準化と機関間の

質の均一化が図られている。日本にお

いても全国労働衛生団体連合会（全衛

連）による精度管理事業が実施されて

いるが、今回の調査では各国の精度管

理制度の詳細な比較には至らなかっ

た。今後、実施機関の質評価制度や判

定基準の標準化のあり方について、さ

らに検討を深めることが望まれる。 

2）対象物質の決定方法

対象物質の決定方法について、各国

の制度設計に特徴的な差異が認めら

れた。日本と韓国は、省令で個別物質

を指定し、物質ごとに検査項目を詳細

に規定する物質列挙型を採用してい

る。一方、シンガポールは対象有害因

子を 19 要因に限定し、制度の規定を

最小限にしたうえで DWDの専門的判断

に委ねる成果志向型の設計を採用し

ている。 

日本では、2024年 4 月以降、リスク

アセスメント対象物に対する健康診

断制度が導入され、対象物質は段階的

に拡大している。この制度は、従来の

法定特殊健診を補完し、リスクアセス

メントの結果に基づいて医師が検査

の要否を判断する仕組みであり、物質

列挙型からリスクベース型への移行

を含む重要な制度改革と位置づけら

れる。 

タイでは、すべての化学物質に対し

て健康リスクアセスメント（HRA）を起

点とし、専門家が検査の内容・頻度を

設計する一連のプロセスが制度とし

て存在している。このプロセスは、リ

スクアセスメント→専門家による健

診設計→結果評価→措置→記録とい

う循環型の構造を有しており、労働安

全衛生マネジメントシステム（OSHMS）

の枠組みと整合的である。日本におい

ても、リスクアセスメント対象物健康

診断の運用が本格化するなかで、タイ
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の制度設計から学びうる点は多いと

考えられた。特に、リスクアセスメン

トの結果と健康診断の設計を専門家

が一貫して担う体制の構築や、健診結

果を次のリスク評価にフィードバッ

クするプロセスの明確化は、制度の実

効性を高めるうえで有効であろう。 

この考え方は、すべての化学物質に

対して網羅的な法定基準を設けるこ

とが現実的でない場合に、専門家の裁

量を活かす一つのモデルとして参考

になる。ただし、このアプローチが有

効に機能するためには、やはり実施者

の専門性を制度的に保証する仕組み

が前提となる。 

3）検査項目の設定方法

検査項目の設定方法は、制度設計の

根幹に関わる点であり、各国の特徴が

表れた領域であった。日本と韓国は、

物質ごとに検査項目を法令で詳細に

規定する方式を採用しており、均一性

と予測可能性に優れる反面、個別の作

業環境やばく露条件に応じた柔軟な

対応が困難になりうるという側面が

ある。 

タイの制度は、対象物質の決定と併

せて特徴的であった。タイでは、HRAの

結果に基づき、産業保健専門家が検査

項目のみならず実施頻度まで決定す

る。リスクレベルに応じて高リスクの

場合は 6か月ごと、非常に高いリスク

の場合は 3か月ごとに健診が実施され

る。法令は有害因子のカテゴリと基本

的な枠組みを規定するにとどめ、具体

的な検査内容は専門家の判断に委ね

ている。このリスクベース型の設計は、

ばく露条件の多様性に対応するうえ

で合理的なアプローチであり、日本の

リスクアセスメント対象物健康診断

の運用にあたって参考にしうる。 

日本の法定特殊健診では、物質ごと

に一次健診と二次健診の項目が詳細

に規定されているが、検査項目が形式

的に実施され、職歴聴取やばく露評価

の情報が十分に活用されていないと

の指摘もある。今回の調査対象国の制

度を踏まえると、法令による最低限の

項目規定を維持しつつも、リスクアセ

スメントの結果や個別のばく露条件

に応じて専門家が検査内容を調整で

きる仕組みを併せ持つことが、制度の

実効性を高める方向性として示唆さ

れる。 

4）アウトカムへの接続強化

特殊健診制度の最終的な目的は、職

業性疾病の予防と早期発見にある。し

かし、個別の事業場レベルでの健診が

職業性疾病の検出にどの程度有効で

あるかについては、制度上のモニタリ

ング体制が十分に整備されていると

は言い難い状況が、調査対象国を含め

共通して認められた。 

Watanabe, Fukaiら（2024）は、300

人規模の事業場において同一種のが

んが 2例発生する確率を標準化罹患比

（SIR）を用いてシミュレーションし、

ほとんどのがん種で SIRが有意に高い

値を示すには 5年以上の観察期間を要

することを踏まえると、個別事業場レ

ベルで職業がんの集積を検出するこ

とは理論上極めて困難であることを

報告した[2]。この知見は、日本のみな
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らず今回の調査対象国にも共通して

当てはまる課題であり、実際に 3か国

いずれのインタビュー対象者からも、

個別事業場の健診データのみでは職

業性疾病の早期発見には限界があり、

国家レベルでのモニタリングシステ

ムの構築が必要であるとの見解が示

された。 

韓国では、検査機関から地方雇用労

働庁への直接報告制度が設けられて

おり、事業主を介さない情報フローに

よってデータの集約が構造的に促進

されているが、健診データと労災認定

データやがん登録データとのリンケ

ージは、いずれの国においても十分に

は実現されていない。タイでは登録サ

ービス機関から疾病管理局へのデー

タ転送の仕組みはあるものの、データ

提供が依然として課題であるとの意

見が聴取された。 

日本においても、特殊健診の実施状

況は労働基準監督署への報告により

把握されているが、有所見者のその後

の転帰や、健診が職業性疾病の検出に

どの程度寄与しているかについての

系統的な評価は行われていない。特殊

健診データ、がん登録、労災認定デー

タ等のリンケージによるモニタリン

グ体制の構築が、制度の有効性を可視

化し、エビデンスに基づく制度改善サ

イクルを確立するうえで重要な課題

であることが示唆された。 

5）本研究の限界

本研究にはいくつかの限界がある。

第一に、調査対象国が韓国、タイ、シ

ンガポールの 3 か国に限られており、

世界全体の制度を網羅するものでは

ない。第二に、各国 1～2 機関の専門

家へのインタビューに基づく質的研

究であり、各国の制度運用の全体像を

代表するものではない。制度の法令上

の規定と実際の現場における運用に

は乖離がありうる点にも留意が必要

である。第三に、今回の調査では実施

機関の精度管理制度の詳細な比較や、

制度のアウトカム評価に関する十分

なデータを得るには至らなかった。 

一方で、本研究には以下の強みがあ

る。現地訪問によるインタビュー調査

を実施したことにより、文献調査のみ

では得られない各国の制度運用の実

態や、法令の背景にある歴史的・社会

的文脈、現場で認識されている課題を

直接聴取することができた。特に、物

質列挙型からリスクベース型に至る

制度設計のスペクトラムの把握や、実

施者の専門性に関する各国の設計思

想の差異は、文献調査では捉えがたい

知見であった。また、アジア諸外国の

特殊健診制度から日本の制度改善に

資する示唆が予想以上に多く得られ

たことは、本研究の意義として強調し

たい。これらの知見を基盤として、今

後さらに対象国を拡大し、精度管理や

アウトカム評価を含む包括的な比較

研究を展開していくことが期待され

る。 

E. 結論

アジア 3か国の特殊健診制度の比較

から、我が国の制度を発展させるため

の示唆が得られた。特殊健診実施者の
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専門性について、調査対象 3か国がい

ずれも産業医学の専門的研修を法的

要件としていることは、日本において

も実施者の専門的要件のあり方を検

討する契機となりうる。また、リスク

アセスメントを起点とした検査設計

を専門家が一貫して担う制度は、日本

のリスクアセスメント対象物健康診

断の運用充実に向けた参考モデルと

なりうる。さらに、個別事業場レベル

の健診のみでは職業性疾病の検出に

限界があることは国際的に共通する

課題であり、国家レベルでのモニタリ

ング体制の構築が重要であることが

確認された。 

今後、本研究の知見を踏まえ、精度

管理制度やアウトカム評価を含む更

なる国際比較研究を進め、日本の特殊

健診制度の継続的な改善に貢献して

いくことが求められる。 
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表
1）

特
殊
健
診
制
度
の
比
較
（
日
本
、
タ
イ
、
韓
国
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
）

 

項 目 

日
本
：
法
定

特
殊
健
診

 
日
本
：
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト

対
象
物
健
康
診
断

 

タ
イ

韓
国
 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

① 法 的 根 拠 と 所 管 行 政 機 関

特
殊

健
診

は
労

働
安

全
衛

生
法

に

よ
り

義
務

付
け

ら
れ

て
い

る
。

同

法
は

、
化

学
物

質
や

物
理

的
有

害

因
子

へ
の

ば
く

露
を

伴
う

業
務

に

従
事

す
る

労
働

者
に

対
し

、
使

用

者
が

定
期

的
に

健
康

診
断

を
実

施

す
る

こ
と

を
求

め
て

い
る

。
厚

生

労
働

省
が

本
制

度
を

所
管

し
、

詳

細
な

実
施

方
法

は
政

令
・

省
令

で

規
定
さ
れ
て
い
る
。

 

本
健

康
診

断
は

、
労

働
安

全
衛

生

規
則
第

5
7
7
条
の

2
第

3
項
及
び

第
4
項
に
基
づ
き
義
務
付
け
ら
れ

て
い

る
。

リ
ス

ク
ア

セ
ス

メ
ン

ト

に
よ

り
健

康
へ

の
有

害
性

が
特

定

さ
れ

た
化

学
物

質
を

取
り

扱
う

労

働
者

が
対

象
と

な
る

。
使

用
者

が

実
施

責
任

を
負

い
、

厚
生

労
働

省

が
所
管
す
る
。

 

職
業

健
康

診
断

は
、

労
働

省
所

管

の
労

働
安

全
衛

生
環

境
法

（
仏

暦

2
5
54

年
/
西
暦

20
11

年
）
及
び
関

連
省

令
に

よ
り

義
務

付
け

ら
れ

て

い
る
。
同
法
は
、
ば
く
露
を
受
け
る

労
働

者
に

対
し

、
リ

ス
ク

に
基

づ

く
健

康
診

断
を

少
な

く
と

も
年

1

回
実

施
す

る
こ

と
を

使
用

者
に

義

務
付

け
て

い
る

。
こ

れ
ら

の
法

律

は
正

規
労

働
者

に
の

み
適

用
さ

れ

る
。

公
衆

衛
生

省
所

管
の

職
業

病

及
び

環
境

疾
病

管
理

法
（

仏
暦

2
5
62

年
/
西
暦

20
19

年
）
も
、
病

院
で

実
施

さ
れ

る
健

康
診

断
の

品

質
保
証
を
含
め
、
職
業
病
の
予
防
・

管
理

の
枠

組
み

を
規

定
し

て
い

る
。
 

特
殊

健
診

は
労

働
安

全
衛

生
法

に

よ
り

義
務

付
け

ら
れ

て
い

る
。

第

1
30

条
は
、
指
定
有
害
物
質
に
ば
く

露
さ

れ
る

労
働

者
に

対
す

る
健

康

診
断

の
実

施
を

使
用

者
に

求
め

て

い
る

。
雇

用
労

働
部

が
本

制
度

を

所
管

し
、

詳
細

な
実

施
方

法
は

労

働
安

全
衛

生
法

施
行

規
則

で
規

定

さ
れ
て
い
る
。
 

法
定

健
康

診
断

は
、

職
場

安
全

衛

生
法
（
2
0
06

年
）
及
び
下
位
法
令

で
あ

る
職

場
安

全
衛

生
（

健
康

診

断
）
規
則
（

2
0
11

年
）
に
基
づ
き
規

定
さ

れ
て

い
る

。
こ

れ
ら

の
健

康

診
断

は
、

人
材

開
発

省
労

働
安

全

衛
生

部
門

が
監

督
し

て
い

る
。

指

定
事

業
場

医
及

び
使

用
者

向
け

に
、

法
定

健
康

診
断

の
実

施
に

関

す
る

職
場

安
全

衛
生

ガ
イ

ド
ラ

イ

ン
が
公
開
さ
れ
て
い
る
。



② 対 象 物 質

特
殊

健
診

の
対

象
物

質
は

、
同

法

に
基

づ
く

省
令

で
規

定
さ

れ
て

い

る
。
有
機
溶
剤
（

5
4
物
質
）
、
鉛

（
無
機
・
有
機
）
、
石
綿
（

6
種
類
）
、

粉
じ
ん
（
金
属
、
研
磨
材
、
溶
接
ヒ

ュ
ー
ム
等
）
、
及
び
慢
性
毒
性
ま
た

は
遅
発
性
毒
性
を
有
す
る

75
の
特

定
化
学
物
質
（
発
が
ん
性
物
質
等
）

が
含
ま
れ
る
。

 

対
象

物
質

は
、

厚
生

労
働

省
が

有

害
性

あ
り

と
指

定
し

た
化

学
物

質

で
あ

る
。

リ
ス

ク
ア

セ
ス

メ
ン

ト

対
象

物
質

の
範

囲
は

拡
大

し
て

お

り
、

2
0
24

年
4
月
時
点
で

8
96

物

質
、

2
0
25

年
度
に
は
約

1
,6
00

物

質
、

2
0
26

年
度
に
は
約

2
,9
00

物

質
に
達
す
る
見
込
み
で
あ
る
。

 

健
康

診
断

を
要

す
る

有
害

因
子

に

は
、

労
働

省
所

管
の

法
令

で
定

義

さ
れ
る
有
害
化
学
物
質
、
粉
じ
ん
、

騒
音
、
放
射
線
、
熱
、
寒
冷
、
光
、

振
動

が
含

ま
れ

る
。

検
査

項
目

と

頻
度

は
、

有
害

因
子

の
種

類
ご

と

に
付
属
書
で
規
定
さ
れ
て
い
る
。

 

対
象
物
質
は
施
行
規
則
別
表

2
2
に

規
定

さ
れ

て
お

り
、

有
機

溶
剤

（
N
,N

-
ジ

メ
チ

ル
ア

セ
ト

ア
ミ

ド
、
ジ
メ
チ
ル
ホ
ル
ム
ア
ミ
ド
、
ベ

ン
ゼ
ン
等
）
、
金
属
及
び
そ
の
化
合

物
（
鉛
、
水
銀
、
ク
ロ
ム
等
）
、
粉

じ
ん
（
石
綿
、
綿
じ
ん
、
鉱
物
性
粉

じ
ん
、
木
粉
）
、
物
理
的
因
子
（
騒

音
、
振
動
）
、
夜
間
勤
務
を
含
む

1
8
0

物
質

が
含

ま
れ

る
。

発
が

ん
性

物

質
、
生
殖
毒
性
物
質
、
そ
の
他
の
慢

性
健
康
障
害
も
対
象
と
な
る
。

 

法
定

健
康

診
断

の
対

象
物

質
は

、

職
場
安
全
衛
生
（
健
康
診
断
）
規
則

（
2
0
11

年
）
の
第
一
附
則
で
規
定

さ
れ
て
い
る
。
現
在
、
ヒ
素
、
石
綿
、

ベ
ン
ゼ
ン
、
カ
ド
ミ
ウ
ム
、
圧
気
、

過
度
の
騒
音
、
鉛
、
マ
ン
ガ
ン
、
水

銀
、
有
機
リ
ン
、
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン
、
シ
リ
カ
、
タ
ー
ル

/
ピ
ッ

チ
/
ビ
チ
ュ
ー
メ
ン
、
塩
化
ビ
ニ
ル

モ
ノ
マ
ー
を
含
む

1
9
の
特
定
有
害

因
子
が
指
定
さ
れ
て
い
る
。
 

③ 対 象 労 働 者

指
定

さ
れ

た
有

害
物

質
ま

た
は

物

理
的

有
害

因
子

へ
の

ば
く

露
を

伴

う
業
務
に
「
常
時
」
従
事
す
る
労
働

者
が
対
象
と
な
る
。
「
常
時
」
は
法

律
で

明
確

に
定

義
さ

れ
て

い
な

い

が
、
一
般
的
に
ば
く
露
の
頻
度
、
期

間
、
量
に
基
づ
い
て
解
釈
さ
れ
、
広

く
適
用
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
。

 

本
健

康
診

断
の

対
象

者
は

、
リ

ス

ク
ア

セ
ス

メ
ン

ト
に

よ
り

健
康

へ

の
有

害
性

が
特

定
さ

れ
た

物
質

を

取
り

扱
う

労
働

者
で

あ
る

。
使

用

者
が

省
令

の
基

準
に

基
づ

き
選

定

責
任

を
負

う
。

基
準

に
は

①
高

い

健
康

リ
ス

ク
が

あ
り

定
期

的
な

検

査
を

要
す

る
労

働
者

、
②

閾
値

を

超
え

る
ば

く
露

の
可

能
性

が
あ

り

緊
急

検
査

を
要

す
る

労
働

者
が

含

ま
れ
る
。

 

健
康

診
断

は
、

職
業

上
の

有
害

因

子
に

著
し

く
ば

く
露

さ
れ

る
労

働

者
を

対
象

に
実

施
さ

れ
る

。
選

定

は
、
類
似
ば
く
露
群
（
S
EG
）
に
よ

る
健

康
リ

ス
ク

ア
セ

ス
メ

ン
ト

（
H
R
A
）

と
ば

く
露

評
価

に
基

づ

く
。
目
的
は
、
健
康
サ
ー
ベ
イ
ラ
ン

ス
に

よ
る

早
期

発
見

と
労

働
者

の

業
務
適
性
確
保
で
あ
る
。

 

指
定

有
害

物
質

へ
の

ば
く

露
を

伴

う
特

殊
健

診
対

象
業

務
に

従
事

す

る
労

働
者

が
対

象
と

な
る

。
選

定

は
、

個
人

の
ば

く
露

評
価

で
は

な

く
、

有
害

業
務

区
域

へ
の

配
置

に

基
づ

く
。

指
定

さ
れ

た
職

種
の

全

労
働

者
は

、
実

際
の

ば
く

露
レ

ベ

ル
に

か
か

わ
ら

ず
健

康
診

断
を

受

け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

有
害

業
務

に
従

事
す

る
全

て
の

労

働
者

は
、

法
定

健
康

診
断

の
受

診

が
義

務
付

け
ら

れ
て

い
る

。
有

害

業
務
と
は
、
職
場
安
全
衛
生
（
健
康

診
断
）
規
則
（

2
0
11

年
）
に
掲
げ
る

有
害
因
子
を
使
用
、
取
扱
い
、
ま
た

は
ば
く
露
さ
れ
る
職
業
を
指
す
。

 



④ 事 業 場 規 模 要 件

事
業

場
の

規
模

に
か

か
わ

ら
ず

、

有
害

業
務

が
行

わ
れ

る
全

て
の

事

業
場

に
特

殊
健

診
の

実
施

義
務

が

あ
る

。
従

業
員

数
は

本
要

件
に

影

響
し
な
い
。

 

法
定

健
康

診
断

と
同

様
、

有
害

業

務
を

行
う

全
て

の
事

業
場

に
規

模

に
か

か
わ

ら
ず

実
施

義
務

が
あ

る
。

 

労
働
者
を

1
人
以
上
雇
用
す
る
全

て
の

企
業

が
労

働
省

所
管

の
法

律

の
適

用
を

受
け

る
が

、
非

正
規

労

働
者

は
直

接
の

対
象

外
で

あ
る

。

公
衆

衛
生

省
の

法
律

は
、

非
正

規

労
働

者
や

公
害

に
ば

く
露

さ
れ

る

住
民

も
対

象
と

す
る

。
企

業
規

模

よ
り

も
リ

ス
ク

の
有

無
が

優
先

さ

れ
る
。
 

有
害

業
務

に
従

事
す

る
労

働
者

が

い
る

全
て

の
事

業
場

に
、

規
模

に

か
か

わ
ら

ず
特

殊
健

診
の

実
施

義

務
が
あ
る
。
同
法
は
、
労
働
者

1
人

の
事

業
場

か
ら

大
企

業
ま

で
全

て

の
使

用
者

に
適

用
さ

れ
、

企
業

規

模
に
よ
る
免
除
は
な
い
。

 

事
業

場
の

規
模

に
か

か
わ

ら
ず

、

職
場
安
全
衛
生
（
健
康
診
断
）
規
則

（
2
0
11

年
）
の
第
一
附
則
に
掲
げ

る
有
害
因
子
を
使
用
、
取
扱
い
、
ま

た
は

ば
く

露
さ

れ
る

有
害

業
務

に

従
事

す
る

労
働

者
は

、
法

定
健

康

診
断

の
受

診
が

義
務

付
け

ら
れ

て

い
る
。
 

⑤ 検 査 項 目

対
象

物
質

ご
と

に
省

令
で

具
体

的

な
項

目
が

規
定

さ
れ

て
い

る
。

業

務
歴
、
作
業
条
件
の
簡
易
調
査
、
自

覚
症
状
・
他
覚
症
状
、
物
質
に
応
じ

た
医

学
的

検
査

ま
た

は
生

物
学

的

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

が
含

ま
れ

る
。

医

師
は

必
要

に
応

じ
て

項
目

を
追

加

で
き
る
。

 

具
体

的
な

項
目

は
法

定
さ

れ
て

い

な
い

。
医

師
ま

た
は

産
業

保
健

専

門
家
が
、
科
学
文
献
、
安
全
デ
ー
タ

シ
ー
ト
（

S
DS
）
、
専
門
的
判
断
に

基
づ
き
項
目
を
決
定
す
る
。

 

項
目
は

H
RA

の
結
果
に
基
づ
い
て

決
定
さ
れ
、
業
務
歴
、
身
体
検
査
、

物
質

ご
と

の
生

物
学

的
モ

ニ
タ

リ

ン
グ

が
含

ま
れ

る
場

合
が

あ
る

。

詳
細

は
付

属
書

で
規

定
さ

れ
て

い

る
。

産
業

保
健

専
門

家
が

内
容

と

頻
度
を
設
計
す
る
。

 

検
査
項
目
は
別
表

2
4
で
有
害
物
質

ご
と

に
規

定
さ

れ
て

お
り

、
業

務

歴
・
ば
く
露
歴
調
査
、
既
往
歴
、
自

覚
症

状
調

査
、

標
的

臓
器

の
臨

床

検
査

、
一

次
臨

床
検

査
（

全
員

必

須
）
、
二
次
臨
床
検
査
（
詳
細
評
価

を
要
す
る
者
）
、
該
当
す
る
場
合
は

生
物

学
的

ば
く

露
指

標
検

査
を

含

む
。
 

法
定

健
康

診
断

で
必

要
な

具
体

的

項
目
は
、
職
場
安
全
衛
生
（
健
康
診

断
）
規
則
（

2
0
11

年
）
の
第
一
附
則

で
規

定
さ

れ
て

い
る

。
全

て
の

有

害
因

子
に

つ
い

て
臨

床
検

査
が

必

要
で

あ
り

、
臨

床
検

査
（

検
体

検

査
、
画
像
検
査
等
）
は
有
害
因
子
ご

と
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。
 



⑥ 実 施 時 期 と 頻 度

健
康
診
断
は
、
雇
入
れ
時
、
配
置
転

換
時
、
及
び

6
か
月
を
超
え
な
い

間
隔

で
定

期
的

に
実

施
し

な
け

れ

ば
な
ら
な
い
。

 

法
定

の
間

隔
は

定
め

ら
れ

て
い

な

い
。

頻
度

は
医

師
の

勧
告

と
リ

ス

ク
レ

ベ
ル

に
基

づ
き

使
用

者
が

決

定
す

る
。

閾
値

を
超

え
る

ば
く

露

が
疑

わ
れ

た
場

合
は

、
速

や
か

に

実
施
す
べ
き
で
あ
る
。

 

健
康
診
断
は
、
雇
入
れ
時
（

3
0
日

以
内
）
、
配
置
転
換
時
（

3
0
日
以

内
）
、
及
び
定
期
的
（
少
な
く
と
も

年
1
回
）
に
実
施
さ
れ
る
。
頻
度
は

H
RA

の
リ

ス
ク

レ
ベ

ル
に

応
じ

て

調
整
さ
れ
る
（
高
リ
ス
ク
：
6
か
月

ご
と
、
非
常
に
高
い
リ
ス
ク
：
3
か

月
ご
と
等
）
。

 

初
回

検
査

は
配

置
後

の
規

定
期

間

内
（
物
質
に
よ
り

1
～
12

か
月
）
に

実
施

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

定

期
検

査
は

物
質

ご
と

の
間

隔
に

従

う
：
高
リ
ス
ク
物
質
は

6
か
月
ご

と
、
石
綿
・
綿
じ
ん
は

1
2
か
月
ご

と
、
鉱
物
性
粉
じ
ん
・
騒
音
は

2
4

か
月

ご
と

、
そ

の
他

ほ
と

ん
ど

の

物
質
は

1
2
か
月
ご
と
。
 

配
置

前
法

定
健

康
診

断
は

有
害

業

務
開
始
後

3
か
月
以
内
に
実
施
す

る
。
た
だ
し
、
圧
気
環
境
で
の
作
業

は
、
作
業
開
始
前

3
0
日
以
内
に
実

施
が

必
要

で
あ

る
。

定
期

検
査

は

全
て
の
有
害
因
子
に
つ
い
て

1
2
か

月
ご
と
、
鉛
・
有
機
リ
ン
は

6
か
月

ご
と
、
石
綿
・
シ
リ
カ
は

3
年
ご

と
。
 

⑦ 医 師 の 資 格 要 件

免
許

を
有

す
る

医
師

で
あ

れ
ば

特

殊
健

診
を

実
施

で
き

る
。

産
業

衛

生
の

専
門

資
格

は
要

求
さ

れ
な

い
。
 

法
定

健
康

診
断

と
同

様
、

免
許

を

有
す

る
医

師
で

あ
れ

ば
実

施
で

き

る
。

 

医
師

は
産

業
医

学
の

資
格

を
有

す

る
か
、
公
衆
衛
生
省
が
認
定
す
る

8

週
間

の
産

業
保

健
研

修
プ

ロ
グ

ラ

ム
を

修
了

し
て

い
な

け
れ

ば
な

ら

な
い
。
 

健
康

診
断

は
、

指
定

特
殊

健
診

機

関
の

産
業

医
学

専
門

医
が

実
施

し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
機

関
は

人

員
、

施
設

、
設

備
の

要
件

を
満

た

し
、

指
定

を
受

け
る

た
め

の
品

質

評
価

に
合

格
し

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。
 

法
定

健
康

診
断

は
指

定
事

業
場

医

（
D
W
D
）
の
み
が
実
施
で
き
る
。
DW
D

は
医

師
登

録
法

に
基

づ
く

免
許

を

有
す

る
医

師
で

、
人

材
開

発
省

が

認
め

る
課

程
（

産
業

医
学

大
学

院

デ
ィ

プ
ロ

マ
及

び
産

業
医

学
専

門

医
等

）
を

修
了

し
て

い
な

け
れ

ば

な
ら
な
い
。
 

⑧ 収 集 さ れ る ば く 露 情 報

作
業

条
件

の
簡

易
調

査
が

必
須

項

目
で
あ
る
。
環
境
測
定
デ
ー
タ
、
有

害
物

質
の

平
均

使
用

頻
度

、
前

回

検
査

以
降

の
作

業
工

程
や

ば
く

露

の
変
化
、
局
所
排
気
装
置
・
保
護
具

の
有

無
と

使
用

状
況

、
高

ば
く

露

の
発
生
が
含
ま
れ
る
。

 

リ
ス

ク
ア

セ
ス

メ
ン

ト
に

基
づ

き
、
使
用
者
は
物
質
の
有
害
性
、
作

業
場
測
定
、
作
業
手
順
、
保
護
具
使

用
、

作
業

変
更

歴
な

ど
の

デ
ー

タ

を
医

師
に

提
供

し
な

け
れ

ば
な

ら

な
い

。
デ

ー
タ

提
供

の
範

囲
と

方

法
は

使
用

者
と

医
師

の
裁

量
に

委

ね
ら
れ
て
い
る
。

 

検
査
前
に
、
化
学
物
質
使
用
、
作
業

環
境
、
保
護
具
使
用
、
職
歴
を
評
価

す
る

H
RA

を
実
施
す
る
。
検
査
時

に
詳

細
な

問
診

を
行

う
。

必
要

に

応
じ
て
職
場
訪
問
を
実
施
す
る
。

 

必
須

収
集

項
目

に
は

、
作

業
場

環

境
測
定
結
果
、
業
務
歴
・
ば
く
露
パ

タ
ー
ン
、
過
去
の
健
康
診
断
結
果
、

詳
細
な
作
業
工
程
・
職
務
変
更
、
保

護
具

使
用

状
況

、
高

ば
く

露
の

発

生
が
含
ま
れ
る
。
 

使
用
者
は
、「

労
働
者
の
適
切
な
健

康
診

断
を

実
施

す
る

た
め

に
関

連

し
、

両
者

が
共

同
で

知
り

得
る

全

て
の

情
報

」
を

指
定

事
業

場
医

に

提
供

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
（

職

場
安

全
衛

生
（

健
康

診
断

）
規

則

2
0
11

年
）
。
 



⑨ 二 次 検 査

初
回

検
査

で
異

常
が

認
め

ら
れ

た

場
合

、
医

師
の

判
断

に
よ

り
二

次

（
精
密
）
検
査
を
実
施
で
き
る
。
二

次
検

査
の

項
目

は
労

働
者

の
健

康

状
態

に
応

じ
て

柔
軟

に
決

定
さ

れ
、

法
律

で
標

準
化

さ
れ

て
い

な

い
。
 

異
常

が
検

出
さ

れ
た

場
合

、
医

師

の
判

断
に

よ
り

追
加

検
査

を
実

施

で
き

る
。

二
次

検
査

に
関

す
る

法

定
基
準
は
な
い
。

 

異
常

が
検

出
さ

れ
た

場
合

、
医

師

は
業

務
関

連
性

と
業

務
適

性
を

評

価
す
る
。
疾
病
が
疑
わ
れ
る
場
合
、

公
的

機
関

が
関

連
法

に
基

づ
き

調

査
を
行
う
。

 

一
次

検
査

結
果

の
解

釈
が

困
難

な

場
合

ま
た

は
鑑

別
を

要
す

る
場

合
、

二
次

検
査

が
義

務
付

け
ら

れ

る
。
二
次
検
査
項
目
は
別
表

2
4
で

標
的

臓
器

ご
と

に
規

定
さ

れ
て

い

る
。
使
用
者
は
通
知
後

3
0
日
以
内

に
二

次
検

査
を

実
施

し
な

け
れ

ば

な
ら
な
い
。
 

法
令
上
、
検
査
を
「
一
次
」「

二
次
」

に
分
類
す
る
規
定
は
な
い
。
D
W
D
は

臨
床

管
理

ま
た

は
業

務
適

性
評

価

の
一
環
と
し
て
、
再
検
査
、
追
加
検

査
、

専
門

医
紹

介
を

行
う

こ
と

が

で
き
る
。
 

⑩ 評 価 と 分 類

医
師
は
一
般
的
に

5
段
階
評
価
を

使
用
す
る
：
A（

異
常
な
し
）
、
B（

要

精
検
を
要
し
な
い
軽
微
な
異
常
）
、

C（
要
治
療
）
、
R（

ば
く
露
継
続
に

よ
り
悪
化
の
お
そ
れ
）
、
T（

業
務

に
関
係
の
な
い
異
常
）
。
こ
の
分
類

は
法

定
で

は
な

い
が

、
行

政
指

導

と
し
て
広
く
使
用
さ
れ
て
い
る
。

 

法
定

の
分

類
制

度
は

な
い

。
医

師

ま
た

は
産

業
保

健
専

門
家

が
、

臨

床
判

断
と

ば
く

露
リ

ス
ク

に
基

づ

き
医

学
的

リ
ス

ク
を

評
価

し
、

使

用
者

に
必

要
な

措
置

を
助

言
す

る
。

 

異
常

が
認

め
ら

れ
た

場
合

、
医

師

は
業

務
関

連
性

と
業

務
適

性
を

判

定
し
、
使
用
者
、
労
働
者
、
労
働
省

に
報
告
す
る
。
H
R
A
に
基
づ
く
リ
ス

ク
分

類
（

非
常

に
低

い
～

非
常

に

高
い

）
が

検
査

頻
度

と
項

目
の

指

針
と
な
る
。

 

健
康
管
理
区
分
：
A（

健
康
）
、
C
1

（
職
業
病
観
察
）
、
C
2（

一
般
疾
病

観
察
）
、
D
1（

職
業
病
所
見
）
、
D
2

（
一
般
疾
病
所
見
）
、
R（

二
次
検

査
要
）
等
。
業
務
適
性
判
定
：
現
条

件
で
適
合
、
一
定
条
件
で
適
合
、
一

時
的
不
適
合
、
永
続
的
不
適
合
。

 

法
令

に
検

査
結

果
の

分
類

制
度

は

規
定
さ
れ
て
い
な
い
。
D
W
D
は
労
働

者
が

有
害

業
務

に
就

労
適

合
か

ど

う
か

の
評

価
を

提
供

し
な

け
れ

ば

な
ら
な
い
。
D
W
D
は
評
価
に
基
づ
き

労
働

者
を

一
時

的
ま

た
は

永
続

的

に
就

業
停

止
と

す
る

こ
と

が
で

き

る
。
 

⑪ プ ラ イ バ シ ー 保 護

使
用

者
は

労
働

者
の

プ
ラ

イ
バ

シ

ー
を

確
保

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

検
査

結
果

は
労

働
者

に
直

接

通
知

さ
れ

る
。

使
用

者
と

共
有

さ

れ
る

情
報

は
必

要
最

小
限

の
項

目

（
業
務
適
性
等
）
に
限
定
さ
れ
、
労

働
者
の
同
意
を
要
す
る
。

 

法
定

健
康

診
断

と
同

様
、

結
果

は

労
働

者
に

直
接

通
知

さ
れ

、
使

用

者
の
ア
ク
セ
ス
は
制
限
さ
れ
る
。

 

結
果

は
機

密
と

し
て

扱
わ

れ
る

。

無
関

係
な

者
へ

の
開

示
は

禁
止

さ

れ
て
い
る
。
医
師
は
労
働
者
、
使
用

者
、
労
働
省
に
報
告
す
る
。
公
開
は

公
益

上
の

場
合

の
み

認
め

ら
れ

る
。
 

個
人
の
健
康
診
断
結
果
は

3
0
日
以

内
に

労
働

者
に

送
付

し
な

け
れ

ば

な
ら
な
い
。
使
用
者
は
、
労
働
者
の

同
意

な
く

個
人

の
医

療
詳

細
を

除

く
集

計
結

果
を

受
け

取
る

。
医

療

の
機

密
性

は
厳

格
に

保
護

さ
れ

る
。
 

D
WD

は
健

康
診

断
結

果
を

使
用

者

に
報

告
す

る
責

任
を

負
う

。
人

材

開
発
省
は
、
D
W
D
が
使
用
者
に
概
要

報
告
書
、
従
業
員
登
録
簿
、
検
査
結

果
の

写
し

を
提

供
す

る
と

述
べ

て

い
る
。
 



⑫ 費 用 負 担 

使
用

者
が

特
殊

健
診

の
費

用
全

額

を
負

担
す

る
。

労
働

者
と

の
費

用

分
担
は
認
め
ら
れ
な
い
。

 

法
定

健
康

診
断

と
同

様
、

使
用

者

が
全

額
を

負
担

し
、

労
働

者
に

費

用
負
担
は
な
い
。

 

使
用

者
が

検
査

費
用

を
負

担
す

る
。

疾
病

が
業

務
関

連
の

場
合

は

労
災

補
償

基
金

、
そ

う
で

な
い

場

合
は

社
会

保
険

基
金

に
よ

り
医

療

が
提
供
さ
れ
る
。

 

検
査

費
用

は
企

業
規

模
に

か
か

わ

ら
ず

使
用

者
が

全
額

負
担

す
る

。

労
働

者
と

の
費

用
分

担
・

自
己

負

担
は

な
い

。
二

次
検

査
や

事
後

措

置
の

追
加

費
用

も
使

用
者

の
責

任

で
あ

る
。

中
小

企
業

向
け

の
政

府

支
援
が
あ
る
。
 

職
場
安
全
衛
生
（
健
康
診
断
）
規
則

に
基

づ
き

、
法

定
健

康
診

断
の

費

用
は
使
用
者
が
負
担
す
る
。
 

⑬ 一 般 健 康 診 断 と の 関 係 

検
査

項
目

が
一

般
健

康
診

断
と

重

複
す

る
場

合
、

結
果

を
共

用
で

き

る
。
た
だ
し
、
特
殊
健
診
に
特
有
の

項
目

は
別

途
実

施
し

な
け

れ
ば

な

ら
な
い
。

 

一
般

健
康

診
断

の
結

果
は

関
連

が

あ
る

場
合

に
使

用
で

き
る

が
、

リ

ス
ク

ア
セ

ス
メ

ン
ト

に
基

づ
く

検

査
は

物
質

特
異

的
な

ス
ク

リ
ー

ニ

ン
グ
を
要
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
追

加
検

査
が

必
要

に
な

る
こ

と
が

多

い
。

 

一
般

健
康

診
断

と
リ

ス
ク

に
基

づ

く
健

康
診

断
は

区
別

さ
れ

る
。

後

者
は

よ
り

詳
細

な
項

目
を

含
む

。

一
般

健
康

診
断

は
義

務
で

は
な

い

が
、

福
利

厚
生

と
し

て
実

施
さ

れ

る
こ
と
が
多
い
。

 

特
殊

健
診

は
一

般
健

康
診

断
と

は

別
に

実
施

さ
れ

る
。

他
の

法
律

に

基
づ

く
同

等
の

健
康

診
断

で
同

じ

検
査

項
目

を
含

む
場

合
、

一
般

健

康
診

断
の

代
替

と
で

き
る

が
、

特

殊
健
診
の
代
替
に
は
な
ら
な
い
。

 

有
害

業
務

に
従

事
し

な
い

労
働

者

に
対

す
る

定
期

一
般

健
康

診
断

の

法
的

義
務

は
な

い
。

配
置

前
健

康

診
断

は
使

用
者

の
裁

量
で

実
施

さ

れ
る
場
合
が
あ
る
。
 

⑭ 事 後 措 置 

事
後

措
置

は
分

類
結

果
に

応
じ

て

規
定
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
A
は

措
置
不
要
、

B
・
R
は
就
業
制
限
や

追
加
検
査
、

C
・
T
は
有
害
業
務
の

禁
止

と
医

療
が

必
要

と
な

る
場

合

が
あ

る
。

こ
れ

ら
の

措
置

は
医

師

の
勧

告
に

基
づ

き
使

用
者

が
実

施

す
る
。

 

事
後

措
置

に
は

配
置

転
換

、
作

業

環
境

改
善

、
就

業
制

限
が

含
ま

れ

る
場
合
が
あ
る
。
た
だ
し
、
法
律
で

詳
細

な
義

務
は

規
定

さ
れ

て
お

ら

ず
、

医
師

の
判

断
と

使
用

者
の

裁

量
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
る
。

 

異
常

が
認

め
ら

れ
た

場
合

、
使

用

者
は

医
療

手
配

と
原

因
調

査
を

行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

医
師

は

業
務

関
連

性
を

判
定

し
、

職
務

上

の
配
慮
を
勧
告
で
き
る
。

 

健
康

管
理

区
分

に
基

づ
く

義
務

的

事
後
措
置
：
作
業
場
変
更
、
配
置
転

換
、
労
働
時
間
短
縮
、
夜
間
勤
務
制

限
、
保
護
具
提
供
、
追
跡
検
査
、
勤

務
時

間
中

の
治

療
、

職
業

病
確

認

の
た

め
の

紹
介

、
そ

の
他

必
要

な

措
置
。
 

職
場

安
全

衛
生

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

は
、

有
害

因
子

ご
と

の
事

後
措

置

を
詳
述
し
て
い
る
：
検
査
、
リ
ス
ク

低
減
、
届
出
、
就
業
停
止
、
専
門
医

紹
介

、
人

材
開

発
省

へ
の

報
告

更

新
。
 



⑮ 従 業 員 へ の 開 示

使
用

者
は

従
業

員
に

検
査

結
果

を

速
や

か
に

通
知

す
る

義
務

が
あ

る
。
 

労
働

者
へ

の
速

や
か

な
フ

ィ
ー

ド

バ
ッ

ク
が

必
要

だ
が

、
開

示
の

方

法
や

様
式

に
関

す
る

具
体

的
な

法

的
規
定
は
な
い
。

 

使
用
者
は
、
職
業
上
の
リ
ス
ク
、
予

防
措
置
、
保
護
具
の
使
用
、
検
査
結

果
に

つ
い

て
労

働
者

に
周

知
し

な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

医
師

は
労

働

者
に

直
接

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

行

う
。
 

検
査

機
関

は
、

医
学

的
意

見
と

必

要
な

事
後

措
置

を
含

む
個

人
の

検

査
結
果
を

3
0
日
以
内
に
労
働
者
に

提
供

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

所

見
の

あ
る

労
働

者
に

は
、

詳
細

な

説
明
が
必
要
で
あ
る
。

 

D
WD

は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
医
師
会
の

倫
理
規
定
・
倫
理
指
針
に
従
い
、
検

査
結

果
を

適
時

に
患

者
に

伝
達

す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

⑯ 行 政 機 関 へ の 報 告

使
用

者
は

所
轄

の
労

働
基

準
監

督

署
に
「
特
殊
健
診
結
果
報
告
書
」
を

提
出

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

報

告
書
に
は
、
総
従
業
員
数
、
有
害
業

務
従
事
者
数
、
受
診
者
数
、
有
所
見

者
数

、
事

後
措

置
の

状
況

が
含

ま

れ
る
。

 

定
期

的
な

報
告

義
務

は
な

い
。

た

だ
し

、
監

督
時

に
健

康
診

断
や

リ

ス
ク

管
理

の
状

況
説

明
を

求
め

ら

れ
る
場
合
が
あ
る
。

 

異
常

ま
た

は
職

業
病

の
疑

い
が

認

め
ら
れ
た
場
合
、
使
用
者
は

3
0
日

以
内

に
労

働
監

督
官

に
報

告
し

な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

結
果

は
健

康

手
帳

・
健

康
管

理
表

に
記

録
さ

れ

る
。
 

特
殊
健
診
機
関
は
検
査
結
果
を

3
0

日
以

内
に

地
方

雇
用

労
働

庁
に

提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
特

定

の
措

置
が

必
要

な
場

合
、

使
用

者

は
3
0
日
以
内
に
事
後
措
置
結
果
報

告
書

を
提

出
し

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。

違
反

に
は

行
政

処
分

が
科

さ

れ
る
。
 

使
用

者
は

人
材

開
発

省
に

「
健

康

診
断
概
要
報
告
書
」
及
び
「
従
業
員

登
録

簿
」

を
提

出
す

る
義

務
が

あ

る
。
D
WD

は
、
労
働
者
の
就
業
停
止

ま
た

は
就

労
適

合
の

認
定

時
に

、

停
止

証
明

書
・

適
合

証
明

書
を

提

出
す
る
義
務
が
あ
る
。
 

⑰ 記 録 保 存 と 保 存 期 間

保
存

期
間

は
物

質
に

よ
り

異
な

る
：
有
機
溶
剤
、
鉛
、
特
定
化
学
物

質
は

5
年
、
粉
じ
ん
は

7
年
、
発
が

ん
性
物
質
は

3
0
年
、
石
綿
は

40

年
。
 

記
録
は
一
般
的
に

5
年
間
保
存
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
発

が
ん

性

物
質

に
分

類
さ

れ
る

物
質

に
つ

い

て
は

3
0
年
間
の
保
存
が
必
要
で
あ

る
。

 

結
果

は
個

人
の

健
康

手
帳

・
健

康

管
理

表
ま

た
は

デ
ジ

タ
ル

フ
ァ

イ

ル
で

事
業

場
に

記
録

し
な

け
れ

ば

な
ら

な
い

。
雇

用
期

間
全

体
に

加

え
2
年
間
、
発
が
ん
性
物
質
へ
の

ば
く

露
者

は
雇

用
期

間
全

体
に

加

え
1
0
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
 

健
康
診
断
機
関
：
診
療
記
録

1
0
年
、

検
査
記
録

5
年
。
使
用
者
：
健
康
診

断
結
果

5
年
、
特
別
有
害
物
質

3
0

年
。
電
子
記
録
：
紙
記
録
と
同
等
に

認
め

ら
れ

、
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
措

置

が
必
要
。
 

責
任
者
（
使
用
者
ま
た
は
元
請
）
は

法
定

健
康

診
断

の
報

告
書

を
少

な

く
と
も

5
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 



⑱ 実 施 状 況 の 監 視

特
殊

健
診

の
実

施
状

況
は

労
働

基

準
監

督
署

等
に

よ
り

監
視

さ
れ

る
。

基
準

を
満

た
さ

な
い

事
業

場

は
是

正
措

置
の

対
象

と
な

る
場

合

が
あ
る
。

 

実
施

率
の

監
視

に
関

す
る

明
示

的

な
法
的
義
務
は
な
い
。

 

登
録

サ
ー

ビ
ス

機
関

が
検

査
デ

ー

タ
を

担
当

官
に

報
告

し
、

担
当

官

は
疾

病
管

理
局

に
転

送
す

る
。

一

部
の
企
業
で

O
SH

管
理
シ
ス
テ
ム

が
導

入
さ

れ
て

い
る

が
、

デ
ー

タ

提
供

は
依

然
と

し
て

課
題

で
あ

る
。
 

韓
国

産
業

安
全

保
健

公
団

に
よ

る

指
定

特
殊

健
診

機
関

の
定

期
評

価

と
品

質
審

査
。

機
関

審
査

を
通

じ

た
検

査
実

施
率

と
品

質
の

監
視

。

適
切

な
実

施
の

た
め

の
行

政
指

導
・
支
援
。
基
準
不
適
合
の
場
合
は

指
定
取
消
し
の
可
能
性
が
あ
る
。

 

人
材

開
発

省
が

遵
守

状
況

の
確

保

を
担

当
す

る
。

法
定

健
康

診
断

を

実
施

し
な

い
場

合
は

、
職

場
安

全

衛
生
（
健
康
診
断
）
規
則
違
反
と
な

り
、

執
行

措
置

の
対

象
と

な
る

場

合
が
あ
る
。
 

⑲ 職 業 病 の 認 定 と 補 償

職
業
病
の
認
定
は
、
業
務
歴
、
ば
く

露
条

件
、

医
学

的
所

見
を

考
慮

し

た
労

災
保

険
法

に
基

づ
く

申
請

・

審
査

プ
ロ

セ
ス

に
よ

る
。

検
査

で

発
見

さ
れ

た
疾

患
が

治
療

を
要

す

る
場

合
、

業
務

外
と

判
断

さ
れ

れ

ば
公

的
医

療
保

険
、

職
業

病
と

認

定
さ

れ
れ

ば
労

災
保

険
（

使
用

者

負
担
）
で
補
償
さ
れ
る
。

 

認
定

は
労

災
保

険
法

に
基

づ
き

、

業
務
歴
、
ば
く
露
、
医
学
的
所
見
に

よ
る

。
疾

病
が

業
務

外
と

判
断

さ

れ
れ

ば
公

的
医

療
保

険
、

職
業

病

と
認

定
さ

れ
れ

ば
労

災
補

償
（

使

用
者
負
担
）
が
適
用
さ
れ
る
。

 

職
業
病
は

I
LO
 R
1
94
（
20
10

年
改

定
）

に
準

拠
し

て
法

的
に

定
義

さ

れ
て
い
る
。
公
衆
衛
生
省
が
認
定
、

調
査
、
予
防
を
担
当
す
る
。
非
正
規

労
働
者
も
対
象
と
な
る
。

 

労
災

保
険

法
に

基
づ

き
、

①
有

害

因
子

へ
の

ば
く

露
歴

、
②

疾
病

発

症
の

可
能

性
、

③
医

学
的

因
果

関

係
が

認
め

ら
れ

る
場

合
、

職
業

病

と
し

て
認

定
さ

れ
る

。
特

殊
健

診

に
よ

る
早

期
発

見
・

予
防

志
向

の

ア
プ

ロ
ー

チ
は

、
労

働
者

の
立

証

負
担

を
軽

減
し

、
作

業
環

境
の

改

善
に
つ
な
が
る
。
 

職
業

病
は

職
場

安
全

衛
生

法
で

、

第
二

附
則

に
規

定
す

る
疾

病
ま

た

は
業

務
中

の
化

学
的

・
生

物
学

的

因
子

へ
の

ば
く

露
に

起
因

す
る

そ

の
他

の
疾

病
と

規
定

さ
れ

て
い

る
。

法
定

健
康

診
断

中
に

労
働

者

が
職

業
病

と
診

断
さ

れ
た

場
合

、

労
災

補
償

法
に

基
づ

く
補

償
の

対

象
と
な
る
。
 



表
2）

特
殊
健
診
の
実
施
者
、
対
象
物
質
、
検
査
項
目
の
決
定
方
法
の
各
国
比
較

 

日
本

 
韓
国
 

タ
イ

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

実
施
者

 
医
師
で
あ
れ
ば

 

実
施
可
能

 

（
資
格
要
件
な
し
）

 

職
業
環
境
医
学
 

専
門
医
の
み
 

＋
指
定
機
関
の
み

 

産
業
医
学
認
定
 

医
師
ま
た
は
 

8
週
間
研
修
 

修
了
医
師
 

DW
D
の
み
 

（
GD
OM

取
得
必
須
：
 

6
ヶ
月
・

12
0
時
間
）
 

対
象
物
質

 
12
0+
物
質
 

＋
RA

約
2,
90
0
物
質
 

（
20
26

年
度
見
込
）

 

（
省
令
で
個
別
指
定
）

 

18
0
項
目
 

（
化
学
物
質

16
4、

 

粉
じ
ん

7、
 

物
理
的
因
子

8、
 

夜
間
作
業
）
 

日
本
と
類
似

 

5
カ
テ
ゴ
リ
・
85

物
質
 

H
RA

に
基
づ
き

 

対
象
を
決
定

 

19
要
因
の
み
 

極
め
て
限
定
的

 

検
査
項
目
の
決
定
方
法

 
法
令
で
物
質
ご
と
に

 

詳
細
規
定

 

法
令
で
物
質
ご
と
に

 

一
次
・
二
次
を
 

詳
細
規
定
 

HR
A
に
基
づ
き
 

医
師
が
決
定
 

法
令
は
項
目
を
固
定
せ

ず
 

法
令
で
要
因
ご
と
に

 

規
定
す
る
が
 

DW
D
の
裁
量
大
 




	バインダー2.pdf
	バインダー1.pdf
	特殊健診（総合）最終_Part1.pdf
	1.001_00000-1 労災特殊健診研究報告書：表紙・目次.pdf
	2.001_00000-2統括（表紙）
	3.001_00010 労災特殊健診研究報告書：総括報告書
	4.001_00100-1分担（表紙）1
	5.001_00100-2 労災特殊健診研究報告書：１文献調査
	6.001_00200-1分担（表紙）1
	7.001_00200-2労災特殊健診研究報告書：２実態調査_アンケート (2)
	8.001_00300-1 分担（表紙）1
	9.001_00300-2労災特殊健診研究報告書：３特殊健診アンケート調査
	10.001_00311 特殊健診アンケート　実態 産業医学ジャーナル
	スライド 1: ◦投稿論文◦
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6

	12.001_00400-1 分担（表紙）1
	13.001_00400-2 労災特殊健診研究報告書：４特殊健診インタビュー報告書
	14.001_00500-1 分担（表紙）1
	15.001_00500-2 労災特殊健診研究報告書：５特殊健診マニュアル報告書
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ

	【修正版】特殊健康診断における適正な情報収集と判定に関するマニュアル.pdf

	特殊健診（総合）最終_Part2.pdf
	17.001_00600-1 分担（表紙）1
	18.001_00600-2労災特殊健診研究報告書：６標的臓器よび検査項目
	19.001_00611 【総括報告書】 図１
	スライド 1

	20.001_00612 【総括報告書】 図2
	21.001_00613 【総括報告書】 図3　DGUV
	スライド 1

	22.001_00621 【総括報告書】 表１-1　ILO（非がん）（がん）
	001_00621 【総括報告書】 表１-1　ILO（非がん）.pdf

	24.001_00622 【総括報告書】 表１-2　ILO（がん）
	25.001_00623 【総括報告書】 表２　DGUV
	26.001_00624 【総括報告書】 表3　OSHA
	27.001_00625 【総括報告書】 表4
	28.001_00626 【総括報告書】 表5
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ


	特殊健診（総合）最終_Part3.pdf
	29.001_00700-1 分担（表紙）1
	30.001_00700-21 労災特殊健診研究報告書：７アジア諸国の現状調査
	31.001_00700-2 労災特殊健診研究報告書：７アジア諸国の現状調査
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ




